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はじめに 

～ユーザーの要望が未来を切り開く～ 

 
環境・ニーズの変化の中、従来の思考、方法だけでは、企業競争力経営を強化する IT 活用が難しく

なってきており、新しい視点での取り組みの必要性を多くの企業が感じている。 

IT 部門に求められる役割も変わりつつある。かつては、経営やエンドユーザーからの要望をとりまと

め、それを反映し、しっかり開発、運用することがその役割であった。 

しかし、現在では、既存の業務プロセスをそのままシステムに移管する IT 化ではなく、新しい技術

を利用し、業務プロセスを改革する IT が求められている。IT 部門に、業務を変革し、創造することが

求められている。このような中で、各企業では、IT 人材をいかに育成するのかが大きな問題となってい

る。 

一方、システム開発、システム運用は情報子会社、あるいはアウトソーサーに任せ、企画に特化しつ

つあるユーザー企業の IT 部門にとって、技術よりも、開発計画を予定どおり進めるためのプロジェク

トマネジメントが非常に重要となってきている。しかし実態は、開発が遅延する、予想外の費用がかか

るケースは頻発している。 

そこで、本年度は「IT 人材の育成」「プロジェクトマネジメント」の２つを重点テーマとして取り上

げた。現状を調査・整理し分析することが、課題解決の端緒となればと思う。 

さて、本調査は 94 年から継続して行っており、今年が 11 年目にあたる。 

IT 部門対象のアンケート調査票は、24 ページかつ多岐の分野に渡り、専門性の高い設問も多くなっ

ているが、毎年 1000 社近くの企業に回答をいただいている。継続して回答していただいている企業の

割合も高い。ある IT 部門長によると、「ＪＵＡＳのアンケート調査票の回答をするためには、3 人くら

いでの分担が必要」とのことであるが、「この調査全体に目を通すことにより、自社の状況が理解でき

る」とのお話も聞けた。ありがたいことである。 

同時に、ユーザー系企業 41 社、情報子会社 20 社、システムインテグレータ 10 社にインタビューの

機会をいただき、「JUAS なら」ということで、アンケートでは知ることのできない生の声を聞くこと

ができた。 

ご協力いただいた企業にあらためてお礼申し上げるとともに、調査結果の活用をお願いしたい。 

本報告書には、多岐の分野に渡ってのユーザーの実態・課題・要望が盛り込まれている。 

これまで IT の世界では、製品や技術、さらに基準や手法に対し、ユーザーの立場から要望、その反

映が不足していたのではないかと感じられる。厳しいユーザーの要求が、ベンダーの新しい技術・商品

の創出につながり、システムの品質を向上させ、信頼性を高めることになる。 

ユーザーは質の高い多くの要望・要求を出さねばならない。 

本報告書がその一助となれば幸いである。 

 
 

（社）日本情報システム・ユーザー協会 
専務理事 細川 泰秀 



 3

調査の概要 

社団法人日本情報システム・ユーザー協会（略

称：JUAS）は、IT ユーザー企業の IT 動向を把

握するための、「企業 IT 動向調査」を 1994 年度

より実施しており、本年度の調査は 11 年目にあ

たる。 

本調査では、IT 予算、IT 利用、IT 推進体制等

について、経年的に調査を行うとともに、その年

度におけるテーマを抽出し、それについて重点的

に調査を実施している。本年度は「IT 人材の育成」

「プロジェクトマネジメント」の２つを重点テー

マとし、調査を実施した。 

本調査は、アンケート調査、インタビュー調査

の２つの調査から構成されている。 

アンケート調査では、重点テーマである「IT 人

材の育成」「プロジェクトマネジメント」につい

てはもちろん、企業における、IT 投資、IT 利用、

IT 推進体制等について、現状と経年変化の把握、

課題抽出を目的に広範囲で俯瞰的に調査を実施

している。 

インタビュー調査では、重点テーマである、「IT
人材の育成」「プロジェクトマネジメント」を中

心に調査を実施している。 

アンケート調査、およびインタビュー調査とも、

中心となるのは IT 部門を対象とした調査である

が、アンケート調査については経営企画部門を中

心とした利用部門に、インタビュー調査について

は情報子会社、システムインテグレータを対象に

した調査もあわせて実施し、多面的な情報を含む

分析を実施した。 

（1） アンケート調査 

2004 年 10 月 29 日に、IT 部門長宛：4033 社、

利用部門宛：4073 社にアンケート調査票を発送

した。調査票は IT 部門が A４用紙 24 ページ、利

用部門宛が A4 用紙 8 ページで、設問の一部は共

通している。回答期限は、2004 年 11 月 26 日と

し、IT 部門：977 社（有効回答率：24.2％）、利

用部門：802 社（有効回答率：19.5%）からの有

効回答を得た。 

IT 部門宛アンケート回答企業は、2000 年：803
件、2001 年：945 件、2003 年：1075 件、2004
年：872 件、2005 年：977 社と、毎年安定した回

答を得ており、本調査が回答企業の中に定着して

いることが窺われる。また、本年度の回答企業名

977 社のうち、618 社（63.2％）が前年度の調査

にも回答しており、継続性の高い調査になってい

る。 

回答を寄せた企業は何らかの形で IT 部門を持

っている企業であるため、回答企業の母集団は、

日本全体の企業構成から見ると大企業寄りの調

査となっている。 

① アンケート回答企業の業種 

本調査では回答企業の業種を以下の 20 業種に

分類している。回答企業数の割合を昨年と比較し

てみると、母集団の構成はほぼ同じと言える。ま

た、IT 部門と利用部門の回答企業もほぼ同じ業種

構成となっている（図表 0-1）。 

② アンケート回答企業の規模 

企業規模については、「資本金」「売上高」「従業

員数」いずれについても、昨年との比較および IT
部門と利用部門の従業員数構成を比較して、ほと

んど差がない状態である（図表 0-2、0-3、0-4）。 

③ アンケート回答企業の業績 

IT 部門にのみ聞いている。昨年度と比較して、

「増収増益」企業が 14.9 ポイント増加しており、

「減収減益」企業が 13.3 ポイント減少している

（図表 0-5）。 
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図表 0-1 回答企業の業種 

製造業 
企業数 

非製造業 
企業数 

IT 部門 利用部門 IT 部門 利用部門 

01．農林・水産・食品 37 3.8% 33 4.1% 11．商社流通卸売 180 18.4% 130 16.2%

02．建設・土木・鉱業 94 9.6% 97 12.1% 12．銀行・保険・証券・信販 57 5.8% 67 8.4%

03．化学・薬品 65 6.7% 56 7.0% 13．不動産・倉庫 20 2.0% 13 1.6%

04．石油・石炭・ゴム 7 0.7% 8 1.0% 14．運輸 33 3.4% 28 3.5%

05．繊維・紙・木材 32 3.3% 17 2.1% 15．通信・通信サービス 12 1.2% 2 0.2%

06．鉄・非鉄金属・窯業 45 4.6% 31 3.9% 16．電気・ガス・水道 7 0.7% 7 0.9%

07．輸送機器関連 35 3.6% 34 4.2% 17．放送・新聞・出版 13 1.3% 27 3.4%

08．一般機械製造 61 6.2% 36 4.5% 18．サービス業 83 8.5% 69 8.6%

09．電気機器製造 86 8.8% 62 7.7% 19．情報処理業 26 2.7% 27 3.4%

10．その他製造業 82 8.4% 52 6.5% 20．その他 2 0.2% 6 0.7%

製造業合計 544 55.7% 426 53.1% 非製造業合計 423 44.3% 376 46.9%

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

図表 0-2 回答企業の資本金 
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10.4%

4.4%

0.7%

1.0%

0.2%

1.4%

2.1%

3.9%

2.0%

1.6%

2.2%

1.4%

1.2%

0.2%

0.6%

1.3%

0.7%

0.9%

0.5%

1.1%

1.3%

3.4%

2.5%

2.1%

2.7%

3.4%

3.1%

0.2%

1.4%

1.6%

0.7%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

IT部門(n=977)

利用部門(n=802)

IT部門(n=977)

利用部門(n=802)

04
年

度
03

年
度

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20
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図表 0-3 回答企業の売上高 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
図表 0-4 回答企業の従業員数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
図表 0-5 回答企業の業績 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2.2%

0.8%

4.1%

1.1%

19.1%

23.7%

21.2%

29.6%

55.8%

53.0%

53.0%

53.3%

19.3%

19.6%

18.8%

14.3% 1.9%

2.9%

2.9%

3.6%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

IT部門(n=969)

利用部門(n=790)

IT部門(n=857)

利用部門(n=856)

0
4
年

度
0
3
年

度

10億円未満 10～100億円未満 100～1000億円未満 1000～1兆円未満 1兆円以上

7.5%

5.0%

7.7%

6.5%

40.3%

41.8%

39.1%

47.9%

20.5%

22.0%

22.1%

19.7%

24.8%

24.5%

22.9%

21.9%

4.0%

4.5%

2.0%

4.0%

2.0%

3.7%

2.8%

3.0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

IT部門(n=973)

利用部門(n=800)

IT部門(n=866)

利用部門(n=862)

0
4
年

度
0
3
年

度

100人未満 100～500人未満 500～1000人未満 1000～5000人未満 5000～1万人未満 1万人以上

42.2%

27.3%

16.3%

13.8%

20.9%

25.0%

20.6%

33.9%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

04年度(n=896)

03年度(n=732)

1．増収増益 2．増収減益 3．減収増益 4．減収減益
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（2） インタビュー調査 

インタビュー調査は 2004 年 11 月～1 月に、協

会役員を中心とする調査担当が、40 社の IT 部門

長、20 社の情報子会社（主に企画担当の役員）、

10 社のシステムインテグレータ（主に企画担当の

役員）に対して行った。インタビュー先は日本を

代表する著名企業が多く、業種も多岐に渡ってい

る。 

インタビューの項目は、IT 部門 30 問、情報子

会社 29 問、システムインテグレータ 17 問で、イ

ンタビュー時間は平均して 1 時間～1 時間 30 分

程度であった。 

 

本報告書での表記について 

 
（1） 企業規模の表記 

企業規模は、特に断りのない場合は、従業員規

模を基準にしている。 

表記は以下の通りである。 

・小企業：従業員 100 人未満 

・中堅企業：従業員 100 人～1000 人未満 

・大企業：従業員 1000 人以上 

 
（2） 年度の表記 

前年度・当年度・次年度の表記は、特に断り書

きのない場合はそれぞれ 

「2003 年度」「2004 年度」「2005 年度」を指す

ものとする。 

 
（3） アンケート回答部門 

特に限定がない場合は、「IT 部門」の回答を指

すものとする。 

 



 

第 1 部 概要編 
 

2004 年度の傾向と「IT 人材育成」 

「プロジェクトマネジメント」に関する調査結果 
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第 1 部 概要編 

1．1 企業における IT 動向 

本章では、2004 年度の全体的な投資の動向を

もとに、日本企業の情報化の動向を概観するとと

もに、企業担当者が今後をどう見ているかという

視点で将来を展望する。また、IT 部門の多様化が

進む中での、現在企業における IT 導入状況、企

業の IT 化推進体制の動向と今後の方向を探る。 

1．1．1 2004 年度の IT 投資動向 

（1） 2004 年度の IT 投資は横這い、積極派と消極

派の二分化が進む。次年度は、増加意欲が高

く、明るい展望 

2004 年度、IT 予算額（保守・運用費+新規投資

額）を前年より増加させた企業は 43.8％、減少さ

せた企業は 34.7%で、増加と減少の割合を指数化

した DI 値（Diffusion Index：増加割合－減少割

合）は 9 となった（図表 1-1-1）。 

 

これを、経年的に見てみると、昨年より若干低

下しているが、2002 年度：9 ポイント、2003 年

度：13 ポイント、2004 年度：9 ポイントと小規

模な増減を繰り返しており、ほぼ横這いの状況が

続いていると言える。 

また、増加と減少の二分化している傾向にあり、

「不変」と回答した企業の割合は 21.6％と、ここ

5 年間でも 2 番目に低い割合である。最近の傾向

として、各企業が、業績や戦略に応じて、異なる

投資姿勢をとってきていることが現れている。 

2005 年度の予想は、2001 年度以来の高水準で

ある DI 値 15 となった。 

その中で、増加と減少に二分化する傾向が更に

強まり、10％以上 IT 投資を増加させる企業が

27.1％と過去最高水準を示す一方、10％以上減少

させる企業も 17.1％と多い。 

18

9

13
9

39

13

5

0

15

28

24

2.5

-1.1

0.8

2.0

-5

0

5

10

15

20

25

30

35

40

00年度 01年度 02年度 03年度 04年度 05年度

-2

0

2

4

6

8

10

12
対前年比

次年度予測

GDP（参考）

図表 1-1-1 IT 予算額の増減と IT 予算化 DI の経年変 

 00 年度 01 年度 02 年度 03 年度 04 年度 05 年度 

対前年比 

１0%以上増加 35.0% 28.9% 23.7% 32.1% 29.9% 

- 

１0%未満増加 16.5% 16.2% 16.3% 14.7% 13.9% 

不変 25.1% 27.7% 28.7% 19.0% 21.6% 

１0%未満減少 10.0% 13.4% 13.9% 13.2% 16.0% 

１0%以上減少 13.3% 13.8% 17.4% 21.0% 18.7% 

DI 28 18 9 13 9 

N 値 677 733 964 742 777 

次年度予測 

１0%以上増加 13.9% 21.2% 14.5% 15.5% 20.7% 27.1%

１0%未満増加 29.4% 32.5% 24.9% 19.9% 16.3% 17.6%

不変 36.9% 31.1% 34.0% 34.4% 25.6% 25.4%

１0%未満減少 11.7% 9.1% 16.1% 18.7% 15.9% 12.8%

１0%以上減少 8.0% 6.1% 10.5% 11.6% 21.4% 17.1%

DI 24 39 13 5 0 15 

N 値 452 726 764 975 723 760
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（2） 大企業の過半数が IT 予算額を増加 

二分化の傾向は、IT 予算の対前年比を企業規模

別に見るとより顕著である。従業員数 100 人未満

の企業は、「不変」が 35.5％であるのに対し、従

業員数 1000 人以上の企業では、13.4％であり、

大企業で２極化が進んでいることがわかる（図表

1-1-2）。 

企業規模別に DI 値を見ると、従業員数 100 人

未満の企業は 3、100～999 人の企業が 7、1000
人以上の企業が 16 となっており、景気回復に伴

う大企業の IT投資に対する積極姿勢が窺われる。 

 

5 年間の DI 値の推移を見ると、中堅・中小企業

ほど、全体として景気の影響を受けやすく、回復

の遅れが IT 予算にも影響を与えていることが現

れている（図表 1-1-3）。 

収益と IT 予算の増減傾向には、相関が見られる

が、増収増益ながら IT 予算を削減している企業

と、減収減益ながら IT 予算を増加させている企

業が、それぞれ 3 割ある。IT 投資が、単に企業業

績に寄っているのではなく、経営戦略として各企

業がしのぎを削っている状況を物語っている（図

表 1-1-4）。 

3
7

17 16

14

31

10
12

34

20

88

20 12

21

0

10

20

30

40

00年度 01年度 02年度 03年度 04年度

100人未満

100～1000人未満

1000人以上

図表 1-1-2 企業規模別 IT 予算額対前年比 

図表 1-1-3 企業規模別 IT 予算 DI の推移 

図表 1-1-4 企業業績別 IT 予算対前年比 

32.3%

30.4%

28.5%

10.9%

22.8%

35.5%

24.0%

13.4%

13.5%

23.2%

25.8%

21.2%

12.2%

1.6% 4.8%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

100人未満(n=62）

100～999人(n=467)

1000人以上(n=246)

１0%以上増加 １0%未満増加 不変 １0%未満減少 １0%以上減少

34.3%

32.2%

28.8%

20.9%

13.9%

12.7%

13.0%

10.8%

21.5%

17.8%

23.3%

25.3%

14.5%

20.3%

18.5%

15.2%

15.8%

16.9%

16.4%

27.8%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

増収増益(n=303)

増収減益(n=118)

減収増益(n=146)

減収減益(n=158)

１0%以上増加 １0%未満増加 不変 １0%未満減少 １0%以上減少
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（4） 売上高に対する IT 関連予算比率 

次に別の切り口として、売上高に対する IT 予算

比率を見てみよう。業種別にまとめたものが図表

1-1-5 である。 

全業種平均では、2003 年度 1.40％、2004 年度：

1.42％でほとんど変化がなかった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

IT 予算額の比率は、業種によってかなり違いが

あり、業種の特性から製造業が低く、非製造業が

高い傾向がある。特に IT が商品そのものともい

える「銀行・保険・証券・信販」業種において、

極めて高くなっている。 

1.42

0.75

0.69

1.12

1.16

1.44

1.00

1.42

0.89

1.50

0.98

0.69

6.31

1.66

1.04

1.90

1.42

1.80

2.24

2.74

全体(n=773)

1．農林・水産・食品(n=29)

2．建設・土木・鉱業(n=74)

3．化学・薬品(n=53)

4．石油・石炭・ゴム(n=5)

5．繊維関連・紙・木材(n=25)

6．鉄・非鉄金属・窯業(n=37)

7．輸送機器・関連部品(n=30)

8．一般機械製造(n=49)

9．電気機械製造(n=75)

10．その他製造(n=65)

11．商社・流通・卸売・小売(n=152)

12．銀行・保険・証券・信販(n=37)

13．不動産・倉庫(n=14)

14．運輸(n=21)

15．通信・通信サービス(n=7)

16．電気・ガス・水道(n=6)

17．放送・新聞・出版・印刷・映画(n=9)

18．サービス業(n=64)

19．情報処理業(n=21)

図表 1-1-5 業種別売上高に占める IT 予算比率 

※本調査では業種番号：1～10 までを

製造業、11～12 を非製造業と分類 
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1．1．2 IT についての関心事と IT 投資の目的 

（1） IT についての関心事はセキュリティがトップ 

IT について関心が高いトピックスを、20 項目

の中から 1～5 位までを挙げてもらった。1～5 位

の順位を考慮し全体の関心の高さを見るために、

1 位から 5 位までのトピックスにそれぞれ 5 点か

ら１点のポイントを与え、指数化した結果が図表

1-1-6 である。 

総合的に「セキュリティ」が最も高い関心を集

めた。これは個人情報保護法の正式施行が近いこ

ともあるが、IT 関係者が、近年のメールや電話を

使った架空振込みの犯罪に個人情報の漏洩が大

きく関わっていることを理解し、これまでになく

セキュリティを現実のリスクとして認識し、危機

感を抱いていることを示唆している。 

今回の調査から項目として加えた「個人情報保

護法」も上位 5 番目に入っており、2005 年 4 月

の正式施行を控え、その対応をめぐって一番関心

が高まっていると言える。 

一方、エンタープライズアーキテクチャ（EA）

や、ユビキタスコンピューティング、グリッドコ

ンピューティングなど、雑誌やインターネットで

は大きくとりあげられる話題でも、一般の企業ユ

ーザーにとっては余り関心がないという結果と

なった。 

 

（2） システム再編成への高い意欲 

IT のトピックスへの関心もさることながら、企

業は現実に何に重点をおいて、これから IT 投資

をしていこうと考えているのであろうか。IT 投資

の目的として 11 項目を挙げ、上位 2 つを選択し

てもらった結果が図表 1-1-7 である。IT 部門だけ

でなく、経営企画部門を中心とした利用部門にも

回答してもらった。 

IT 部門からの回答では、1 位が「トップによる

迅速な業績把握」で、これは前年の調査と変わら

ないが、前年 2 位であった「コスト削減」が 4 位

に落ちている。 

逆に、「業務プロセス・システムの再編」が 2
位に浮上し、1 位の「トップによる迅速な業績把

握」とほとんど同じ割合となっている。 

昨年は、景気の先行き不透明で、レガシーから

オープンシステムへの転換など、コスト削減を強

く意識していたが、2004 年、ようやく景気回復

が見えてきて、本来の IT 投資を落ち着いて考え

られるようになってきた結果と見ることができ

る。本格的に、業務プロセスの革新とシステムの

再編が必要であると企業の IT 担当者が認識した

表れと言える。 

(n=968)
0 500 1000 1500 2000 2500

セキュリティ(3)

ＩＴコストの削減(2)

システム再構築(1)

ＩＴ投資効果評価(4)

個人情報保護法(-)

IT人材の育成(7)

ERP(企業資源計画)(11)

ソフトウェアの生産性(12)

アウトソーシング(9)

企業間システム連携(10)

企業情報ポータル(-)

プロジェクトマネジメント(13)

保守運用・SLA(8)

システムのユーザビリティ(-)

IT組織・情報子会社(-)

エンタープライズアーキテクチャ(19)

オープンソースソフトウェア(17)

ユビキタスコンピューティング(-)

RF-IDの活用(-)

グリッドコンピューティング(-)

図表 1-1-6 IT についての関心事 

※1 位：5 点、2 位：4 点、以下 3 点、2 点、1 点と
ポイントを付け指数化した結果 

※（  ）内は昨年度調査における順位 
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利用部門からの回答は、1 位が「業務プロセス・

システムの再編」で、「経営トップによる迅速な

業績把握、情報把握」は 2 位に後退し、割合も 10
ポイント以上低下した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

利用部門は、経営トップによる業績把握、情報

把握はある程度進んでいるという認識があり、IT
を活用した業務プロセスの改革を求めているこ

との現われと考えられる。 

 

16.0%

13.7%

10.6%

5.0%

6.1%

4.8%

26.3%

16.1%

13.7%

16.4%

12.9%

4.3%

4.1%

0.6%

23.5%

15.8%

13.1%

3.6%

6.3%

3.1%

30.4%

12.6%

17.4%

10.8%

13.4%

4.2%

3.9%

0.4%

18.7%

18.6%

19.1%

9.1%

0% 10% 20% 30% 40%

経営トップによる迅速な
業績把握、情報把握

業務プロセス・システムの再編

社内コミュニケーション、
情報共有の強化

コスト削減

顧客重視の経営

グローバル化への対応

企業間の連携

企業としての社会的責任の履行

IT部門04年度(n=969)

IT部門03年度(n=840)

利用部門04年度(n=741)

利用部門03年度(n=841)

図表 1-1-7 年度別 IT 投資の目的（IT 部門、利用部門の比較） 
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1．1．3 企業における IT 利用の現状 

企業はどんなハードウェアとソフトウェアをど

のような業務に利用し、今後どのような方針でシ

ステムを構築していくのか、現状および今後の動

向について調査を行った。 

1．1．3．1 ハードウェア、 

ネットワーク技術の採用と評価 

（1） ホストコンピュータ関連費用の割合 

「IT 予算の半分以上がホストコンピュータ経費」「ホ

ストコンピュータ費用が 0％」が、それぞれ約 2 割 

ホストコンピュータ関連の費用（ハードウェア、

OS、保守費用等関連費用すべて）は、IT 予算の

どの程度を占めているのだろうか。IT 予算の何％

を占めるかを聞いた結果が図表 1-1-8 である。 

「IT 予算の半分以上がホストコンピュータ関

連費用」という企業は 22.2％に上った。対して、

ホストコンピュータ関連の費用が 0％（ホストを

持っていない）という企業も 19.0％と約 2 割とな

った。 

企業規模別に見ると、従業員数 1000 人以上の

大企業では、ホストコンピュータを持っている割

合は 86.7％、100～1000 人未満の中堅企業は

79.3％、100 人以下の小企業は 69.8％と企業規模

によってホストコンピュータの所持比率が減っ

ている。 

しかし大企業では、IT 予算に占めるホストコン

ピュータ関連費用の比率が 50％を超える企業は

14.1％でしかないのに対し、中堅企業では 25.3％、

小企業では 29.3％となっている。大企業ではホス

トを保持している企業も多いが、一方でダウンサ

イジングも積極的に行われていると推察される

結果である。 

（2） ホストコンピュータの削減は一段落、大企業ほ

どダウンサイジングに積極的 

続いて、ホストコンピュータ、サーバマシン、

それぞれの増減について見てみたい。 

まずホストコンピュータであるが、前年度より

減少したと答えた企業は、02 年度が 13.1％、03
年度が 14.5％であったのに対し、2004 年度は 10.
１％にとどまった。金額ベースでも減少すると答

えた企業が 21.7％と前年を下回り、ホストコンピ

ュータの減少傾向には歯止めがかかったと言え

る（図表 1-1-9）。 

しかし、台数で 21.7％、金額で 30.６％の企業

が次年度の削減を見込んでいる。歯止めはかかっ

たとはいえ、ホストコンピュータの減少傾向は今

後も続くと見られる。 

企業規模別に見ると、大企業ほど、減少傾向が

大きい。従業員 1000 人以上の企業が、台数で

15.5％、金額で 33.5％の企業が前年より減ったと

答えたのに対し、中企業では台数で 7.7％、金額

で 16.2％、小企業ではそれぞれ 6.5％、14.5％と、

減少した企業が少なくなっている（図表 1-1-10）。 

ダウンサイジングは大企業ほど積極的であると

言える。 

19.0%

29.2%

20.7%

13.3%

10.6%

6.2%

9.0%

14.9%

19.7%

12.3%

17.2%

26.3%

13.3%

9.2%

12.9%

15.3%

10.0%

10.8%

8.8%

12.2%

6.1%

3.9%

7.2%

3.1%

5.1%

6.3% 2.7%1.6%0.4%0.0%

5.1%

1.5%

5.9%

7.7%

5.6%

6.2%

4.1%

3.7%

4.6%

4.7%

4.6%

3.8%

3.3%

3.1%

2.3%

4.6%

0.9%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(n=809)

100人未満(n=65)

100～999人(n=488)

1000人以上(n=255)

0％ 1%～9％ 10～19％ 20～29％ 30～39％ 40～49％ 50～59％ 60～69％ 70～79％ 80～89％ 90～99％ 100％

図表 1-1-8 企業規模別 IT 予算に占めるホストコンピュータ費用の割合 ※矢印は 50％のライン 
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6.5%

3.8%

1.8%

6.5%

7.7%

4.4%

87.1%

88.5%

82.7%

79.0%

76.1%

62.2%

6.5%

7.7%

15.5%

14.5%

16.2%

33.5%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

100人未満(n=62)

100～999人(n=496)

1000人以上(n=277)

100人未満(n=62)

100～999人(n=494)

1000人以上(n=275)

台
数

金
額

増加 不変 減少

図表 1-1-9 年度別ホストコンピュータの増減

図表 1-1-10 企業規模別ホストコンピュータ

6.6%

6.6%

6.6%

74.9%

86.4%

81.0%

83.1%

62.8%

71.6%

64.2%

71.0%

21.7%

10.1%

14.5%

13.1%

30.6%

21.8%

28.1%

22.4%

3.8%

3.3%

3.5%

4.5%

7.7%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

2005年度予想(n=837)

2004年度(n=838)

2003年度(n=730)

2002年度(n=1021)

2005年度予想(n=833)

2004年度(n=834)

2003年度(n=716)

2002年度(n=1010)

台
数

金
額

増加 不変 減少
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（3） サーバマシンは増加傾向だが 

台数・金額とも頭打ち 

ホストコンピュータと違って、サーバマシンの

増加意向は依然として強いが、増加の割合は前年

に比べると低下している。ここ数年は半数以上の

企業がマシンを増やしているが、02 年度をピーク

に 03 年度から増加傾向が頭打ちになり、今年度

は増加企業が、台数では前年より 5 ポイント近く

下がり 55.5％、金額でも 2 ポイント下がって、

54.3％にとどまった（図表 1-1-11）。 

しかしながら、前年度の予想では台数ベースで

56.0％、金額ベースで 50.1％の企業が増えると答

えたのに対し、実績では、台数はほとんど同じ、

金額は 4 ポイント程予想より増えている。企業の

予想を上回ってサーバマシンの需要が伸びたわ

けで、景気回復が一段落したとはいえサーバマシ

ンへの投資意欲は依然として強いと言える。 

 

次年度の見込みは、全体では、台数、金額とも

今年よりやや少ない 51.9%、51.8%の企業が増や

すと回答している。増加の傾向は依然として高い

ものの一時ほどの勢いは見られない。 

さらに、企業規模別に見てみると、大企業ほど

増加傾向が強い。従業員 1000 人以上の企業は

68.9％の企業が前年度より増やしたと答えてい

るのに対し、中企業では、51.2％、小企業では

35.3％しか増加させたと答えていない。 

景気の回復が大企業中心で、中堅企業では、ま

だまだその恩恵を受けていないということもあ

るが、ダウンサイジングの意欲が大企業ほど高く、

結果としてサーバの増加傾向につながっている

と考えられる（図表 1-1-12）。 

51.9%

55.5%

59.0%

61.6%

51.8%

54.3%

56.0%

58.0%

40.3%

40.0%

36.2%

33.9%

38.2%

39.8%

37.1%

35.5%

7.8%

4.5%

4.8%

4.6%

10.0%

5.9%

6.9%

6.5%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

2005年度予想(n=937)

2004年度(n=937)

2003年度(n=853)

2002年度(n=1155)

2005年度予想(n=931)

2004年度(n=930)

2003年度(n=846)

2002年度(n=1141)

台
数

金
額

増加 不変 減少

図表 1-1-11 年度別サーバマシンの増減 

35.3%

51.2%

68.8%

32.4%

49.5%

68.9%

61.8%

45.1%

25.0%

61.8%

44.6%

25.2%

6.3%

6.0%

5.9%

5.9%

3.7%

2.9%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

100人未満(n=68)

100～999人(n=561)

1000人以上(n=304)

100人未満(n=68)

100～999人(n=556)

1000人以上(n=302)

台
数

金
額

増加 不変 減少

図表 1-1-12 企業規模別サーバマシンの増減 
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（4） SAN、NAS は定着し始めた 

ネットワークストレージ、SAN（Storage Area 
Network）、NAS（Network Attached Storage）
の導入は、年々導入が進んで折り、2004 年度は

SAN が 14.4％、NAS が 22.6％となった。検討中

の企業も増えており、16%程度の企業が検討して

いる（図表 1-1-13）。 

企業規模別に見てみると、大企業では SAN も

NAS も同じように 30％余りの普及率であるが、

中堅企業では、NAS 約 20％対し、SAN は 7％で

ある。小企業ではNAS12.9%に対し、SANは1.4％
と極端に低い。これは SAN が NAS よりも一般的

には大規模なストレージであることから当然と

言えば当然と言える。今後の SAN の導入意向に

ついては小企業でも 11.6％が導入を検討してお

り、大規模ストレージに対する関心は小企業でも

決して低くはない。 

（5） ブレードサーバの導入が始まる 

今回より、新しい形態のサーバである「ブレー

ドサーバ（シャーシーに縦に刃を立てるように高

密度に実装したサーバ）」の導入についても調査

を始めた。結果をまとめたものが図表 1-1-14 であ

る。 

企業規模別に見ると、従業員数 1000 人以上の

大企業で 20.7％がすでに導入しており、検討して

いる企業も 25.1％と中堅企業の 12.8％に比べる

と圧倒的に高い。今後高価なスペースの有効利用

を進めるためにサーバの高密度化、保守費用圧縮、

保守サービス向上などのメリットを活かした導

入が進むと考えられる。 

14.4%

6.9%

31.5%

22.6%

12.9%

19.4%

31.2%

16.5%

11.6%

13.5%

23.7%

16.4%

15.7%

14.0%

20.8%

69.1%

87.0%

79.6%

44.7%

61.0%

71.4%

66.5%

48.0%

1.4%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(n=933)

100人未満(n=69)

100～999人(n=565)

1000人以上(n=295)

全体(n=943)

100人未満(n=70)

100～999人(n=571)

1000人以上(n=298)

S
A

N
N

A
S

導入済 導入を検討中 導入予定なし

9.2%

4.2%

20.7%

16.3%

12.8%

25.1%

74.5%

90.3%

83.0%

54.2%

2.8%
6.9%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体（n=952)

100人未満(n=72)

100～999人(n=577)

1000人以上(n=299)

導入済 導入を検討中 導入予定なし

図表 1-1-13 企業規模別ネットワークストレージの導入状況 

図表 1-1-14 企業規模別ブレードサーバの導入状況 
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（6） ネットワーク技術の導入 

VoIP は３割の企業で導入済み、さらに３割が採

用検討中 
モバイル・セントレックス、RF-ID は２割の企業

が今後の導入を検討中 

新しいネットワーク関連の技術やサービスの導

入状況として、04 年度は以下４つのサービスにつ

いて調査した（図表 1-1-15）。 

①VoIP（Voice over IP）：IP ネットワーク経由で音声情

報を送受信するための技術 

②モバイル・セントレックス：携帯電話を企業の内線

電話として利用するサービス 

③RF-ID（Radio Frequency Identification）：無線チップ

により人やモノを識別・管理する仕組み 

④GPS（Global Positioning System）：人工衛星を利用

してどこにいるのかを正確に割り出すシステム 

 

VoIP については、「全社的に導入済み」と「一

部セクションで導入済み」をあわせて３割が導入

済みであり、さらに 3 割が「検討中」と、普及が

進みつつあることが窺える。 

モバイル・セントレックス、RF-ID は、注目を

浴び始めた新しいサービスであるが、それぞれ

7.6%(72 社)、2.5%（24 社）の企業が、既に何ら

かの形で導入している。また、ともに 2 割の企業

が導入にあたっての検討を開始しており、来年度

はこれらの導入が加速することが予測される。 

GPS は、9 割の企業で「計画なし」と、まだ利

用範囲が限定されている。 

（7） VoIP（Voice over IP）導入が本格的に 

VoIP の導入状況を 03 年度と比較したものが図

表 1-1-16 である。 

 

15.8%

9.7%

7.0%

1.6%

12.6%

8.3%

23.8%

14.1%

14.8%

11.5%

5.6%

6.3%

12.6%

7.9%

21.5%

19.8%

30.7%

35.2%

18.3%

33.3%

31.8%

36.7%

31.8%

32.8%

38.7%

43.6%

69.0%

58.7%

43.0%

47.1%

22.8%

33.2%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

04年度（n=958）

03年度(n=837)

04年度（n=71）

03年度(n=63)

04年度（n=581）

03年度(n=507)

04年度（n=302）

03年度(n=262)

全
体

1
0
0
人

未
満

1
0
0
～

9
9
9
人

1
0
0
0
人

以
上

全社的に導入済 一部のセクションで導入済み 検討中 計画はない

15.8% 14.8% 30.7%

22.9%

19.4%

4.7%

38.7%

69.6%

78.0%

91.1%

1.5%

0.4%

0.3%

6.1%

3.8%

2.2%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

①VoIP(n=958)

②ﾓﾊﾞｲﾙｾﾝﾄﾚｯｸｽ(n=954)

③RF-ID(n=952)

④GPS(n=951)

全社的に導入済 一部のセクションで導入済み 検討中 計画はない

図表 1-1-15 関連技術・サービス導入状況 

図表 1-1-16 企業規模別 VoIP 導入状況 
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全体では、「全社的に導入済み」と「一部のセク

ションで導入済み」をあわせた企業が 03 年度の

21.2％から 04 年度は 30.6％と着実に増加してい

ることが窺える。特に従業員数 1000 人以上の大

企業では、一部のセクションでの導入を含め半数

近くの企業が導入しており、通信コスト削減策と

しても今や検討せざるを得ないものとなってい

る。 

（7） RF-ID は広い分野の適用が検討される 

技術的課題が多いが、前向きな検討が進む 

RF-ID は、現在の導入企業は 24 社（全体の

2.5%）と少ないが、導入を「計画中」が 19.4%と、

今後の導入意欲の高さが窺える（図表 1-1-15）。 

導入済・導入を計画中という企業に、①RF-ID
利用の目的や期待、②適用分野、③導入にあたっ

ての課題について、メールで追加のヒアリングを

行ったところ、62 社から回答が得られた。 

利用目的や適用分野としては、バーコードの代

わりとして、RF-ID の非接触型であるというメリ

ットを活かした在庫・物流管理等での作業負担軽

減・効率化（36 社）、データ収集のリアルタイム

化や入力間違いなど精度向上（19 社）を期待する

企業が多い。 

しかしながら、この技術については、導入にあ

たって多くの課題がまだ残されている。 

「IC タグの価格がまだ高い」：(28 社)「設備・

開発コストが高い」：（12 社）など、コストの高さ

を課題とする企業が最も多いが、その他にも、タ

グの読取精度・スピードを課題とする企業が 15
社、金属への添付・読取の難しさを指摘する企業

が 7 社、読取距離を問題にする企業が 6 社と技術

的課題が多く挙げられている。また、屋外での利

用やリサイクルを前提としているため、耐久性や

洗浄などの耐水性、耐熱性も課題として挙がって

いる。 

また、国際的な統一の規格・基準の早期実現を

望む声も大きい(10 社)。 

これらの課題は、関連業界・団体の努力がされ

ているところであり、この 1、2 年で技術普及を

後押ししていくものと期待されるが、技術を導入

する企業側にも課題がある。「システム導入によ

る現場の混乱」を心配する声が 6 社から挙がって

おり、現場の業務への影響度が高い技術であるこ

との表れといえる。 

１社だけでなく、サプライチェーン全体を巻き

込んでこそ効果が発揮される技術であり、企業や

業界、国の枠を越えて、広く情報交換をしながら

の対応策が期待される。 
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1．1．3．2 ソフトウェアの採用と評価 

ソフトウェアについては、例年パッケージソフ

トウェアの利用を中心に調査を行っているが、そ

の中でも、企業において関心と影響度合いの大き

い ERP パッケージに関して 1999 年度より、継続

して調査を行っている。また、2004 年度は、シ

ステム構築における方針についても聞いている。 

（1） 8 割の企業がパッケージを利用する方針 

新システム構築時に方針について聞いた。「基本

的に独自開発」という方針の企業が 2 割を割って

おり、何らかのパッケージ利用が 8 割を超える状

況である。良いパッケージソフトウェアが増えて

きていること、人事・会計などの共通業務につい

てはパッケージ化する企業が増えていることが

要因として考えられる（図表 1-1-17）。 

  

（2） ERP パッケージは大企業の半数が導入済 

今後中堅企業や小企業へ移行 

続いて、ERP パッケージの採用について聞いた

ところ、すでに採用している企業（採用している

企業、採用しているが製品の切り替えを検討して

いる企業、採用しているが退役を考えている企業

を含む）が 3 割を超えている。また、採用を検討

している企業は、26.5%であり、依然として ERP
パッケージへの関心は高いと言える（図表

1-1-18）。 

なお、採用されている製品は、R3（SAP）の導

入が、例年通り第１位で、3 割（30.6％）のシェ

アを占めている。2 位は Super Stream（SSJ 社）

の 9.3%で、以下、Oracle Application：7.6%）、

Glovia-C（富士通）6.9%の順となっている。 

18.7%

16.7%

21.3%

14.1%

45.9%

36.1%

45.6%

49.0%

35.4%

47.2%

33.1%

36.9%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(n=968)

100人未満(n=72)

100～999人(n=586)

1000人以上(n=306)

基本的に独自開発 場合によりパッケージを利用 基本的にパッケージを利用

27.8%

19.4%

20.4%

44.2%

26.5%

18.1%

29.2%

23.1%

42.1%

59.7%

46.8%

28.7%

2.6%

3.3%

2.8%

2.2%
0.7%

1.0%

1.4%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(n=962)

100人未満(n=72)

100～999人(n=583)

1000人以上(n=303)

採用している 製品の切り替えを検討中 退役を検討中 採用を検討中 今後も採用予定なし

図表 1-1-17 企業規模別新規システム構築方針 

図表 1-1-18 企業規模別 ERP パッケージの採用 
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（3） 保守価格の高さが課題 

採用している ERP パッケージ製品の満足度を、

導入費用、保守費用、品質、の 3 つの観点で調査

を行った結果が図表 1-1-19 である。 

品質に関しては、非常に満足、満足をあわせる

と 26.1%となり、一定の評価を得ている。 

それに対し、導入価格は満足している企業が

13.0%、保守運用価格にいたっては、7.5%で、逆

に不満を持つ企業が半数を超え、特に保守費用の

高さが課題となっており、ユーザーの悩みとなっ

ている。 

ERP 製品提供ベンダーの保守運用費用低減の

更なる努力が求められる。 

（4） 導入時に重視する点 

自社業務や業務環境との整合性が最も重視され

る ERP パッケージを選択する際に重視する項目

として、多くの企業が「自社業務や業務環境との

整合性」を最も重視する項目に挙げている

（34.0%）。 

年度別に見てみると、ERP パッケージの普及が

進むにつれ、性能や価格よりも、自社に適用でき

るのか、自社に合うかどうかを重視するようにな

ってきており、より現実的な導入がなされるよう

になってきたと言え、評価に値する（図表 1-1-20）。 

（4）ERP 本来の導入目的が実現されていない 

ERP（Enterprise Resource Planning：企業資

源計画）は、企業の資源を有効活用することを目

的に、BPR（Business Process Reengineering：
業務プロセス改革）を実施して最適な業務プロセ

スを構築することが本来の趣旨であったが、最近

は、「連結決算への対応」や「開発工期の短縮」

が重視されるようになってきた。 

今回、ERP パッケージの導入目的を聞いたとこ

ろ、1 位は「業務の効率化」、2 位は「業務改革

（BPR）の実現」という結果となった。しかしな

がら、それに対する実現度は、「十分実現してい

る」「実現している」と回答している企業が、業

務の効率化は 54.8％、業務改革（BPR）の実現で

は 43.8％にとどまっている（図表 1-1-22、1-1-23）。 

それに対し、「連結決算への対応」は 73.6%、「開

発工期の短縮」は 64.6％が「十分実現している」

「実現している」と回答しており、それらの実現

度は高い。 

しかし、ある経営トップから、「ERP（経営資源

計画）導入が本来の目的を達成しているか疑問を

感じる」という声が聞かれたように、経営者は「経

営資源（人、物、金）を迅速に経営に反映する」

という ERP 本来の目的達成を期待している。 

経営者とシステム担当者との間ギャップが生ま

れており、経営者の不満を解消する努力が必要と

言える。 

12.0%

6.8%

24.7%

41.2%

35.5%

48.6%

36.1%

42.3%

20.2%

9.6%

14.7%

5.1%

1.4%

1.0%

0.7%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

導入価格(n=291）

保守価格(n=293）

品質(n=292）

非常に満足 満足 普通 不満 非常に不満

 04 年度 03 年度 02 年度 

1 位 
自社業務や業務環
境との整合性 

34.8% 
自社業務や業務環境
との整合性 

22.3% 性能 23.7%

2 位 性能 14.9% 性能 17.5%
適用可能業務の 
範囲・網羅性 

14.8%

3 位 
価格/カスタマイズの
容易さ 

10.1% 
適用可能業務の 
範囲・網羅性 

14.2% 価格 11.1%

図表 1-1-20 ERP パッケージ選択時に重視する点 

図表 1-1-19 使用中の主な製品満足度 
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 （n=208）

76.4%

58.7%

44.2%

42.3%

41.8%

41.8%

39.4%

19.7%

18.3%

13.9%

6.3%

4.8%

0% 20% 40% 60% 80%

業務の効率化(1)

業務改革（BPR）の実現(2)

連結決算への対応(4)

ビジネス状況のリアルタイム把握(4)

経営判断の迅速化(-)

システム費用の低減(3)

開発工期の短縮(7)

エンドユーザーの生産性向上(9)

グローバル対応(6)

企業競争力の拡大(7)

顧客満足度の向上(-)

その他

 

18.7%

6.9%

5.9%

7.1%

11.4%

7.3%

8.1%

6.9%

50.3%

40.5%

54.9%

44.8%

35.3%

32.1%

53.2%

36.6%

51.4%

13.8%

33.3%

35.0%

37.2%

22.0%

37.9%

40.0%

31.0%

22.8%

36.6%

29.7%

65.5%

58.3%

9.6%

15.7%

9.2%

16.5%

23.8%

10.1%

14.6%

10.8%

13.8%

8.3%

6.0%

4.5%

3.3%

4.4%

4.9%

2.5%

2.4%

3.3%

0.6%

1.1%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

業務の効率化（n=157）

業務改革(BPR)の実現（n=121）

連結決算への対応（n=91）

ビジネス状況のリアルタイム把握（n=87）

経営判断の迅速化（n=85）

システム費用の低減（n=84）

開発工期の短縮（n=79）

エンドユーザの生産性向上（n=41）

グローバル対応（n=37）

企業競争力の拡大（n=29）

顧客満足度の向上（n=12）

十分実現している 実現している どちらともいえない 実現していない 全く実現していない

図表 1-1-22 ERP パッケージの導入目的 ※（ ）内は昨年度の順位 

図表 1-1-23 ERP パッケージ導入後の実現度 
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1．1．4 システム開発における委託先の関係 

（1） システムベンダーへの最大の不満は 

「提案力不足」 

システム開発において、システムベンダー、シ

ステムインテグレータ、情報子会社等に仕事の依

頼を行っている企業は、全体の 72.7％で、前年と

あまり変わらない結果となった。そのうち、

23.2％の企業が、委託先に対し何らかの不満があ

ると答えている。 

不満の内容は、「企画提案力不足」が圧倒的に多

く、回答企業のおよそ 3 分の１が、これを第１の

不満として挙げている。類似する「こちらの指示

への対応以上の仕事をしていない」も昨年から順

位を上げて 2 番目の不満に挙げられており、シス

テムベンダーに対する企画や提案への期待と満

たされない苛立ちの高さがうかがえる（図表

1-1-24）。 

これは、「IT の投資の目的」にて「業務プロセ

ス・システムの再編」が IT 投資の最重要項目の

一つとして挙がっていることからも分かるよう

に、IT 部門自身が経営者や利用部門に求められて

いる課題でもある。では、どのような提案を求め

ているのか。インタビューで分かった発注者とし

ての声をいくつか紹介する。 

「以前に実現できなかったことが、技術の発展な

どで『今ならできる』と提案してくれれば、そ

れはうれしい提案」 

 

「IT に特化したテクノロジーの方向性や適用範

囲を示してほしい。」 
「ユーザーサイドの見方からの提案」 
「昔は利用部門がビジネスフローを書いて IT 化

していたが、最近は IT によりビジネスフロー

がブラックボックス化されているためもあり、

IT によるビジネスモデル改革が期待されてい

る。ビジネスに関わることは IT 部門自身がや

らないといけないとは分かっているが、考える

きっかけがほしい。例えば、他の業界での IT
の活用事例やベストプラクティスを示しても

らうとありがたい」 

システムベンダーには業務プロセスの知識を理

解した上での提案が求められているといえるが、

ベンダーから満足のいく企画提案を得るために

は、発注者自身も課題や目標を明確にし、共に考

えていく姿勢や、ベンダーの業務知識習得サポー

トといった協力関係の構築が必要と考える。 

（2） 価格は「見積もりの妥当性」が重要 

「価格が高い点」を不満要因としてあげる企業

は減少している。02 年度までは、これが不満要素

として最も多くあげられていたが、徐々に順位を

落としている。「見積り金額の妥当性が不明」と

の不満が引き続き上位を占めていることを考慮

すると、価格については単に高いということより

も見積り根拠の妥当性に関心が移っている（図表

1-1-24）。 

 

(n=161)

132

60

60

56

52

49

29

28

12

5

0 20 40 60 80 100 120 140

企画提案力不足(1)

見積もり金額の妥当性が不明(2)

こちらの指示への対応以上の
仕事をしていない点(5)

推進力が不十分で納期が守られない点(4)

価格が高い点(3)

「対応できる」と約束したことが
発注後結果的にできていない点(6)

ハードとソフトの不整合からの不具合と
その責任の所在が不明である点(7)

新技術に対する知識が不足している点(8)

セールスと実務担当者の意思が違う点(9)

その他(10)

図表 1-1-24 システムベンダーに対する不満 

※各不満点のポイントは、1 位：2 点、
2 位 1 点を与え合計した数字 

※（  ）内の数字は 03 年度の順位 



 24

これは、大企業において、委託先を 1 社にまと

める企業が増えている傾向にあることと関連し

ていると考えられる。 

また、数社比較においても単にコストが安いベ

ンダーに依頼して失敗したプロジェクトが出て

おり、そういった過去の痛い経験からの教訓もあ

ると考えられる。インタビューでも、「数社比較

で、費用・期間で決めてしまったところ、失敗し

た。初めてつきあったベンダーだった。RFP の出

し方も悪かったのだろうが、業務が分からないま

まの提案であり、先方から見れば『こんなに業務

が複雑だと思わなかった』というところだった」

という失敗談が聞かれた。 

（3） 発注者としての反省点 

システム仕様定義不足を挙げる企業が圧倒的多数 

発注者側から反省すべきところは何かについて

も上位 2 点を挙げてもらった。これについても不

満点と同様に、反省項目の 1 位として挙げられた

ものに 2 点、反省項目の 2 位に 1 点として各反省

点の回答を合計したものが、図表 1-1-24 である。 

本年度も「システム仕様の定義が不十分」「要求

仕様条件（RFP）を明確に提示しなかった」の 2
点が圧倒的に多く、昨年からの改善は見られなか

った 

（4） RFP を自社で作成する企業が 7 ポイント増加 

一方、要求仕様書に対する役割分担を問う質問

に対して、「要求仕様書はほとんどユーザー企業

が作成」とする企業が 03 年度より 7 ポイント増

えた。03 年度最も回答者の多かった「ラフな要求

仕様書はユーザー企業が作成、あとはベンダーに

委託」という選択肢を 04 年度では除いたため単

純比較はできないが、ユーザー企業の IT 部門に

行ったインタビューでも「要求仕様書を作成でき

る能力を育てていく」という声があがっており、

発注者としての改善努力は始まっている（図表

1-1-25）。 

 

(n=651)

606

392

209

205

173

116

91

88

29

0 100 200 300 400 500 600 700

システム仕様の定義が不十分のまま発注した(1)

要求仕様条件（ＲＦＰ）を明確に提示しなかった(2)

発注先の体制、能力をよくチェックせずに発注した(5)

委託先の進捗管理を十分に行わなかった(3)

委託先をコンペさせなかった(4)

利用部門に任せきりでＩＴ部門の適切な介在がなかった(7)

委託先とコミュニケーションできる人材を用意しなかった(6)

金額を値切りすぎた(8)

その他(9)

図表 1-1-24 発注者としての反省点 

23.4%

16.4%

52.3%

33.1% 41.3%

24.3%

9.2%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

04年度(n=683)

03年度(n=653)

要求仕様書はほとんど自社で作成している

ベースは自社で作成し、細部は委託先が作成している

ラフな要求仕様書はユーザ企業が作成、あとはベンダに委託　※03年度のみ

すべて委託先が担当している

図表 1-1-25 要求仕様書（RFP）における役割分担 

※各反省点のポイントは、1 位：2 点、
2 位 1 点を与え合計した数字 

※（  ）内の数字は 03 年度の順位 
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（4） 情報処理技術者、ISMS、プライバシーマーク

は、4 割以上が考慮 

システム開発の委託先を選択する際に、資格等

をどの程度考慮するか調査した。 

「情報処理技術者の人数」、「ISMS（情報セキュ

リティマネージメントシステム）」、「プライバシ

ーマーク」は 4 割以上の企業で考慮されている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

CMM（ケイパビリティ・マチュリティ・モデル）

は、ソフトウェア開発能力向上のためのプロセス

改善を行う指標としてレベル３以上の評価を取

得するベンダーが増えているが、「制度について

よく分からない」が 25.4%と、ユーザー企業へは

まだ制度自体が浸透していないようだ（図表

1-1-26）。 

6.4%

7.8%

5.7%

38.7%

39.2%

33.9%

32.9%

28.9%

27.5%

11.9%

36.2%

32.3%

37.3%

40.7%

40.1%

44.5%

43.1%

16.0%

15.9%

15.7%

17.1%

16.5%

21.8%

18.0%

5.4%

9.7%4.8%

3.5%

1.5%

7.5%

3.5%

1.6%

2.7%

25.4%

6.2%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

情報処理技術者の人数(n=943)

ISMS(n=937)

プライバシーマーク(n=939)

ＩＴコーディネータの人数(n=941)

SI認定・SI登録(n939)

ISO9000(n=941)

CMM(n=932)

十分考慮する ある程度考慮する あまり考慮しない 全く考慮しない 制度についてよくわからない

図表 1-1-26 委託先選定時の資格等の考慮 
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1．1．5 運用におけるアウトソーシングの利用 

（1） 47.0％の企業が運用業務をアウトソーシング。

従業員数 1000 人以上では 75.4%。 

運用業務をアウトソーシングしている企業は、

全体の 47.0%で、約半数の企業がアウトソーシン

グを利用しているとなった。企業規模別に見ると、

従業員数 1000 人以上の企業では 75.4％と割合が

非常に高くなっており、大企業における運用の外

部委託はすっかり定着していると言える（図表

1-1-27）。 

アウトソーシングの目的は、「運用費の削減」が

最も多く、回答者の３割が選択している。続いて

２割弱が「運用品質の向上」「人材不足の解消」

を挙げている。 

アウトソーシングの主な委託先は、全体では、

「SI ベンダー」と「情報子会社」がそれぞれ３割

ずつ、「ハードウェアベンダー」と「ソフトウェ

アベンダー」がそれぞれ 2 割弱で、従業員数の多

い企業ほど「情報子会社」の割合が高く、規模が

小さくなるほど「ソフトベンダー」「SI ベンダー」

の占める割合が高い 

（2） 4 割強が将来的に SLA を検討 

運用アウトソーシングの際、SLA（サービスレ

ベルアグリーメント）を採用しているかどうかを

聞いたところ、「SLA の基準があり、結果責任が

問われる」「SLA の基準があり、努力目標として

いる」をあわせて 24.4%と、まだまだ SLA を適

用している企業は少数派である（図表 1-1-28）。 

しかしながら、「将来的に検討している」が

41.9%で、SLAに対する意識の高まりが見られる。

企業規模別では、大企業で導入が進んでいる。 

（3） 提案力に 4 割が不満。 

10.0%

7.5%

12.4%

14.4%

6.5%

21.8%

41.9%

40.7%

43.1%

32.8%

44.9%

21.3%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(n=439)

1000人未満(n=214)

1000人以上(n=225)

SLAの基準があり、結果責任が問われる

SLAの基準があり、努力目標としている

SLAを導入していないが、将来的に検討している

SLAを導入する予定はない

 

47.0%

30.0%

34.1%

75.4%

53.0%

70.0%

65.9%

24.6%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(n=970)

100人未満(n=70)

100～999人(n=587)

1000人以上(n=309)

利用している 利用していない

図表 1-1-27 運用における IT アウトソーシングの利用（情報子会社委託含む） 

図表 1-1-28 企業規模別運用におけるアウトソーシングの SLA 適用状況 
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アウトソーシング委託先への満足度を要素ごと

にまとめたものが、図表 1-1-29 である。特に提案

力について、「不満」「非常に不満」をあわせて

40.6％と厳しい評価となった。 

提案力については、運用にこそ IT のプロとして

の提案、例えば、システムダウンを少なくする、

サーバ統合などで運用コストを下げるといった

提案を期待していると考えられる。しかし、委託

先側の立場にしてみれば、自社の収入減少や厳し

い SLA につながることなどの事情から、積極的

提案は難しいだろう。そういった中、有効な提案

を求めていくには、運用品質や可用性の向上、運

用コスト削減など個々の点について、契約時に長

期的改善目標や改善時のインセンティブを入れ

るなどの努力が必要である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

情報子会社の提案力に対する不満が、62.0％と

非常に顕著である。しかし、満足度が低い要素は、

期待の高さの裏返しともいえる。情報子会社には、

親会社の業務や事情をよく理解していることを

活かして、アウトソーシングに期待される「運用

コスト削減」「運用品質の向上」といった点での

一層の貢献を期待したい。 

 

0.4%

39.8%

23.8%

33.6%

19.2%

29.7%

19.5%

28.9%

12.3%

25.6%

14.9%

3.9%

46.2%

59.2%

49.3%

56.9%

50.9%

50.0%

49.6%

52.3%

46.0%

50.0%

44.1%

34.1%

9.3%

16.2%

11.8%

22.3%

16.3%

28.9%

18.9%

33.8%

24.0%

29.2%

33.9%

53.5%

0.8%

2.2%

1.5%

4.4%

4.0%

0.8%

2.2%

1.3%

19.2% 1.5%

2.2%

6.7%

8.5%

1.5%

1.3%

0.7%

0.9%

0.0%

0.9%

0.8%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体（n=450）

情報子会社(n=130)

全体（n=450）

情報子会社(n=130)

全体（n=448）

情報子会社(n=130)

全体（n=450）

情報子会社(n=130)

全体（n=450）

情報子会社(n=130)

全体（n=449）

情報子会社(n=130)

信
頼

性
安

定
性

約
束

履
行

動
員

力
技

術
力

価
格

提
案

力

非常に満足 満足 普通 不満 非常に不満

図表 1-1-29 委託先に対する満足度 
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1．1．6 IT リスクマネジメント 

（1） セキュリティへの認識の高まりとともに、多くの

企業が IT リスクマネジメント担当部門を設置。 

IT リスクマネジメント体制として社内に担当

部門があるかどうかを、複数回答で聞いた結果が、

図表 1-11-30 である。「専任の部門がある」と回答

した企業は、対象企業全体の 977 社のうち 6.2%
で、「専任ではないが担当部門がある」と回答し

た企業は 68.5%でとなった。多くの企業が、専任

ではないが担当部門を設け対応している。 

昨年度と設問の形態が異なるため、同一レベル

で比較することは難しいが、調査対象企業全体の

中で、「何らかの体制がある」と回答した企業の

割合を比較してみると、昨年度は、対象企業 872
社のうち 35.6％であったが、本年度は、対象とな

る 977 社のうちの 83.1％が、何らかの IT リスク

マネジメント体制があると回答している（図表

1-1-31）。 

IT リスクマネジメントに対する認識が、この 1
年で大きく高まっていることが窺がえる。 

 

企業規模別に見てみると、企業規模が大きいほ

ど、「専門の部門がある」、「専門の委員会がある」

と回答した企業の比率が高い。一方、企業規模が

小さいほど、「専門ではないが担当部門がある」

と回答した企業の比率が高くなっている。 

（2） 情報セキュリティポリシーの策定状況 

策定状況は昨年からあまり進まず 

IT リスクマネジメント対策の基本ともなる、情

報キュリティポリシーの策定状況を図表 1-1-32
にまとめた。 

「情報セキュリティポリシーを策定し運用して

いる（定期的更新を含める）」と回答した企業は、

34.6％、「策定中である」と回答した企業は22.25%
となった。 

昨年度の調査では、「策定済み」企業が 30.5％、

「策定中」企業が 21.0％であった。セキュリティ

ポリシーの策定は昨年からあまり進んでいない

という結果となった。管理面のリスクマネジメン

トは、そう簡単には進まないことを良く表わして

いる。 

6.2%

4.1%

4.4%

10.4%

68.5%

67.1%

69.2%

68.0%

10.2%

4.1%

8.0%

15.9%

0% 20% 40% 60% 80%

全体(n=977)

100人未満(n=73)

100～999人(n=591)

1000人以上(n=309)

専任の部門がある

専任ではないが担当部門がある
専門の委員会がある

83.1%

35.6%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

04年度(n=977）

03年度（n=872)

図表 1-1-30 企業規模別 IT リスクマネジメント体制

図表1-11-31 年度別ITリスクマネジメント体制（「体制がある」と回答した企業の割合） 
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企業規模別にみてみると、規模が大きいほど、

「策定し運用している」割合が高くなっており、

取り組みが進んでいる。 

（3） プライバシーポリシーの策定状況 

個人情報保護法への対応が急がれている 

続いて、プライバシーポリシー・個人情報保護

管理基準の策定状況について見てみよう（図表

1-11-33）。 

調査の結果、「策定する予定はない」と回答した

企業は 16.5%であった。前年度の調査では、「個

人情報保護法への対応」という形で聞いているが、

「予定はない」という企業が36.6%であったので、

2005 年 4 月の個人情報保護法の施行を半年後に

控えた中、個人情報保護法のプライバシーポリシ

ーの制定を急ぐ企業の現状が窺える（調査は 2004
年 10 月～11 月に実施）。 

また、企業規模別には、大企業ほど「策定する

予定はない」と回答した企業が少なく、また、「策

定中である」と回答した企業の割合が多い。 

（3） IT リスクマネジメント対策 

個々の対策はどこまでやるべきかの判断が難しく

不安を抱えている企業が多い 

個々の IT リスクマネジメント対策状況につい

て図表 1-1-34 にまとめた。 

「あまり対策が進んでおらずかなり不安」と回

答した企業に注目してみてみると、「⑩コンテン

ジェンシープランの確立等、事業継続への対策」

が 58.3%ともっとも多く、「⑤PC 持ち出し等利用

13.4%

8.6%

8.7%

23.6%

21.2%

7.1%

16.8%

33.1%

22.2%

14.3%

21.1%

25.9%

31.8%

41.4%

39.4%

14.8%

11.5%

28.6%

14.0%

2.6%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(n=957)

100人未満(n=70)

100～1000人未満(n=578)

1000人以上(n=305)

情報セキュリティポリシーを策定し運用しており、定期的に見直し、更新している
情報セキュリティポリシーを策定し運用している
情報セキュリティポリシーを策定中である

情報セキュリティポリシーの策定を検討中である
情報セキュリティポリシーを策定する予定はない

図表 1-1-32 情報セキュリティポリシーの策定状況 

6.2%

5.8%

10.5%

8.7%

5.8%

7.3%

12.1%

28.4%

15.9%

23.7%

39.7%

40.2%

39.1%

44.9%

31.5%

16.5%

33.3%

20.1%

6.2%

4.0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(n=955)

100人未満(n=69)

100～999人(n=577)

1000人以上(n=305)

プライバシーポリシーを策定し運用しており、定期的に見直し更新している

プライバシーポリシーを策定し運用している

プライバシーポリシーを策定中である

プライバシーポリシーの策定を検討中である

プライバシーポリシーを策定する予定はない

図表 1-11-33 企業規模別プライバシーポリシー・個人情報保護管理基準の策定状況 
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者の情報管理への対策」、「⑧コンプライアンス教

育体制の確立」が、それぞれ 50.7%、48.8%と続

いている（図表 1-1-35）。 

また、いずれの項目についても、「同業他社なみ

の対策はできているが多少不安」と回答した企業

が多く、何についてどこまで対策をとれば良いの

かの基準の策定が必要と考えられる。 

図表 1-1-35 は、「あまり対策が進んでおらずか

なり不安」と答えた企業の比率について、全体と

「銀行、保険、証券、信販」業界を比較したにも

のである。「銀行、保険、証券、信販」業界は、

他の 9項目はいずれも不安を持っている企業の割

合が低いのに対し、「⑦外注業者等の情報アクセ

ス管理」だけが不安を抱えている企業の割合が突

出している。 

 

44.9%

53.4%

30.1%

12.7%

8.1%

16.9%

12.8%

9.9%

10.6%

49.4%

43.1%

43.8%

46.9%

41.2%

60.1%

55.1%

41.3%

44.3%

36.5%

26.1%

40.4%

50.7%

23.0%

32.1%

48.8%

45.1%

58.3%5.2%

3.4%

5.6%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

①ファイアウォール等ネットワーク上の

情報アクセスの制限（n=959）

②ワクチンソフトの定期的更新等

ウィルスへの対策（n=960）

③コンピュータ室等の物理施設での

情報アクセスの制限（n=952）

④ネットワーク監視等内部

コンピュータ犯罪への対策（n=955）

⑤PC持ち出し等利用者の

情報管理への対策（n=954）

⑥対策ソフトウェア(パッチ)の適用等

ソフトウェア脆弱性への対応（n=957）

⑦外注業者等の情報アクセス管理（n=944）

⑧コンプライアンス教育体制の確立（n=949）

⑨全社的な情報管理規定の確立（n=953）

⑩コンテンジェンシープランの確立等

事業継続への対策（n=947）

十分な対策ができており不安はない

同業他社なみの対策はできているが多少不安

あまり対策がすすんでおらずかなり不安

図表 1-1-34 IT リスク対策の状況 

0%

20%

40%

60%

80%

①ネットワーク上の情報アクセスの
制限

②ウィルスへの対策

③物理施設での情報アクセスの制
限

④内部コンピュータ犯罪への対策

⑤利用者の情報管理への対策

⑥ソフトウェア脆弱性への対応

⑦外注業者等の情報アクセス管理

⑧ITリスクマネジメント・コンプライア
ンス教育体制の確立

⑨全社的な情報管理規定の確立

⑩事業継続への対策

全体(n=957)

銀行・保険・証券・信販(n=57)

図表 1-1-35 業種別 IT リスクマネジメント対策の状況 

（「かなり不安」と回答した割合/銀行・保険・証券・信販抽出） 
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1．1．7 IT 投資効果の評価 

（1）投資評価を実施している企業は昨年より事前評

価 9,3 ポイント、事後評価は 6.7 ポイント増加 

IT 投資効果の測定を行っているかどうかにつ

いて聞いた結果を図表 1-1-36 にまとめた。 

事前評価については、19.1%の企業が「実施し

ている」と回答しており、「一部実施している」

と合せて 56.4%と、何らかの IT 投資評価を事前

に実施している企業が半数を超えた。2003 年度

の調査では、実施、一部実施をあわせて 47.1％で

あり、9.3 ポイント増加している。 

一方、事後評価は「実施している」と回答した

企業は 7.3%、「一部実施している」と回答した企

業は 40.3%であり、両者合せて 47.6%となった。

前回は 40.9％であり、こちらも 6.7 ポイント増加

している。 

IT 投資効果測定への意識は確実に高まってい

ると言える。しかしながら、特に事後評価を実施

していない企業はまだ半数以上あり、課題は多い。 

（2） 売上 1 兆円規模の企業では、事前 94.1％、事

後 85.3％が評価を実施 

これを、企業規模（売上高）別にみたものが、

図表 1-1-37 である。 

事前評価、事後評価ともに、企業規模（売上高）

が大きいほど、IT 投資効果測定を実施している企

業が多い。売上高が 1 兆円以上の企業では、事前

評価：94.1％、事後評価：85.3％が評価を実施し

ている。 

19.1%

13.4%

7.3%

6.2%

37.3%

33.7%

40.3%

34.7%

43.6%

52.9%

52.4%

59.1%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

04年度(n=963)

03年度(n=842)

04年度(n=963)

03年度(n=841)

事
前

評
価

事
後

評
価

実施している 一部実施している 実施していない

19.1%

12.6%

14.6%

32.4%

64.7%

7.3%

5.0%

6.6%

5.3%

10.2%

29.4%

37.3%

23.8%

30.8%

37.9%

45.4%

29.4%

40.3%

15.0%

30.8%

40.0%

51.1%

55.9%

43.6%

76.2%

56.6%

47.5%

22.2%

52.4%

80.0%

62.6%

54.8%

38.7%

14.7%

0%

5.9%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(n=963)

10億円未満(n=21)

10億円～100億円未満(n=182)

100億円～1000億円未満(n=533)

1000億円～1兆円未満(n=186)

1兆円以上(n=34)

全体(n=963)

10億円未満(n=21)

10億円～100億円未満(n=182)

100億円～1000億円未満(n=533)

1000億円～1兆円未満(n=186)

1兆円以上(n=34)

事
前

評
価

事
後

評
価

実施している 一部実施している 実施していない

図表 1-1-37 企業規模別 IT 投資効果測定の実施状況 

図表 1-1-36 IT 投資効果測定の実施状況 
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（3） IT 投資効果の評価手法 

事前評価、事後評価とも「ユーザー満足度」を採

用している企業が多数 

IT 投資効果測定を「実施している」「一部実施

している」と回答した企業に対し、評価の際に採

用している評価手法を、事前・事後評価それぞれ

について聞いたものが、図表 1-1-38 である。 

ユーザー満足度が採用されている割合が高く、

特に事後評価では、圧倒的に「ユーザー満足度」

と回答した企業が多い。KPI および ROI 手法に

ついては、事前・事後評価共にほぼ同率の 20%程

度の企業が取り入れている。 

しかしながら、「IT 部門の実現度」における、「ユ

ーザーの満足度の定期的測定」について、他の項

目と比較して極端に低い評価となっており、課題

と言える（図表 1-1-39）。 

（3） 投資タイプ別の評価の必要性 

IT 投資プロジェクトは、大きく「インフラ型投

資」「業務効率型投資」「戦略型投資」の 3 つのタ

イプに分けることができる。 

それぞれのタイプが、どの程度の割合で投資さ

れているのかを見ると、単純平均では、インフラ

型投資：業務効率型投資：戦略型投資の比率が

4:4:2、金額加重平均では、それぞれ 3:4:3 となっ

た（図表 1-1-40）。 

3.45

3.10

3.13

3.05

3.23

2.48

3.38

3.28

2.0 2.5 3.0 3.5 4.0

①IT投資案件への経営戦略の反映（n=957)

②定量的な投資価値による投資案件の優先付け（n=956)

③IT部門のリーダーシップによる全社最適の実現(n=957)

④IT活用のための教育・促進(n=957)

⑤ユーザーのわかる言葉でのコミュニケーション（n=956)

⑥ユーザーの満足度の定期的測定(n=957)

⑦効果の向上への実現努力（n=956)

⑧業務プロセス改革の企画・推進（n=957)

図表 2-12-5 IT 投資効果測定における評価手法

※「十分実現している」「実現している」「どちらともいえない」「実現していない」「全く実現していない」の

5 段階で回答してもらい、それぞれ 5 点、4 点。3 点、2 点、1 点とし、平均点を算出した 

図表 1-1-39 IT 部門の実現度 

23.4%

22.8%

43.6%

15.9%

20.6%

19.2%

20.8%

66.4%

8.4%

18.6%

0% 20% 40% 60% 80%

ROI

KPI

ユーザー満足度

他社比較

その他

ROI

KPI

ユーザー満足度

他社比較

その他

事
前

評
価

(n
=
5
3
4
)

事
後

評
価

(n
=
4
5
2
)

図表 1-1-38 IT 投資効果測定における評価手法
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それぞれのタイプの投資には、それぞれ適切な

評価手法が考えられる（図表 1-1-41）。それぞれ

の特徴を捉えた測定手法を確立し、PDCA のサイ

クルをまわしながら実施していくことが重要で

ある。 

 

40.2%

33.4%

39.4%

38.9%

20.1%

27.7%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

単純平均(n=825）

金額加重平均（n=707）

インフラ型 業務効率型 戦略型

図表 1-1-40 IT 投資（新規投資）に対するタイプ別投資の割合

図表 1-1-41 IT 投資のタイプとその評価方法

投資タイプ 特徴 評価手法 

インフラ型投資 
メール等のグループウェア、ネットワーク
の導入等、一般管理業務の業務基盤とし
て欠かせないもの 

対売上高、費用／人年をトップ責任で決定
し導入（特別な評価はしない） 

業務効率型投資 
省力化、在庫削減、経費削減、歩留向上
等、定量化しやすい案件 

ROI（投下資本利益率）で、2～3 年回収が一
般的 

戦略型投資 

商品力、営業努力、ＩＴ効果などが複合さ
れ、ＩＴ効果そのものの評価だけを取り上
げることが難しい案件。顧客サービスの
強化等、そもそも定量評価の難しい案件 

・定量化可能な項目は目標値（KPI＝システ
ム化対象業務上の指標）で評価、定性的効
果目標はユーザー満足度で評価する。 
・最終的には事業の収益性で判断する 

→アプリケーションオーナー制が有効 
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1．1．8 経営戦略と IT 推進体制 

（1）企画・開発・運用の組織形態 

IT 部門の組織形態を以下の３タイプに分類し、

自社の IT 部門がどの状態に近いかをアンケート

により調査行った。 

１．集権型：全社で統一されたルールに基づき 

一元的に統括・管理 

２．連邦型：全社プロジェクトは一箇所で統括、 

各事業部固有のシステムは事業部が担当 

３．分散型：企画機能をはじめとする全ての機能を 

各部門に分散 

どの組織形態を採るかは、企業規模、経営姿勢、

業務形態、企業風土，IT 化の方向性などさまざま

な要素を総合的に勘案し、各企業が最適なタイプ

を選択しているものと考えられる。多くの企業が

IT ガバナンスの強化に取り組んでいる昨今、どの

ような組織形態をとっているかは興味深い。 

2004 年度の調査結果を見てみると図表 1-1-42
のとおり、961 社のうち集権型が一番多く、73.7%、

連邦型が 20.0%、分散型が 6.3%となっている。 

インタビューでは、この組織形態について、も

う少し詳細に、図表 1-1-43 を提示して、選択して

もらった。 

73.7%

84.5%

74.9%

76.3%

71.4%

56.4%

55.2%

20.0%

7.0%

17.4%

20.2%

22.3%

41.0%

37.9%

6.3%

8.5%

7.8%

6.3%

6.9%

3.5%

2.6%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(n=961)

100人未満(n=71)

100～499人(n=386)

500～999人(n=198)

1000～4999人(n=238)

5000～9999人(n=39)

１万人以上(n=29)

集権型 連邦型 分散型

全社システムと事
業部システムの管
理の分離

（企画のみ本社に
残す）

⑤連邦型B

ほとんどの機能を
各事業部に分散

⑥分散型

全社システムと事
業部システムの管
理の分離

④連邦型A

戦略機能のみ本社
に残す

③集権型C

企画機能のみ本社
に残す

②集権型B

一貫して

集中管理

①集権型A

情報子会社/アウトソーサ事業部全社

全社システムと事
業部システムの管
理の分離

（企画のみ本社に
残す）

⑤連邦型B

ほとんどの機能を
各事業部に分散

⑥分散型

全社システムと事
業部システムの管
理の分離

④連邦型A

戦略機能のみ本社
に残す

③集権型C

企画機能のみ本社
に残す

②集権型B

一貫して

集中管理

①集権型A

情報子会社/アウトソーサ事業部全社

企画・開発・運用

企画・開発・運用

開発・運用企画

戦略

企画・開発・運用
（全社システム）

企画・開発・運用
（事業部システム）

企画・開発・運用
（事業部システム）

企画
（全社システム）

企画
（事業部システム）

開発・運用
・全社システム

・事業部システム

戦略

図表 1-1-42 企業規模別 IT 部門の組織形態 

図表 1-1-43 IT 組織形態のパターン 
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集権型は、企画・開発・運用を本社 IT 部門が担

当している A タイプ、戦略・企画機能のみ本社機

能として残し、開発・運用については情報子会社

担当する、あるいはアウトソーシングをしている

B タイプ、さらにアウトソーシングをすすめ、本

社には戦略を担当する数名だけが残るという C
タイプに分けている。連邦型についても同様に、

開発・運用アウトソーシングの状況によって、2
つのタイプに分けている。 

今回インタビュー対象となった企業大企業が中

心である。およそ 6 割が集権型であり、その内の

約半数が集権型 B に分類される。すなわち、本社

の情報システム部には企画機能のみを残し、開発

以降は全てアウトソースしているというタイプ

である。また、完全に集権 C までは行かないが、

集権 B と集権 C の中間くらいという企業も多か

った。タイプとして次に多いのは連邦型 B であっ

た。 

大企業においては、戦略や企画立案には本社 IT
部門が強く関与し、開発や運用は情報子会社やア

ウトソーシングでという形が主流になりつつあ

るようである。企画も含めて全て子会社等にアウ

トソーシングしているという企業も何社か存在

した。 

（2） IT 部門の要員数 

IT 部門の要員数は、01 年度以降、一貫して減

少傾向にある。 

これを、情報子会社の有無で分けてみると図表

1-1-45 の通り、情報子会社がある企業では、要員

の減少させる傾向が顕著である。 

インタビューでも、IT 組織の人数構成を聞いて

いる。 

本社 IT 部門が戦略と企画に特化している集権

型 B、C 及び連邦型 B タイプの企業では、本社 IT
部門のスタッフ数は、極端な場合は数人から 10
人前後という場合が多い。本社 IT 部門のミッシ

ョンを徹底的に絞り込んで、ぎりぎりまでスリム

化している。こうした企業では、一応は戦略と企

画を担当すると言っているが、実際には戦略立案

までで、企画から開発、運用と全て子会社等にア

ウトソースしている場合が少なくない。 

10.5%

8.6%

63.0%

55.6%

6.7%

10.5%

16.5%

21.0%

4.3%

3.3%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

情報子会社なし（n=727）

情報子会社あり（n=162）

10%以上増加 10%未満増加 不変 10%未満減少 10%以上減少

11.0%

15.0%

19.0%

14.0%

11.0%

10.0%

6.0% 52.0%

57.0%

52.0%

56.0%

63.0%

61.6%

11.0%

8.0%

8.0%

5.0%

6.0%

7.4%

21.0%

16.0%

16.0%

20.0%

16.0%

17.4%

4.0%

5.0%

3.5%

4.0%

4.0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

99年度(n=479)

00年度(n=737)

01年度(n=831)

02年度(n=959)

03年度(n=797)

04年度(n=890)

10%以上増加 10%未満増加 不変 10%未満減少 10%以上減少

図表 1-1-44 IT 部門要員数の変化 

図表 1-1-45 情報子会社保有有無別 IT 部門要員数の変化 
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（3） 日本企業における CIO の状況 

「CIO（最高情報責任者）」という言葉はすっか

り定着しているが、実際に企業ではどのように認

識されているのであろうか。本調査では初めて、

企業における CIO の現状について調査を行った。 

まず、CIO の任命状況について調査したところ、

「役職として定義された CIO がいる」企業が

6.5％、「IT 部門・業務を担当する役員がそれに

あたる」企業が 43.9％で、CIO が認識されている

企業が半数という結果となった。また、企業規模

が大きいほど CIO がいる割合が高くなっている

（図表 1-1-46）。 

つい数年前までは、我が国の企業には、会社か

ら正式に任命され、自らもそう名乗っているよう

な CIO はほんの数えるほどしかいないといわれ

ていた。しかし、上記のアンケート結果およびイ

ンタビューから、かなりの割合で CIO に相当する

人物がいることが明らかとなった。 

インタビュー先企業においては、正式には CIO
という名前を使っていないが、社内で CIO として

認知されている人がいるという企業は多く、むし

ろそのような人間はいないという企業は少数派

であった。企業が経営戦略の策定やその遂行に際

して、最早 IT を抜きにすることはできなくなっ

ていることと、IT 部門が果たす役割の重要性が、

特に大企業においてはしっかりと認識されてき

たことの現れと言える。 

しかしながら、公式、あるいは非公式の CIO の

多くは、何らかの担当役員が兼任しているという

場合が多く、CIO として IT 関連の仕事に費やす

時間やエネルギーは、その人の仕事の内およそ１

割程度だろうというケースが多く、専任の CIO は、

まだ少ない。 

アンケートにおいても、専任の CIO は少なく、

IT 関連業務に投入する時間は、25％未満という

企業が多数派という結果となった（図表 1-1-47）。 

 

6.5%

10.1%

15.4%

31.0%

43.9%

27.8%

32.4%

46.5%

59.2%

69.2%

62.1%

41.5%

52.8%

53.0%

43.4%

26.5%

15.4%

6.9%

8.1%

19.4%

10.5%

4.0%

4.1%

0%

6.1%

4.2%

0%

0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(n=968)

100人未満(n=72)

100～499人(n=389)

500～999人(n=198)

1000～4999人(n=238)

5000～9999人(n=39)

１万人以上(n=29)

1．役職として定義されたCIOがいる

2．IT部門・業務を担当する役員がそれにあたる

3．CIOはいない、あるいは“CIO”に対する実質的な認識は無い

4．CIOは必要ない

 

8.7%

7.1%

19.0%

5.8%

5.7%

6.3%

15.9%

16.6%

11.1%

67.8%

68.6%

61.9%

1.6%

1.9%

1.9%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(n=484)

IT部門担当役員がCIO(n=421)

定義されたCIOがいる(n=63)

専任（100％） 99～75％ 74～50％ 49～25％ 25％未満

図表 1-1-46 企業規模別 CIO の有無 

図表 1-1-47 CIO の業務への CIO の IT 関連業務に投入する時間の割合 
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それでは、CIO はどのようなバックグラウンド

をもつ人であろうか。 

アンケート調査の結果を見ると、CIO の役職は、

取締役である場合が回答には圧倒的に「取締役」

が多く（72.2％）、次に「役員（執行役員等）」が

続く（22.2％）。この両者を合わせると、94.4％に

もなる（図表 1-1-48）。 

「定義された CIO がいる」場合は、「役員（執

行役員）」の割合が高くなっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

続いて CIO の経験を見てみると、IT 関連業務

の経験がない CIO が約半数となっている。しかし

「定義された CIO」では、この比率が 33.3％に下

がっている。同時に「入社以来 IT 関連業務を担

当」の比率は、8.9％から 12.7％に 3.8 ポイント

増加している（図表 1-1-49）。 

インタビュー調査においても、公式、あるいは

非公式の CIO 達のキャリアは、20 年以上システ

ムを担当してきたという人もいれば、IT 関連の仕

事は初めてという人もいて、非常に多様である。 

  

 

72.2%

74.5%

57.1%

22.2%

20.1%

36.5%
3.2%

2.6%

2.7%

3.2%

2.8%

2.9%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(n=486)

担当役員がCIO(n=423)

定義されたCIOがいる(n=63)

社長 取締役 役員（執行役員等） その他

 

50.0%

52.5%

33.3%

9.7%

10.0%

7.9%

11.8%

10.9%

17.5%

19.6%

18.3%

28.6%

8.9%

8.3%

12.7%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(n=484)

IT部門担当役員がCIO(n=421)

定義されたCIOがいる(n=63)

経験がない 2年未満 2～5年未満 5年以上 IT関連業務の経験のみ

図表 1-1-48 CIO の役職 

図表 1-1-49 CIO の IT 関連業務の経験 
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1．2 IT 人材の育成 

経営において、IT 部門が果たす役割の重要性が

増す中で、開発・運用機能を分社化あるいはアウ

トソーシングし、IT 部門は戦略・企画機能に特化

する企業が増えている。 

IT 部門に求められる役割が変化する中で、どの

ような人材が必要とされているのか。そのような

人材を確保するためには、どのような育成または

施策が必要となるのか、企業における実態を明ら

かにするとともに、必要な施策を考えたい。 

1．2．1 IT 部門に求められる役割 

まず前提となる「IT 部門の役割」をどのように

認識しているのかを調査した。 

こでは、IT 部門の役割として考えられる、4 分

類 13 の役割の中から、今後自社の IT 部門が担っ

ていくと考えられるものを、複数選択してもらっ

た。その結果が図表 1-2-1 である。 

①IT 戦略の策定および④インフラの企画・管

理・標準化、の２つについては、本調査の対象と

なった 977 社のうちの 70％以上の企業が「IT 部

門が担当すべき役割」として選択している。続い

て、⑩ネットワーク管理、⑦IT リスク管理、②プ

ロジェクトの企画業務改革（BPR）の推進、⑨シ

ステム運用の順になっており、全体の 60％以上の

企業が選択している。 

一方、認識度の低いものは、⑪アウトソーシン

グ管理、⑥IT 投資効果の検証、⑬IT 技術の評価・

採用、⑤IT リソースのマネジメントの順となって

いる。 

最も認識度が低いものが⑪アウトソーシング管

理という結果は、IT アウトソーシングを実施して

いない企業を考慮する必要があるとはいえ、予算

／発注を含めてアウトソーシング先をしっかり

管理していく意識がまだ高くはないと言えない

だろうか。 

また、プロジェクトの企画業務改革（BPR）の

推進を重要と認識している企業が多いものの、そ

A．戦略・企画 

IT 戦略の策定 

C．開発・運用 

（従来からの役割）

システム開発 

プロジェクトの企画 
業務改革（BPR）の推進 

システム運用 

IT 投資効果の検証 ネットワーク管理 

アウトソーシング管理  IT 化推進・支援  

B．IT アーキテクト 

インフラの企画・管理・標準化 D．PM プロジェクトマネジメント 

IT リソースのマネジメント  

IT リスクマネジメント 

IT 技術の評価・採用  

(n=837)

77.8%

62.7%

48.1%

44.9%

73.5%

65.0%

49.7%

48.9%

66.5%

61.1%

59.3%

56.5%

57.7%

0% 20% 40% 60% 80%

IT戦略の策定

プロジェクト企画・業務改革の推進

IT投資効果の検証

アウトソーシング管理

インフラの企画・管理・標準化

ITリスクマネジメント

ITリソースのマネジメント

IT技術の評価・採用

ネットワーク管理

システム運用

システム開発

IT化推進・支援

プロジェクト管理

A．戦略・企画

B．ITアーキテクト

C．開発・運用

D．PM

A．戦略・企画

B．ITアーキテクト

C．開発・運用

D．PM

図表 1-2-1 IT 部門の役割・必要性 
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の効果創出状況の確認やその課題認識や対策実

施など、⑥IT 投資効果の検証、までを役割と認識

している企業も多くはないようである。 

さらに、企業経営の基本要素『人／物／金』の

IT 投資に関する全社 IT リソース管理（⑤IT リソ

ースのマネジメント）についてももっと関心を払

って良いのではないだろうか。 

一方、従来型の IT 部門の役割とされ、アウトソ

ーシングの対象になりがちな⑧システム開発、⑨

システム運用に対する認識度が、以上３つの役割

に比べて高いという結果になり、興味深い。 

1．2．2 IT 部門の役割の充足度 

1．2．1 で挙げた IT 部門の 13 の役割について、

現在の部門としての充足度を、「十分実現してい

る」「実現している」「どちらとも言えない」「実

現していない」「全く実現していない」の 5 段階

で選択してもらった結果が、図表 1-2-2 である。 

伝統的な役割ともいえる、システム運用、ネッ

トワーク管理、システム開発、インフラの企画・

管理・標準化については、「十分実現している」「実

現していると回答した企業の割合が高く、6 割を

超えている。 

一方、IT 投資効果の検証、IT リスクマネジメ

ント、IT 戦略の策定、プロジェクトの企画・業務

改革（BPR）の推進については、「実現している」

と回答した企業の割合が少なく、まだまだ『実現

していない』と言える。特に、IT 戦略の策定、プ

ロジェクトの企画・業務改革（BPR）の推進、IT

リスクマネジメントについては、今後も IT 部門

が担当していく役割として高く認識されている

ゆえに課題は大きい。 

特に、IT 戦略の策定、プロジェクトの企画・業

務改革（BPR）の推進に関しては、IT 部門が担

うべき役割として重要視されてきたのは、比較的

最近のことと考えられる。これらの役割を実現で

きる人材の育成が課題ともいえる。 

IT 投資効果の検証については、役割認識度それ

自体が必ずしも高いとは言えないが、さらにその

実現・充足度となるとはなはだお寒い状態となっ

ている。「IT 投資評価を実施していない」と答え

た企業が、事前評価で 43.6％、事後評価で 52.4％
あり、投資効果の検証を行う方法、体制が確立し

ていないということが原因と考えられる 

1．2．3 求められる能力とその育成 

IT 部門としての役割を遂行するためには、どの

ような能力が必要と認識され、必要な能力をどの

ような方法で育成しているのであろうか。「求め

られる能力」は、上位 2 杖を、「育成方法」は複

数選択で回答してもらった。 

図表 1-2-2 IT 部門の役割の充足度 

求められる能力 
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役割 求められる能力 育成方法 

IT 戦略の策定 
1 業務の知識・理解 1 計画的な OJT 

2 問題感知力・判断力 2 方法論（手法）中心の研修 

プロジェクトの企画・ 

業務改革の推進 

1 業務の知識・理解 1 計画的な OJT 

2 人間力 2 日常のマンツーマン 

IT 投資効果の検証 
1 業務の知識・理解 1 方法論（手法）中心の研修 

2 問題感知力・判断力 2 知識中心の研修 

アウトソーシング管理 
1 業務の知識・理解 1 計画的な OJT 

2 人間力 2 日常のマンツーマン 

（1） 「戦略・企画」に求められる役割 

戦略、企画に関する役割（IT 戦略の策定、プロ

ジェクトの企画、業務改革（BPR）の推進、IT
投資効果の検証、アウトソーシング管理）におい

ては、最も重視される能力は、共通して「業務の

知識・理解」でありその育成方法としては、「計

画的な OJT」を実施していると考えられる（図表

1-2-3）。 

（2）「IT アーキテクト」に求められる役割 

対して、いわゆる「IT アーキテクト」と分類さ

れる役割、インフラの企画・管理・標準化、IT リ

ソースのマネジメント、IT リスクマネジメント、

IT 技術の評価・採用については、やはり「IT の

専門知識・技術」が重視され、知識、スキル、方

法論（手法）それぞれの研修が実施されている（図

表 1-2-4）。 

役割 求められる能力 育成方法 

ネットワーク管理 
1 問題感知力・判断力 1 スキル中心の研修 

2 IT の専門知識・技術 2 計画的な OJT 

システム運用 
1 IT の専門知識・技術 1 日常のマンツーマン 

2 業務の知識・理解 2 計画的な OJT 

システム開発 
1 業務の知識・理解 1 スキル中心の研修 

2 IT の専門知識・技術 2 計画的な OJT 

IT 化推進・支援 
1 業務の知識・理解 1 計画的な OJT 

2 IT の専門知識・技術 2 日常のマンツーマン 

育成方法 
（以下より複数選択） 
・知識中心の研修（集合研修等） 
・知識中心の研修（e-learning） 
・スキル中心の研修（集合研修等） 
・スキル中心の研修（e-learning） 
・方法論（手法）中心の研修 
・コーチング等、日常のマンツーマン 
・計画的なOJT 
・小集団活動 
・自己啓発（資格取得を含む） 
・ローテーション 

役割 求められる能力 育成方法 

インフラの企画・管理・

標準化 

1 IT の専門知識・技術 1 知識中心の研修 

2 業務の知識・理解 2 スキル中心の研修 

IT リスクマネジメント 
1 IT の専門知識・技術 1 知識中心の研修 

2 問題感知力・判断力 2 方法論（手法）中心の研修 

IT リソースの 

マネジメント 

1 IT の専門知識・技術 1 計画的な OJT 

2 問題感知力・判断力 2 スキル中心の研修 

IT 技術の評価・採用 
1 IT の専門知識・技術 1 知識中心の研修 

2 業務の知識・理解 2 スキル中心の研修 

図表 1-2-3 「戦略・企画」に求められる能力と育成方法 

図表 1-2-4 「IT アーキテクト」に求められる能力と育成方法 

図表 1-2-5 「開発・運用」に求められる能力と育成方法 
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（3）「開発・運用」（従来型 IT 部門業務）に 

求められる役割 

従来から IT 部門の役割として認識されている、

「開発・運用」業務である、システム開発、シス

テム運用、ネットワーク管理、IT 化推進・支援に

ついては、「IT の専門知識・技術」がベースとな

り、それぞれ「業務の知識・理解」なり、「問題

感知力・判断力」なりが求められている。育成方

法としては OJT、日常のマンツーマンが中心であ

る（図表 1-2-5）。 

（4） IT 部門の役割の変化 

IT 部門の役割は、従来「開発・運用」業務だけ

だったものが、「戦略・企画」業務、あるいは「IT
アーキテクト」業務に広がりつつある。これらの

業務が IT 部門に求められるようになったのは、

比較的最近のことであり、ノウハウはまだなく、

求められている人材をどのように育成すればい

いのかも、まだ手探り状態であると言える。 

ここでは、以下の 2 点を指摘しておきたい。 

「戦略・企画」業務については、業務の知識・

理解をベースに、世の中／業界の動向を睨みなが

ら、自社のビジネスプロセスの課題を認識し、改

革のポイント、IT 適用による支援を進めることが

求められる。業務の知識・理解は当然として、問

題感知力と、問題分析力が必要になる。 

従来の IT 部門の延長線上ではなく、新しいもの

の見方が求められている。そのため、企業内だけ

では難しく、外部機関、例えば産学連携などによ

る、体系的な教育の開発が必要なのではないだろ

うか。 

「IT アーキテクト」の育成については、システ

ム再構築が多くの会社の関心事となっているこ

の機会に、①セキュリティを含む全体の最適化と、

IT に関わる全ての計画策定とマネジメントの基

本条件の整備を実践し、②検討プロセスを通じて、

企画・デッサン〔アーキテクト〕能力の醸成して

いきたい。比較的専門性が求められるため、IT 部

門に適切な人材がいない場合は、情報子会社で育

成することも考慮したい。 

1．2．4 教育費用の予算化・教育の体系化 

それでは、実際に IT 要員を教育するにあたって

の教育費用の予算化、教育体系はどのような状況

であろうか。詳しく調査を行った。 

（1） IT 要員の教育費を予算化している企業は 3 割 

まず、IT 要員の研修のための費用を予算化して

いるかどうか聞いたところ、予算化している企業

は 3 割弱にとどまった。（図表 1-2-6） 

企業規模ごとに見てみると、従業員数 1000 人

以上の企業では 4割以上が予算化している。一方、

100人未満の企業で予算化している企業は20.8％
にすぎず、100～1000 人未満の企業でも 20％強

にとどまっている。 

予算化している企業の、IT 要員 1 名あたりの年

間研修費用は 20 万前後が一般的であった（図表

1-2-7）。 

 

 

29.2%

20.8%

22.9%

43.6%

70.8%

79.2%

77.1%

56.4%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(n=946）

100人未満(n=72)

100～999人(n=572)

1000人以上(n=298)

予算化している 特に予算化していない

図表 1-2-6 IT 要員の研修予算 

従業員規模 
1 人あたり年間 

研修予算（万円） 
要員数 

平均(人）
N 値

100 人未満 24.3 7.5 8 

100～999 人 25.5 9.5 109 

1000 人以上 17.5 68.8 99 

全体 21.8 36.6 216 

図表 1-2-7 IT 要員の研修予算金額（情報処理業除く）
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（2） IT 要員の教育体系がある企業は 1 割程度 

続いて、IT 要員教育体系についての調査を行っ

た（図表 1-2-8）。 

IT 要員育成のための独自の教育体系があると

回答した企業は、わずか 13.1％に過ぎない。全社

的にも、特に教育体系はないと回答した企業が 4
社に 3 社となっている。 

IT 要員の教育体系化が必ずしも進んでいない

現状と場当たり的とも言える予算化を伴わない

育成実践の姿が浮かび上がった。 

（3） 半数の企業が IT スキル標準を参考に 

IT 部門独自の教育体系がある企業について、IT
スキル標準について聞いたところ、「教育体系に

取り入れている」、あるいは「参考にしている」

と回答した企業は教育体系を持つ企業の約半数

となった（図表 1-2-9）。 

これらの企業は、「IT 戦略の策定」「プロジェク

トの企画業務改革（BPR）」「IT 投資効果の検証」

を重視し、「システム開発」「システム運用」「ネ

ットワーク管理」はアウトソーシングする傾向に

ある。 

システム企画機能を推進するための知識／スキ

ル体系の一端を IT スキル標準に求めていると言

える。 

（3）「IT 人材育成方法」～インタビューより 

「“人財”育成は重要」とはどの企業も考えてい

る。しかし、場当たり的な育成ではなく、計画的

な育成が求められている。 

インタビューでは、IT 要員向けの教育に積極的

に取り組んでいる企業はかなりあり、具体的には、

次のような形で行っている。 

「一人一人に対して、半期毎に求められる能力に

ついて個人別にレベルを設定し、評価を行って

いる。これに合わせて、個人別にカリキュラム

を組み、外部の教育を受けさせる。研修は業務

の一部と捉えている」 

「社員は半期毎に管理者と目標面談を実施して

いる。ここで社員の育成手段を明確にし、実施

し、評価するというサイクルを回している」 
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図表 1-2-8 IT 要員の教育体系 
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図表 1-2-9 IT 要員の教育体系における IT スキル標準の活用 
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「現在体系化を進めている。大きくは、上流プロ

セスと IT とのつなぎの、プロジェクトマネジ

メントを専門化していく部分、そしてアウトソ

ーシングに対する評価能力という３つの方向

を中心に、教育を体系化していく」 

「会社のスタンダードとなっている教育体系が

ある。97 年頃から、目指す人材像に合わせて、

求められる能力が定義されている」 

「ビジネス全体を俯瞰するためのモデリングの

技術の養成等を進めている。今後は業務改善に

向けての提案能力の養成を進めたい。外部講師

を依頼しながら進めている」 

「IT 配属の新入社員には、IT の研修を半年くら

い行っている。後は OJT 中心。外部のセミナ

ーに行ったり、自発的勉強会をしたりもしてい

る」 

しかし、今後ますます IT 部門の要員に対する能

力上のニーズが高度化しているにも関わらず、今

回のインタビュー対象となった、我が国での先進

的な企業においてさえも、IT 要員向けの明確な教

育体制はできていないという答えが少なくない。

もっと体系的に、IT 要員の教育を考えなければな

らない時期にきている。 

1．2．5 IT 要員教育のための人事施策 

続いて、要員構成、ローテーションなどの人事

施策について調査を行った。 

（1） IT 部門要員の構成 

現在の IT 要員の構成として、①入社以来 IT 部

門という要員、②ビジネス部門の経験がある要員、

③情報子会社、IT ベンダーの経験がある要員がど

のくらいの割合であるのかを調査した（図表

1-2-10）。 

約半数の企業で入社以来 IT 部門という要員を

60％以上抱える。また、ビジネス部門経験者が半

数以上いるという企業も 4 割に上った。 

一方、情報子会社・ベンダーの経験者は、いな

い（0％）という企業が約 4 割となった。 

今後の方向性としては、いずれの経歴について

も、現状維持が 60％前後と多数となっているが、

入社以来 IT 部門という要員については減らす意

向の企業が多く、ビジネス部門／情報子会社、ベ

ンダー経験者は増やす意向企業が多い（図表

1-2-11）。 

役割の多様化に備え、要員も多様化させる方向

にある。 
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図表 1-2-11 IT 要員の経歴（今後の方向性）

図表 1-2-10 IT 要員の経歴（現状） 
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（2） IT 要員育成とローテーション活用 

IT 要員育成計画の中で、どの程度ローテーショ

ンを活用しているかを調べた。 

部門内／情報子会社間のローテーションは「（十

分）活用している」は企業は、ほぼ 3 社に 1 社で

ある。「（十分）活用している」企業と「（全く）

活用していない」企業がほぼ同数となっている。 

対照的に、ビジネス部門間では「（十分）活用し

ている」企業は 20％以下で、「（全く）活用してい

ない」企業が「（十分）活用している」企業の 3
倍以上となっている（図表 1-2-12）。 

ビジネス部門間とのローテーションの活用度と、

「業務の知識・理解」が重視される（図表 2-3 参

照）「IT 戦略の策定」「プロジェクトの企画・業務

改革（BPR）の推進」の充足度の関連を見てみよ

う。 

「IT 戦略の策定」においては、活用している企

業の IT 戦略の策定の充足度は、全体平均（37.7％）

の 1.2 倍強となっている。「活用していない」企業

では充足度を実現していないと回答したものが

29.6％あったが、活用している企業では 14.4％と

なっている（図表 1-2-13）。 

「プロジェクトの企画・業務改革（BPR）の推

進」については、全体平均（38.5％）の 1.3 倍強

となっている。活用していない企業では「実現し

ていない」と回答した企業が 23.8％あったが、「活

用している」企業では 10.5％となっている（図表

1-2-14）。 

ビジネス部門間とのローテーションの活用成否

が、IT 戦略の策定／プロジェクトの企画業務改革

（BPR）の推進の充足度向上の要因となっている。 

 

IT 部門へのインタビューからは、新入社員数が

減少し、ローテーションで人を出す余裕がなくな

ってきているとも聞く。 

また、IT 部門は、他の業務部門、特に人事／経

理など経営管理部門の社員のローテーション先

として人気が薄く、ローテーションの受入れ先の

業務部門からは、一体何をさせたらよいのか困る、

いらない、と言われることもあるようで、ローテ

ーションを回しにくい、ローテーションが思うに

まかせないという声もあった。 

一方で、入社 2～3 年目の若手社員を対象に毎年

情報子会社に出向させている企業や、本社 IT 部

門→情報子会社、情報子会社→本社 IT 部門のロ

ーテーション、業務部門の IT 要員と本社 IT 部門

要員のローテーションを頻繁に行って、業務の知

識・理解を向上している企業、IT 専門知識・技術

を継承／獲得している企業もある。 

本社の IT 部門では戦略だけを担当している、あ

る集権型の企業は、以下の通り述べている。 

「経営企画部門として人をとるため、ステータス

も高く良い人材が来る。こうした人間が２、３

年システムのことをやって、また戻っていく」 

同じく、企画だけを担当している集権型の企業

は、と、その効用を以下の通り述べている。 

「システムをやっている人間については、IT 部門、

ユーザー部門、情報子会社を回るローテーショ

ンがある。ユーザー部門から IT 部門に来て、

ある程度プロジェクトマネジメントなどを理

解してもらうと、全体的を見ることのできる広

い視野を持てるようになり、その後ユーザー部

門のプロジェクトを進める役割を担ってもら

えるようになる」 

 

29.8%

16.9%

30.4%

27.1%

25.9%

29.8%

18.3%

27.3%

21.0%

21.9%

29.6%

14.9%

3.9%

0.3%

2.9%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

①部門内ローテーション

(n=929)

②ビジネス部門との

ローテーション(n=919)

③情報子会社との

ローテーション(n=181)

十分活用している 活用している どちらともいえない 活用していない 全く活用していない

図表 1-2-12 IT 要員の育成計画の中でのローテーションの活用 
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制度上問題を解決し、教育のための施策として、

ローテーションを積極的に活用できれば、非常に

有効なのではないだろうか。 

46.4%

37.8%

34.6%

39.2%

41.0%

35.8%

14.4%

21.2%

29.6%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

活用している(n=125)

どちらともいえない(n=156)

活用していない(n=335)

実現している どちらとも言えない 実現していない

 

49.5%

37.0%

34.5%

40.0%

48.0%

41.8%

10.5%

15.0%

23.8%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

活用している(n=105)

どちらともいえない(n=127)

活用していない(n=261)

実現している どちらとも言えない 実現していない

図表 1-2-13 ビジネス部門間とのローテーションの活用度と「IT 戦略の策定」の充足度の関係 

図表 2-11 ビジネス部門間とのローテーションの活用足度と「プロジェクトの企画業務改革（BPR）の

推進」の充足度の関係 
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1．3 プロジェクトマネジメント 

ユーザー企業の IT 担当者にとって、もはや要素

技術はそれほど必要でなく、開発計画を予定どお

り進めるための技術、プロジェクトマネジメント

が重要となってきている。近年は、PMBOK
（Project Management Body of Knowledge）な

どの科学的な管理手法も紹介され、このところ急

速に関心が高まってきた。 

とはいえ、まだまだシステムが予定どおり完成

しなかったり、予想外の費用がかかってしまった

りという話を良く耳にする。そこで、今年度初め

て、企業におけるプロジェクトマネジメントの現

状を詳しく調査することにした。 

「2．1．1 IT に関する関心事」の回答に現れ

ているように、まだプロジェクトマネジメントは

ユーザー企業に浸透しているとは言い難い（関心

の高いトピックス 20 のうち、12 位）。しかし、

企業が全体として現在どの程度プロジェクトマ

ネジメントに取り組んでいるか、その現状と姿勢、

今後の関心の方向を見ていくことは IT 部門の将

来を占うためにも大いに参考になるものと思わ

れる。 

1．3．1 プロジェクトマネジメントの実態 

プロジェクトが上手く行ったかどうかの指標と

なる、決められた工期、予算、品質が守られたか

どうかをプロジェクトの規模別に聞いてみた。シ

ステムの規模は、わかりやすくするため、開発工

数（人月）で 100 人月以下、100～500 人月、500
人月以上の 3 つに分類した。100 人月は数ヶ月か

ら半年の事業部レベルが企画するプロジェクト、

500 人月以上は全社 IT プロジェクトに相当する

と考えられる。 

 

（1） 大規模プロジェクトでは過半数の企業で 

予定より遅延 

まず、工期であるが、100 人月未満のプロジェ

クトでも完全に予定通りできている企業が

21.3％に過ぎない。100～500 人月未満で 9.6％、

500 人月以上では、9.7％と 1 割しか予定通り完了

していない状況である。当然規模が多くなれば予

定通り完成させることは困難であり、100 人月未

満で 17.2％、100～500 人月未満で 43.2％、500
人月以上で 51.4％の企業が予定より遅延すると

回答をしている。500 人月以上のプロジェクトで

は、半数以上が予定より遅延と回答している。工

期の遅れが日常茶飯事化している現状が浮かび

あがった（図表 1-3-1） 

（2） 予算も工期と同じ傾向だが 

工期より達成率が高い 

続いて予算であるが、100 人月未満のプロジェ

クトでは、88.1％の企業が「ある程度」を含め予

定通りと回答しているが、100～500 人月未満の

プロジェクトでは 66.4％、500 人月以上では

55.3％で半数の企業が予算内での完了が出来て

いない。それでも工期より若干予算の達成率が高

く、日本企業では工期の遵守より予算を遵守して

いるといえる（図表 1-3-2）。 

（3） 品質にはほぼ満足 

最後に品質であるが、「ある程度満足」を含める

と大多数の企業が、仕上がりに満足している結果

になった。100 人月未満では 91.4％、100～500
人月未満では 75.9％、500 人月以上でも 71.5％の

企業がある程度を含めると満足していると回答

している（図表 1-3-3）。 

21.3%

9.6%

9.7%

61.5%

47.2%

38.8%

17.2%

43.2%

51.4%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

①100人月未満（n=746）

②100人～500人月未満（n=447）

③500人月以上（n=278）

予定通り完了する ある程度は予定通り完了する 予定より遅延する

図表 1-3-1 システム開発における工期 
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これは、日本人の気質や日本企業の根幹に品質

重視の姿勢がプロジェクトにも現われていると

言える。海外製品の品質基準（80％の品質と世界

戦略）と日本製品の品質基準の考え方（100％の

品質を要求）の違いが、プロジェクトマネジメン

トにも色濃く反映されている。 

3．3．2 予算や工数の決定方法、品質の基準 

（1） 予算確定は、6 割の企業がベンダー頼み 

開発プロジェクトの工数や予算は、どのように

決めているのであろうか。初期の段階の基本計画

策定時の頃と、詳細設計が終わって開発に着手し

た中期の２つの時期にやっている作業に近いも

のを下記の 10 の選択肢から複数選択してもらっ

た。 

まず、初期段階の回答を見てみよう。最も多い

決め方は、「ベンダーからの見積もりを元に決定

する」で、回答企業の過半数の 54.9％、次が「過

去の事例を参考にする」が 42.7％、3 番目が「決

められた予算枠」が 22.5％であった。（図表 1-3-4） 

予想された答えではあったが、複数回答である

ことを割り引いても、余りにも現実的な回答に言

葉を失う。せめて「画面、帳票数を元に算出する」

くらいの答えが過半数になっていなければ、プロ

ジェクト管理という言葉そのものが意味をなさ

ないのだが、これが現在の開発現場の実情なのだ

ろう。 

「決められた予算枠」で決めるというのは、こ

れはこれで筋が通っているが、半数の企業がやっ

ている「ベンダーの見積もり」で予算工数を決め

るということを、これから少しでも減らしていか

なければユーザー企業の IT 部門の主体性は失わ

れる一方である。 

中期の段階ではどうだろうか。初期の段階では、

正確な工数を見積もることは難しいが、この段階

では、ある程度詳細な見積もりが可能である。初

期にくらべて、「過去の事例を参考に」が 42.7％
から大幅に減って 22.0％、「画面、帳票数を元に

算出」が 16.6％から 21.0％に増えていることが、

これを物語る（図表 1-3-5）。 

しかし、「画面、帳票数を元に算出」している企

業は、この段階でも全体の 2 割しかいない。過半

数を超える企業（61.2％）は初期と同様、「ベン

ダーの見積もり」に頼ってしまっている。 

 

12.8%

7.7%

7.2%

78.6%

68.2%

64.3%

8.5%

24.1%

28.5%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

①100人月未満(n=740)

②100人～500人月未満(n=444)

③500人月以上(n=277)

満足 ある程度は満足 不満

 

26.4%

11.1%

9.1%

61.7%

55.3%

44.2%

11.9%

33.6%

46.7%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

①100人月未満（n=742）

②100人～500人月未満（n=443）

③500人月以上（n=276）

予定通り完了する ある程度は予定通り完了する 予定より超過する

図表 1-3-2 システム開発における予算 

図表 1-3-3 システム開発における品質 
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中期の段階で、自らが定量的な把握をしていな

い状況では、ユーザー企業が主体となって、まと

もなプロジェクト管理をすることは不可能に近

い。また、ベンダーと対等に価格の交渉をするこ

とも出来ず、ベンダーの言うなりになるしかない。

半数以上の企業でプロジェクトが予定どおり進

まないわけである。 

一方で、FP 法などで正確な開発規模を算出し、

プロジェクトを進めている企業もある程度存在

する。中期になれば 20％の企業が画面や帳票数で

工数を見積もり、進捗を管理している。こうした

先進企業と全体との間には、プロジェクトの成功

の確率には大きな差が出ているものと思われる。 

（2） 品質の目標管理をしているか 

次の質問は、品質について目標設定をしている

かどうかである。 

先の回答から予想されるように、特に設定をし

ていない企業は全体の 2/3 の 67.0％であった。テ

スト条件を決めているのが 22.9％、障害件数のよ

うな定量的な品質の目標を決めているところは、

わずか 10％以下にとどまった（図表 1-3-6）。 

ひところの大型機の開発プロジェクトと違い、

パッケージを多用する昨今の開発でこうした定

量的な品質を設定し管理することは難しくなっ

ている。しかし、プロジェクトの進行を計るメジ

ャーがなければ科学的なプロジェクト推進は出

来ない。何も決めていない 2/3 の企業と、工期や

予算をベンダーに見積もってもらっている企業

(n=922)

42.7%

10.7%

4.4%

16.6%

2.9%

1.4%

7.7%

54.9%

2.2%

22.5%

1.0%

0% 20% 40% 60%

1．過去の類似事例を参照して決める

2．概算FPをベースに、自社標準値を元に算出する

3．概算LOCをベースに、自社標準値を元に算出する

4．画面、帳票数をベースに、自社標準値を元に算出する

5．概算FPをベースに、業界標準値を元に算出する

6．概算LOCをベースに、業界標準値を元に算出する

7．画面、帳票数をベースに、業界標準値を元に算出する

8．ベンダーからの見積を元に決定する

9．WBSを定義して決める

10．あらかじめ決められた予算枠を元に決定する

11．その他

(n=914)

22.0%

8.8%

5.5%

21.0%

3.6%

1.9%

11.8%

61.2%

6.3%

22.9%

0.9%

0% 20% 40% 60% 80%

1．過去の類似事例を参照して決める

2．概算FPをベースに、自社標準値を元に算出する

3．概算LOCをベースに、自社標準値を元に算出する

4．画面、帳票数をベースに、自社標準値を元に算出する

5．概算FPをベースに、業界標準値を元に算出する

6．概算LOCをベースに、業界標準値を元に算出する

7．画面、帳票数をベースに、業界標準値を元に算出する

8．ベンダーからの見積を元に決定する

9．WBSを定義して決める

10．あらかじめ決められた予算枠を元に決定する

11．その他

図表 1-3-4 基本計画策定時における予算の算出方法 

図表 1-3-5 開発着手時における予算の算出方法 
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とは恐らく重なっているのであろう。 

では、こうした品質管理は、実際のプロジェク

トの仕上がりの満足度や、予定されたスケジュー

ルや予算を守ることに役に立っているのだろう

か。目標設定の各項目に答えている企業のそれぞ

れの満足度と工期や予算の状況のクロス分析を

してみた。 

それによると、何らかの品質管理の目標を持っ

ている企業が、仕上がりに不満を持つ比率は、100
人月以下の小規模プロジェクトで 5.8％、100～
500 人月の中規模プロジェクトで 18.9％、500 人

月以上の大規模プロジェクトで 24.8％なのに対

し、目標を持っていない企業では、それぞれ

10.3％、28.6％、32.3％と明らかに不満が多い（図

表 3-7）。 

満足度と言う主観的な物差しではなく、実際の

工期や予算はどうだろうか。 

品質目標を持っている企業で、プロジェクトの

工期がつねに遅れると答えた企業は、小規模プロ

ジェクトで 11.6％、中規模で 35.9％、大規模で

49.6％なのに対し、目標を持っていない企業では、

それぞれ 20.4％、48.2％、54.1％と、やはり目標

を持っていない企業の方が遅れることが多いと

答えている（図表 1-3-8）。 

一方、予算では、品質目標を持っていると答え

た企業の予算の超過の割合は、小規模プロジェク

トでは 6.6％で、持っていない企業の 15.2％に対

し明らかに少ないが、中規模になるとその差は小

さくなり、大規模ではむしろ逆転している（図表

1-3-9）。 

これは、プロジェクトの規模が大きくなればな

るほど、ソフトウェアの開発の進捗管理だけでは

予算を制御しきれないこと考えれば納得がゆく。

また、先に述べたとおり、日本の企業は予算につ

いては工期に比べて管理が厳しく、特にソフトウ

ェアの品質目標を設定しているような企業では

予算管理についてもシビアに査定が行われてい

るからと見ることも出来る。 

(n=918)

22.9%

8.3%

4.5%

67.0%

2.8%

0% 20% 40% 60% 80%

1．各開発フェーズ別にテスト条件を
提示している

2．納品テストから安定稼動までの
目標障害件数を提示している

3．稼動開始時から安定稼動までの
目標障害件数を提示している

4．特に提示していない

5．その他

16.3%

11.2%

9.4%

6.7%

7.1%

7.6%

77.8%

78.5%

71.7%

64.7%

68.1%

60.1%

5.8%

10.3%

18.9%

28.6%

24.8%

32.3%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

品質目標あり（n=257）

品質目標なし（n=465）

品質目標あり（n=180）

品質目標なし（n=255）

品質目標あり（n=113）

品質目標なし（n=158）

1
0
0
人

月
1
0
0
～

5
0
0
人

月
5
0
0
人

月
以

上

満足 ある程度は満足 不満

図表 1-3-7 品質目標の提示と品質満足度の関係 

図表 1-3-6 システム開発の外部委託先に対する品質目標の提示 
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いずれにしても、何らかの品質目標を持ってい

る企業のほうが、プロジェクトをうまく進行させ

て満足度も高いという裏づけが得られた。 

（3） システムライフサイクルコストの考慮 

企業の IT 部門は、もはやプロジェクト推進を直

接やる必要はない、ベンダーに任せればよい。企

業経営にどれだけ寄与するかもっと上流部分を

考えれば良いのだという見方もあるだろう。 

それでは、トータルコストの観点から、開発す

るシステムの使用期間、システムライフを企業の

IT 部門はどう考えているのであろうか。 

システムライフのトータルコストを少しでも考

慮している企業は、62.3％とやっと過半数を超え

た。残りの 37.7％は全く考慮していない（図表

1-3-10）。 
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プロジェクト実行決定にあたって必須ではないが、考慮している

規模などによっては、一部考慮している

考慮していない

図表 1-3-10 プロジェクト企画時のライフサイクルコストの考慮 
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図表 1-3-9 品質目標の提示と予算の関係 

図表 1-3-9 品質目標の提示と工期の関係 
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1．4 システム再構築におけるプロジェクトマ

ネジメント 

プロジェクトマネジメントにおける問題は、シ

ステムが大規模になり、新しい技術が取り入れら

れてきたことと無関係ではない。大規模なシステ

ム、新しい技術を使ったシステムの納期品質を守

って納入することは、優秀なチームであっても、

至難の業である。 

昨年度の IT 動向調査で「基幹システムの平均寿

命は意外に長く 17 年」との結果が出ている。1980
年代のシステムが改造期にはいっているわけで

ある。 

本年の調査でも「システムの再構築」が関心の

高いトピックスの 1 つに挙げられている。 

しかしこのシステム再構築は次の理由から非常

に難しいシステムプロジェクト、リスクの多いプ

ロジェクトと考えられる。例えば汎用機の既存シ

ステムをサーバーシステムへ切り替える場合に

は次のような問題が発生しやすい。 

①既存システムの仕様が正しく保存されておら

ず、何を基準にすればよいのかが分からない。 

システムは開発完了し稼動開始されると直ぐ

にシステムの保守作業が開始される。プログラ

ムは当然訂正されるがドキュメントは必ずし

も正しく修正され保存されているとは限らな

い。 

②システムに組み込まれた仕様は 20 年近くの間

に、変貌を遂げているが、各企業において正し

く継承されているとは限らない。したがってＳ

Ｅがドキュメントを見て疑問を持っても正し

く内容を伝えることが出来る実務担当者、ある

いは企業内ＳＥが存在するとは限らない 

③新システム移行時には完全性を要求されるが、

システム動作環境が異なっており操作性含め

て旧システムと全く同じにはならないので、こ

の使い慣れ、操作継承性で利用者側からの不

満、疑心を招きやすい。大量の日常業務処理を

切り替えたその瞬間からミスゼロ、欠陥ゼロに

精度を上げてゆくことへの期待に応えるため

の工夫、努力は膨大な負荷になって開発者に跳

ね返ってくる。 

④データを新システムの様式にあわせてコンバ

ージョンし引き続き活用してゆくが、コードの

増加、削除で間違いが発生しやすい、あるいは

永年使用して来ているので中には異常なデー

タが混在していることがあり、これらを取り除

く作業に手間がかかる。 

⑤新システムにするなら新しい機能を追加する

場合があるが、この新機能の取り扱いに問題が

発生することがある。利用方法のレベルアップ

を志す場合は、従来よりも操作などが難しくな

るので利用者がついてくることが出来ない場

合もある。 

これらの問題を考えるにあたって、単に既存シ

ステムの画面処理だけ変える、データベースを変

更するなどの狭い範囲のシステム再構築ではな

く、本格的な再構築をする場合の対策を考えてみ

たい。 

（1） 新システムへの移行の意義の理解徹底 

多額の投資を行い企業の総合経営活動の一つと

して新システムへの切り替えを行うのであるか

らこの活動の意義、意味を十分に理解し何を新シ

ステムに期待するのかを利用部門、IT 部門の双方

が一致した見解を持っておく必要がある。 

一度再構築をすると 20 年近く使用する、企業の

屋台骨を背負うシステムである。新システムへの

切り替えの背景、目的、方法、課題を十分に議論

し整理しておくことが望ましい。 

新しいコンピュータが出てきたから作り変える、

IT コストダウンをするために新システムに切り

替えるなどの安易な発想でこの「システム再構

築」に取りかかるのでは効果も少ない。 

環境変化に柔軟に対応できるシステム構造など

まだまだ未解決なシステム技術課題も多い。真剣

な議論が必要である（図表 1-4-1）。 
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（2） 移行方式 

次の１つの移行方式が考えられる（図表 1-4-2）。 

① 段階方式 

まず現状保証を行うための稼動を行い、一定期

間おいて安定をさせてから、次に改良機能を含め

た新システムにレベルアップする方式である。①

から②へ 2Step で切り替える方式である。 

この良さは現状システムのデータが検証に使え

る点である。 

広い範囲のデータをすべて正しいかどうか、検

証するための努力を人手作業では負いきれない。 

既存システムのデータを新システム用に直し

新システムに入力し、結果の新旧比較を全データ、

全データ項目について行うことにより新システ

ムの品質保証が可能となる。 

この Step１が安定稼動したのを確認してから、

Step2 の新機能を採用したシステムにレベルア

ップする。 

新機能確認は安定したシステムの上で行われ

るので確認期間も十分にとれトラブルは減少す

る。 

②一挙切り替え方式 

2 段階方式が出来ない場合、あるいはコスト的

に２段階方式が採用しがたい場合は上図のルー

ト③を直接に採用することになる。 

この場合は新機能の範囲・内容・現状との差な

どにもよるが既存システムのデータを活用して

の確認作業がし難くなるので、テスト結果の確認

負荷が非常に多くなりがちなことに最初から着

目し、確認期間、総合テストおよび併行運転期間

などを十分にとるなど注意しなければならない。 

 

図表 1-4-1 IT 効果最大化に向けたシステム再構築

現状

現状保証点

期間 

シ
ス
テ
ム
機
能
レ
ベ
ル 

現状保証 機能改良 

①

②

③ 
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（3） システム仕様の確認 

（システム利用者＝発注者による仕様の確認） 

約 20 年前のシステムの仕様を見直し、新システ

ムの仕様を整理しなおすためには、その組織内で

最も業務を良く知ったリーダーの参画が欠かせ

ない。間違っても「暇な人」「コンピュータに強

い人、でもライン実務は詳しくない人」を実務部

門の代表にしてはならない。 

 

業務に詳しい人が中心になって「利用部門は何

をしたいのか」新システムへの要求仕様書を作成

する。 

ユーザーによるシステム要求仕様書の作成は以

下のコンセプトを持ってすすめると良い（図表

1-4-4-）。 

（4） 開発工期のパターン 

従来のシステム開発工期の比率は設計：構築：

テストの期間比が 3：4：3 であると言われてきた

が、最近の実態を見ると最後のテスト工期を十分

に確保し、移行準備、操作教育、運転教育、併行

運転によるシステム精度の向上、トラブル回避を

するように変化し 3：3：4 または 2：2：3 の形に

変わりつつある。 

このようなテスト確認期間を十分にとった計画

を最初に立てておき、「問題がないのでカットオ

ーバーを予定より早めた」というプロジェクト

にしたいものである。 要求仕様書の作成 

（何をしたいのか？） 

基本設計 詳細設計 

図表 1-4-3 システム仕様の確認 

図表 1-4-4 ユーザーによる要求使用書の作成

1．システム定義方法とその内容 

(1-1)各事業部門には担当する業務規定、事業規定、作業標準などが存在しているのでその内容をまず

理解する 

(1-2)各組織間の連携を分かりやすく、情報の流れ，物の流れ、金の流れに分けて示す 

as is と to be の両方が書けることが望ましい。企業によって IT リテラシーの差があるが、そんなに

難しいものではないので、業務整理もかねて業務部門自らに書いてもらうことが望ましい。 

(1-3)最終利用者が自ら必要とする機能を明らかにし開発者に要求する。ただし、IT に詳しい開発者が

明確に定義した方が良い項目はそちらに任せる。 

例：画面に入力されるデータには新規、訂正、追加、削除がある。 

これらの複雑な処置は開発者に任せる。ただしその処置仕様の確認は発注者の役割である。 

(1-4)例外作業項目は構造図にしてすべてを書き出す。 

What を書き、How までは書かない。つまり処理手順の作成は IT の専門家に任せる 

(1-5)誤解が生じないように具体的に書く。 

名刺は複数形に、形容詞，副詞は曖昧さを排除した使いかを心がける。 

2．内容のレビュー 

要求した業務内容がすべてをカバーしているかどうかを検証しておくことが、最後になっての仕様変更
の多発を防ぐことになる。 

(2-1)実証設計・・・実際に使われている帳票・伝票の検査や実態観測を行い条件の漏れを防ぐ。 
ユーザーの提示した条件が全てとは限らない。条件が抜けていないか？ 
このままで仕様変更を受けずに稼働できるのかを実際に使っている現物を観察して条件の抜けを
あらかじめ見抜き対策をとる 

(2-2)ステークホルダーの運用レビュー・・利用者の代表を集めての検証ミーティングを行う 
オンライン処理のみならず、日次、月次、随時処理などをカバーする機能を含んでいるかを検証 
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（5） Ｖ字型開発からＵ字型開発へ 

欧米型の開発プロジェクトはほとんど社員で構

成し開発を完了させ、完了後はまた別の会社に転

籍する。このような開発形態をとれる場合は、Ｖ

字開発型でもよいが、日本のようにシステム設計、

あるいは構築の部分を外部会社に開発作業を委

託し、結合・総合テストの時期にはプログラマー

はもうそばにいない開発形態あるいはオフショ

アーでプログラムを作成する場合にはＶ字型開

発はロスが多い。 

今の日本の開発発注形態であるならば「単体テ

ストで、ほとんどプログラム修正作業が終了して

いる」形の方が効率や精度が向上する。単体テス

ト開始時には、システム本番移行時に使用するデ

ータコンバージョン用のプログラム作成を終了

させ、そのデータも使用しての単体テストを実施

する。 

単体テスト結果を発注者である利用者に直ぐに

提示し確認作業を行い修正すべき項目はその時

期に受入れ修正する。 

総合テストで単体テストの欠陥を見つけるよう

な作業をしてはならない。 

もし仕様変更が発生しなおかつ簡単なものであ

れば、まだプログラマーはそばにいることが多い

ので修正対応は簡単にできるが、総合テストで問

題が発生しての修正はそのプログラムを書いた

プログラマーがそばにいないので別の SE あるい

はプログラマーが時間をかけ、かつ精度が落ちる

方法で対応せざるを得なくなる。 

従来のシステム移行用のデータコンバージョン

作業予定を早め、前に持ってきて単体テストから

使用すれば、大量データ時の処理時間の問題、デ

ータ量が多くなったときのテーブルオーバーな

どの問題まで含めてテストが完了しているので、

その後の結合テスト、総合テストは非常にスムー

スになりカットオーバーを予定より早めること

も可能になる。 

この方法「Ｕ字型開発法」を採用すれば稼動時

のシステムトラブルは大幅に避けられる（図表

1-4-5）。 

（6） プロジェクトマネージャーの選択 

要件を定めるシステム設計時に重要なキーマン

は、ユーザー側のプロジェクトマネージャーであ

る。 

担当者レベルでは重要な機能も上級管理者のプ

ロジェクトマネージャーの目から見れば、他の手

法でカバーすることも考えられ、「別の方法で対

応しよう」と、迅速な決断が出来ることが多い。 

「仕様決定で悩んでいるなら自分のところに言

って来い。直ぐに決断する」 

くらいの発言が出来るユーザー側の代表者であ

って欲しい。 
図表 1-4-5 Ｕ字型開発法 
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システム設計、構築、テストフェーズになると

ベンダー側のプロジェクトマネージャーが腕を

振るうことになる。優秀なプロジェクトマネージ

ャーは高品質のシステムを作り出す。 

今回のインタビューで、本来部長あるいは役員

クラスのマネージャーがプロジェクトマネージ

ャーをつとめなければ上手く行かないような、広

範囲、大型プロジェクトを課長クラスのプロジェ

クトマネージャーが分担しているケースが、時々

見られ、そのような場合は苦戦を強いられていた。 

課長クラスのプロジェクトマネージャーと部長

以上のプロジェクトマネージャーの差は 

「エスカレーション能力の差である」。企業の経

営者に問題を迅速に報告し会社としてのデシ

ジョンを早くする必要があるのに、課長クラス

のプロジェクトマネージャーは『自分で何とか

しよう』と、もがき努力し解決の時期を遅らせ

てしまう。部長クラスのプロジェクトマネージ

ャーであれば、経営者とはコミュニケーション

をとる機会も多く、かつ予算、管理スパンも広

く、企業としての最高の対策が取りやすい」 

システム開発は総合経営活動のひとつであり、

簡単な問題ではない。プロジェクトマネージャー

のクラスをもう一つあげることも重要な対策の

一つである。 

（7） 目標値を持ったプロジェクトマネジメント 

新しい優れたソフトウェア商品やシステムをユ

ーザーが入手する方法は、以下の 3 つある。 

1：新しいパッケージの活用 
2：目標値を設定し各開発フェーズで作りこみ

技術の確立をする（CMMや ISOの形で提唱） 
3：目標値を設定し、様々な工夫をこらして良

い品質に作り上げる 

発注者と開発者の双方で実行可能なプロジェク

ト管理の開発目標を開発開始時期に持つ、3 番目

の方法を実施することをお勧めしたい。 

「システムの工期標準はありますか」 

との問いに、ほとんどのプロジェクトマネージ

ャーは、 

「お客様から要望された時期が納期です」 

と答えてくる。それでは、徹夜続きで苦しむプ

ロジェクト発生を防げない。 

工期計算標準がありその標準と比較してどの程

度の苦しさになるのか？事前に予測し、それなり

の対策を講じておけばトラブルは最小に防げる

ことになる。 

「苦しさ」の程度は、標準より何％の工期短縮

プロジェクトであるかで、把握できる。 

品質についてはユーザーから見えるものは、「プ

ログラムが開発完了したとして開発者から納入

されたプログラムが安定稼動に至るまで、どの程

度欠陥が発生したのか」である。 

それを発注者と開発者の相互の共通作業目標と

し、双方が努力することが肝心である。契約目標

でなくて努力目標を設定し、品質向上のために努

力することが重要である。 

開発途中のテストケース数などは、ユーザーに

は直接は見えない。生産性についても何らかの目

標値を持つことが望ましいが、発注者と開発者相

互間で見積方法の共通性の持たせ方について議

論がもう少し必要である。 

何を目標にして相互が努力し、プロジェクト完

了時の評価につなげるのかを、プロジェクト開始

時に定めておくことが、次の進歩につながる。相

互のコミュニケーション開始の第一歩を整理し

て開発に入る慎重さが欲しい。 

 

品質・機能－納入試験以降から安定稼動までの発生
障害数を１件／5 百万円（*）を目標値と
する（FP 単位、STEP 単位の尺度も合わ
せて活用する） 

納期（工期）－投入工数の立方根の２倍を標準工期
（*）とし、実工期との差（工期短縮
率％）と対策、影響の関係を明確に
する。 

費用     －生産性に影響を及ぼす要因（例：RFP
の 完 成 度 、 開 発 ツ ー ル の 経 験 度
等）、規模に影響を及ぼす要因（例：
要設計インタフェース数など）と開発
作業負荷の関係を解析し、発注者と
開発者間の透明性を持たせる。 

－価格／FP、価格/LOC などの関係デ
ータ（*）を解析し活用する 

（*）：SEC 調査結果（2004 年度以降）等実態に基
づき修正予定 

図表 1-4-6 目標値を持った管理 
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システム開発完了時に開発状況評価を下表で 3方

面から見た整理をしておくと企業ごとに自社の

システム評価と対策の蓄積が可能になるのでお

勧めしたい。 

 

クラス 

工期 
１－（実工期/標準工期） 

＝工期短縮率 

品質 
納入以降に発見された 

障害数／基準量

（FP/LOC/人月/金額） 

生産性 1 
人月/FP 

人月/LOC 

生産性 2 
予算または支払い金額/

人月または機能数 

1 20％以上の短縮 2 倍以上の向上 20％以上の向上 20％以上の向上 

2 20％以下の短縮 2 倍以下の向上 20％以下の向上 20％以下の向上 

3 基準値 基準値 基準値 基準値 

4 20％以下の延長 2 倍以下の低下 20％以上の向上 20％以上の向上 

5 20％以上の延長 2 倍以上の低下 20％以下の向上 20％以下の向上 

上記 4 項目について、該当プロジェクトの計画時の目標と実績の評価を上記評価表に記入する。 

これを基に、原因分析と対策追求を行い、次回以降のプロジェクト実施時についてのノウハウを残す。 

図表 1-4-7 システム開発状況評価表 
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（n=968）
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1．ＩＴ投資効果評価

2．ＩＴコストの削減

3．IT組織・情報子会社

4．アウトソーシング

5．IT人材の育成

6．セキュリティ

7．個人情報保護法

8．企業情報ポータル

9．ソフトウェアの生産性

10．プロジェクトマネジメント

11．ERP(企業資源計画)

12．システム再構築

13．エンタープライズアーキテクチャ

14．企業間システム連携

15．システムのユーザビリティ

16．保守運用・SLA

17．ユビキタスコンピューティング

18．RF-IDの活用

19．オープンソースソフトウェア

20．グリッドコンピューティング

21．その他

1位 2位 3位 4位 5位

第 2 部 アンケートの調査の結果と分析 

本年度のアンケート調査では、毎年調査を行っ

ている、「IT 投資の動向」「ハード・ソフト等の

IT 利用の状況」「IT 推進体制の動向」、本年度重

点テーマの「IT 人材の育成」「プロジェクトマネ

ジメント」についても調査を行っている。 

以下では、全体の傾向および経年変化の分析に

加え、企業規模、業種等による分析も試みている。 

2．1 IT に関する関心事と IT 投資の目的 

アンケート調査の分析を始めるにあたって、回

答企業が IT あるいは IT 投資について、どのよう

な関心を持っているかを調べることによって、全

体的な傾向を把握していきたい。 

「IT に関する関心事」では、最近の IT に関す

る 20 のトピックスから関心のあるものを 5 つ選

んでもらうという方法、「IT 投資への期待」につ

いては、11 の投資目的から上位 2 つを選んでもら

う方法で調査を行った。 

2．1．1 IT についての関心事 

全体の質問の冒頭で、最近の IT に関する 20 の

トピックスから上位 5 つを、順番をつけて選択し

てもらう方法で調査を行った。このような、前ぶ

れなしに選んでもらう質問は、感覚的になるきら

いもあるが、より回答者の本音が出やすいという

配慮によるものである。 

20 のトピックスは前年度の調査から少し変え

てある。「システムの信頼性」「バックログの解消」

といった抽象的なキーワードを削除し、「ユーザ

ー満足度」は「システムのユーザビリティ」、「e-
ビジネス」は「企業情報ポータル」、「商品トレー

サビリティ」は「RF-ID の活用」など、具体的で

最近のキーワードに変更した。また、新たに「個

人情報保護法」、「グリッドコンピューティング」

のキーワードを追加した。 

結果は図表 2-1-1 の通りとなった。 

（1） 全体ではセキュリティがトップ 

上位 5 つに順番をつけて選んでもらっているた

め、１位にあげたトピックスだけでなく、5 位ま

での順位も考慮する必要がある。そこで、全体の

関心の高さを見るために、1 位から 5 位までのト

ピックスにそれぞれ 5点から１点のポイントを与

え、指数化してみた。その結果が、図表 2-1-2 で

ある。 

図表 2-1-1 IT に関する関心事 
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図表 2-1-2 IT に関する関心事 

結果は、1 位だけの関心では 4 番目であった「セ

キュリティ」が、他を大きく押さえてトップにな

った。また、新たにキーワードにした「個人情報

保護法」も 5 番目に入った。昨年度のトップが「シ

ステム再構築」、2 位が「IT コストの削減」で、「セ

キュリティ」は 3 位であったから、セキュリティ

を上位の関心事にした企業が大幅に増えたこと

になる。 

これは個人情報保護法の正式施行が近いことも

あるが、IT 関係者が、近年のメールや電話を使っ

た架空振込みの犯罪に個人情報の漏洩が大きく

関わっていることを理解し、これまでになくセキ

ュリティを現実のリスクとして認識し、危機感を

抱いていることを示唆している。 

総合点での 2 番目は「コスト削減」で、3 番目

は「システム再構築」、4 番目は「投資効果評価」

である。グラフを見れば分かるように 4 番目まで

がほとんど同じ関心の高さで、このあと 5 番目に

かなり下がって、「個人情報保護法」が入る。個

人情報保護法は、2005 年 4 月の正式施行を半年

後に控え、その対応をめぐって一番関心が高まっ

ていると言える（調査は2004年10～11月に実施）。 

目立つ所では、「ERP（企業資源計画）」が 7 番

目になったことで、１位だけの順位では、これま

での「人材育成」「ソフト生産性」などを抜いて

６番目になっている。前年度までは、「ERP パッ

ケージ」というキーワードで聞いていたが、今年

度は本来の名称である「ERP（企業資源計画）」

というキーワードに変更しているため、関心が高

まったと考えられる。パッケージには関心はない

が、本来の ERP が目指している目的はユーザー

にとっては強い関心があるということを示して

いる。ERP ベンダーにとっては今後の営業戦略を

考える上で示唆に富む調査結果ではないだろう

か。 

他には大きな変動は見られなかった。エンター

プライズアーキテクチャ（EA）や、企業情報ポ

ータル、システムのユーザビリティなど、雑誌や

インターネットでは大きくとりあげられる話題

でも、一般の企業ユーザーにとっては余り関心が

ないという結果となった。 

今回の調査で重点テーマとして取り上げた「プ

ロジェクトマネジメント」は、全体で 12 位と余

り関心が高くなく、「企業情報ポータル」（11 位）、

「保守運用・SLA」（13 位）と同列にとどまった。 

さらに、「オープンソース」「ユビキタス」

「RF-ID」「グリッドコンピューティング」などの

新技術は、上記管理面での話題よりさらに関心が

低い。新しくキーワードとして加えた「グリッド

コンピューティング」に至っては、900 社近い回

答企業のうち、11 社しか関心を寄せていない。 

 

(n=968)
0 500 1000 1500 2000 2500

セキュリティ(3)

ＩＴコストの削減(2)

システム再構築(1)

ＩＴ投資効果評価(4)

個人情報保護法(-)

IT人材の育成(7)

ERP(企業資源計画)(11)

ソフトウェアの生産性(12)

アウトソーシング(9)

企業間システム連携(10)

企業情報ポータル(-)

プロジェクトマネジメント(13)

保守運用・SLA(8)

システムのユーザビリティ(-)

IT組織・情報子会社(-)

エンタープライズアーキテクチャ(19)

オープンソースソフトウェア(17)

ユビキタスコンピューティング(-)

RF-IDの活用(-)

グリッドコンピューティング(-)

※1 位：5 点、2 位：4 点、以下 3 点、2 点、1 点と
ポイントを付け指数化した結果 

※（  ）内は昨年度調査における順位 
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(n=968)
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図表 2-1-3 IT についての関心事（1 位のみ再掲） 

順位 トピックス 企業数
1( 2) ＩＴコストの削減 190
2( 1) システム再構築 184
3( 3) ＩＴ投資効果評価 181
4( 4) セキュリティ 144
5( -) 個人情報保護法 53
6( 8) ERP 52
7( 7) IT人材の育成 36
8(10) ソフトウェアの生産性 20
9(11) アウトソーシング 17
10(12) 企業間システム連携 15
11( -) IT組織・情報子会社 14
12(13) プロジェクトマネジメント 12
13( -) システムのユーザビリティ 11
14( -) 企業情報ポータル 9
15(14) エンタープライズアーキテクチャー 7
16(15) ユビキタスコンピューティング 4
17(19) オープンソースソフトウェア 4
18( 9) 保守運用・SLA 3
19( -) RF-IDの活用 2
20( -) グリッドコンピューティング 0

その他 10
N値 968

企業の IT 部門の関心が、間違いなく経営と業務

に向かっており、IT の専門技術に関心が失われて

いるということを物語る。この傾向は最近始まっ

たわけではなく、あるべき本来のユーザーの姿な

のかもしれないが、ユーザーの中でも IT 専門家

といえる人たちが、本当に IT の技術要素に無関

心になっていって良いのかという問題は、今後議

論を呼ぶところであろう。 

（2） １位にあげたトピックスでは、「IT コスト削減」が

「システム再構築」を抜いてトップに 

それでは、一番関心の高い、つまり１位にあげ

たキーワードが最も多かったトピックスは何で

あろうか。 

関心のトップにあげられたキーワードの上位は、

昨年から細かい変動はあっても余り変わらない。

今年も順位は少し変わったが、トップからあげる

と、「IT コストの削減」「システムの再構築」「IT
投資効果評価」の順で、４番目は総合ではトップ

であった「セキュリティ」であった（図表 2-1-3）。 

昨年の調査のトップは、「システムの再構築」で、

「IT コストの削減」を大きく上回っていたが、今

年は、わずかながらも「IT コストの削減」がトッ

プとなった。「システムの再構築」の背景には実

は「IT コスト」という大きな目的があることを、

はからずも証明した形となった。 

 

 

「セキュリティ」の関心は上位３つのトピック

スより少し下がって 4 番目である。5 番目には、

総合でも 5 番目だった「個人情報保護法」がここ

でも 5 位に入った。 

１位に選択されたトピックスの順番は、5 位ま

でを入れた総合点の順番とほぼ一致するが、１位

の順位は低いにもかかわらず（14 位）、総合点で

は順位を上げている（11 位）のものに「企業情報

ポータル」がある。関心事のトップに挙げた企業

は 9 社しかいないのに、2 位から 5 位までにそれ

ぞれ 20社から 30社近くが関心を持つと答えてい

る。インターネットの企業向けアプリケーション

が一通り出尽くした中で、企業が新しい応用を模

索している姿勢が窺える 

※（  ）内は昨年度調査での 1 位トピックスにおける順位



 62

（n=969）
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業務プロセス・システムの再編(3)

社内コミュニケーション、情報共有の強化(5)

コスト削減(2)

顧客重視の経営(4)

グローバル化への対応(6)

企業間の連携(7)

企業としての社会的責任の履行(11)

新商品・新市場の開拓（7)

標準化の実現(9)

経営の透明性の確保、情報公開(10)

その他
1位 2位

2．1．2 IT 投資の目的 

IT のトピックスへの関心もさることながら、企

業は現実に何を目的に IT 投資をしていこうと考

えているのであろうか。11 の選択肢の中から、2
つを選んでもらってその方向を探ってみた。この

設問は、同じ質問を利用部門にも聞いており、そ

の結果との比較、また、昨年度と比較してどう変

わったかについても分析を試みた。 

（1） システム再編への強い意向 

まず、IT 部門で最も重視していくと回答した項

目は、「トップによる迅速な業績把握」と、「業務

プロセス・システムの再編」で、回答企業の21.4%、

20.4％がそれぞれ 1 位にあげている。3 番目は、

「社内コミュニケーション・情報共有の強化」、4
番目は「コスト削減」、5 番目は「顧客重視の経営」

であった。（図表 2-1-4） 

これを前の年と比較してみると、順位は大きく

変わっていないが、際立って変化したことは、昨

年度は 2番目に高い意向だった「コスト削減」が、

今年度は 4 番目に落ちたことである。 

昨年は、景気の先行きが不透明で、レガシーか

らオープンシステムへの転換などのコスト削減

を強く意識していたものが、ようやく景気回復が

見えてきて、本来の IT 投資を落ち着いて考えら

れるようになった結果と見ることが出来る。 

 

 

順位は変わらないが、もうひとつ昨年度と大き

く変わっている点がある。昨年度は、「トップに

よる迅速な業績把握」を 33.2％の企業が第 1 位に

選択したが、今年度は、21.4%と大きく減少し、

それに対し、「業務プロセス・システムの再編」

を第１位にあげた企業は、昨年度の 16.1％から

20.4%と昨年より 4.3 ポイント増えている。 

「トップによる迅速な業績把握」は目的であり、

「業務プロセス・システムの再編」はそのための

手段である。IT 部門が、「トップによる迅速な業

績把握」を実現し、機動力のある経営を進めてい

くためには、小手先でシステムを改修していくの

ではなく、結局は、業務プロセスを刷新して行く

しかないと腹をくくり始めたあらわれと解釈で

きる。 

一方、関心事では総合的にトップであったセキ

ュリティに関してはどうだろうか。これにあたる

「企業として社会的責任の履行」は残念ながら 8
位で、関心の高さに比べて、実際にそれを実行す

るという意欲は高いとは言えない。もちろんセキ

ュリティは社会的責任だけでなく、4 位の「顧客

重視の経営」にもかかわってくるので、これだけ

で意欲が低いと決めつけるのは、早計過ぎるかも

しれないが、関心の高さに比べて実際の投資がま

だ十分に考えられていないことは気になるとこ

ろである。 

図表 2-1-4 IT 投資の目的 

※（ ）内は昨年度の順位（1 位選択の多い順） 
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（2） 利用部門では顧客重視の経営が上位 

この設問は、全く同じ形で、経営企画部門を中

心とした利用部門にも回答してもらっている。 

これによると、1 位は「業務プロセス・システ

ムの再編」で、次いで「トップによる迅速な業績

把握」、３位が「社内コミュニケーション・情報

共有の強化」となり IT 部門とは順位が微妙に異

なっている。 

利用部門回答を、前年の結果と比較してみよう。

IT 部門と大体同じ傾向を示しているが、「経営ト

ップによる迅速な業績把握、情報把握」は 2 位に

後退し、割合も 10 ポイント以上低下している。 

また、「社内コミュニケーションや情報共有の強

化」については、IT 部門は前年より投資意向が増

えているのに対し、利用部門は、逆に減っている。 

つまり、IT 部門はもっと「社内コミュニケーシ

ョンや情報共有」に力を入れようと考えているの

に対し、利用部門は、もうそろそろ良いのではな

いかと考えていることを示している（図表 2-1-5）。 

 

これを裏付けるものが、投資意向を企業規模別

にまとめた図表 2-1-6 である。 

大企業の IT 投資の重視項目は、「経営トップに

よる迅速な業績把握」と「業務プロセス・システ

ムの再編」で、「社内コミュニケーション、情報

共有の強化」は、これらに比べ半分程度の割合に

とどまっている。 

これに対し、従業員が 100 人以下の企業では、

「社内コミュニケーション」を重視している企業

が最も多い。 

会社の規模が小さいから情報化が遅れていると

いうわけではないが、一般的には企業の規模が大

きくなればなるほど IT に求められる機能は高く

なると考えられる。情報共有といわれるバックオ

フィスの情報化は一段落し、業務プロセスを高度

にしていくための基幹系の刷新を、むしろ外（利

用部門）から求められ始めた結果と読み取れる。 
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12.9%

4.3%

4.1%

0.6%

23.5%

15.8%

13.1%

3.6%

6.3%

3.1%

30.4%

12.6%

17.4%

10.8%

13.4%

4.2%

3.9%

0.4%

18.7%

18.6%

19.1%

9.1%

0% 10% 20% 30% 40%

経営トップによる迅速な
業績把握、情報把握

業務プロセス・システムの再編

社内コミュニケーション、
情報共有の強化

コスト削減

顧客重視の経営

グローバル化への対応

企業間の連携

企業としての社会的責任の履行

IT部門04年度(n=969)

IT部門03年度(n=840)

利用部門04年度(n=741)

利用部門03年度(n=841)

図表 2-1-5 年度別 IT 投資の目的（IT 部門、利用部門の比較） 

※1 位に 2 点、2 位に 1 点を与えて指数化した割合/上位 8 つまでを掲載 
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26.0%

8.7%

15.1%

2.7%

5.9%

6.8%

19.4%

18.7%

17.9%

9.6%

13.8%

3.2%

5.4%

4.8%

18.6%

19.7%

10.1%

13.0%

12.9%

9.0%

7.6%

4.1%

15.1%

11.9%

0% 10% 20% 30%

経営トップによる迅速な業績把握、情報把握

業務プロセス・システムの再編

社内コミュニケーション、情報共有の強化

顧客重視の経営

コスト削減

グローバル化への対応

企業間の連携

企業としての社会的責任の履行

100人未満(n=73)

100～999人(n=586)

1000人以上(n=307)

図表 2-1-6 企業規模別 IT 投資の目的 

※1 位に 2 点、2 位に 1 点を与えて指数化した割合/上位 8 つまでを掲載 
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2．2 業務システムの導入と評価 

本調査では、毎年、調査対象企業のシステム導

入状況を把握するために、適用業務単位に使用し

ているプラットホーム、ソフトウエアの開発形態、

それらの満足度を定点観測的に調べている。プラ

ットホームは、メインフレーム系、UNIX 系、PC
サーバで動く Windows 系、それに今年からは、

PC サーバで上のフリーUNIX（LINUX 系と総称）

を調査項目に加えている。 

適用業務の種類は、基幹系は人事、財務などの

一般事務業務から、仕入れ、受発注、物流などの

生産業務など 8 つのカテゴリーに分け、情報系は

メールなど 4 つのカテゴリーに分けて、それぞれ

について聞いている。 

2．2．1 業務システムにおけるハードウェアの選択 

（1） 基幹系：メインフレームは漸減しているが適用

業務によって差がある 

基幹系の業務システムでメインフレーム比率の

最も高い業務は、仕入れ・在庫管理で、この業務

にシステムを導入している企業全体の 60.3％、次

いで物流の 58.0％、3 番目が受発注の 57.0％とな

った。いずれも企業の生命線とも言える大量のデ

ータを迅速に処理することが求められ、瞬時でも

止まることは許されない。いわゆるミッションク

リティカルといわれる業務で、システムに要求さ

れる信頼性が極めて高い業務である。 

 

一方、低いほうを見てみると、最も低い比率は、

人事総務の 30.7％、次いで経営企画の 35.1％、財

務会計の 41.9％となる。重要なデータを扱ってい

るとはいえ、求められる即時性や、高可用性はそ

れほど高くない。企業はメインフレームの持つ特

徴を活かし使いこなしている（図表 2-2-1）。 

これを従業員数で区切った企業規模別に見てみ

ると、さらに興味深い状況が見えてくる（図表

2-2-2～2-2-4）。 

まず、従業員数 1000 人以上の大企業と、従業

員数 100～1000 人の中堅企業でのメインフレー

ムの各業務における比率は、大きな差はないもの

の総じて中堅企業の方が高い。 

例えば、メインフレーム比率の最も高い、「②仕

入・在庫管理」は、大企業が 58.0％なのに対し、

中堅企業では 62.9％、次に高い「④物流」では、

大企業が 56.9％に対し、中堅企業は 59.8％となっ

ている。 

常識的には、取り扱うデータ量の多い大企業ほ

ど、メインフレームを沢山使っているように思え

るが実際には逆の結果になっている。メインフレ

ームのダウンサイジングは大企業の方が進んで

いる。 

 

57.0%

60.3%

56.3%

58.0%

43.3%

35.1%

41.9%

30.7%

15.3%

13.7%

14.3%

14.5%

14.2%

15.6%

15.4%

13.8%

26.4%

25.2%

28.6%

27.0%

40.2%

47.8%

41.9%

54.7%

1.3%

0.9%

0.8%

0.6%

2.3%

1.5%

0.9%

0.8%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

①受発注（n=819）

②仕入・在庫管理（n=795）

③生産・商品（n=622）

④物流（n=538）

⑤顧客管理（n=706）

⑥経営企画（n=404）

⑦財務会計（n=922）

⑧人事・総務（n=849）

メインフレーム系 ＵＮＩＸ系サーバ ＬＩＮＵＸ系サーバ Ｗｉｎｄｏｗｓ系サーバ

図表 2-2-1 基幹系業務システムにおけるハードウェア 
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さらに、メインフレーム以外のプラットホーム

を何にしているかを企業規模別に見ると、ダウン

サイジングの事情がよりはっきりする。 

大企業の UNIX 系サーバの比率は、中堅企業に

比べ、圧倒的に高い。例えば、「②仕入・在庫管

理」では、大企業の 25.1％が UNIX 系であるの

に対し、中堅企業では 8.8％と 1/3 程度で、

Windows 系サーバが残りを受け持っており、他

の業務も同じような割合である。 

大企業の取り扱うデータが多量で、Windows 系

（IA）サーバでは対応できないからだと見るのが

自然なところだが、近年は Windows 系（IA）サ

ーバの能力も高くなっているのに加え、クラスタ

ー技術の進歩などで大量データの処理も問題な

くなってきている。 

単に、技術的な限界だけでこれだけの差が出来

ているとは考えにくい。歴史的な経過も考慮する

必要がある。これは、むしろ大企業が、Windows
系（IA）サーバが広く使われるようになる以前か

らダウンサイジングに力を入れてきた結果、

UNIX系のサーバの占める割合が高くなっている

と考える方が納得できる。いかに企業が適材適所

を求めてプラットホームを選んでいるか、コスト

削減に懸命の努力をしているかを示している。 

 

 

 

 

今年度調査では、Linux 系サーバについて項目

を独立させ、基幹系についてもその導入状況を聞

いている。結果は、顧客管理の 2.3％が最高で、

他はすべて１％前後にとどまり、基幹系での導入

はまだまだ進んでいないということが分かった。 

しかし、ダウンサイジングが大企業より遅れて

いると見られる中堅企業では、顧客管理の 2.9％、

受発注の 1.6％など、大企業での 1％前後に比べ

ると導入割合が高い。これらは、大企業がこれま

で UNIX 系のサーバでダウンサイジングしてき

た範囲を、中堅企業では Linux 系で代替している

ものと考えられるが、まだサンプル数が少ないた

め判断が難しい。来年以降の調査結果に注目した

い。 

56.1%

58.0%

51.9%

56.9%

38.1%

35.2%

42.8%

34.1%

27.3%

25.1%

26.2%

21.5%

28.3%

29.0%

35.7%

29.4%

15.5%

15.7%

21.0%

21.5%

32.0%

34.6%

20.5%

35.1%
1.4%

1.0%

1.2%

1.6%

0.0%

0.9%

1.2%

1.1%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

①受発注（n=271）

②仕入・在庫管理（n=255）

③生産・商品（n=214）

④物流（n=195）

⑤顧客管理（n=247）

⑥経営企画（n=162）

⑦財務会計（n=297）

⑧人事・総務（n=296）

メインフレーム系 ＵＮＩＸ系サーバ ＬＩＮＵＸ系サーバ Ｗｉｎｄｏｗｓ系サーバ

図表 2-2-2 基幹系業務システムにおけるハードウェア（大企業） 
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59.1%

62.9%

59.4%

59.8%

47.2%

37.1%

43.4%

29.3%

9.5%

8.8%

8.5%

11.3%

6.4%

6.3%

6.2%

5.7%

29.8%

27.5%

31.3%

28.0%

43.5%

55.2%

49.5%

64.6%

1.6%

0.8%

0.8%

1.0%

2.9%

1.4%

0.9%

0.4%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

①受発注（n=494）

②仕入・在庫管理（n=488）

③生産・商品（n=377）

④物流（n=311）

⑤顧客管理（n=409）

⑥経営企画（n=221）

⑦財務会計（n=562）

⑧人事・総務（n=509）

メインフレーム系 ＵＮＩＸ系サーバ ＬＩＮＵＸ系サーバ Ｗｉｎｄｏｗｓ系サーバ

図表 2-2-4 基幹系業務システムにおけるハードウェア（小企業） 

図表 2-2-3 基幹系業務システムにおけるハードウェア（中堅企業） 

 

41.5%

46.2%

48.4%

46.9%

38.8%

14.3%

22.6%

23.3%

7.5%

8.2%

9.5%

50.9%

50.0%

48.4%

50.0%

53.1%

71.4%

75.8%

72.1%

1.6%

2.3%

3.8%

3.2%

3.1%

4.8%

2.3%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

①受発注（n=53）

②仕入・在庫管理（n=52）

③生産・商品（n=31）

④物流（n=32）

⑤顧客管理（n=49）

⑥経営企画（n=21）

⑦財務会計（n=62）

⑧人事・総務（n=43）

メインフレーム系 ＵＮＩＸ系サーバ ＬＩＮＵＸ系サーバ Ｗｉｎｄｏｗｓ系サーバ
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それでは、これらの比率は昨年度に比べてどう

なったのであろうか。昨年度は業務の分け方が少

し違う（営業が仕入れ・在庫になり、生産が生産・

商品に変更。顧客サポートがなくなった）ので、

比較できるものだけ取り上げてみる。 

メインフレームの比率の高い業務は、ほとんど

昨年度と今年度に変わりがない。物流は 03 年度：

62.5％→04 年度：58.0％で、受発注は 03 年度：

59.9％→57.0％となり、それぞれ 4～2 ポイント

ほど減っているが、生産・商品はむしろ今年度の

ほうがメインフレームの比率が高い。業務の名前

を、生産から生産・商品に変えたための混乱によ

る可能性もあり一概には言えないが、メインフレ

ームの交代は、これら高可用性の求められる業務

ではほとんど進んでいないといって良さそうだ

（図表 2-2-1、2-2-5）。 

これに対して、メインフレームの比率の低い業

務は、目立った動きが見られる。まず、人事総務

は 03 年度、メインフレームの比率が 41.5％だっ

たのに対し、今年度は 30.7％と 10 ポイントも比

率が下がった。また財務会計は、前年度 49.2％だ

ったのに今年は41.9％と8ポイント低下している。 

企業の IT 担当者が今、メインフレームをやめて

も問題の少ない業務を重点的にダウンサイジン

グしている姿がはっきり見える調査結果となっ

た。ここしばらくはこの動きが続くであろうが、

まもなく本当の基幹業務である高可用性業務の

システムの取替えが正念場を迎えることとなろ

う。 

メインフレーム以外の比率の変化についても簡

単に触れておく。基幹系では、UNIX 系のプラッ

トホームの比率はどの適用業務でも 15％程度と

業務によって差がない。また、昨年度と比較して

もほとんど動きがない。メインフレームのダウン

サイジング先は今やここにはなく、すべてもうひ

とつのプラットホームである Windows 系（IA サ

ーバ）に流れていることが分かる。 

図表 2-2-5 基幹系業務システムにおけるハードウェア（03 年度）

59.9%

54.4%

62.5%

44.0%

36.8%

49.2%

41.5%

15.2%

17.9%

15.2%

16.7%

17.5%

17.5%

16.6%

24.9%

27.7%

22.3%

39.3%

45.8%

33.4%

41.9%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

①受発注（n=711）

③生産（n=491）

④物流（n=488）

⑤顧客管理（n=600）

⑥経営企画（n=424）

⑦財務会計（n=779）

⑧人事・総務（n=766）

メインフレーム系 UNIX系サーバ ＩＡ系サーバ
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（2） 情報系 

次に情報系のプラットホームの状況を調べてみ

よう。情報系システムは、以前から UNIX 系や

Windows 系の比率が高く、これまでの UNIX 系

から Linux 系（ハードウエアは IA サーバ）や

Windows 系にどう動くかが焦点である。 

昨年度はLinux系を独立させていないので細か

く比較しにくいが、Windows 系だけで見てみる

と、メールで 66.2％から 68.3％、掲示板などで

73.1％から 76.7％と本年度シェアを増やしてい

る。メインフレームをこれらの業務に使っている

企業は例年数％に満たないので、これはすべて

UNIX 系からの乗り換えとみて良い。いくら信頼

性・安定性が高くても、今の価格体系を劇的に変

えない限り、Windows 系に太刀打ちすることは

難しく UNIX 系の将来は明るくない（図表 2-2-6、
2-2-7）。 

 

 

 

 

 

ナレッジマネジメントは昨年度を DB 検索とし

ていたので対象からはずし、社外向け広報（Web）
を見てみると、ここは 61.7％と横ばいである。

Web システムは、もともと UNIX 系を原点に発

達したものであり、伝統的になじみが良いという

ことであろう。特に Linux 系は無料のソフトが世

界的にも有名なことから、回答企業の 15％が採用

しており、市民権を得た様子が窺える。 

6.8% 27.0%

21.6%

34.2%

66.2%

73.1%

61.4%

5.3%

4.5%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

⑨メール（n=777）

⑩掲示板、電子会議室、予定表（n=735）

⑫社外向け広報（WEB等）（n=673）

メインフレーム系 UNIX系サーバ ＩＡ系サーバ

18.2%

13.0%

17.5%

22.6%

12.0%

8.4%

6.3%

15.1%

68.3%

76.7%

74.4%

61.7%
0.6%

1.9%

1.9%

1.5%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

⑨メール（n=912）

⑩掲示板、電子会議室、予定表（n=825）

⑪ナレッジマネジメント（n=320）

⑫社外向け広報(WEB等（n=814）

メインフレーム系 ＵＮＩＸ系サーバ ＬＩＮＵＸ系サーバ Ｗｉｎｄｏｗｓ系サーバ

図表 2-2-6 情報系業務システムにおけるハードウェア 

図表 2-2-7 情報系業務システムにおけるハードウェア（03 年度） 
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2．2．2 業務システムにおける開発形態 

（1） 定型業務はパッケージが多くなってきた 

次に、各業務システムを開発形態別に俯瞰して

みよう（図表 2-2-8、2-2-9）。 

ERP などのパッケージ利用が話題になってい

るが、日本の企業の基幹系システムは、まだまだ

自社開発が主流であることが明らかである。受発

注の 73.1％を筆頭に、物流の 72.9％、仕入れ・在

庫管理の 72.6％、生産・商品の 68.1％などメイン

フレームの比率の高い業務では、自社開発してい

る企業が多い。また、経営企画の 65.3％、顧客管

理の 69.2％などメインフレームを使っていなく

ても自社開発の比率の高い業務がある 

日本の企業が、IT を単なるプロセスを処理するツ

ールでなく、いかに自社独自のノウハウを IT に

埋めこむかに苦心をしている現れと見ることも

できる。 

一方、財務会計、人事総務は対照的に自社開発

が少ない。財務会計は 35.0％、人事総務は 31.1％
の企業しか自社開発しておらず、パッケージ利用

がそれぞれ 52.6％、54.7％もあり、併用している

と答えた企業も 12.3％、14.3％であった。 

昨年度と比較してみると、自社開発の多い業務

では、自社開発の割合が数％減っているがほとん

ど変化がないのに対し、財務会計、人事総務はそ

れぞれ 5 ポイント程度減っている。この 2 つの業

務は前年からのメインフレームのダウンサイジ

ングの多かった業務で、自社開発したシステムか

らパッケージに乗り換えたとみると納得が行く。 

 

73.1%

72.6%

68.1%

72.9%

69.2%

65.3%

35.0%

31.1%

15.3%

15.9%

17.5%

14.8%

17.9%

19.8%

52.6%

54.7%

11.6%

11.5%

14.4%

12.2%

13.0%

14.8%

12.3%

14.3%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

①受発注（n=810）

②仕入・在庫管理（n=785）

③生産・商品（n=611）

④物流（n=532）

⑤顧客管理（n=694）

⑥経営企画（n=398）

⑦財務会計（n=916）

⑧人事・総務（n=847）

自社開発 パッケージ 併用

図表 2-2-8 基幹系業務システムの開発形態 
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15.1%
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12.8%

22.4%

21.0%

46.6%

50.0%

11.0%

11.7%
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図表 2-2-9 基幹系業務システムの開発形態（03 年度） 



 71

2．2．3 業務システムの評価 

（1） 満足度は業務によってまちまち 

業務ごとのシステムに対する満足度を聞いたも

のが、図表 2-2-10、図表 2-2-11 である。 

最も満足度の高かった業務は「受発注」業務で、

全体の 35.5％の企業が、「非常に満足」「満足」と

回答している。この「受発注」業務は自社開発率

も、業務グループ８つのなかで一番高い（73.1％）。 

しかしこれ以外では、自社開発であるからとい

って満足度が高いわけではない。 

例えば、業務の中で最も不満の大きいシステム

は「顧客管理」で、「非常に不満」も含めて不満

と答えた企業は全体の 20.4％だが、この業務の自

社開発の比率は 69.2％と、3 番目に比率が高い。

また、「物流」の自社開発率は、72.9%と「受発注」

に次いで高いが、システムに対する不満は、「非

常に不満」を含めて 17.4%と、「顧客管理」に次

いで大きい。 

では、パッケージの利用の多い業務の満足度が

高いのだろうか。「財務会計」はパッケージを利

用している企業が 50％を越えるが、満足している

企業が 2 番目に多く（31.1％）、不満も一番少な

い（14.0％）。ここだけ見ると、パッケージ利用

の満足度が高いように見えるが、同じようにパッ

ケージ利用の多い（54.7％）「人事総務」は、不

満は少なくても（14.7％）、満足している企業は

24.3％と各業務の中で最低である。 
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15.0%
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①受発注（n=813）

②仕入・在庫管理（n=788）

③生産・商品（n=619）

④物流（n=534）

⑤顧客管理（n=697）

⑥経営企画（n=404）

⑦財務会計（n=906）

⑧人事・総務（n=835）

非常に満足 満足 普通 不満 非常に不満

図表 2-2-10 基幹系業務システムの評価 

図表 2-2-11 情報系業務システムの評価 
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⑨メール（n=896）

⑩掲示板、電子会議室予定表（n=881）

⑪ナレッジマネジメント（n=316）

⑫社外向け広報(WEB等)（n=797）

非常に満足 満足 普通 不満 非常に不満
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システムの満足度が、プラットホームや開発形

態に関連するものではないことは明白である。物

流のシステムの不満が多いのは、システムの出来

が悪いわけではなく、まだまだシステムによって

改善の出来る事柄が多いからではないかと考え

られる。顧客管理を不満と思っている企業が

20.4％と 2 番目に多いのも同様な原因が考えられ

る。こうしたところにパッケージ開発のビジネス

チャンスが生まれるのではないだろうか。 

（2） IT 部門より利用部門の方が、点が辛い 

業務システムの状況は IT 部門だけでなく、利用

部門にも、その適用範囲と満足度を聞いている。

全く同一の企業に聞いているのでないので、細か

い比較はしにくいが、いくつか興味深いデータが

出ているので紹介しておきたい。 

まず、基幹系での８つの業務のシステムの導入

状況を見てみよう。（図表 2-2-12、2-2-13） 

各業務のシステムの導入の比率は一部を除き、

IT 部門の調査結果と利用部門の調査結果は数ポ

イント以下の差で全く同一である。母集団がまっ

たく同じではないはずなのにこれだけの一致を

見るということは、双方のデータがいずれも全体

を良く代表していることを示す有力な証左と考

えられる。 

全体的には、IT 部門より利用部門の方が、導入

していると答える企業が多い。その中で、際立っ

て、利用部門が多く導入していると答えた業務が

ある。「経営企画」業務である。IT 部門では企業

86.9%

84.7%

67.8%

58.3%

75.5%

44.2%

97.5%

90.4%

13.1%

15.3%

32.2%

41.7%

24.5%

55.8%

9.6%

2.5%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

①受発注(n=942)

②仕入・在庫管理(n=939)

③生産・商品(n=917)

④物流(n=923)

⑤顧客管理(n=935)

⑥経営企画(n=913)

⑦財務会計(n=946)

⑧人事・総務(n=939)

導入あり 導入なし

84.9%

83.1%

68.2%

61.8%

79.0%

60.0%

96.9%

90.3%

15.1%

16.9%

31.8%

38.2%

21.0%

40.0%

3.1%

9.7%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

①受発注(n=737)

②仕入・在庫管理(n=734)

③生産・商品(n=724)

④物流(n=726)

⑤顧客管理(n=738)

⑥経営企画(n=728)

⑦財務会計(n=737)

⑧人事・総務(n=734)

導入あり 導入なし

図表 2-2-12 基幹系業務システム導入状況（IT 部門の回答） 

図表 2-2-13 基幹系業務システム導入状況（利用部門の回答） 
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の 44.2％が導入していると答えたのに対し、利用

部門では 60.0％の企業が導入しており、その差は

15 ポイント以上になる。これは、IT 部門が基幹

業務のシステム構築に注力しているあいだに、利

用部門がしびれを切らして、独自に「経営企画」

ツールを導入してしまっていることを物語って

いる。 

その流れで言えば、「顧客管理」なども IT 部門

では 75.5％の企業が導入しているのに対し、利用

部門は 79.0％で、その差は 3.5 ポイントと 2 番目

に差が大きい。ここでも IT 部門の知らないシス

テムの導入がある可能性が高い。 

逆に、IT 部門が導入していると考えているのに

利用部門が導入していないと考えている業務、つ

まり IT 部門の方の導入比率の高い業務は、「受発

注」と「仕入れ・在庫管理」である。 

両者の差は、いずれも 2 ポイント程度なので断

定的には言えないが、これらの業務では、利用部

門の要求水準が高く、この程度ではまだまだシス

テム化されたとは言えないと、利用部門が IT 部

門につきつけた厳しいメッセージと考えること

も出来よう。 

情報系も、IT 部門と利用部門では、IT 部門の

方が導入していると考えている企業が多い。メー

ルシステムは双方とも、ほぼ同一の導入率だが

(98.5%と 98.8%の導入率)、電子会議室、ナレッ

ジマネジメント、社外向け広報とも、IT 部門のほ

うがより導入していると答えている（図表 2-2-14、
2-2-15）。 

特に、ナレッジマネジメントでは、IT 部門では

全体の回答数の 74.4％が導入していると答えた

のに対し、利用部門は 50.7％しか導入したと答え

ていない。ここでも認識の違いが際立っている。 

IT 部門にとっては厳しい調査結果となった。 

98.5%

96.0%

74.4%

97.0%

1.5%

4.0%

25.6%

3.0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

⑨メール(n=926)

⑩掲示板、電子会議室
予定表等(n=859)

⑪ナレッジ
マネジメント(n=430)

⑫社外向け広報
(WEB等)(n=839)

導入あり 導入なし

98.8%

87.9%

50.7%

91.3%

12.1%

49.3%

8.7%

1.2%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

⑨メール(n=747)

⑩掲示板、電子会議室
予定表等(n=745)

⑪ナレッジ
マネジメント(n=741)

⑫社外向け広報
(WEB等)(n=747)

導入あり 導入なし

図表 2-2-14 情報系業務システム導入状況（IT 部門の回答） 

図表 2-2-15 情報系業務システム導入状況（利用部門の回答） 
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それでは、各システムの評価は、IT 部門と利用

部門でどう違うのであろうか。利用部門の回答を

まとめたものが、図表 2-2-16 である。 

これを、図表 2-2-10 と比較すると、「顧客管理」

「経営企画」の業務システムでは、IT 部門の不満

は非常に不満を加えて 20％前後なのに対し、利用

部門は、それぞれ 28.9、29.5％の企業が不満ない

し、非常に不満と答えている。 

利用部門が独自に入れたと思われるシステムを

含めての数字であるから、これらの業務がいかに

システム化することが難しいかを物語る調査結

果である。 

 

また、情報系でも同じことが言える。ナレッジ

マネジメントの不満の割合は IT 部門でも高い

（24.1％）が、利用部門では全体の約 4 割が満足

していない。システムそのものがまだまだ発達途

上にあることを示すもので、今後の改良、改善が

望まれる（図表 2-2-11、2-2-17）。 
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54.0%
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52.4%
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51.2%

57.7%

50.2%
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3.9%
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1.2%

0.7%
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1.0%

0.3%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

①受発注(n=626)

②仕入・在庫管理(n=610)

③生産・商品(n=494)

④物流(n=449)

⑤顧客管理(n=583)

⑥経営企画(n=437)

⑦財務会計(n=714)

⑧人事・総務(n=663)

非常に満足 満足 普通 不満 非常に不満
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43.5%
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23.6%
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47.1%

53.8%

12.7%

33.8%

16.6%

5.9%

3.1%

1.6%

6.0%

14.6%
2.2%

2.9%

2.3%

0.4%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

⑨メール(n=738)

⑩掲示板、電子会議室、
予定表等(n=655)

⑪ナレッジマネジメント
(n=376)

⑫社外向け広報
（WEB等）(n=682)

非常に満足 満足 普通 不満 非常に不満

図表 2-2-16 基幹系業務システムの評価（利用部門の回答） 

図表 2-2-17 情報系業務システムの評価（利用部門の回答） 
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2．3 IT 投資の動向と経年変化 

ここでは、本年度の全体的な IT 投資動向と、

経年的な動きを元に、日本企業の情報化の動向を

概観するとともに、企業担当者が今後をどう見て

いるかという視点で将来を展望する。 

2．3．1 IT 予算の現状と今後の見通し 

（1） 回答企業の IT 予算動向は増減二分化 

本年度の IT 予算額全体（保守・運用費と新規投

資額を含む）は、昨年度と比較し、総額を増加さ

せた企業が 43.8％、逆に総額を減少させた企業は

34.7％となり、増加させた企業が減少させた企業

を 9.1 ポイント上回った（図表 2-3-1）。1 社当た

りの平均予算でも、前年度の 1,617 百万に対し、

本年度は 1,674 百万と４％の伸びを示している。 

次年度の予想については、増加を予定している

企業が 44.7％、減少を予定している企業が 29.9％
と増減の差が開き、企業の IT 投資意欲が見られ

る。 

経年変化の中でこの割合を見てみよう（図表

2-3-2）。増加と減少の割合を指数化した DI 値

（Diffusion Index：増加割合－減少割合）をみる

と、本年度の DI は 99 年、02 年と同じ水準であ

28
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対前年比

次年度予測

29.9%

27.1%

13.9%

17.6%

21.6%

25.4%

16.0%

12.8%

18.7%

17.1%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

対前年度対比（n=777）

次年度増減予測（n=760）

10％以上増加 10％未満増加 不変 10％未満減少 10％以上減少

図表 2-3-1 IT 予算の増減 

図表 2-3-2 IT 予算額の増減と IT 予算 DI の経年変化 

 00 年度 01 年度 02 年度 03 年度 04 年度 05 年度 

対前年比 

１0%以上増加 35.0% 28.9% 23.7% 32.1% 29.9% 

- 

１0%未満増加 16.5% 16.2% 16.3% 14.7% 13.9% 

不変 25.1% 27.7% 28.7% 19.0% 21.6% 

１0%未満減少 10.0% 13.4% 13.9% 13.2% 16.0% 

１0%以上減少 13.3% 13.8% 17.4% 21.0% 18.7% 

DI 28 18 9 13 9 

N 値 677 733 964 742 777 

次年度予測 

１0%以上増加 13.9% 21.2% 14.5% 15.5% 20.7% 27.1% 

１0%未満増加 29.4% 32.5% 24.9% 19.9% 16.3% 17.6% 

不変 36.9% 31.1% 34.0% 34.4% 25.6% 25.4% 

１0%未満減少 11.7% 9.1% 16.1% 18.7% 15.9% 12.8% 

１0%以上減少 8.0% 6.1% 10.5% 11.6% 21.4% 17.1% 

DI 24 39 13 5 0 15 

N 値 452 726 764 975 723 760 
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るが、不変が少なく、増加と減少に二分化してい

るところに特徴がある。これは企業の業績や戦略

に応じて、投資姿勢に大きな差異が生じているこ

とを表している。 

次年度予想については、01 年度以来の高水準で

ある DI 値 15 となった。その中で、増加と減少に

二分化する傾向が更に強まり、10％以上 IT 投資

を増加させる企業が 27.1％と過去最高水準を示

す一方で、10％以上減少させる企業も 17.1％と多

い。 

（2） 大企業の過半数が IT 予算額を増加 

では、どのような企業が積極的な IT 投資を行っ

ているのだろうか。 

企業規模別に見ると、従業員数 1000 人以上の

大企業では、IT 予算を前年より増加させた割合が

51.3％と過半数を超え、増加傾向を示す DI 値が

16 に達するなど、積極的な投資傾向が見られた。

反面、IT 予算を減らした企業も 1000 人以上の大

企業が 35.4％と最も多く、ここでも二分化の傾向

が現れている。 

100 人未満の企業では厳しい削減努力をしてい

る企業が多い中、10％以上 IT 予算を増加させた

企業も 32.3％に達しており、成長企業は積極投資

している姿勢が窺える。（図表 2-3-3） 
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34.3%

32.2%

28.8%

20.9%

13.9%
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16.4%

27.8%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

増収増益(n=303)

増収減益(n=118)

減収増益(n=146)

減収減益(n=158)

１0%以上増加 １0%未満増加 不変 １0%未満減少 １0%以上減少
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図表 2-3-5 業績別 IT 予算の増減（対前年度比） 

図表 2-3-3 企業規模別 IT 予算の増減（対前年度比） 

図表 2-3-4 企業規模別 IT 予算 DI の推移 
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企業規模別に 5 年間の DI 値の推移を見ると、

中堅・中小企業ほど、全体として景気の影響を受

けやすく、回復の遅れが IT 予算にも影響を与え

ているということが表れている（図表 2-3-4）。 

企業業績と、IT 予算の増減を見ると、増収企業

は IT 予算を増加させる傾向、減益企業は IT 予算

を減らす傾向が見られたが、増収増益ながら IT
投資を削減している企業と、減収減益ながら IT
投資を増加させている企業がそれぞれ約 3割ある。 

IT 投資が単に企業業績に連動するばかりでな

く、経営戦略として各企業がしのぎを削っている

状況を物語っている（図表 2-3-5）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（3） 業種別の売上推移と IT 予算推移 

図表 2-3-6 は、横軸に売上高の増減率、縦軸に

IT 予算増減率をとり、業種ごとに平均値をプロッ

トしたものである。業種別に、売上増・減収率と、

IT 予算の増加・減少率を見てみると、この１年間

で大きく状況が変化していることがよく分かる。 

今年度の特徴として、全般として右上へのシフ

ト、すなわち業績・IT 予算共に増加している傾向

が現れており、景気回復の影響が見られる。 

一方で、建設・土木や銀行・保険・証券などい

くつかの業種では減少方向が見られた。 
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図表 2-3-6 業種別・売上高増減と IT 予算増減の関係 



 78

（4） 売上高に対する IT 関連予算比率 

次に別の切り口として、売上高に対する IT 予

算比率を見てみよう。業種別にまとめたものが図

表 2-3-7 である。 

IT 予算額の比率は、業種によってかなり違いが

あり、業種の特性から製造業が低く、非製造業が

高い傾向がある。特に IT が商品そのものともい

える「銀行・保険・証券・信販」が、極めて高く

なっている。 

この売上高に占める IT 予算比率の経年変化を

見てみると、概ね横ばいの業種が多く、全体平均

では 1.6％前後の値で安定している。その中でも

特徴が見られる業種について、経年変化をまとめ

たものが図表 2-3-8 である。 

「銀行・保険・証券・信販」の金融業は急速な

伸びを示している一方、通信・通信サービスと情

報処理産業が減少傾向を示している。「銀行・保

険・証券・信販」は、図表 2-3-6 の傾向とあわせ

て考えると、売り上げが減少する中、IT 投資を続

ける必要があるため、IT 予算の比率が高まる傾向

が現れたと言える。一方、通信・通信サービスは、

売り上げが伸びたため、IT 予算を増やしても相対

的に比率が下がる結果となった。 
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1．農林・水産・食品(n=29)
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7．輸送機器・関連部品(n=30)

8．一般機械製造(n=49)

9．電気機械製造(n=75)

10．その他製造(n=65)

11．商社・流通・卸売・小売(n=152)

12．銀行・保険・証券・信販(n=37)

13．不動産・倉庫(n=14)

14．運輸(n=21)

15．通信・通信サービス(n=7)

16．電気・ガス・水道(n=6)

17．放送・新聞・出版・印刷・映画(n=9)

18．サービス業(n=64)

19．情報処理業(n=21)

0

1

2

3

4

5

6

7

00年度 01年度 02年度 03年度 04年度

8．一般機械製
造

12．銀行・保険・
証券・信販

15．通信・通信
サービス

19．情報処理業

全体

図表 2-3-8 年度別売上高に占める IT 予算比率 

図表 2-3-7 業種別売上高に占める IT 予算比率 

※本調査では業種番号：1～10 までを

製造業、11～12 を非製造業と分類 
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企業規模別に IT 予算割合をみてみると、従業員

数100人未満の企業で最も割合が高いという結果

となった（図表 2-3-9）。今日、企業活動に IT 機

器は必須であり、企業規模に関わらず一定の IT
予算は固定費的に必要となっていることが窺え

る。 

また、業績との関係でみると、減収減益の企業

での IT 予算割合が最も高い結果となった（図表

2-3-10）。ここでも企業活動に必須の IT 予算は固

定費的に必要であり、売上が落ちると相対的に割

合が高くなる傾向を表していると考えられる。 

以上を総合すると、今日の企業経営においては、

IT の固定費的な比率を下げ、さらに競争力を維

持・向上させるための IT 投資を継続的に行って

いくことが重要になっていると言える。 

2.45

1.27

1.00

1.75

1.20

1.20

0 1 2 3

100人未満(n=58）

100～500人未満(n=316)

500～1000人未満(n=152)

1000～5000人未満(n=191)

5000～1万人未満(n=35)

1万人以上(n=20）

1.19

1.35

1.08

2.22

0.0 0.5 1.0 1.5 2.0 2.5

増収増益(n=312)

増収減益(n=119)

減収増益(n=141)

減収減益(n=152）

図表 2-3-9 従業員規模別売上高に占める IT 予算の比率 

図表 2-3-10 業績別売上高に占める IT 予算の比率 
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 保守・運用費 新規投資 新規投資割合

03年度実績 1,009百万 515百万 33.8% 

04年度計画 1,011百万 569百万 36.0% 

05年度予測 1,015百万 581百万 36.4% 

2．3．2 新規投資と保守・運用費用 

（1） 保守・運用費の削減が一服 

本調査では、保守・運用費と新規投資に分けて、

IT 予算実額を聞いている。その結果、両者は概ね

2：1 であり、本年度、各企業は保守・運用費を削

り新規投資の比率を高める取り組みをしたこと

が現れている（図表 2-3-11）。 

 

 

 

 

次年度に向けた保守・運用費の動向は、昨年の

調査で増加 17％、減少 42％であったのに対して、

今回の調査では増加 33.4％・減少 25.5％と削減か

ら増加に転じた（図表 2-3-12）。削減の取り組み

が一巡する一方、昨今急速に重要性が増している

セキュリティ分野への投資や、景気回復に伴う積

極的な投資が立ち上がっている状況が読み取れ

る結果である。 

一方、新規投資は、増加 43.3％、

減少 26.4％と、引き続き増加傾向

が強い（図表 2-3-13）。 

41.9%

38.9%

24.5%

30.3%

26.1%

23.4%

4.4%

3.9% 3.6%

2.9%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

対前年度対比
(n=771）

次年度予測
(n=755）

10％以上増加 10％未満増加 不変 10％未満減少 10％以上減少

19.0%

15.6%

18.3%

17.8%

35.4%

41.0%

15.2%

14.7%

12.1%

10.8%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

対前年度対比
（n=804）

次年度予測
（n=787）

10％以上増加 10％未満増加 不変 10％未満減少 10％以上減少

図表 2-3-12 保守運用費の増減 

図表 2-3-13 新規投資の増減 

 増加 減少 DI 

対前年度対比 45.8% 29.7% 16 

次年度予測 43.3% 26.4% 17 

図表 2-3-11 保守運用費と新規投資の割合 

 増加 減少 DI 

対前年度対比 37.3% 27.2% 10 

次年度予測 33.4% 25.5% 8 
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（2） 保守・運用費の中ではソフトウェア・外部委託

費が増加、通信費が減少 

保守・運用費の用途は、図表 2-3-14 のような構

成になり、ハードウェア費用が全体の 1/4 を占め

るのに対し、ソフトウェア（②ソフトウェア費＋

③独自開発ソフトウェア保守費＋④パッケージ

ソフトウェア保守費）も全体の 1/4 と、ほぼ同率

となった。 

昨今、ハードウェアの急速な低価格化に比べる

と、ソフト価格は硬直的である上、新機能追加に

伴い次年度以降も、最も高い増加傾向が見られる

（図表 2-3-15）。ソフトウェア費は増加 29.4%、

減少は 14.9%で、パッケージソフト保守費はさら

に増加傾向が顕著である。IT コストの中でソフト

の比重が高まる傾向はこれからも進む可能性が

高い。 

 

一方、ハードウェアは、新機能を追加する企業

では増加する反面、予算削減を進める企業では低

価格化のメリットをコスト削減として享受して

いる（次年度増加 26.1%に対し、減少も 23.7%）。 

通信費は、現在 11.1％を占める存在であるが、

次年度は削減の対象と見ている企業が多く、IT 予

算に占める割合は低下する方向にある（次年度増

加 18.2%に対し減少は 20.0%と上回る）。 

外部委託費はアウトソースが引き続き拡大する

動向を受けて、今後とも伸びる方向である。（次

年度増加 22.8%に対し減少は 12.7%） 
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図表 2-3-14 保守・運用費の用途 

図表 2-3-15 保守運用費の用途比率の増減予測 
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（3） 新規投資のソフト対ハード比率は５：４ 

一方、新規投資の内訳は、5 割がシステム開発

費用に投じられており、次年度もソフトウェアに

投じられる比率が高まる傾向にある。ハードウェ

アは年々価格が低下する一方、ソフトウェア開発

費用は新たなアプリケーション開発毎に発生す

るため、その比率が年々高まってきている（図表

2-3-16）。 

次年度についても、開発にかかる費用の比率が

増えると予想する企業が多い（図表 2-3-17）。 

 

 

 

41.1%
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7.3%

7.6%
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14.6%

43.0%

41.0%

73.3%

27.3%

18.9%

12.2%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

①ハードウェア費(n=774)

②システム開発費(n=771)

③その他(n=460)

増加 不変 減少

図表 2-3-16 新規投資の用途 

図表 2-3-17 新規投資の用途次年度比率の増減予測
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2．3．3 IT 予算の運営 

ここでは、IT 予算をどのような方針で運営して

いるのかを把握するために、予算の決定時期およ

び見直し、中長期 IT 投資計画について調査を行

った。また、2004 年度で 3 年目を迎える「IT 投

資税制」の活用状況についても調査を行った。 

（1） 翌年度の IT 予算決定時期は年度始めの

2 ヶ月前が中心 

まず予算決定時期が、年度開始の何ヶ月前であ

るのかを聞いた。全体では、予算決定時期は 2 ヶ

月前を中心とした前後 3ヶ月間に集中した結果と

なった。企業規模別にみると、企業規模が大きい

ほど決定時期が前倒しになる傾向となった（図表

2-3-18）。 

 

 

（2） IT 予算の見直しは、大企業では半期または四

半期単位 

次に、年度の IT 予算をどのようなサイクルで見

直しをしているかを質問した。結果が図表 2-3-19
である。規模の小さい企業では期中見直しをしな

いとする企業が多いが、企業規模大きくなるにつ

れて見直す頻度が高まる顕著な相関関係が見ら

れた。 
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18.4%

22.1%

37.6%

26.5%
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図表 2-3-18 企業規模別 IT 予算の決定時期予測 

図表 2-3-19 企業規模別 IT 予算の決定時期 
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（3） 大企業では 7 割の企業が中長期的な IT 投資

計画を立案 

IT 投資は急速に変化する市場に対応するため

のフレキシビリティが求められているが、一方で

4～5 年で償却するものが多いため、中長期的視野

も不可欠である。中長期 IT 投資計画について聞

いたところ、企業規模が大きいほど中長期計画を

持つ比率が高まり、従業員数 1 万人以上の企業で

は、75.0％に達している（図表 2-3-20）。中長期

計画の期間は、2～4 年が一般的で、5 年以上の計

画を持つ企業は少ない。 

 

 

 

 

 

 

 

さらに、中長期計画の有無を CIO の有無別に見

てみると、CIO がいる企業では、中長期計画を策

定している傾向が強いという、顕著な相関関係が

見られた。CIO がいる企業では投資計画において

もガバナンスが進んでいると言える（図表

2-3-21）。 
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図表 2-3-20 企業規模別中長期計画の有無 

図表 2-3-21 CIO の有無と中長期計画の有無の関係 
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（4） IT 投資税制を活用している企業は 37.0％ 

IT 投資税制の利用状況を企業規模別に集計し

たものが、図表 2-3-22 である。 

税額から IT 関連費用を減額する制度なので、納

税額の大きさ、すなわち企業規模との強い相関が

見られる。従業員数 1 万人以上の大企業では、約

6 割が制度を活用している。 

一方、活用を予定していない大企業もあり、適

用条件に見合う機器導入がない、赤字決算で減税

適用余地がない、といった理由が推測される。 

 

 

 

29.2%

17.6%

22.9%

28.0%

36.7%

48.7%

57.7%

7.8%

8.8%

6.6%

7.4%

10.5%

5.1%

3.8%

39.1%

38.2%

45.5%

37.0%

33.8%

30.8%

23.1%

24.0%

35.3%

25.0%

27.5%

19.0%

15.4%

15.4%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(n=939)

100人未満(n=68)

100～500人未満(n=376)

500～1000人未満(n=189)

1000～5000人未満(n=237)

5000～10000人未満(n=39)

10000人以上(n=26)

既に効果的に活用 本年度活用予定 活用予定なし わからない

図表 2-3-22 企業規模別 IT 投資減税活用状況の関係
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2．4 ハードウエアの採用と評価 

企業はどのようなハードウエアを使い、今後は

どんな方針でシステムを構成していくのだろう

か。多くの企業は業務に応じた多種多様の IT 機

器を使用していると見られるが、ここでは、ハー

ドウエアに焦点をあて、ホストコンピュータ（メ

インフレーム）、サーバマシン（UNIX 系及び、IA
系）、クライアントマシン（PC 端末）の 3 つのジ

ャンルに大別し、それぞれの現状、将来の動向を

聞いてみた。 

2．4．1 ホストコンピュータの採用動向 

（1） IT 予算の半分以上がホストコンピュータの経費

という企業は全体の 2 割強 

長年使い続ける基幹系のホストコンピュータ

の運用経費が会社の IT 予算を圧迫し新規投資が

ままならないという話は良く聞くが、本当はどう

なのだろうか。企業の IT 予算に含まれるホスト

コンピュータにかかる経費（ハードウエア・OS・
保守費用を含む）はどの程度なのか、率直に聞い

てみた。その結果が図表 2-4-1 である。 

まず IT 予算のうちホスト運用経費がゼロ、つ

まりホストコンピュータを持っていない企業は

全体の 19.0％であり、言い換えると 81％の企業

はホストコンピュータを保持し、何らかの運用経

費を支払っている。このうち、IT 予算の 3 割以上

の経費をホストの運用経費にあてている企業は

全体では 37.3％であり、ホストコンピュータを持

っている企業全体（81％）から見ると、ほぼ半数

に当たる。 

企業内の業務でホストコンピュータが使われ

る比率は本調査では今や半分程度であり、運用と

新規開発に半分ずつ予算を割り当てるとして、き

わめて大雑把に考えれば、IT 予算全体の 1/4 程度

がホストの運用経費として妥当なところと考え

られるが、現実には、半数近い企業がこの限度を

超えていることになる。 

さらに予算の半分以上をホストコンピュータの

経費で占められている企業は、回答企業全社の

22.2％に上る。ホストの運用経費で新規開発が進

まないという悩みは誇張ではないことが良く理

解できる。 

これを企業の規模別に見ると、従業員数 1000
人以上の大企業でホストコンピュータを持って

いる（経費が 0％でない）割合は、86.7％、

100~1000 人未満の中堅企業では 79.3％、100 人

以下の小企業では 70.8％と企業の規模が小さく

なればなるほど、当然のようにホストの所持比率

は下がっていく（図表 2-4-2）。 

 

19.0%

32.9%

10.6%

10.7%

19.7%

17.2%

13.3%

11.7%

10.0%

8.7% 3.9%

5.1%

5.9%

5.9%

3.4%

5.6%

2.0%

3.7%3.8%

1.4%

2.3%

1.5%

0.9%

0.8%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

①現状（n=809）

②3年後の見込み
（n=796）

0％ 1%～9％ 10～19％ 20～29％ 30～39％ 40～49％ 50～59％ 60～69％ 70～79％ 80～89％ 90～99％ 100％

29.2%

20.7%

13.3%

6.2%

9.0%

14.9%

12.3%

17.2%

26.3%

9.2%

12.9%

15.3%

10.8%

8.8%

12.2% 3.9%3.1% 6.3%

1.5%

6.1%

7.7%

7.2%

6.2%

5.1%

2.7%

4.6%

4.1%

1.6%

4.7%

4.6%

0.4%

3.3%

3.1%

0.8%

4.6%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

100人未満(n=65)

100～999人(n=488)

1000人以上(n=255)

0％ 1%～9％ 10～19％ 20～29％ 30～39％ 40～49％ 50～59％ 60～69％ 70～79％ 80～89％ 90～99％ 100％

図表 2-4-2 企業規模別 IT 予算に占めるホストコンピュータ関連費用

図表 2-4-1 IT 予算に占めるホストコンピュータ関連費用
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しかし、全体の IT 経費に占めるホストの運用経

費の比率は、大企業では、予算の 50％を越える企

業が所持している企業のおよそ 1/8 しかないのに

対し、中堅企業では、1/3、小企業に至っては、4
割以上の企業が IT 予算の半分以上をホストの運

用経費にあてていることがわかる。経営の近代化

を目指して早くからコンピューターを導入した

のは良いが、今、その維持・運用に頭を抱えてい

る現状が目に見えるようである。 

それでは、各企業は、ホストの運用経費につい

て、3 年後の見込みをどう考えているのだろうか。 

現在、ホストのない企業が 19.0％であるが、3
年後はその比率は 32.9％と増加している。一方、

ホスト経費のある企業については、その割合の変

動はほとんどない。つまりこの 3 年間で 14％の企

業がホストコンピュータを全廃しようと考えて

おり、その他の企業は、ホスト経費の削減をあき

らめ 3年後も同じ経費を払い続けなければならな

いと考えている（図表 2-4-1）。 

 

 

 

（2） 減少には歯止めがかかった 

ホストコンピュータの台数と金額について、前

年度との比較、次年度の見込みを聞いたのが図表

2-4-3 である。比較のため、2002 年度からの実績

を追加してある。これによると前年度より減少し

たと答えた企業は、2002 年度が 13.1％、昨年が

14.5％だったのに対し、今年は 10.1％にとどまっ

た。金額ベースでも減少すると答えた企業が 2002
年度から 22.4、28.１％と増えてきたのに対し、

今年は 21.8％と前年を下回り、ホストコンピュー

タの減少傾向には歯止めがかかったと言える。 

「減少」と回答した企業の、予想と実績を比較

したものが図表 2-4-4 である。前年に今年の予想

を聞いたときは、台数で 28.1％、金額では 34.2％
もの企業が、減らすと答えたにもかかわらず現実

にはその半分程度の企業しか減らしていない。意

欲はあっても現実にはホストコンピュータの転

換はそう簡単には行かないことを示している。 

しかし、台数で 21.7％、金額で 30.6％の企業が

次年度の削減を見込んでいる。歯止めはかかった

とはいえ、ホストコンピュータの減少傾向は今後

も続くと見られる。 

6.6%

6.6%

6.6%

74.9%

86.4%

81.0%

83.1%

62.8%

71.6%

64.2%

71.0%

21.7%

10.1%

14.5%

13.1%

30.6%

21.8%

28.1%

22.4%

3.8%

3.3%

3.5%

4.5%

7.7%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

2005年度予想(n=837)

2004年度(n=838)

2003年度(n=730)

2002年度(n=1021)

2005年度予想(n=833)

2004年度(n=834)

2003年度(n=716)

2002年度(n=1010)

台
数

金
額

増加 不変 減少

図表 2-4-3 ホストコンピュータの増減 

図表 2-4-4 ホストコンピュータ 「減少」と回答した企業の割合 

  02 年度 03 年度 04 年度 05 年度 

台数 
実績 13.1% 14.5% 10.1% - 

予想 13.9% 21.3% 28.1% 21.7% 

金額 
実績 22.4% 28.1% 21.8% - 

予想 - 29.8% 34.2% 30.6% 
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企業の規模別の動向はどうだっただろうか。

図表 2-4-5 がその結果である。これによると、大

企業ほど減少傾向が大きい。従業員 1000 人以上

の企業では、台数で 16％、金額で 34％の企業が

前年より減ったと答えたのに対し、中堅企業では

台数で 8％、金額で 16％、小企業ではそれぞれ 7％、

15％と、減少させた企業が少なくなっている。ま

た、次年度の予想も大企業ほど減少させる傾向が

強い。ダウンサイジングは大企業ほど積極的であ

ることがわかる。 

 

6.5%

3.8%

1.8%

6.5%

7.7%

4.4%

6.3%

3.4%

2.2%

7.9%

7.5%

4.4%

87.1%

88.5%

82.7%

79.0%

76.1%

62.2%

82.5%

77.3%

69.0%

76.2%

66.7%

53.1%

6.5%

7.7%

15.5%

14.5%

16.2%

33.5%

11.1%

19.2%

28.9%

15.9%

25.8%

42.5%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

100人未満（n=62）

100～999人（n=496）

1000人以上（n=277）

100人未満（n=62）

100～999人（n=494）

1000人以上（n=275）

100人未満（n=63）

100～999人（n=494）

1000人以上（n=277）

100人未満（n=63）

100～999人（n=492）

1000人以上（n=275）

台
数

（
対

前
年

比
）

金
額

（
対

前
年

比
）

台
数

（
次

年
度

予
測

）
金

額
（
次

年
度

予
測

）

増加 不変 減少

図表 2-4-5 企業規模別ホストコンピュータの増減 
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2．4．2 サーバマシンの採用動向と評価 

（1） サーバは増加傾向だが台数、金額とも頭打ち 

サーバマシンの増減動向は、図表 2-4-6 の通り

である。 

ホストコンピュータと違って、サーバマシンの

増加意向は依然として強いが、増加の割合は前年

に比べて低下した。ここ数年は半数以上の企業が

マシンを増やしているが、一昨年（2002 年度）

をピークに昨年、増加傾向が頭打ちになり、今年

度は台数では前年より 5 ポイント近く下がって、

55.5％にとどまった。金額ベースでも 2 ポイント

近く下がって、増加させた企業は 54.3％であった。 

しかし、この実績は、前年度の予想を上回って

いる。前年度の調査では、56.0％の企業が台数ベ

ースで増えると予想し、金額では 50.1％の企業が

増えると答えたのに対し、実績はほとんど同じ、

金額は 4 ポイント増えている。（図表 2-4-7） 

企業の予想を上回ってサーバマシンの需要が伸

びたわけで、景気回復が一段落したとはいえサー

バマシンへの投資意欲は依然として強い。 

 

次年度の見込みはどうだろうか。全体では、台

数、金額とも今年よりやや少ない 51.9％、51.8％
の企業が増やすと答えた。増加の傾向は依然とし

て高いものの一時ほどの勢いは見られないよう

だ。 

これらを企業の規模別に見てみると、大企業ほ

ど増加傾向が強い（図表 2-4-8）。 

従業員 1000 人以上の企業では、68.8％の企業

が前年度より増加したと答えているのに対し、中

堅企業では 51.2％、小企業では 35.3％しか増加さ

せたと答えていない。景気の回復が大企業中心で、

中小企業では、まだまだその恩恵を受けていない

ということもあるが、ダウンサイジングの意欲が

大企業ほど高く、結果としてサーバの増加傾向に

つながっていると考えることもできる。 
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55.5%
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61.6%
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56.0%
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40.3%

40.0%
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38.2%

39.8%
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35.5%

7.8%

4.5%

4.8%
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5.9%

6.9%

6.5%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

2005年度予想(n=937)

2004年度(n=937)

2003年度(n=853)

2002年度(n=1155)

2005年度予想(n=931)

2004年度(n=930)

2003年度(n=846)

2002年度(n=1141)

台
数

金
額

増加 不変 減少

図表 2-4-6 サーバマシンの増減 

  02 年度 03 年度 04 年度 05 年度 

台数 
実績 61.6% 59.0% 55.5% - 

予想 44.6% 54.8% 56.0% 51.9% 

金額 
実績 58.0% 56.0% 54.3% - 

予想 - 52.8% 50.1% 51.8% 

図 2-4-7 サーバマシン 「増加」と回答した企業の割合 
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図表 2-4-8 企業規模別サーバマシンの増減 
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（2）サーバ OS は NT から 2000 へ 

次に、導入しているサーバマシンの OS の割合

を聞いてみた。 

ここでは、特にハードウエアの区別をしていな

い。一般にサーバマシンのハードウエアは、④の

商用 UNIX だけがいわゆるワークステーション

といわれるサーバマシンで、その他は一般のパソ

コンと同じ IA系サーバを使っていると見られる。 

図表 2-4-9 によると、最も導入の多い OS は、

Windows2000 で 83.8％の企業が導入している。

次いで、Windows NT で 78％である。 

昨年の調査では、最も導入が多い OS は

Windows NTであったので、この一年でWindows 
NT から Windows2000 へ世代交代したことがわ

かる。 

また、最新の OS である Windows2003 は、前

年に比べれば大きく普及したが 34.9％の普及に

とどまった。ここ数年、情報系で注目されている

サーバマシンの OS、Linux 系は 38.0％の普及率

となった。 

それでは、それぞれの OS の今年度の増減傾向

を調べてみよう。 

まず、導入した企業の中で、前年より増加させ

た企業の割合の最も多かったのは、やはり

Windows2003 で 77.2％の企業が導入を増やして

いる。次に多かったのが、一世代前の OS にもか

かわらず Windows2000 で、44.8％の企業が増加

させた。 

企業の OS の選定は信頼性を考え、十分慎重に

行われていることが窺える（図表 2-4-10）。 

注目すべきは、Linux 系で、導入台数こそ少な

いものの、導入した企業の 40.3％の企業が前年度

より台数を増やしている。UNIX 系は、増加と回

答した企業は 24.1％と Linux 系の半分程度と低

い。UNIX 系は、信頼性は高いが、ハードウエア

が専用マシンで高価であり、OS も有料のものが

多いことから、今後ともこの傾向は続くものと見

られる。 

Windows NT はさすがに増やした企業はほとん

どなく（3.3％）、減少と答えた企業は全体の

48.5％と約半数にのぼった。 

これらを企業の規模別に見ると、UNIX 系でい

くつか目立ったところがある。 

まず、大企業では UNIX 系のサーバの導入が多

いことから、商用 UNIX を増加させた企業が

31.4％と、中堅・中小企業に比べて、非常に高い。

また、Linux 系の導入意向も大企業で 50.4％であ

る。 

基幹系の Linux 導入は中堅企業の方が、比較的

進んでいることから見て、大企業では、これらの

Linux系サーバは情報系のUNIXサーバの代替と

して導入されているものと考えられる（図表

2-4-11）。

(n=786)

22.1%

16.2%

65.1%

60.2%

62.0%

94.7%

88.5%

7.4%
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③Windows 2003
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⑤Linux
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⑦その他のOS
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図表 2-4-9 サーバ OS の割合 



 93

 

 

 

12.6%

27.5%

44.8%
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48.2%

48.4%
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41.2%

73.8%

89.2%

7.7%

17.6%
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73.5%

55.5%
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41.2%

25.8%
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74.2%

59.3%
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41.9%
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17.6%

8.2%

9.3%

2.0%

1.6%
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4.2%
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100人未満(n=49)

100～999人(n=458)

1000人以上(n=237)

100人未満(n=50)

100～999人(n=472)

1000人以上(n=257)

100人未満(n=17)

100～999人(n=221)

1000人以上(n=120)

100人未満(n=13)

100～999人(n=182)

1000人以上(n=194)

100人未満(n=24)

100～999人(n=213)

1000人以上(n=125)
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図表 2-4-11 企業規模別サーバ OS の増減 

図表 2-4-10 サーバ OS の増減 
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さて、それでは、次年度の意向はどうだろうか。 

図表 2-4-10 に戻って見てみると、最も増加傾向

の高い OS は、やはり最新の Windows2003 で、

導入企業の 81.9％の企業が増加させる見込みで

ある。次いで Linux 系の 37.1％、続いて前の世

代のWindows2000も依然として 27.5％の企業が

台数を増やすと答えている。 

UNIX 系は、ここでも低調で、24.5％の企業が

増加させると答えたにとどまった。 

世代の古い OS がいまだに台数を増やしていく

のは、企業内の使い方ではごく当たり前のことで

あり、業務ソフトがその上で動いて仕事に使われ

ている以上、簡単に取り換えるわけにはいかない

し、またその必要もないからである。この中で、

Linux系が着実に台数を増やしていることは注目

されるべきであろう。今後の動きに期待したい。 

（3） 信頼性・安定性 

サーバ OS の信頼性・安定性は、前年同様

Windows 系と、UNIX 系でははっきりした差がで

ている（図表 2-4-12）。 

Windows 系は、満足している割合が、最高でも

Windows2000 の 31.8％（非常に満足＋満足）で

あるのに対し、UNIX 系は商用 UNIX が 52.1％、

Linux でも 42.5％の企業が、信頼性・安定性に満

足している。 

 

 

 

 

一方、信頼性に不満を持っている OS は、

Windows NTが最大（29.2％）で、Windows2003、
Windows2000 の順で不満が大きい。UNIX 系は

商用 UNIX が最も不満が少なく 7.9％、Linux は

9.5％であった。 

信頼性・安定性ということでは、UNIX系、Linux
系が Windows を圧倒して高い評価を得ているこ

とが昨年に引き続き確かめられた。 

この質問は昨年度より開始しているが、質問の

選択肢が変わっているので比較が難しい。（昨年

度は、「安定している」「一部不満」「不満」で聞

いている）あえて見てみると、WindowsNT の不

満の度合いは前年 11％と他の Windows 系と同程

度だったのに対し、今年度は 29.2％と急激に増え

ているのが目立っている。これは OS そのものの

信頼性というより、サポートが打ちきられて今後

の障害に対応できない不満が出たものと思われ

る。 

 

 

1.7%

5.1%

18.2%

30.2%

28.7%

44.8%

37.4%

51.7%

57.6%

57.1%

40.0%

47.9%

24.5%

9.1%

7.6%

5.3%

7.3%

0.9%

1.6%

4.2%

3.4%
4.5%

4.9%

1.5%

4.7%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

①Windows NT（n=752）

②Windows 2000（n=792）

③Windows 2003（n=471）

④商用UNIX（n=440）

⑤Linux（n=430）

非常に満足 満足 普通 不満 非常に不満

図表 2-4-12 サーバ OS の信頼性・安定性の評価 
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（4） ネットワークストレージの採用動向 

ネットワークストレージとして、SAN（Storage 
Area Network ）、 NAS （ Network Attached 
Storage）の導入状況を聞いている。経年変化を

見るために、ここ 3 年の SAN と NAS の導入状況

を並べて表示したのが図表 2-4-13 である。 

これによると、SAN を採用している企業が前年

の 15.7％よりわずかに減少して 14.4％になった

のに対し、NAS は前年の 19.0％から 22.6％と順

調に増えている。さらに、採用を検討している企

業は前年より多い 16％台で、双方とも導入意欲は

低下していない。 

 

企業規模別に見てみると、大企業では SAN も

NAS も同じように 30％余りの普及率であるが、

NAS が中小企業では、20％近くあるのに対し、

SAN は中堅企業で 6.9％、小企業では 1.4％と極

端に低い。これは SAN が NAS よりも一般的には

大規模なストレージであることから当然と言え

ば当然であるが、小企業でも 11.6％が SAN 導入

を検討しており、大規模ストレージに対する関心

は小企業でも決して低くはない（図表 2-4-14）。 

 

 

14.4%

15.7%

9.9%

22.6%

19.0%

11.0%

16.5%

12.4%

11.6%

16.4%

16.0%

13.8%

69.1%

71.9%

78.6%

61.0%

65.0%

75.2%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

04年度(n=933)

03年度(n=687)

02年度(n=942)

04年度(n=943)

03年度(n=694)

02年度(n=940)

S
A

N
N

A
S

導入済 導入を検討中 導入予定なし

1.4%

31.5%

12.9%

19.4%

31.2%

11.6%

13.5%

23.7%

15.7%

14.0%

20.8%

87.0%

79.6%

44.7%

71.4%

66.5%

48.0%

6.9%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

100人未満(n=69)

100～999人(n=565)

1000人以上(n=295)

100人未満(n=70)

100～999人(n=571)

1000人以上(n=298)

S
A

N
N

A
S

導入済 導入を検討中 導入予定なし

図表 2-4-13 年度別ネットワークストレージ導入状況 

図表 2-4-14 企業規模別ネットワークストレージ導入状況 
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（5） ブレードサーバの採用動向 

今年度から、新しい形態のサーバである「ブレ

ードサーバ（シャーシーに縦に刃（ブレード）を

立てるように高密度に実装したサーバ）」導入に

ついても調査をはじめた。これをまとめたのが図

表 2-4-15 である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
ブレードサーバの普及は、9.2％とまだ低い。ただ

し、導入意向は SAN、NAS と同程度の 16.3％で

あった。しかし規模別に見ると、大企業ではすで

に 20.7％の企業が導入を済ませており、導入を検

討している企業も 25.1％と、中小企業の 10％程

度に比べると圧倒的に高い。ストレージだけでな

く、サーバの高密度化が大企業では懸案になって

いることがわかる。 

9.2%

4.2%

20.7%

16.3%

12.8%

25.1%

74.5%

90.3%

83.0%

54.2%

2.8%
6.9%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体（n=952)

100人未満(n=72)

100～999人(n=577)

1000人以上(n=299)

導入済 導入を検討中 導入予定なし

図表 2-4-15 企業規模別ブレードサーバ導入状況 
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2．4．3 クライアントマシンの採用動向と評価 

（1） クライアントマシンは活発な増加傾向 

それでは、ユーザーが直接手に触れるクライア

ントマシン、PC 端末の動向はどうだったのであ

ろうか。台数ベースと金額ベースでその増減傾向

を答えてもらったものが図表 2-4-16 である。 

回答企業の 61.3％が台数を増やし、金額でも

52.4％の企業が前年度より増加させたと回答し

ている。前年度は台数を増加させた企業が 61.1％、

金額 50.6％であった。IT 化の動きは引き続き活

発であると言える。 

 

 

 

 

 

 

 

 

特に注目すべきは、昨年の調査で、次年度つま

り今年度の増加の予想が、50％程度に落ち込むと

IT 担当者が答えたのに反し、今年度も予想を上回

って前年度並の増加となったことである。（図表

2-4-17） 

これは、景気の回復に伴い、企業が投資の意向

を強めたことや、現場にそれだけのニーズがあっ

たことによるものであろう。企業内で IT の活用

される範囲が着実に広がっていることを示して

いる 

52.4%

61.3%

61.1%

62.6%

46.5%

52.4%

50.6%

52.3%

40.7%

32.4%

30.7%

32.6%

35.0%

30.5%

29.8%

35.2%

6.9%

6.4%

8.1%

4.8%

18.5%

17.1%

19.6%

12.5%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

2005年度予想（n=956）

2004年度（n=958）

2003年度（n=849）

2002年度（n=1156）

2005年度予想（n=951）

2004年度（n=953）

2003年度（n=840）

2002年度（n=1152）

台
数

金
額

増加 不変 減少

図表 2-4-16 年度別クライアントマシンの増減 

  02 年度 03 年度 04 年度 05 年度 

台数 
実績 62.6% 61.1% 61.3% - 

予想 45.3% 52.1% 50.6% 52.4% 

金額 
実績 52.3% 50.6% 52.4% - 

予想 - 45.3% 42.5% 46.5% 

図 2-4-17 クライアントマシン 「増加」と回答した企業の割合 
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（2） 使用される OS は Windows2000 がトップに 

次に、企業内で使用されているクライアント PC
の OS の割合を調査した。 

最 も使われ ている比 率の多い OS は、

Windows2000 で、社内で半数を越えるシェアを

持っている企業は、全体のほぼ 40％であった。他

の OS で過半数を超える企業は、XP で 22.6％、

98/Me で 14.1％、NT が 5.4％となっている。（図

2-4-18） 

サーバ OS ほどではないとはいえ、企業ユーザ

ーは古い OS を使い続けるものである。4 割以上

の企業が、Windows95をまだ使いつづけている。 

また、Windows 以外の、Linux や MacOS など

をクライアントに使っている企業は、全体の

13.5％となっている。 

これらを前年の調査と比較してみる。前年度は

使用比率の高い OS を順番で選んでもらったので

厳密ではないが、昨年度は、1位がWindows98/Me、
2 位が Windows2000、3 位が Windows NT であ

った。今年度は 2000 がトップとなり、98、Me
や NT は大きく順位を下げ、かわりに XP が急速

に普及してきたことがわかる。 

（3） WindowsXP の信頼性が評価されている 

それぞれの OS の、信頼性、安定性の評価につ

いて聞いたものが図表 2-4-19 である。これによる

と、最も信頼性・安定性が高いと企業が考えてい

るOSは、今一番使われているWindows2000で、

Windows98、Me や NT に比べはるかに高い信頼

性を持つ（だから使っている）と企業は考えてい

るようである。 

 

3.5%

2.7%

2.2%

4.9%

7.3%

12.9%

32.5%

29.6%

11.1%

35.9%

39.3%

57.3%

55.8%

55.2%

61.1%

38.3%

39.3%

22.6%

7.2%

10.5%

5.8%

20.9%

13.5%

19.9%

1.5%

0.6%

0.0%

5.7%

2.0%

1.0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

①Windows 95（n=549）

②Windows 98/Me（n=725）

③Windows NT（n=541）

④Windows 2000（n=821）

⑤Windows XP（n=783）

⑥その他OS（n=226）

非常に満足 満足 普通 不満 非常に不満

図表 2-4-18 クライアント OS の割合 

(n=786)

55.1%

27.7%

54.1%

14.1%

21.0%

86.5%

27.8%

15.6%

20.5%

13.4%

14.8%

9.5%

15.1%

11.0%

11.5%

13.5%

10.5%

4.4%

11.1%

9.1% 7.9% 4.0%3.4%

9.3%
2.4%

2.6%

9.8%

1.0%

2.1%

2.5%

9.3%

6.9%

1.1%

7.4%

2.1%

7.8%

1.0%

4.9%

7.4%

3.9%

5.3%

1.6%

3.6%

5.9%

2.3%

2.3%

3.9%

5.6%

1.5%

4.5%

7.8% 5.0%

1.8%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

①Windows 95

②Windows 98、Me

③Windows NT

④Windows 2000

⑤Windows XP

⑥その他OS

0％ 1%～9％ 10～19％ 20～29％ 30～39％ 40～49％ 50～59％ 60～69％ 70～79％ 80～89％ 90～99％ 100％

図表 2-4-19 クライアント OS の信頼性・安定性の評価 
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トップの Windows2000 に次いで信頼されてい

るのが、最新版の WindowsXP である。OS は発

売されてからの年数が長いほど安定性が高まる

ものだが、XP は早い段階で信頼を勝ち取ったよ

うだ。 

Windows以外のOSの信頼性の低いのが気にな

る。これは OS そのものの信頼性というより、フ

リーOS にさけられない「サポートなし、自己責

任」という姿勢が、企業に嫌われていると考える

こともできる。オープンソースの企業活用が話題

になっているが、このあたりが今後の大きな課題

となるであろう。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（4） 次の OS は WindowsXP で決まり 

次年度の予想はどうだろうか。図表 2-4-20 を見

ればわかるように、WindowsXP に換えるという

意向が圧倒的に強い。XP がこれまでの OS に比

べて安定しているという評価を反映しているこ

とは間違いない。企業ユーザーがいかに安定して

信頼性の高い OS を求めているかということを如

実に表わした結果と言える。 

 

26.2%

91.2%

9.3%

9.7%

21.4%

45.2%

8.2%

90.5%

90.0%

77.3%

28.6%

1.3%

0.3%

0.2%

0.6%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

①Windows 95（n=431）

②Windows 98/Me（n=651）

③Windows NT（n=458）

④Windows 2000（n=781）

⑤Windows XP（n=147）

増加 不変 減少

図表 2-4-20 クライアント OS 次年度増減予想 
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2．5 ネットワークの採用と評価 

2．5．1 LAN の導入状況：無線 LAN 伸び悩み、

Blue Tooth は採用進まず 

本項目では、昨年度まで、(1)フロントエンド

LAN、(2)バックボーン LAN、(3)構内アクセス手

段の採用状況について調査してきたが、04 年度は

IT ユーザと関連性の強い(3)構内アクセス手段の

採用状況に絞って回答してもらっている（図表

2-5-1）。 

無線 LAN や Blue Tooth といった新しいアクセ

ス手段の採用が増加しているかどうかが注目さ

れたが、全アクセス手段にわたって、03 年度から

の増減は 1%以下と、微小な変化にとどまった。 

いずれのアクセス手段についても「採用してい

る」「採用を検討中」の変化がほとんどないこと

から、04 年度は、構内アクセス手段の新しい技術

採用はあまり行われなかったと考えられる。近年、

この分野で技術的ブレークスルーがないためと、

無線 LAN についてはセキュリティの懸念がある

ことが原因と考えられるが、フリー・シーティン

グ、会議室などオープンスペースでのネットワー

ク利用、組織変更時などの配線変更の煩わしさの

開放といったメリットもあり、懸念事項が解決さ

れれば、来年は、採用を検討している企業の採用

が進む可能性もある。 

 

 

 

 

 

 

2.5.2 WAN の導入状況：IP-VPN、広域イーサネッ

トへの移行が進む 

WAN については、ISDN、デジタル専用回線、

フレームリレー網といった従来の回線から、

IP-VPN、広域イーサネットといった新しい回線

への移行の進行状況がはっきりと読みとれる（図

表 2-5-2）。 

特に IP-VPN は、回答企業の 7 割が採用してい

ると答えており、専用線に代わって最もメジャー

な拠点間通信の手段へと成長した。なお、アンケ

ート回答用紙には明記されていなかったが、ここ

でいう IP-VPN は、インターネット VPN も含め

た回答であると考えられる。 

光ファイバー回線の提供エリアが広がり、アク

セス回線を含めて高速で安価な拠点間接続が可

能になってきたこと、新型のネットワークサービ

スに対する安定性やセキュリティへの懸念がサ

ービスの発展により解決されてきたことなどが、

新技術採用を加速したと推察される。 

 

8.7%

32.9%

25.4%

35.8%

28.9%

63.7%

95.8%

81.2%

58.4%

70.7%

62.4%

65.4%

33.3%

1.5%

3.3%

2.6%

1.0%

0.7%

2.3%

8.1%

9.8%

0.7%

0.6%

0.8%

0.8%

5.0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

⑦Blue Tooth(n=888)

⑥無線LAN：5GHz帯(n=889)

⑤無線LAN：2.4GHz帯(n=922)

④構内PHS(n=905)

③xDSLモデム(n=893)

②構内モデム(n=902)

①統合配線(n=919)

採用している 採用を検討中 退役を検討中 採用していない

図表 2-5-1 構内アクセス手段の採用状況 
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57.0%

62.0%

68.1%

49.2%

54.9%

62.1%

26.5%

34.8%

43.6%

16.8%
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18.3%

69.6%

47.6%

37.7%

36.9%
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44.0%
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67.6%
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48.8%

79.2%
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43.4%
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57.0%
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3.2%
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0.3%

1.0%

2.7%

3.3%

2.1%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

04年度(n= 915)

03年度(n= 744)

02年度(n=1039)

04年度(n= 907)

03年度(n= 741)

02年度(n=1011)

04年度(n= 894)

03年度(n= 736)

02年度(n=1028)

04年度(n= 881)

03年度(n= 696)

02年度(n= 973)

04年度(n= 941)

03年度(n= 738)

02年度(n=1018)

04年度(n= 900)

03年度(n= 709)

02年度(n= 981)

04年度(n= 886)

03年度(n= 678)

02年度(n= 941)
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採用している 採用を検討している 退役を検討している 採用していない

図表 2-5-2 年度別 WAN 導入状況 
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2．5．3 ネットワーク関連の技術・サービス導入状況 

（1） VoIP は３割の企業で導入済み、さらに３割が

採用検討中 

モバイル・セントレックス、RF-ID は２割の企業

が今後の導入を検討中 

新しいネットワーク関連の技術やサービスの導

入状況として、04 年度は以下４つのサービスにつ

いて調査した。（図表 2-5-3） 

①VoIP（Voice over IP）：IP ネットワーク経由で音声

情報を送受信するための技術 

②モバイル・セントレックス：携帯電話を企業の内線

電話として利用するサービス 

③RF-ID（Radio Frequency Identification）：無線チ

ップにより人やモノを識別・管理する仕組み 

④GPS（Global Positioning System）：人工衛星を利

用してどこにいるのかを正確に割り出すシステム 

VoIP については、「全社的に導入済み」と「一

部セクションで導入済み」をあわせて３割が導入

済みであり、さらに 3 割が「検討中」と、普及が

進みつつあることが窺える。 

モバイル・セントレックス、RF-ID は、注目を

浴び始めた新しいサービスであるが、それぞれ

7.6%(72 社)、2.5%（24 社）の企業が、既に何ら

かの形で導入している。また、ともに 2 割の企業

が導入にあたっての検討を開始しており、来年度

はこれらの導入が加速することが予測される。 

GPS は、9 割の企業で「計画なし」と、まだ利

用範囲が限定されている。 

 

以下、各技術・サービスの導入状況について読

み取れることを紹介する。 

（2） VoIP：大企業では 45%以上ですでに導入済み、

さらに３割で採用検討中 

VoIP の導入状況を 03 年度と比較してみると、

全体では、「全社的に導入済み」と「一部のセク

ションで導入済み」をあわせた企業が 03 年度の

21.2％から 04 年度は 30.6％と着実に増加してい

る（図表 2-5-4）。 

さらに企業規模別にみると、従業員数 1000 人

以上の企業では、「全社的に導入済み」と「一部

のセクションで導入済み」があわせて 45.3%、さ

らに「検討中」とする企業も 31.8%と普及が進ん

でいる。 

（3） モバイル・セントレックスは大企業では１割が導

入済、さらに 3 割が採用検討中 

モバイル・セントレックスは、「全社導入済み」

が 14社（1.5%）、「一部で導入済み」が 58社（5.8%）

とまだ全体的導入が少ないものの、企業規模別に

見ると、従業員数が大きくなるほど先行した導入、

検討が行われており、従業員数 1000 人以上の企

業では、「全社的に導入済み」と「一部のセクシ

ョンで導入済み」であわせて 11.9%、採用を「検

討中」の企業は 30.4%ある。今後導入が進んでい

くことが予想される（図表 2-5-5）。 

 

15.8% 14.8% 30.7%

22.9%

19.4%

4.7%

38.7%

69.6%

78.0%

91.1%

1.5%

0.4%

0.3%

6.1%

3.8%

2.2%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

①VoIP(n=958)

②ﾓﾊﾞｲﾙｾﾝﾄﾚｯｸｽ(n=954)

③RF-ID(n=952)

④GPS(n=951)

全社的に導入済 一部のセクションで導入済み 検討中 計画はない

図表 2-5-3 関連技術・サービス導入状況 

図表 2-5-4 企業規模・年度別 VoIP 導入状況 
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57.8%

74.4%

81.4%

1.4%

2.9%

1.3%
10.6%

4.5%

15.7%

19.8%

30.4%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

1000人以上（n=303）

100～999人（n=577）

100人未満（n=70）

全社的に導入済 一部のセクションで導入済み 検討中 計画はない

15.8%

9.7%

7.0%

1.6%

12.6%

8.3%

23.8%

14.1%

14.8%

11.5%

5.6%

6.3%

12.6%

7.9%

21.5%

19.8%

30.7%

35.2%

18.3%

33.3%

31.8%

36.7%

31.8%

32.8%

38.7%

43.6%

69.0%

58.7%

43.0%

47.1%

22.8%

33.2%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

04年度（n=958）

03年度(n=837)

04年度（n=71）

03年度(n=63)

04年度（n=581）

03年度(n=507)

04年度（n=302）

03年度(n=262)

全
体

1
0
0
人

未
満

1
0
0
～

9
9
9
人

1
0
0
0
人

以
上

全社的に導入済 一部のセクションで導入済み 検討中 計画はない

図表 2-5-4 企業規模・年度別 VoIP 導入状況 

図表 2-5-5 企業規模別モバイル・セントレックス導入状況 
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（4） RF-ID は広い分野での適用が検討中。技術的

課題が多いが、前向きな検討が進む 

RF-ID は、現在の導入企業は 24 社（全体の

2.5%）と少ないが、導入を「計画中」が 19.4%と、

今後の導入意欲の高さが窺える（図表 2-5-3）。 

業種別に導入状況を見た結果が、図表 2-5-6 で
ある。幅広い業界での利用が検討されている。 

さらに、導入済・導入を計画中という企業に、

「①RF-ID 利用の目的や期待」「②適用分野」「③

導入にあたっての課題」について、メールで追加

のヒアリングを行ったところ、62 社から回答が得

られた（図表 2-5-7）。 

バーコードの代わりとして、RF-ID の非接触型

であるというメリットを活かした在庫・物流管理

等での作業負担軽減・効率化（36 社）、データ収

集のリアルタイム化や入力間違い削減など精度

向上（19 社）を期待する企業が多い。 

しかしながら、この技術については、導入にあ

たって多くの課題がまだ残されている。 

 

 

コストの高さを課題とする企業が、IC タグの価

格がまだ高い(28 社)、設備・開発コストが高い(12
社)と最も多いが、そのほかにも、タグの読取精

度・スピードを課題とする企業が 15 社、金属へ

の添付・読取の難しさを指摘する企業が 7 社、読

取距離を問題にする企業が 6社と技術的課題が多

く挙げられている。また、屋外での利用やリサイ

クルを前提としているため、耐久性や洗浄などの

耐水性、耐熱性も課題として挙がっている。 

また、国際的な統一の規格・基準の早期実現を

望む声も大きい(10 社)。 

これらの課題は、関連業界・団体の努力がされ

ているところであり、この 1～2 年で技術普及を

後押ししていくものと期待されるが、技術を導入

する企業側にも課題がある。「システム導入によ

る現場の混乱」を心配する声が 6 社から挙がって

おり、現場の業務への影響度が高い技術であるこ

との現れといえる。１社だけでなく、サプライチ

ェーン全体を巻き込んでこそ効果が発揮される

技術であり、企業や業界、国の枠を越えて、広く

情報交換をしながら対応策を検討することが望

まれる。 
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7
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1

11
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2

5

16

20

54

40

6

25

20

34

140

15

66

30

52

11

71

82

53

1

1

1

1

1

1

1

1

2

0% 20% 40% 60% 80% 100%

石油・石炭・ゴム(n=7）

通信・通信サービス(n=11）

繊維関連・紙・木材(n=30）

運輸(n=32）

電気機械製造(n=81）

一般機械製造(n=57）

電気・ガス・水道(n=8）

輸送機器・関連部品(n=33）

情報処理業(n=26）

鉄・非鉄金属・窯業(n=44）

商社・流通・卸売・小売(n=178）

不動産・倉庫(n=19）

その他製造(n=82）

農林・水産・食品(n=37）

化学・薬品(n=62）

放送・新聞・出版・印刷・映画(n=13）

サービス業(n=83）

建築・土木・鉱業(n=92）

銀行・保険・証券・信販(n=56）

全社的に導入済 一部のセクションで導入済 検討中 計画はない

図表 2-5-6 業種別 RF-ID 導入状況 
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①利用の目的や
期待 

・現場作業・管理の負担軽減・効率化（出荷、棚卸等）(36 社) 
・データ収集のリアルタイム化・入力間違い削減など精度向上(19 社) 
・製品のトレーサビリティ・苦情対応効率化(6 社) 
・作業員の安全管理 
・滞留在庫、期限切迫品在庫の削減 
・顧客へのサービス向上 
・紛失防止、紛失時の早期発見 
・商品(薬品)事故発生時の迅速な対応や、誤用防止 
・非接触でのデータ認識による安全性、システムの経済性 
・SＣＭフローの構築・改革 
・バーコードの代替として非接触に期待 

②適用分野 ・資材・製品・部品の在庫・物流管理、入出庫管理(32 社) 
・部品・食品等のトレーサビリティ・品質管理 (8 社) 
・製造現場の生産進捗管理(9 社) 
・商品管理(6 社) 
・入荷検品時の原資材情報(ロット No.、賞味期限等)のチェック(3 社) 
・お客様が触ったかどうかまでの把握 
・再利用されては困る商品の管理（制服等） 
・小売店舗における在庫管理、棚卸作業の効率化 
・ノートＰＣやＰＯＳレジ プリンタなどの資産管理(4 社) 
・入退室管理(4)、セキュリティ管理(2 社) 、危険区域立入り管理 
・勤怠管理(2 社)、社員 ID カード 
・レジ計算・売上作業の簡素化(3 社) 
・盗難対策、動線管理、不動産のキー管理、リサイクル 

③採用にあたっ
ての課題 

・IC タグの価格がまだ高い (28 社) 
・設備（リーダー・ライター、タグ貼付設備等）・開発コスト(12 社) 
・タグの読取精度・スピード（15 社） 
・混信、反射等の回避 
・複数の RF-ID が隣の製品と区別して読み込めるのかが心配 
・複雑に入り組んだ工程・移動における読み取り方法 
・国際的な統一の規格・基準の早期実現(10 社)  
・海外と互換性が無いものが国内で普及するのではないかという懸念 
・END-END で違うと、合理化できない 
・UHF 帯での RF-ID に関する法律の整備（国内、国外）(2 社) 
・金属への添付・読み取りが難しい (7 社) 
・遠距離での使用(6 社) 
・システム導入による現場の混乱(6 社)  
・メーカー各社が同じようなタイミングで導入をして貰わないと商品の在庫確認作業にバラ
つきが出てしまうのではないかという懸念 
・盗聴、改ざん防止、セキュリティ(5 社)  
・社外に出たら読めないようにして欲しい 
・耐久性(5 社)、耐熱性(2 社)、耐水性(2 社) 
・RF-ID の簡単な取りつけ方法。自動でＲＦタグを付けられないか(3 社) 
・技術が先行し、効果を出せる具体的な業務をデザインできない（3 社） 
・タグの大きさ(2 社) 
・読取方式など技術的に落ち着くまでは投資が陳腐化する可能性がある 
・RF-ID の認知度 (2 次元バーコードに完全に遅れをとっている) 
・実用事例が少ない 

 

図表 2-5-7 RF-ID を導入済・検討中の企業へのヒアリング結果 （回答企業数：62 社） 
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（5）GPS は、運輸業などで利用検討 

他の業種では 9 割で採用計画なし 

GPS についても業種別に見てみると、位置情報

が業務に密着した運輸業にて、回答企業 32 社の

うち、「全社で導入済み」「一部のセクションで導

入済み」が 10 社（31%）、「計画中」が 7 社(22%)
と導入が先行している。また、母数は少なく業種

全体の傾向とは言いがたいが、「電気・ガス・水

道」でも、回答企業 8 社中 3 社が「一部セクショ

ンにて導入済み」となっており、実験的導入段階

にあるようだ。他の業種では 9 割が「計画なし」

と答えており、GPS はまだ限られた分野での適用

にとどまっていると言える（図表 2-5-8）。 

さらに、RF-ID 同様、導入済・導入を計画中と

いう企業に、①GPS 利用の目的や期待、②適用分

野、③導入にあたっての課題について、メールで

追加のヒアリングを行ったところ 20 社より回答

が得られた。（図表 2-5-9）。 

 

 

 

 

いずれの業界でも、車両・船舶・人の正確な位

置情報把握によるサービス品質・安全性の向上が

検討されている。「電気・ガス・水道」などのラ

イフラインを提供する企業では、災害や事故発生

時の情報収集や作業効率化手段としても考えら

れている。しかし、情報精度などの技術的課題や

コストの高さが導入の足かせとなっているほか、

「各種車載機器が次々とバラバラに開発される

ため導入コスト、社内設置スペース等で問題点が

多い」といった技術を提供する側の体制的・連携

に関する問題を課題として挙げる企業もある。ま

だ新しい技術であるから、利用者・提供者相互で

使いやすいものにしていく努力が望まれる。 
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1

1

3
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1

1
1

1
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1
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0% 20% 40% 60% 80% 100%

運輸(n=31）

電気・ガス・水道(n=8）

石油・石炭・ゴム(n=7）

サービス業(n=83）

建築・土木・鉱業(n=93）

鉄・非鉄金属・窯業(n=44）

通信・通信サービス(n=10）

化学・薬品(n=62）

情報処理業(n=26）

商社・流通・卸売・小売(n=177）

繊維関連・紙・木材(n=30）

輸送機器・関連部品(n=34）

農林・水産・食品(n=37）

不動産・倉庫(n=19）

電気機械製造(n=81）

その他製造(n=82）

銀行・保険・証券・信販(n=56）

一般機械製造(n=57）

放送・新聞・出版・印刷・映画(n=13）

全社的に導入済 一部のセクションで導入済 検討中 計画はない

図表 2-5-8 GPS の業種別導入状況 
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図表 2-5-9 GPS を導入済・検討中の企業へのヒアリング結果（回答企業数：20 社）

①利用の目的や
期待 

・船舶・車両などの正確な位置情報把握による運用・安全性・トレーサビリティの向上 
・最適なルート検索、緊急時など作業員派遣の最短化 
・事故発生時の緊急信号発信による即時対応 
・船舶と陸上のネットワークとの連携 
・顧客に対する交通サービス運行状況の提供 
・顧客納品問い合わせへの即時対応、CS 向上 

②適用分野 ・船舶・車両の運航管理(9 社) 
・作業員の所在確認・ルート検索サポート(4 社) 
・屋外設備の破損・被災状況把握、初動応急業務への活用（２社） 
・物流管理(2 社) 
・屋外スポーツ・行楽施設内のナビゲーションシステム(1 社) 

③採用にあたって
の課題 ・ＧＰＳ情報の精度（都内ビルの谷間、接岸時、地下構造物内など） 

・通信の信頼性・安定性の確保（船舶／陸上） 
・導入・運用コスト（通信費、デジタルタコグラフ等の車載機器） 
・震災時において 携帯電話などの通信帯域が制限される可能性大 
・GPS 対応機種が少なすぎる 
・携帯サービスの標準 API で GPI アクセスのクラスが提供されていない 
・個人のプライバシー 
・各種車載機器（ＧＰＳ、デジタルタコグラフ、ＥＴＣ等）が次々とバラバラに機器が開発され

るため、導入コスト、車内設置スペース等で問題点が多い 
・後になるほど機能アップした機器が出てきており、早期に導入した機器が陳腐化すること

になる 
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2．6 ソフトウェアの採用と評価 

ソフトウェアについては、例年パッケージソフ

トウェアの利用を中心に調査を行っているが、そ

の中でも、企業において関心と影響度合いの大き

い ERP パッケージに関して 1999 年度より、継続

して調査を行っている。本年度は、システム構築

における方針についても聞いている。 

2．6．1 8 割の企業が何パッケージを利用する方針 

まず、新規にシステムを構築する際、ソフトウ

ェアを独自に開発するのか、それともパッケージ

を利用するのか、その開発方針について質問を行

った。その結果が図表 2-6-1 である。 

「場合によってパッケージ利用する」という回

答も含めると、約 8 割の企業が、パッケージを利

用する方針であることが明らかになった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

これを、企業規模別に見ると、従業員数 100 人

未満の企業については、「基本的にパッケージを

利用する」と回答している割合が他の規模よりも

高くなっている。この規模の企業では IT 投資に

かける費用、人材があまり大きくないため、独自

に開発するよりも、利用可能なパッケージを採用

することを選択としていると考えられる。1000
以上の大企業は、「場合によりパッケージを利用

する」と回答した企業の割合が最も多くなってい

る。 

これを業種別に見たものが、図表2-6-2である。

サンプル数の少ない業種もあるので注意は必要

であるが、業種により、独自開発を主とする企業

が多いか、基本的にパッケージを採用する方針で

あるのかの差がでている（図表 2-6-2）。 

独自開発はどの業種においても 1～2 割前後で

あるが、「石油・石炭・ゴム」で 42.9％（※母数

が少ないが７社中 3 社）、「商社・流通・卸売・小

売」で 30.3％と独自開発の割合が高くなっている。 

18.7%

16.7%

21.3%

14.1%

45.9%

36.1%

45.6%

49.0%

35.4%

47.2%

33.1%

36.9%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(n=968)

100人未満(n=72)

100～999人(n=586)

1000人以上(n=306)

基本的に独自開発 場合によりパッケージを利用 基本的にパッケージを利用

図表 2-6-1 企業規模別新規システム構築方針 
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10.6%

21.9%

42.9%

19.4%

20.0%

8.8%

18.6%

16.5%

13.4%

30.3%

15.8%

20.0%

12.1%

12.5%

7.7%

24.1%

15.4%

45.9%

43.6%

32.3%

17.8%

32.4%

33.9%

43.5%

32.9%

32.0%

31.6%

25.0%

30.3%

36.4%

12.5%

53.8%

36.1%

38.5%

48.6%

45.7%

31.3%

57.1%

48.4%

62.2%

58.8%

47.5%

40.0%

53.7%

37.6%

52.6%

55.0%

57.6%

63.6%

75.0%

38.5%

39.8%

46.2%

5.4%

0%

46.9%

0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

農林・水産・食品(n=37)

建築・土木・鉱業（n=94）

化学・薬品（n=64）

石油・石炭・ゴム（n=7）

繊維関連・紙・木材（n=31）

鉄・非鉄金属・窯業（n=45）

輸送機器・関連部品（n=34）

一般機械製造（n=59）

電気機械製造（n=85）

その他製造（n=82）

商社・流通・卸売・小売（n=178）

銀行・保険・証券・信販（n=57）

不動産・倉庫（n=20）

運輸（n=33）

通信・通信サービス（n=11）

電気・ガス・水道（n=8）

放送・新聞・出版・印刷・映画（n=13）

サービス業（n=83）

情報処理業（n=26）

基本的に独自開発 基本的にパッケージを利用 場合によりパッケージを利用

図表 2-6-2 業種別新規システム構築方針
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2．6．2 ERP パッケージの採用 

続いて、ERP パッケージを採用しているかどう

か質問を行った。 

すでに採用している企業（採用している企業、

採用しているが製品の切り替えを検討している

企業、採用しているが退役を考えている企業を含

む）が 3 割を超えている。また、採用を検討して

いる企業は、26.5%であり、依然として ERP パッ

ケージへの関心は高いと言える（図表 2-6-3）。 

「採用の予定がない」と回答した企業は 42.1%で

あった。独自路線を考えているのかパッケージ採

用に不満があるのか今後の継続調査が必要であ

る。 

企業規模別に見ると、従業員数 1000 人以上の

大企業では、半数近い企業が ERP パッケージを

導入済みである。導入目的のところでも出てくる

が、業務の効率化、業務改革を、ERP パッケージ

導入をトリガーにして推進しようとしていると

考えられる。 

従業員数 100～1000 名の中堅企業でも、約３割が

導入を検討すると回答している。大企業から中堅

企業に ERP 導入の移行が始まっていると考えら

れる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

ERP パッケージが導入されてから、かなりの年

数が経過し、利用企業にも ERP 製品の良い部分

と悪い部分が認識され始めている。 

採用しているが退役を考えている企業が 1.0%
（10 社）、採用をしているが製品の切り替えを検

討している企業が 2.6%（25 社）あった。「保守費

用の高さ」「バージョンアップへの再構築費用や

再テスト確認費用の高さ」など、導入後に改めて

課題がクローズアップされている。 

 

27.8%

19.4%

20.4%

44.2%

26.5%

18.1%

29.2%

23.1%

42.1%

59.7%

46.8%

28.7%

2.6%

3.3%

2.8%

2.2%
0.7%

1.0%

1.4%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(n=962)

100人未満(n=72)

100～999人(n=583)

1000人以上(n=303)

採用している 製品の切り替えを検討中 退役を検討中 採用を検討中 今後も採用予定なし

図表 2-6-3 企業規模別 ERP パッケージ採用状況 
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2．6．3 採用している製品 

ERP パッケージを導入している企業に、採用し

ている主な製品を１つ選択してもらったところ、

R3（SAP）の導入が、例年通り第１位で、3 割の

シェアを占めている。2 位は Super Stream
（9.3%）で、以下、Oracle Application（7.6%）、

Glovia-C（6.9%）の順となっている（図表 2-6-4）。 

Super Stream が躍進したのは、従来会計ソフ

トウェアパッケージとして捉えていた製品が

ERP のジャンルとして組み入れた結果である。こ

れは例年継続して調査を行っているが製品のコ

ンセプト変化と導入した時期などのギャップが

生じている可能性が高い。導入時に ERP として

導入したかの判断が難しい状況である。 

 

 

製品別に、採用している企業の従業員規模を見

てみると、SAP、Oracle のユーザーは、大企業が

多く、中堅企業は Super Stream、Glovia-C が多

い。なお、製品によって、適応範囲が異なるので

注意が必要である（図表 2-6-5）。 

「製品の切り替えを検討している」企業に、検

討している製品を挙げてもらったところ、回答企

業の件数が少ないが、1 位が R/3（31.6%）、2 位

がMySAP.com（10.5%）となっている（図 2-6-6）。 

 

図表 2-6-4 採用している主な製品 

図表 2-6-5 製品別採用企業の規模 

11.1%

9.1%

33.7%

66.7%

31.8%

75.0%

65.2%

22.2%

59.1%

25.0%

100.0%

1.1%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

R/3（n=89）

Super Stream（n=27）

Oracle Application（n=22）

Glovia-C（n=20）

e-Business Suite（n=15）

100人未満 100～999人 1000人以上

図表 2-6-6 切り替え対象製品 

（n=19）

※数字は回答企業数

OBIC7

1 Pro Active

1

Glovia-C

1

Super

Stream

1

SCAW

1

e-

Business

Suite

1

Oracle

Applicatio

n

1

My

SAP.com

2

その他

4
R/3

6

（n=157）

※（　）内は昨年の順位

R/3（1)

30.6%

Glovia-C(4）

6.9%

Glovia-

SUMMIT(-)

3.1%

My SAP.com(-)

1.7%

BPCS(13）

1.0%

SCAW(11）

1.4%

BaanⅣ(-)

2.1%

OBIC7(5)

3.4%

Super

Stream(2）

9.3%

Oracle

Application(-)

7.6%
e-Business

Suite(3)

5.2%
PeopleSoft(10)

3.8%

Pro Active(9)

3.8%

iBaan ERP(7)

1.7%

その他

18.6%
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2．6．4 採用している製品の満足度 

採用している ERP パッケージ製品の満足度を、

導入費用、保守費用、品質、の 3 つの観点で調査

を行った結果、満足（「非常に満足」＋「満足」）

の割合から不満（「不満」＋「非常に不満」）の割

合を引いた DI 値は、品質：1、導入価格：△33、
保守運用価格△50 という結果となった（図表

2-6-7）。 

 価格については不満の回答が多くなるユーザ

ーの傾向を考慮しても、製品本体の価格より、導

入費用の高さ、コンサルティング費用の高さ、保

守費用の高さへの不満が非常に高いといえる。特

に、採用後の保守費用に関しては、約半数の企業

が不満を持っており、ユーザーの悩みとなってい

る。ERP 製品提供ベンダーの保守運用費用低減の

更なる努力が求められている。 

 

 

 

 

この３つの満足度を、採用されている製品ごと

に上位 5つまでを見てみると、導入のしやすさや、

品質の高さ、保守費用の高さなど、製品ごとに特

徴が出ている。 

導入企業の多い R/3、Oracle Application の保

守費用に対して不満を持つユーザーが非常に多

くなっている。 R/3 では約 8 割、 Oracle 
Application では 6 割強の企業が「不満」「非常に

不満」と回答しており、これらのソフトウェアベ

ンダーの課題と言える。 

図表 2-6-7 使用中の ERP パッケージに対する満足度 

18.5%

9.1%

25.0%

6.8%

7.4%

15.0%

6.7%

24.7%

28.4%

25.9%

22.7%

20.0%

40.0%

41.2%

27.6%

55.6%

36.4%

50.0%

46.7%

35.5%

20.5%

63.0%

36.4%

30.0%

6.7%

48.6%

50.0%

70.4%

54.5%

40.0%

53.3%

36.1%

52.9%

25.9%

45.5%

20.0%

33.3%

42.3%

52.3%

25.9%

59.1%

55.0%

20.2%

13.6%

18.2%

30.0%

6.7%

9.6%

13.3%

10.0%

1.6%

3.4%

1.0%

5.0%

12.0%

1.1%

3.7%

73.3%

4.5%

4.5%

5.1%

17.2%

9.1%

14.7%

27.3%

3.7%

4.5%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(n=291）

R/3(n=87)

Super Stream(n=27)

Oracle Application(n=22)

Glovia-C（n=20）

e-Business Suite（n=15）

全体(n=293）

R/3(n=88）

Super Stream(n=27)

Oracle Application(n=22)

Glovia-C（n=20）

e-Business Suite（n=15）

全体(n=292）

R/3(n=88）

Super Stream(n=27)

Oracle Application(n=22)

Glovia-C（n=20）

e-Business Suite（n=15）

導
入

価
格

保
守

価
格

品
質

非常に満足 満足 普通 不満 非常に不満
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2．6．5 導入時に重視する点 

自社業務や業務環境との整合性が最も重視される 

ERP パッケージを選択する際に重視する項目

として、多くの企業が「自社業務や業務環境との

整合性」を最も重視する項目に挙げている

（34.0%）。2 位に挙げた企業を加えると 4 割以上

の企業が ERP パッケージの自社での整合性を重

視している。続いて価格、性能、カスタマイズの

容易さとなっている（図表 2-6-8）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

年度別に見てみると、ERP パッケージの普及が

進むにつれ、性能や価格よりも、自社に適用でき

るのか、自社に合うかどうかを重視するようにな

ってきており、より現実的な導入がなされるよう

になってきたと言え、評価に値する（図表 2-6-9）。 

 

(n=296)

34.8%

10.1%

14.9%

10.1%

4.7%

9.5%

2.0%

6.1%

3.4%

2.4%

1.0%

9.2%

24.9%

8.9%

11.3%

12.6%

6.1%

9.9%

5.5%

6.8%

0.3%

0.3%
0.3%

1.4%

1.4%

1.4%

0.7%

0% 10% 20% 30% 40% 50%

自社業務や業務環境との整合性

価格

性能

カスタマイズの容易さ

ベンダーの提案・サポート

適用可能業務の範囲・網羅性

他のソフトとの連携

業界標準

市場占有率

貴社での実績

ＳＩベンダーの推薦

他のユーザーの評価（口コミ）

広告・宣伝および記事

対応するOS

その他
1位 2位

図表 2-6-8 ERP パッケージ選択時に重視する点 

図表 2-6-9 年度別 ERP パッケージ選択時に重視する点 

 04 年度 03 年度 02 年度 

1 位 
自社業務や業務環境 
との整合性 

34.8% 
自社業務や業務環境と
の整合性 

22.3% 性能 23.7%

2 位 性能 14.9% 性能 17.5%
適用可能業務の 
範囲・網羅性 

14.8%

3 位 
価格/カスタマイズの 
容易さ 

10.1% 
適用可能業務の 
範囲・網羅性 

14.2% 価格 11.1%
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2．6．6 適用範囲と活用度 

ERP パッケージの適用範囲については、財務・

会計管理業務への適用が最も多く、一部導入も含

めると 90.9%となっている。次に人事・給与業務

が 59.6%と続いている。この結果からもわかるよ

うに、ERP パッケージは、企業の差別化をすべき

業務でなく、合理化、効率化を目指す共通業務に

導入されている（図表 2-6-11）。 

 

 

 

当然のことながら、活用度についても同じ傾向

となっており、財務・会計管理に関しては、84.0%
が活用できていると回答している。人事給与

（65.3%）、購買・資材管理（66.1%）、販売物流

管理（62.0%）と 6 割以上が十分活用している、

活用していると回答している（図表 2-6-12）。 

 

75.3%

32.6%

36.7%

24.4%

27.1%

48.9%

23.0%

10.1%

10.0%

9.7%

10.8%

8.8%

7.1%

6.6%

5.0%

9.1%

50.5%

47.1%

59.5%

60.8%

40.4%

67.2%
0.4%

0.7%

0.4%

1.4%

3.2%

1.4%

1.7%

2.9%

2.6%

3.2%

3.9%

3.6%

3.7%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

①財務・会計管理（n=296）

②販売・物流管理（n=279）

③購買・資材管理（n=278）

④生産管理（n=279）

⑤資産管理（n=273）

⑥人事・給与（n=282）

⑦経営管理（n=274）

全社的に導入 国内の一部の部門のみに導入 海外拠点のみに導入 一部の部門（海外・国内両方）に導入 導入なし

37.5%

18.1%

20.2%

14.7%

16.2%

26.1%

6.2%

46.5%

43.9%

45.9%

37.4%

31.2%

39.2%

31.5%

11.9%

15.2%

13.7%

14.1%

16.2%

13.6%

21.2%

1.9%

1.2%

1.1%

1.8%

4.5%

3.5%

6.8%

2.2%

21.6%

19.1%

31.9%

31.8%

17.6%

34.2%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

①財務・会計管理（n=269）

②販売・物流管理（n=171）

③購買・資材管理（n=183）

④生産管理（n=163）

⑤資産管理（n=154）

⑥人事・給与（n=199）

⑦経営管理（n=146）

十分活用している 活用している どちらともいえない 活用していない 全く活用していない

図表 2-6-11 ERP パッケージ適用範囲 

図表 2-6-12 ERP パッケージ活用度 
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2．6．7 ERP パッケージのカスタマイズ 

ERP パッケージ導入の際、カスタマイズをして

いるかどうかを聞いたところ、64.5%の企業が自

社用に何らかのアドオンをして利用している。パ

ラメータの設定変更だけでそのまま利用してい

る企業が 25.8％と、約 4 分の１である。自社用に

モディフィケーションしている企業は 9.3%で、

ほとんどの企業が、アドオンまでの変更でパッケ

ージを利用している（図表 2-6-10）。 

企業規模別に見ると、従業員数 100 人未満の規

模の小さい企業では、カスタマイズをあまりせず

にそのまま利用している割合が高い。 

これを、ERP パッケージ製品ごとに見たものが、

図表 2-6-11 である。 

製品により多少傾向が異なるが、どの製品もア

ドオン中心に導入されている。また、適用業務と

ERP パッケージの適合性にもよるが、パラメータ

変更だけで利用できると回答している企業もあ

る。 

ERP パッケージの普及に伴い、パッケージの機

能が改善あるいは拡充され、パラメータ変更ある

いはアドオンで十分まかなえるようになってき

ていると言える。 

25.6%

23.1%

25.0%

15.0%

38.5%

18.2%

11.1%

37.5%

62.5%

0.0%

20.0%

20.0%

70.7%

69.2%

65.0%

65.0%

61.5%

54.5%

77.8%

62.5%

37.5%

83.3%

60.0%

80.0%

7.7%

10.0%

20.0%

27.3%

11.1%

16.7%

20.0%

3.7%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

R/3（n=82）

Super Stream（n=26）

Oracle Application（n=20）

Glovia-C（n=20）

e-Business Suite（n=13）

Pro Active（n=11）

Glovia-SUMMIT（n=9）

OBIC7（n=8）

PeopleSoft（n=8）

BaanⅣ（n=6）

My SAP.com（n=5）

iBaan ERP（n=5）

パラメータ設定をして利用 アドオンをして利用 モディフィケーションをして利用

図表 2-6-10 企業規模別 ERP パッケージのカスタマイズ状況 

図表 2-6-11 製品別 ERP パッケージのカスタマイズ状況 

46.7%

24.8%

24.4%

64.5%

40.0%

63.6%

68.1%

13.3%

11.6%

6.7%

25.8% 9.3%

0.7%

0.4%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(n=279)

100人未満(n=15)

100～999人(n=129)

1000人以上(n=135)

パラメータ設定をして利用 アドオンをして利用 モディフィケーションをして利用 その他
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2．6．8 ERP パッケージ導入目的 

ERP パッケージを導入する目的について、以下

の 11の選択肢から複数選択してもらった結果が、

図表 2-6-14 である。例年「業務の効率化」「業務

改革（BPR）の実現」を目的としている企業が多

いが、本年度も同様の結果となった。 

これらの目的は、どの程度実現されているのであ

ろうか。それぞれの導入目的を選択した企業に対

し、実現度を 5 段階で聞いた結果が、図表 2-6-15

である。 

「実現している」「ある程度実現している」と回

答した企業の割合を見ると、上位から、連結決算

への対応（78.1%）、開発工期の短縮（66.4%）、

グローバル対応（59.5%）となり、導入時の目的

で上位を占める、「業務の効率化（54.8%）」、「業

務改革（BPR）の実現（43.8%）」よりも高い割合

となっている。 

ERP（Enterprise Resource Planning：企業資

源計画）は、企業の資源を有効活用することを目

的に、BPR（Business Process Reengineering：
業務プロセス改革）を実施して最適な業務プロセ

スを構築することが本来の趣旨であったが、最近

は、「連結決算への対応」や「開発工期の短縮」

が重視されるようになってきており、それらの実

現度は高い。 

18.7%

6.9%

5.9%

7.1%

11.4%

7.3%

8.1%

6.9%

50.3%

40.5%

54.9%

44.8%

35.3%

32.1%

53.2%

36.6%

51.4%

13.8%

33.3%

35.0%

37.2%

22.0%

37.9%

40.0%

31.0%

22.8%

36.6%

29.7%

65.5%

58.3%

9.6%

15.7%

9.2%

16.5%

23.8%

10.1%

14.6%

10.8%

13.8%

8.3%

6.0%

4.5%

3.3%

4.4%

4.9%

2.5%

2.4%

3.3%

0.6%

1.1%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

業務の効率化（n=157）

業務改革(BPR)の実現（n=121）

連結決算への対応（n=91）

ビジネス状況のリアルタイム把握（n=87）

経営判断の迅速化（n=85）

システム費用の低減（n=84）

開発工期の短縮（n=79）

エンドユーザの生産性向上（n=41）

グローバル対応（n=37）

企業競争力の拡大（n=29）

顧客満足度の向上（n=12）

十分実現している 実現している どちらともいえない 実現していない 全く実現していない

（n=208）

76.4%

58.7%

44.2%

42.3%

41.8%

41.8%

39.4%

19.7%

18.3%

13.9%

6.3%

4.8%

0% 20% 40% 60% 80%

業務の効率化(1)

業務改革（BPR）の実現(2)

連結決算への対応(4)

ビジネス状況のリアルタイム把握(4)

経営判断の迅速化(-)

システム費用の低減(3)

開発工期の短縮(7)

エンドユーザーの生産性向上(9)

グローバル対応(6)

企業競争力の拡大(7)

顧客満足度の向上(-)

その他

図表 2-6-14 ERP パッケージ導入の目的 ※（ ）内は昨年度の順位 

図表 2-6-15 ERP パッケージ導入後の実現度 
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しかし、ある経営トップから、「ERP（経営資源

計画）導入が本来の目的を達成しているか疑問を

感じる」という声が聞かれたように、経営者は「経

営資源（人、物、金）を迅速に経営に反映する」

という ERP 本来の目的達成を期待している。 

経営者とシステム担当者との間ギャップが生ま

れており、経営者の不満を解消する努力が必要と

言える。 
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2．7 IT 組織体制の動向 

2．7．1 IT 部門の組織形態 

IT 部門の組織形態を以下の３タイプに分類し、

自社の IT 部門がどの状態に近いかをアンケート

により調査した。 

１．集権型：全社で統一されたルールに基づき 

一元的に統括・管理 

２．連邦型：全社プロジェクトは一箇所で統括、 

各事業部固有のシステムは事業部が担当 

３．分散型：企画機能をはじめとする全ての機能を

各部門に分散 

 

どの組織形態をとるかは、企業規模、経営姿勢、

業務形態、企業風土，IT 化の方向性などさまざま

な要素を総合的に勘案し、各企業が最適なタイプ

を選択しているものと考えられる。多くの企業が

IT ガバナンスの強化に取り組んでいる昨今、どの

ような組織形態をとっているかは興味深い。 

今年度の調査結果を見てみると図表 2-7-1 の通

り、961 社のうち集権型が一番多く、73.7%、連

邦型が 20.0%、分散型が 6.3%となっている。 

 

従業員規模別に６カテゴリーに分類し、その比

率を見てみると、100 人未満の企業では 84.5%が

集権型となっており、規模が大きくなるに従い、

連邦型の比率が高まり、5000 人以上の企業では

約 40%の会社が連邦型をとっている。 

また、今後の方向性については、全体として変

化はほとんど見られないが、5000 人以上の企業

では回答数は少ないものの、分散型から集権型、

連邦型に移行が検討されている。 

この質問は経年的に実施しており、図表 2-7-2
の通りとなっている。分散型がやや減少傾向で、

集権型、連邦型の比率が若干増加傾向にあるが、

明確な変化は見られない。 

企業の組織形態は、短期間に大きく変化するも

のではなく、IT ガバナンスの強化などの昨今の課

題に対しては、組織以外の部分で対応しているも

のと考えられる。 

 

 01 年度 02 年度 03 年度 04 年度 

集権型 72％ 71％ 73％ 74％ 

連邦型 18％ 19％ 20％ 20％ 

分散型 10％ 10％ 7％ 6％ 

 図表 2-7-1 企業規模別ＩＴ部門の形態 

図表 2-7-2 IT 部門の形態の経年推移 

73.7%

84.5%

74.9%

76.3%

71.4%

56.4%

55.2%

73.6%

77.5%

75.6%

76.0%

71.2%

61.5%

57.1%

20.0%

7.0%

17.4%

20.2%

22.3%

41.0%

37.9%

21.3%

12.7%

18.6%

19.9%

24.2%

38.5%

42.9%

6.3%

8.5%

7.8%

6.3%

6.9%

5.0%

9.9%

3.5%

2.6%

5.8%

4.1%

4.7%

0%

0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(n=961)

100人未満(n=71)

100～499人(n=386)

500～999人(n=198)

1000～4999人(n=238)

5000～9999人(n=39)

１万人以上(n=29)

全体(n=951)

100人未満(n=71)

100～499人(n=381)

500～999人(n=196)

1000～4999人(n=236)

5000～9999(n=39)

１万人以上(n=28)

現
状

今
後

集権型 連邦型 分散型
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また、全く同じ質問を利用部門に対しても実施し

ており、IT 部門との意識の差を示したのが図表

2-7-3 である。（本調査は、IT 部門、利用部門とも

ほぼ同一の企業を対象に実施している。） 

この結果を見ると、自社の組織形態が集権型と

回答した比率は、IT 部門に比べ、利用部門では

14 ポイント低く、連邦型とした比率は逆に 14 ポ

イント高くなっている。 

この乖離は、IT 関連業務範囲に対する認識の差

も起因していると思われるが、IT 部門では IT に

関しては全社的に統括責任を負っているつもり

でも、利用部門から見ると自部門の IT 化は自部

門が担当していると考えている企業が少なから

ず存在していることを示唆している。 

今後の方向性については、利用部門においても

現状から大きな構成変化は見られず、IT 部門との

意識差から生じる、IT 部門に対する課題、期待を

読み取ることは困難である。 

しかし、IT 化についてのルール、責任範囲など

を IT 部門が利用部門にしっかり説明するなどコ

ミュニケーションを密にし、この意識の乖離を埋

めていくことが必要ではないだろうか。 

2．7．2 組織体制における課題 

現在の組織体制に関して、改善の必要性を感じ

ている課題について７つの選択肢から上位２つ

を回答してもらった結果が図表 2-7-4 である。 

これによると、「開発局面における組織間調整の

難しさ」を課題とした回答が最も多く、約 50%の

企業が１位または２位にあげている。次いで「開

発のパワー不足」「全社的な統括が不十分でコス

ト高」「計画段階での意志決定の遅れ」などが上

位にあげられている。 

17.8%

28.0%

8.9%

24.6%

3.6%

16.3%

10.4%

22.5%

11.0%

21.8%

8.3%

23.2%

1.0% 2.8%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

1．計画段階における意思決定プロセスが複雑で、

IT戦略の決断に時間を要する

2．要件確定などの開発局面において、組織的な

問題が調整を複雑にしており非効率

3．システム運用上のトラブルに関する役割や

責任分担があいまい

4．開発のパワー不足が原因で、経営戦略実現の

ネックになることがある

5．権限が過度に集中または分散しているため、

ITサービスのレベルが低い

6．ITに関する全社的な統括が不十分なため、

コスト高や非効率な運用に繋がっている

7．ITの管理が厳しく、柔軟な業務運営の

阻害要因となっている
1位 2位

73.7%

59.4%

73.6%

62.5%

20.0%

34.2%

21.3%

33.7%

6.3%

6.4%

5.0%

3.8%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

ＩＴ部門(n=961)

利用部門(n=739)

ＩＴ部門(n=951)

利用部門(n=739)

現
状

今
後

集約型 連邦型 分散型

図表 2-7-4 IT 部門の組織課題 

図表 2-7-3 IT 部門の形態に関する利用部門との意識差 
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さらにこれを組織形態別に見たものが図表

2-7-5 である。 

連邦型、分散型では「全社的な統括が不十分で

コスト高」を課題にあげている比率が最も高く、

特に分散型では、「権限の分散によるサービスレ

ベル低下」とあわせ、これを課題としている回答

が多く、IT 部門の統括を望む声が高い。 

この比率は集権型では、当然ながら低下してい

るが、集権型においても「全社的な統括が不十分

でコスト高」が 15.4%と少なからず課題としてあ

がっており、組織を統括しただけでは、課題の解

決とはならず、実体を伴ったものとする必要があ

ることを示唆している。 

このことは、集権型において「計画段階での意

志決定の遅れ」が比較的高い比率となっているこ

とからも窺える。 

 

また、どの組織形態においても「開発局面にお

ける組織間調整の難しさ」が、比較的高い比率と

なっており、この課題が組織の如何に関わらず IT
化の根深い問題となっていることを示している。 

一方、集権型においては「開発パワー不足」が

高い比率となっている。これは、統括的な IT 部

門において、限られた開発資源を重点配分する際

のプライオリティ付けの難しさを表していると

思われる。 

利用部門から見た IT の組織課題を IT 部門の回

答と比較したものが図表 2-7-6 ある。 

利用部門からみた課題のトップは「開発局面に

おける組織間調整の難しさ」で、上位３項目は、

IT 部門の回答と一致しているが、利用部門では

「全社的な統括が不十分でコスト高」がやや高い

比率となっている。 

①：計画段階における意志決定プロセスが複雑で、IT 戦略の決断に時間を要する 

②：要件確定などの開発局面において、組織的な問題が調整を複雑にしており非効率である 

③：システム運用上のトラブルに関する役割や責任分担があいまいである 

④：開発のパワー不足が原因で、経営戦略実現のネックになることがある 

⑤：権限が過度に集中または分散しているため、ＩＴサービスのレベルが低い 

⑥：ＩＴに関する全社的な統括が不十分なため、コスト高や非効率な運用に繋がっている 

⑦ＩＴの管理が厳しく、柔軟な業務運営の阻害要因となっている 

図表 2-7-5 IT 部門形態別の組織課題 1 位：2 点、2 位：1 点で加点した割合)

① 15.4%

① 13.8%

② 26.3%

② 23.9%

③
9.6%

③
11.0%

④ 23.7%

④ 21.5%
⑤

6.1%

⑥ 18.4%

⑥ 22.4%

⑤
5.1%

⑦
1.6%

⑦
1.4%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

ＩＴ部門(n=920)

利用部門(n=678)

① 10.2%

① 15.3%

① 15.9%

② 20.3%

② 23.9%

② 27.4%

③
11.3%

③
10.6%

③
9.2%

④ 12.4%

④ 17.6%

④ 26.4%

⑤
13.0%

⑤
6.8%

⑤
3.9%

⑥ 31.6%

⑥ 24.6%

⑥ 15.4%
⑦

1.7%

⑦
1.1%

⑦
1.1%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

分散型(n=59)

連邦型(n=189)

集権型(n=672)

図表 2-7-6 組織課題に対する利用部門の認識(1 位：2 点、2 位：1 点で加点した割合) 
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2．7．3 組織課題改善のための施策 

前節のような課題認識のもと、改善のための施

策を 8 項目の中から選択してもらった結果が、図

表 2-7-7 である。 

「経営戦略と IT 戦略の一体化」、「経営トップの

IT への理解と参加」との回答が多く、「要員、IT
部門の強化」「人材育成」と続いている。特に上

位 2 項目を合わせると全体の約 6 割の企業が１位

と回答しており、経営との関係をより密接にする

ことが課題解決に重要との認識が窺える。 

さらに、これを組織形態別に見たものが、図表

2-7-8 である。前節の課題認識では、連邦型、分

散型において、「IT に関する統括が不十分」との

回答が最上位であったが、施策の設問では、「統

括の強化」「IT 機能の再編」より「経営戦略と IT
戦略の一本化」「トップの理解と参加」が上位と

なっており、組織形態に関わらず、経営との関係

強化が、IT 課題の改善に最も重要であると考えら

れている。 

(n=947)

31.3%

27.1%

16.9%

9.7%

3.7%

4.1%

5.2%

1.6%

9.9%

14.3%

19.6%

20.3%

8.3%

10.8%

12.0%

4.4%

0.4%
0.4%

0% 10% 20% 30% 40% 50%

1．経営戦略とIT戦略の一体化

2．経営トップのITへの理解と参加

3．要員の増強などIT部門の強化

4．優秀な人材の育成

5．IT部門における自社ビジネスの知識と理解

6．利用部門への責任と権限委譲

7．IT部門の統括の強化

8．分散したIT機能の再編

9．その他

1位 2位

図表 2-7-7 組織課題改善のための施策 

① 22.0%

① 27.3%

① 23.6%

② 17.6%

② 20.7%

② 23.8%
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③ 15.4%

③ 19.1%

④ 12.6%

④ 10.6%

④ 14.0%
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⑤
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⑥
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⑥
6.4%

⑦ 15.4%

⑦ 10.5%

⑧
7.7%

⑤
5.0%

⑥
5.7%

⑦
5.9%

⑧
4.4%

⑧
1.5%⑨

0.3%

⑨
0.4%

⑨
1.6%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

分散型(n=61)

連邦型(n=189)

集権型(n=694)

①経営戦略と IT 戦略の一体化 ⑥利用部門への責任と権限委譲 
②経営トップの IT への理解と参加 ⑦IT 部門の統括の強化 
③要員の増強など IT 部門の強化 ⑧分散した IT 機能の再編 
④優秀な人材の育成 ⑨その他 
⑤IT 部門における自社ビジネスの知識と

解
 

図表 2-7-8 組織形態別の施策(1 位：2 点、2 位：1 点で加点した割合)
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2．7．4 IT 関連業務に関する権限と役割分担 

IT 関連の業務を主体的に担っている部門はど

こなのかを各業務別に調査した（図表 2-7-9）。 

これを見ると情報子会社やアウトソーサーの比

率が比較的高いのは、設備やネットワークの運用

や監視、ヘルプデスクで、これらの分野では 20%
強の企業が外部を活用している。また、インフラ

やアプリケーションの企画、開発順序の決定など

プロジェクトの上位機能についても、数は少ない

ものの 5～6%程度の企業で情報子会社やアウト

ソーサーが主体的に担当している。 

一方、今後の方向性では、設備やネットワーク

の運用・監視、IT 教育、ヘルプデスクなどで情報

子会社やアウトソーサーの活用拡大の意向が見

られるが、構成比の増加は 5～8 ポイント程度に

とどまっている。また、インフラやアプリケーシ

ョンの企画、開発順序決定については、現状とほ

とんど変化が無く、外部への権限委譲の拡大傾向

は当調査からは見られない（図表 2-7-10）。 

 

 

 

 

 

外部活用の比率が高い項目について、企業規模

別見たものが、図表 2-7-11～2-7-14 である。 

この結果を見ると、1000 人以上の大規模な企業

では、設備やネットワークの運用・監視、ヘルプ

デスクといった分野については約４割が外部を

活用している。 

また、ネットワークの運用・監視については、

どの規模の企業でも比較的アウトソーサーの活

用比率が高く、専門性の高い業務分野であること

が窺える。 

 

図表2-7-9 IT関連業務の役割分担（現状） 
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①IT予算の権限(n=949)

②IT関連の人事権(n=943)

③IT戦略の立案(n=952)

④システムインフラの企画(n=952)
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⑧サーバ系日常運用(n=955)

⑨ホームページ企画(n=952)

⑩ネットワーク敷設(n=955)

⑪ネットワーク運用／監視(n=954)

⑫利用部門へのIT教育実施(n=950)

⑬ヘルプデスク(n=944)

⑭ITリスク管理(n=938)

利用部門 ＩＴ部門 情報子会社 アウトソーサー その他
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①IT予算の権限(n=915)

②IT関連の人事権(n=909)

③IT戦略の立案(n=918)

④システムインフラの企画(n=919)

⑤アプリケーションの企画(n=917)

⑥開発順序の決定(n=916)

⑦ホスト系日常運用(n=847)

⑧サーバ系日常運用(n=918)

⑨ホームページ企画(n=917)

⑩ネットワーク敷設(n=919)

⑪ネットワーク運用／監視(n=919)

⑫利用部門へのIT教育実施(n=913)

⑬ヘルプデスク(n=909)

⑭ITリスク管理(n=910)

利用部門 ＩＴ部門 情報子会社 アウトソーサー その他
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15.0%
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19.4%
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0% 20% 40% 60% 80% 100%

100人未満(n=67)

100～999人(n=527)

1000人以上(n=286)

利用部門 ＩＴ部門 情報子会社 アウトソーサー その他
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11.5%

6.9%

63.9%

77.4%

52.8%

5.2%

26.2%

9.7%

3.7%

13.4%

9.7%
4.2%

2.3%

0.7%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

100人未満(n=72)

100～999人(n=574)

1000人以上(n=305)

利用部門 ＩＴ部門 情報子会社 アウトソーサー その他

図表 2-7-10 IT 関連業務の役割分担（今後の方向性）

図表 2-7-11 企業規模別ホスト系運用の担当 

図表 2-7-12 企業規模別サーバ系運用の担当
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図表 2-7-13 企業規模別ネットワーク運用・監視の担当

図表 2-7-14 企業規模別ヘルプデスク業務の担当
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2．7．5 IT 要員数の変化 

IT 業務に従事している要員数の増減をこれま

での経年的の変化を中で比較した。 

まず、IT 部門の要員の経年推移を図表 2-7-15
で示した。01 年度以降、一貫して減少と回答した

企業が、増加企業を上回っている。 

これを、情報子会社の有無で分けてみると図表

2-7-16 の通り、情報子会社を保有している企業で

は、要員が減少した企業の割合は、情報子会社を

持たない企業より高く、30%以上の企業で要員を

減少させている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

一方、図表 2-7-17 の通り、情報子会社の要員数

は調査開始以来、ほぼ一貫して増加企業数が減少

企業数を上回っており、特に今回は最も増加企業

の比率が高くなっている。 

また、利用部門における IT 要員は、増加企業が

減少企業数をわずかに上回っているが、93%の企

業が変化なしとなっている（図表 2-7-18）。 
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63.0%

55.6%

6.7%

10.5%

16.5%

21.0%

4.3%

3.3%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

情報子会社なし（n=727）

情報子会社あり（n=162）

10%以上増加 10%未満増加 不変 10%未満減少 10%以上減少

図表 2-7-15 IT 部門要員数の変化 
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10%以上増加 10%未満増加 不変 10%未満減少 10%以上減少

図表 2-7-16 情報子会社の有無別 IT 部門要員数の変化 
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18.0%

12.0%

5.0%

80.0%
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81.0%
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増加 不変 減少

図表 2-7-17 情報子会社要員数変化 

図表 2-7-18 利用部門要員数の変化 
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2．7．6 情報子会社の課題と今後の方向性 

（1） 情報子会社を持つ企業は、全体の 2 割弱 

情報子会社があるかどうかを、ソフトウエア開

発を担当する会社と、システム運用を担当する会

社に分けて調査した結果、図表 2-7-19、2-7-20 の

結果となった。 

全体としては、2 割弱の企業が情報子会社を保

有しており、そのほとんどが経営権を有している。 

企業規模別に見ると、当然ながら規模に応じて

情報子会社をもっていると回答した割合が高く

なっている。500 人未満の企業では情報子会社を

持つ企業は１割以下であり、１万人以上の会社で

は母数は少ないものの約８割が情報子会社を保

有している。 

これを昨年と比較すると、開発担当子会社が 6
ポイント、運用担当子会社が 7 ポイント減少して

おり、昨年に続き減少傾向にある。 

（2） 情報子会社の役割分担 

情報子会社を持っている企業と持たない企業の

業務の役割分担を比較してみた（図表 2-7-21、
2-7-22）。 

情報子会社を保有している企業においては、ホ

スト、サーバの日常管理、ネットワーク運用・監

視、ヘルプデスクについては、自社よりも情報子

会社が担当している企業の方が上回っている。一

方、情報子会社を持たない企業については、これ

らの業務も８割以上が自社で担当している。 

図表 2-7-20 企業規模別運用担当情報子会社の有無 
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500～999人(n=198)
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100人未満(n=73)

全体(n=965)

ある（経営権を持つ） ある（経営権は他社） なし
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43.6%
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10.3%

20.7%

46.2%
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84.3%

94.6%
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2.8%
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4.1%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

1万人以上(n=29)

5000～9999人(n=39)

1000～4999人(n=238)

500～999人(n=197)

100～499人(n=387)

100人未満(n=72)

全体(n=962)

ある（経営権を持つ） ある（経営権は他社） なし

図表 2-7-19 企業規模別開発担当情報子会社の有無 
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ネットワークの敷設、運用／監視は、情報子会

社を持っている企業においても、アウトソーサー

の活用比率が比較的高い。 

また、アプリケーションの企画、開発順序の決

定については 2割弱の企業で情報子会社が主体的

に担当している。 
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利用部門 ＩＴ部門 情報子会社 アウトソーサー その他

図表 2-7-21 情報子会社保有有無別 IT 業務の役割分担（情報子会社有り） 

図表 2-7-22 情報子会社保有有無別 IT 業務の役割分担（情報子会社なし） 
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0% 20% 40% 60% 80% 100%

①IT予算の権限（n=766）

②IT関連の人事権（n=761）

③IT戦略の立案（n=766）

④システムインフラの企画（n=767）

⑤アプリケーションの企画（n=767）

⑥開発順序の決定（n=767）

⑦ホスト系日常運用（n=708）

⑧サーバ系日常運用（n=770）

⑨ホームページ企画（n=767）

⑩ネットワーク敷設（n=768）

⑪ネットワーク運用／監視（n=768）

⑫利用部門へのIT教育実施（n=765）

⑬ヘルプデスク（n=759）

⑭ITリスク管理（n=757）

利用部門 ＩＴ部門 アウトソーサー その他
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（3） 情報子会社の課題と課題解消のための施策 

情報子会社を保有している企業に対し、情報子

会社の課題について調査を実施した結果が、図表

2-7-23 である。 

情報子会社は、その成り立ちが様々で設立目的

も異なっており、それによって親会社の期待像も

異なるため、課題と考える項目も比較的ばらつい

ている。しかしその中でも、「親会社依存が高く、

主体性が発揮できない」という回答が、全体の約

1/3 を占めている。 

特に従業員数 1000 人以上の比較的規模の大き

い企業では「新技術習得が遅い」がこれに続いて

おり、IT スキルを武器に主体的に活動する情報子

会社像が期待されていることが窺える。 

一方、これらの課題に対する施策について聞い

た結果は、図表 2-7-24 の通りであった。これによ

ると 41%の企業が最も重要な施策として「子会社

に対する生産性・収益性評価の厳格化」を上げて

おり、次いで「SLA 等子会社責任の明確化」とな

っており、ガバナンスの強化に繋がる項目が上位

を占め、「研修制度充実によるスキルアップ」が

これに続いている。 

 

①研修制度の充実によるスキルアップ ⑤SLA 等グループ会社の責任明確化 
②親会社社員の大量出向による業務ノウハウの移転 ⑥外部コンサルタントの導入 
③情報子会社に対する生産性・収益性評価の厳正化 ⑦情報子会社要員のアウトソース会社への移管
④経営評価会議等、経営レベルの報告会の実施 ⑧その他 

① 14.3%

① 22.2%

① 17.1%

②
9.8%

②
4.8%

②
8.0%

③, 38.4%

③, 46.0%

③, 41.1%

④
4.5%

⑤ 19.6%

⑤ 17.5%

⑤ 18.9%

⑦
4.8%

⑧
8.9%

④
1.6%

④
3.4%

⑥
1.1%

⑥
1.6%

⑥
0.9%

⑦
4.0%

⑦
3.6%

⑧
6.3%

⑧
1.6%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

1000人以上(n=112)

1000人未満(n=63)

全体(n=175)

図表 2-7-23 企業規模別情報子会社の課題 

図表 2-7-24 企業規模別情報子会社の課題解消への施策

① 15.5%

① 7.5%

① 12.6%

② 34.5%

② 28.4%

② 32.2%

④ 8.6%

④ 13.4%

④ 10.4%

⑤ 9.5%

⑤ 13.4%

⑤ 10.9%

⑥
9.5%

⑥
7.5%

⑥
8.7%

⑦ 11.2%

⑦ 13.4%

⑦ 12.0%

⑨
5.2%

⑨
11.9%

⑨
7.7%

③
5.2%

③
4.9%

③
4.5%

⑧
0.5%

⑧
0.0%

⑧
0.9%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

1000人以上(n=116)

1000人未満(n=67)

全体(n=183)

①新しい技術の習得が遅い ⑥サービスや製品の品質が悪い 

②親会社に依存しており主体性が発揮できない ⑦コストが高い 

③業務を理解していない ⑧その他 

④外部からの収入が増えない ⑨問題はない 
⑤親会社の期待に応えていない  
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（4） 情報子会社との SLA 

情報子会社との間で、SLA（サービスレベルア

グリーメント）を導入しているかどうかについて

調査した結果を示したものが、図表 2-7-25 である。 

約 20%の企業が SLA の基準を持っているが、

結果責任まで問われる契約をしている企業は

3.9%に過ぎない。この割合は、昨年からほとんど

変化が見られず、情報子会社との SLA の導入は、

あまり進んでいないと言える。また、図表 2-9-11
（「2.9 運用におけるアウトソーシング」参照）の

通り、SLA 適用比率はハードベンダー等他の委託

先に比べ、情報子会社はかなり低い。 

しかし、「将来導入を検討している」とした割合

は、昨年の 32.7%から 54.4%と大きく増加してお

り、前述の子会社との課題解消の施策としても期

待されており、今後は導入が進むものと考えられ

る。 

（5） 情報子会社の今後の方向性 

親会社は、情報子会社の今後の方向性をどのよ

うに考えているのであろうか。 

調査の結果では、約半数の企業が現状維持とし

ており、これは規模に関わらずほぼ一致している。

また、前年調査でも全体で 56%となっており、大

きな変化は見られない（図表 2-7-26）。 

しかし、その他の項目については、回答数は少

ないものの、規模によって比較的明確な差異が見

られる。5000 人以上の比較的大規模な企業にお

いては、「子会社への業務移管を更に進める」と

している企業は 35.6%であり、「本社への業務吸

収」2.2%、「縮小しアウトソーシング」6.7%を大

きく上回っている。しかし、規模が小さくなるに

連れ、子会社業務の縮小傾向が高まり、1000 人

未満の企業では、「本社への業務吸収」10.8%、「縮

小しアウトソーシング」21.5%と子会社業務の縮

小傾向とする回答が 1/3 を占めており、「業務移管

する」13.8%を大きく上回っている。 

昨年と比較すると、「業務移管する」は全体で昨

年 22%に対し、20.7%とほとんど変化がないが、

「本社への業務吸収」と「縮小しアウトソーシン

グ」を合わせた比率は昨年の 17%から 21.8%に増

加している。 

この結果をどのように見るかは、対象企業数も

充分でないことから結論付けることは難しいが、

1000 人未満の企業では、図表 2-7-23 の通り「外

部からの収入が増えない」、「親会社の期待に答え

ていない」、「コストが高い」を課題にあげた企業

の割合が 1000 人以上の企業よりも上回っており、

こうした課題の解決のために子会社を縮小する

傾向が見られ、一方 1000 人以上の比較的規模の

大きな企業では、子会社の活用範囲をより拡大す

る方向性が見られる。 

いずれにしても、情報子会社の舵取りについて、

多くの企業が様々な方向性を模索していること

が窺える。 

24.1%

16.0%

54.3%

55.4%

54.7%

17.2%

40.0%

25.4%

3.9%

3.1%

4.3%

1.5%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

1000人以上(n=117)

1000人未満(n=65)

全体（n=182）

SLAの基準があり結果責任が問われる

SLAの基準があり努力目標としている

SLAを導入していないが将来的に検討している
SLAを導入する予定はない

図表 2-7-25 企業規模別情報子会社との SLA 導入状況 
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図表 2-7-26 企業規模別情報子会社の今後の方向性 

① 35.6%

① 17.4%

① 13.8%

① 20.7%

②
7.2%

②
10.8%

②
7.3%

③ 13.0%

③ 21.5%

③ 14.5%

④ 46.7%

④ 56.5%

④ 52.3%

④ 52.5%

⑤
8.9%

⑤
5.8%

⑤
5.0%

②
2.2% ③

6.7%

⑤
1.5%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

5000人以上(n=45)

1000～4999人(n=69)

1000人未満(n=65)

全体(179)

①ＩＴ部門本社機構からＩＴグループ会社へ業務を移管する 
②情報子会社から本社機構へ業務を吸収する 
③情報子会社を縮小しアウトソーシングする 
④現状維持 
⑤その他 
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2．8 システム開発における委託先との関係 

2．8．1 システムベンダーとの関係 

7 割強がシステム開発をベンダーに委託 

依頼先は１社にまとめる企業が増加 

まず、システム開発における、システムベンダ

ー（ハードウェアベンダー、システムインテグレ

ータ、システムコンサルタント等、情報子会社も

含む）への業務の委託状況を質問したところ、全

体では 7割強がシステムベンダーと何らかの関わ

りを持っていることがわかった（図表 2-8-1）。 

企業規模別に見ると、従業員数 1000 人以上の

大企業では「委託あり」が 85.1%と多いが、従業

員数 1000 人未満の企業では 03 年度より約 10 ポ

イント減少し、7 割を下回っている。システムベ

ンダーへの仕事の依頼は、特に中小企業では、開

発の有無により、年により増減があると考えられ

る。また、「1.1 IT に関する関心事・IT 投資の

目的」にて認められる、コスト削減への高い関心

をあわせて考えると、IT コスト削減のために外部

委託が削減されたと考えられる。 

次に、何社に委託をしているかを尋ねた。その

結果が図表 2-8-2 である。 

全体で「1 社」が 35.6％と 03 年度の 30.0％よ

り増加しており、１社にしぼって依頼する企業が

増える傾向にある。 

一方、従業員数 1000 人以上の大企業では、「10
社以上」という企業も 03 年度より増え、全体の 1
割弱を占めている。1 社にまとめて依頼する企業

と、開発内容に応じて専門性のあるベンダーを選

ぶ企業との二極化が進みつつある。 

72.7%

78.0%

61.1%

71.0%

67.6%

77.0%

85.1%

82.0%

23.0%

14.9%

32.4%

29.0%

38.9%

22.0%

27.3%

18.0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

04年度(n=971)

03年度(n=858)

04年度(n=72)

03年度(n=62)

04年度(n=578)

03年度(n=526)

04年度(n=308)

03年度(n=274)

全
体

1
0
0
人

未
満

1
0
0
～

9
9
9
人

1
0
0
0
人

以
上

委託している 委託していない

35.6%

30.0%

47.6%

37.5%

40.8%

35.8%

25.2%

15.3%

30.0%

35.8%

19.0%

25.0%

26.7%

29.1%

37.0%

52.5%

8.0%

12.0%16.9%

26.2%

27.3%

31.0%

37.5%

29.6%

20.2%

31.6%

4.1%

5.0%

1.9%

2.1%

2.4%

1.3%

1.1%

3.3%

9.7%

4.1%

1.8%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

04年度(n=657)

03年度(n=600)

04年度(n=42)

03年度(n=40)

04年度(n=375)

03年度(n=374)

04年度(n=238)

03年度(n=183)

全
体

1
0
0
人

未
満

1
0
0
～

9
9
9
人

1
0
0
0
人

以
上

1社 2社 3～5社 6～10社 10社以上

図表 2-8-2 システム開発における委託先数

図表 2-8-1 システム開発におけるベンダーへの仕事の委託
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2．8．2 システムベンダーへの満足度 

満足している企業は 28.0%と厳しい評価 

システムベンダーへの満足度を問う質問では、

「非常に満足」「満足」であわせて 28.0%、「不満」

「非常に不満」で 23.2%という結果となった（図

表 2-8-3）。 

本年度調査票の見直しを行い、03 年度とは選択

肢を変更したため、単純比較はできないが、満足

層が微増し、「非常に不満」が減少したことは喜

ばしいことである。 

しかし、依然、発注者の評価は厳しく、改善努

力が期待される。 

 

2．8．3 システムベンダーへの不満 

システムベンダーに対して「不満」「非常に不満」

と答えた 161 社に、不満な点を 2 点挙げてもらっ

た。不満の１位として挙げられた項目に 2 点、不

満の２位に１点として各不満点の回答を合計し

たものが図表 2-8-4 である。不満点のカッコ内の

数字は 03 年度について同様の計算をして多かっ

たものの順位を示している。 

昨年と大きな順位差はないが、「こちらの指示へ

の対応以上の仕事をしていない点」が昨年の 5 位

から 2 位に順位を上げ、「価格が高い点」が昨年

の 3 位から 5 位に順位を落としている。 

 

(n=161)

132

60

60

56

52

49

29

28

12

5

0 20 40 60 80 100 120 140

企画提案力不足(1)

見積もり金額の妥当性が不明(2)

こちらの指示への対応以上の
仕事をしていない点(5)

推進力が不十分で納期が守られない点(4)

価格が高い点(3)

「対応できる」と約束したことが
発注後結果的にできていない点(6)

ハードとソフトの不整合からの不具合と
その責任の所在が不明である点(7)

新技術に対する知識が不足している点(8)

セールスと実務担当者の意思が違う点(9)

その他(10)

図表 2-8-3 システムベンダーへの満足度 

図表 2-8-4 開発ベンダーへの不満点 

25.4%

48.8% 20.9%

1.1%

26.9%

一部不満
69.1%

2.3%

全く不満
5.6%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

03年度(n=666)

04年度(n=703）

非常に満足 満足 普通 不満 非常に不満

04 年度の選択肢：「非常に満足」「満足」「普通」「不満」「非常に不満」 

03 年度の選択肢：「満足」「一部不満」「全く不満」 

図表 2-8-3 開発ベンダーへの満足度 

※各不満点のポイントは、1 位：2 点、
2 位 1 点を与え合計した数字 

※（  ）内の数字は 03 年度の順位 
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（1） 最大の不満は「企画提案力不足」 

03 年度に引き続き「企画提案力不足」を不満と

する企業が圧倒的に多く、回答企業の 2/3 が、こ

れを第 1 の不満として挙げている。類似する「こ

ちらの指示への対応以上の仕事をしていない」も

昨年 5 位から順位を上げて 2 番目の不満に挙げら

れており、システムベンダーに対する企画や提案

への期待と満たされない苛立ちの高さがうかが

える。 

では、どのような提案を求めているのか。シス

テムベンダーに提案力を求める発注者の声をイ

ンタビューからいくつか紹介する。 

「以前に実現できなかったことが、技術の発展な

どで『今ならできる』と提案してくれれば、そ

れはうれしい提案」 
「IT に特化したテクノロジーの方向性や適用範

囲を示してほしい。」 
「ユーザーサイドの見方からの提案」 
「昔は利用部門がビジネスフローを書いて IT 化

していたが、最近は IT によりビジネスフロー

がブラックボックス化されているためもあり、

IT によるビジネスモデル改革が期待されてい

る。ビジネスに関わることは IT 部門自身がや

らないといけないとは分かっているが、考える

きっかけがほしい。例えば、他の業界での IT
の活用事例やベストプラクティスを示しても

らうとありがたい」 

IT による企画・提案力は、IT 部門自身が経営

者やユーザー部門に求められている課題でもあ

り、その手助けをシステムベンダーに求めている

ようだが、ベンダーから満足のいく企画提案を得

るためには、IT 部門自身が自社のビジネス課題や

目標をきちんと把握し、何がほしいのかをベンダ

ーにきちんと伝える必要がある。 

IT 部門の機能を集約し、開発・運用業務を情報

子会社やシステムベンダーにアウトソースする

企業が増える中、IT 部門の存在意義は何かを問わ

れた際、IT とビジネスを結びつけた企画提案は重

要な要素となるだろう。テクノロジーの方向性や

他業界のベストプラクティスなどを把握するた

めにベンダーの力を借りるのもよいが、IT を使っ

て会社を変える力にできるのは IT 部門自身であ

る。 

 

（2） 価格は「見積りの妥当性」が重要に 

一方、「価格が高い点」を不満要因としてあげる

企業は減少している。02 年度までは、これが不満

要素として最も多く挙げられていたが、徐々に順

位を落としている。「見積り金額の妥当性が不明」

との不満が引き続き上位を占めていることを考

慮すると、価格については単に高いということよ

りも見積り根拠の妥当性に関心が移っている。 

これは、委託先を 1 社にまとめる企業が増えて

いることと関連していると考えられる。また、数

社比較においても、単にコストが安いベンダーに

依頼して失敗したプロジェクトが出ており、そう

いった過去の痛い経験からの教訓もあると考え

られる。インタビューでも「数社比較で、費用・

期間で決めてしまったところ、失敗した。はじめ

てつきあったベンダーだった。RFP の出し方も悪

かったのだろうが、業務が分からないままの提案

であり、先方から見れば『こんなに業務が複雑だ

と思わなかった』ということだった」という失敗

談がきかれた。 

一方で、予算決定時に「ベンダーからの見積を

元に決定する」という企業が多いことは気になる

要素である（「2．14 プロジェクトマネジメント」

参照）。プロジェクトを成功に導くためには、ベ

ンダーに見積りの妥当性を求めると同時に、IT 部

門自身も自社の見積り基準を持つ必要があるの

ではないだろうか。 
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2．8．4 発注者としての反省点 

システム仕様定義不足を挙げる企業が圧倒的多数 

発注者側から反省すべきところは何かについて

も上位 2 点を挙げてもらった。これについても反

省項目の 1 位として挙げられたものに 2 点、反省

項目の 2 位に 1 点として各反省点の回答を合計し

たものが、図表 2-8-5 である。 

本年度も「システム仕様の定義が不十分」「要求

仕様条件（RFP）を明確に提示しなかった」の 2
点が圧倒的に多く、昨年からの改善は見られなか

った。 

2．8．5 要求仕様書（RFP）における役割分担 

RFP を自社で作成する企業が 7 ポイント増加 

発注者としての「システム仕様が不十分のまま

発注」「委託先に要求仕様書を明確に提示しなか

った」という反省は、要求仕様書（RFP）作成の、

ユーザー企業の姿勢の変化につながっている（図

表 2-8-6）。 

 

要求仕様書に対する役割分担を問う質問に対し

て、「要求仕様書はほとんどユーザー企業が作成」

とする企業が 03 年度より 7 ポイント増えた。03
年度最も回答者の多かった「ラフな要求仕様書は

ユーザー企業が作成、あとはベンダーに委託」と

いう選択肢を 04 年度では除いたため単純比較は

できないが、ユーザー企業の IT 部門に行ったイ

ンタビューでも「要求仕様書を作成できる能力を

育てていく」という声があがっており、発注者と

しての改善努力は始まっている。 

企業規模別にみると、従業員数 1000 人以上の

大企業で、要求仕様書の作成に主体的に取り組ん

でいる（図表 2-8-7）。 

 

(n=651)

606

392

209

205

173

116

91

88

29

0 100 200 300 400 500 600 700

システム仕様の定義が不十分のまま発注した(1)

要求仕様条件（ＲＦＰ）を明確に提示しなかった(2)

発注先の体制、能力をよくチェックせずに発注した(5)

委託先の進捗管理を十分に行わなかった(3)

委託先をコンペさせなかった(4)

利用部門に任せきりでＩＴ部門の適切な介在がなかった(7)

委託先とコミュニケーションできる人材を用意しなかった(6)

金額を値切りすぎた(8)

その他(9)

図表 2-8-5 発注者としての反省点 

23.4%

16.4%

52.3%

33.1% 41.3%

24.3%

9.2%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

04年度(n=683)

03年度(n=653)

要求仕様書はほとんど自社で作成している

ベースは自社で作成し、細部は委託先が作成している

ラフな要求仕様書はユーザ企業が作成、あとはベンダに委託　※03年度のみ

すべて委託先が担当している

図表 2-8-6 要求仕様書（RFP）における役割分担 

※各反省点のポイントは、1 位：2 点、
2 位 1 点を与え合計した数字 

※（  ）内の数字は 03 年度の順位 
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2．8．6 委託先と円滑な協力関係を築くために 

仕事の進め方の標準化、対等な立場での相互の

役割分担が鍵 

委託先と円滑な協力関係を築くために重要な点

2 つを選択してもらい、1 位を 2 点、2 位を 1 点

として加重加点したものが、図表 2-8-8 である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

「仕事の進め方の標準化」がトップで、「対等な

立場での相互の役割分担」が続く。価格、成功報

酬制の導入といった契約に関するものより、開発

の実行フェーズでの協力関係が重視されている。 

 

16.3%

20.9%

28.3%

46.5%

50.4%

55.9%

37.2%

28.7%

15.7%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

100人未満(n=43)

100～999人(n=383)

1000人以上(n=254)

要求仕様書はほとんど自社で作成している

ベースは自社で作成し、細部は委託先が作成している

すべて委託先が担当している

905

616

280

104

119

21

0 200 400 600 800 1000

仕事の進め方の標準化（共通のタスク定義）

対等な立場での相互の役割分担

ユーザー・ベンダー共通の価格基準

第三者（コンサルタント、コーディネータ）
の介入と支援

成功報酬制の契約の導入

その他

図表 2-8-7 企業規模別要求仕様書（RFP）における役割分担 

図表 2-8-8 委託先と円滑な協力関係を築くために重要と考える点 

※ポイントは、1 位：2 点、2 位 1 点を
与え合計した数字 
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2．8．7 委託先選択時における資格等の考慮 

情報処理技術者、ISMS、プライバシーマークは 

４割以上が考慮 

04 年度の新たな項目として、システム開発の委

託先を選択する際に、資格等をどの程度考慮する

か調査した（図表 2-8-9）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

「情報処理技術者の人数」、「ISMS（情報セキュ

リティマネージメントシステム）」、「プライバシ

ーマーク」は 4 割以上の企業で考慮されている。

CMM（ケイパビリティ・マチュリティ・モデル）

は、ソフトウェア開発能力向上のためのプロセス

改善を行う指標としてレベル３以上の評価を取

得するベンダーが増えているが、「制度について

よく分からない」が 25.4%と、ユーザー企業へは

まだ制度自体が浸透していないようだ。 

 

6.4%

7.8%

5.7%

38.7%

39.2%

33.9%

32.9%

28.9%

27.5%

11.9%

36.2%

32.3%

37.3%

40.7%

40.1%

44.5%

43.1%

16.0%

15.9%

15.7%

17.1%

16.5%

21.8%

18.0%

5.4%

9.7%

7.5%

1.5%

3.5%

4.8%

6.2%

25.4%

2.7%

1.6%

3.5%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

情報処理技術者の人数(n=943)

ISMS(n=937)

プライバシーマーク(n=939)

ＩＴコーディネータの人数(n=941)

SI認定・SI登録(n939)

ISO9000(n=941)

CMM(n=932)

十分考慮する ある程度考慮する あまり考慮しない 全く考慮しない 制度についてよくわからない

図表 2-8-9 委託先選択時の資格・公的認証等の考慮 
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2．9 運用における IT アウトソーシングの利用 

2．9．1 運用業務における 

IT アウトソーシングの利用状況 

47.0％の企業が IT アウトソーシングを利用、 

大企業では 75.4% 

まず、運用業務についてアウトソーシングを利

用しているかどうかを聞いた。委託先には情報子

会社を含んでいる（図表 2-9-1）。 

回答企業の中で、利用していると答えた企業は

全体の 47.0%で、約半数の企業がアウトソーシン

グを利用していることになる。企業規模別に見る

と、従業員数 1000 人以上の企業では 75.4％とい

う高い利用率が見られるが、従業員数 1000 人未

満では 3 割～4 割の利用にとどまっており、企業

規模による開きが見られる。 

03 年度は保守を含めたアウトソーシングにつ

いて聞いていたため経年比較ができないが、保守

のみアウトソーシングしている会社を除いた、運

用における IT アウトソーシング利用率は 32.4％
であった。アウトソーシングは増加傾向にあると

いえる。 

また、業種別にみると、「銀行･保険･証券・信販」

で 78.9%、「電気・ガス・水道」で 75.0%（母数

が少ないが 8 社中 6 社が利用）と利用率が高い（図

表 2-9-2）。 

47.0%

30.0%

34.1%

75.4%

53.0%

70.0%

65.9%

24.6%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(n=970)

100人未満(n=70)

100～999人(n=587)

1000人以上(n=309)

利用している 利用していない

30.5%

32.8%

34.6%

38.4%

40.9%

40.6%

41.0%

42.9%

45.7%

46.7%

47.5%

47.0%

50.0%

54.5%

61.5%

64.6%

64.9%

66.7%

75.0%

78.9%

69.5%

67.2%

65.4%

61.6%

59.1%

59.4%

59.0%

57.1%

54.3%

53.3%

52.5%

53.0%

50.0%

45.5%

38.5%

35.4%

35.1%

33.3%

25.0%

21.1%

100%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

その他(n=1)*

その他製造(n=82)

一般機械製造(n=61)

情報処理業(n=26)*

電気機械製造(n=86)

建築・土木・鉱業(n=94)

繊維関連・紙・木材(n=32)

サービス業(n=83)

石油・石炭・ゴム(n=7)*

輸送機器・関連部品(n=35)

鉄・非鉄金属・窯業(n=45)

商社・流通・卸売・小売(n=180)

全業種平均(n=977)

不動産・倉庫(n=20)*

運輸(n=33)

放送・新聞・出版・印刷・映画(n=13)*

化学・薬品(n=65)

農林・水産・食品(n=37)

通信・通信サービス(n=12)*

電気・ガス・水道(n=8)*

銀行・保険・証券・信販(n=57)

利用している

利用していない

図表 2-9-1 企業規模別運用における IT アウトソーシング利用（情報子会社委託含む） 

図表 2-9-2 業種別運用における IT アウトソーシング利用 

（*：母数が少ない業種については参考まで） 
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2．9．2 アウトソーシングの目的と効果 

「運用費の削減」「運用品質の向上」「人材不足解

消」が３大理由 

運用業務のアウトソーシングを利用している企

業に、その目的と効果を上位から２つ選んでもら

った（図表 2-9-3）。 

回答者の３割が「運用費の削減」を目的・効果

の１位に選択、続いて２割弱が「運用品質の向上」

「人材不足の解消」を挙げている。 

企業規模別の違いを見るために、目的・効果の

１位・2 位を加重加点し（１位：２点、２位：1
点）、従業員数規模別に目的・効果の構成比を示

したものが図表 2-9-4 である。 

 

従業員数 1000 人以上の企業では、規模のメリ

ットを発揮しやすいこともあり、「運用費の削減」

を目的に挙げる企業の比率が高い。一方、従業員

数 100-1000 人の企業では、「人材不足の解消」が

最大の目的・効果として挙げられている。従業員

数 100 人未満の企業は母数が 21 社と少ないため

単純比較はできないが、「新技術の導入」「業務ノ

ウハウの導入」といった積極的な理由も挙げられ

ていることが特徴的である。 

29.7%

17.5%

17.3%

13.3%

9.8%

6.2%

4.4%

15.8%

22.6%

21.4%

10.8%

14.9%

5.0%

6.1%

0.2%

1.6%
2.0%

1.4%

0% 10% 20% 30% 40% 50%

運用費の削減

運用品質の向上

人材不足の解消

人件費削減

運用時間帯束縛からの解放

新技術の導入

業務ノウハウの導入

スペースの解消

その他
1位 2位

図表 2-9-3 アウトソーシングの目的と効果 

図表 2-9-4 企業規模別アウトソーシングの目的 
1 位・2 位と挙げた企業数を加重加点（1 位：2 点、2 位：1 点）し全体構成比を求めた 

① 14.3%

① 21.2%

① 29.8%

② 17.5%

② 17.8%

② 20.4%

③ 17.5%

③ 22.1%

③ 15.8%

④ 15.9%

④ 12.3%

④ 12.3%

⑤ 11.6%

⑤ 12.0%

⑥ 15.9% ⑦ 14.3%
⑤

4.8%

⑥
5.0%

⑥
5.7%

⑦
5.9%

⑦
3.1%

⑧
0.3%

⑧
1.0%

⑨
1.3%

⑨
2.4%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

100人未満(n=21)

100～999人(n=198)

1000人以上(n=227)

①運用費の削減 ④人件費の削減 ⑦業務ノウハウの導入 
②運用品質の向上 ⑤運用時間帯束縛からの解放 ⑧スペースの解消 
③人材不足の解消 ⑥新技術の導入 ⑨その他 
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2．9．3 運用における IT アウトソーシングの内容 

（1） アウトソーシング委託先 

情報子会社、SI ベンダーがそれぞれ３割 

主なアウトソーシングの委託先を１社だけ訊ね

たところ、全体では、「SI ベンダー」と「情報子

会社」がそれぞれ３割ずつ、「ハードウェアベン

ダー」と「ソフトウェアベンダー」がそれぞれ 2
割弱という結果になった（図表 2-9-5）。 

従業員数の多い企業ほど「情報子会社」の割合

が高く、規模が小さくなるほど「ソフトベンダー」

「SI ベンダー」の占める割合が高いが、これは企

業規模により情報子会社所有状況が異なること

による影響が大きい。 

主な委託先を、システム運用の情報子会社保有

状況別に、図表 2-9-6 に示した。情報子会社を持

たない企業では、SI ベンダーが 4 割強、ハードベ

ンダー・ソフトベンダーがそれぞれ 2 割強とアウ

トソーシングの主な担い手になっている。 

 

 

 

（2） アウトソーシング委託内容 

5 割以上が「ホスト運用」「サーバ運用」「ネットワ

ーク運用」を委託 

上記１社に対する委託内容を複数選択で答えて

もらったのが、図表 2-9-7 である。アウトソーシ

ングをしている企業の 5 割以上が「ホスト運用」

「サーバ運用」「ネットワーク運用」を利用して

いる。 

セキュリティ、個人情報保護の高まりを反映し

てか、３割以上の企業が「クライアント機器管理」

を委託している。2003 年 8 月に発生し大きな被

害を与えた MS Blaster をはじめとするセキュリ

ティホールを攻撃するワームは、一台の PC 感染

が全社ネットワークに広がることから、日常のク

ライアント機器管理の重要性を認識させた。これ

に対する対策を外部にアウトソーシングする企

業も出てきていることが窺える。 

 

 

5.6%

24.4% 22.0% 43.2%

79.6%

10.5%

4.3% 6.8%

2.5%

1.2%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

情報子会社有り
(n=162)

情報子会社無し
(n=287)

ハードベンダー ソフトベンダー ＳＩベンダー 情報子会社 自社とベンダーとの合併子会社 その他

17.4%

9.5%

16.7%

18.5%

15.6%

38.1%

17.2%

12.4%

30.0%

47.6%

36.4%

23.2%

28.9%

20.2%

38.6%

7.0%

9.1%

5.6%

4.8%

1.1%

0.5%

1.7%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(n=454)

100人未満(n=21)

100～999人(n=198)

1000人以上(n=233)

ハードベンダー ソフトベンダー ＳＩベンダー 情報子会社 自社とベンダーとの合併子会社 その他

図表 2-9-5 運用におけるアウトソーシングの委託先 

図表 2-9-6 情報子会社の有無別運用におけるアウトソーシングの委託先 
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4.0%

4.0%

7.7%

8.2%

10.2%

4.0%

5.5%

6.8%

8.4%

6.6%

10.4%

15.7%

17.4%

15.0%

6.4%

10.8%

18.1%

20.1%

21.4%

24.7%

23.8%

2.4%

4.6%

4.0%

4.4%

2.2%

0.9%

2.2%

3.1%

1.8%

0.9%

0.9%

1.1%

0.9%

1.1%

1.5%

1.5%

1.8%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

その他(n=15)

ハードの借用(n=63)

ＩＴ利用教育(n=72)

クライアント機器管理(n=152)

ヘルプデスク(n=190)

ネットワーク運用(n=254)

サーバ運用(n=282)

ホスト運用(n=285)

ハードベンダー ソフトベンダー SIベンダー 情報子会社 自社とベンダーとの合弁子会社 その他

図表 2-9-7 運用におけるアウトソーシングの委託内容 
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（3） 契約期間 

2 年以内の契約が 5 割、短期契約が多い 

契約期間を企業規模別、主な委託先別に見たも

のが、それぞれ図表 2-9-8、図表 2-9-9 である。 

全体として、2 年以内が 5 割、3～5 年が 3 割弱

で、6～10 年は 5％、11 年以上が 15％となってい

る。5～10 年で契約するのが一般的な欧米に比べ

ると、日本は短期契約が多いように見えるが、「2
年以内」と回答した企業はほとんどが自動更新で

あるため、実際には委託先の変更はあまり行われ

ていないのではないだろうか。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

企業規模別、委託先別にみると、従業員数 1000
人以上の企業、情報子会社への委託では、11 年以

上の長期契約が 2 割を占める。アウトソーシング

経験年数や委託先との関係強化を背景に、運用コ

スト削減や運用品質向上を目的に長期契約への

移行がされていると考えられる。また、１社に委

託する内容も、契約期間が 10 年以下では平均 2.7
項目に対して、11年以上では平均3.8項目と多く、

１社にまとめて「多くの内容」を「長期契約」す

る傾向が読み取れる。 

34.3%

57.1%

54.0%

61.1%

42.9%

27.0%

27.8%

15.9%

7.1%

7.9%

6.3%

15.7%

7.9%

11.9%

22.1%
0.9%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

ハードベンダー(n=70)

ソフトベンダー(n=63)

ＳＩベンダー(n=126)

情報子会社(n=113)

0～2年 3～5年 6～10年 11年以上

53.3%

36.8%

56.2%

52.2%

26.3%

47.4%

28.7%

22.5%

4.9%

5.3%

5.6%

4.3%

15.5%

10.5%

9.6%

21.1%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(n=407)

100人未満(n=19)

100～999人(n=178)

1000人以上(n=209)

0～2年 3～5年 6～10年 11年以上

図表 2-9-8 企業規模別運用におけるアウトソーシングの契約期間 

図表 2-9-9 委託先別運用におけるアウトソーシングの契約期間
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（4） SLA（サービスレベルアグリーメント）の採用 

4 割強が将来的に採用を検討 

SLA の採用については、「SLA の基準があり、

結果責任が問われる」「SLA の基準があり、努力

目標としている」をあわせて 24.6%とまだ適用は

少ない。しかしながら、「将来的に検討している」

が 42.3%と、SLA に対する意識の高まりが見られ

る。企業規模別では、大企業で導入が進んでいる

（図表 2-9-10）。 

 

 

 

 

 

 

 

また、主な委託先別に SLA 適用状況を見ると、

ハードベンダーでは、「SLA の基準があり、結果

責任が問われる」が 21.6%と、他の委託先より

SLA の導入が進んでいる。 

一方、情報子会社では、「SLA の基準はあり、

努力目標としている」企業が 20.2%と多く、結果

責任まで問う企業は少ないものの、「SLA を導入

していないが、将来的に検討している」が 52.7％
と非常に多く、情報子会社との関係をうまく運用

していくために SLA が有効な手段と考えられて

いる様子が窺える(図表 2-9-11)。  

 

21.6%

8.6%

12.6%

3.1%

16.2%

8.7%

20.2%

32.4%

37.1%

40.9%

29.7%

47.1%

37.8%

24.0%

7%

52.7%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

ハードベンダー(n=75)

ソフトベンダー(n=71)

ＳＩベンダー(n=128)

情報子会社(n=129)

SLAの基準があり、結果責任が問われる

SLAの基準があり、努力目標としている

SLAを導入していないが、将来的に検討している

SLAを導入する予定はない

10.1%

10.0%

7.3%

12.6%

14.5%

7.3%

22.1%

42.3%

40.0%

40.9%

33.1%

50.0%

44.6%

21.6%

0%

43.7%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体（n=439）

100人未満（n=21）

100～999人（n=193）

1000人以上（n=225）

SLAの基準があり、結果責任が問われる

SLAの基準があり、努力目標としている

SLAを導入していないが、将来的に検討している

SLAを導入する予定はない

図表 2-9-10 企業規模別 SLA 採用状況・ 

図表 2-9-11 委託先別 SLA 採用状況・ 
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2．9．4 委託先に対する満足度と今後の期待 

（1） 提案力に 4 割が不満、 

特に情報子会社に厳しい評価 

主な委託先への満足度を要素ごとにまとめたも

のが、図表 2-9-12 である。 

満足度の高い順に「信頼性・安定性」「約束履行」

「動員力」の順となっている。一方、提案力につ

いては、「不満」「非常に不満」をあわせて 40.6％
と厳しい評価をしている。これは、前章の「シス

テム開発における委託先との関係」におけるシス

テムベンダーへの不満より多い。 

提案力については、運用にこそ IT のプロとして

の提案、例えば、システムダウンを少なくする、

サーバ統合などで運用コストを下げるといった

提案を期待していると考えられる。しかし、委託

先側の立場にしてみれば、自社の収入減少や厳し

い SLA につながること、2 年以内の短期契約が多

いことなどの事情から、積極的提案は難しいだろ

う。そういった中、有効な提案を求めていくには、

運用品質や可用性の向上、運用コスト削減など

個々の点について、契約時に長期的改善目標や改

善時のインセンティブを入れるなどの努力が必

要である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

さらに、各要素の満足度を主な委託先ごとにま

とめたものが図表 2-9-13 である。 

「信頼性・安定性」「約束履行」「技術力」とい

った要素で、ハードベンダー、SI ベンダーへの満

足度が高い。一方、情報子会社については、いず

れの要素でも満足度は低く、特に「提案力」では

「不満」「非常に不満」をあわせて 62.0%と非常

に厳しい評価をしている。 

情報子会社には改善努力が求められる。しかし、

満足度が低い要素は、期待の高さの裏返しとも言

える。情報子会社には、親会社の業務や事情をよ

く理解していることを活かして、アウトソーシン

グに期待される「運用コスト削減」「運用品質の

向上」といった点での一層の貢献を期待したい。 

 

図表 2-9-12 運用アウトソーシングの満足度

39.8%

33.6%

29.7%

28.9%

25.6%

14.9%

46.2%

49.3%

50.9%

49.6%

46.0%

44.1%

9.3%

11.8%

16.3%

18.9%

24.0%

33.9%

4.0%

4.4%

2.2%

1.3%

2.2%

0.4%

0.7%

0.9%

0.9%

1.3%

2.2%

6.7%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

信頼性・安定性（n=450）

約束履行（n=450）

動員力（n=448）

技術力（n=450）

価格（n=450）

提案力（n=449）

非常に満足 満足 普通 不満 非常に不満
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6.3%

4.3%

3.7%

6.3%

5.7%

3.7%

1.5%

2.5%

2.9%

0.7%

0.8%

2.5%

2.9%

0.7%

1.4%

1.3%

5.7%

2.2%

51.9%

34.3%

46.3%

23.8%

44.3%

24.3%

44.8%

19.2%

40.5%

31.4%

34.3%

19.5%

41.8%

24.3%

39.6%

12.3%

16.5%

15.7%

22.4%

30.4%

22.9%

30.6%

19.2%

34.2%

57.1%

41.0%

59.2%

43.0%

62.9%

41.8%

56.9%

46.8%

58.6%

49.3%

50.0%

45.6%

65.7%

42.5%

52.3%

46.8%

62.9%

44.8%

34.1%

39.2%

52.9%

42.5%

50.0%

6.3%

4.3%

7.5%

16.2%

6.3%

7.1%

8.2%

22.3%

10.1%

7.1%

13.4%

28.9%

8.9%

7.1%

15.7%

33.8%

29.1%

17.1%

26.9%

53.5%

27.8%

18.6%

20.1%

29.2%

7.6%

5.2%

8.5%

4.5%

0.7%

0.8%

3.9%

1.5%

1.3%

1.5%

0.8%

2.2%

1.3%

1.5%

1.5%

2.9%

1.3%

1.5%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

ハードベンダー(n=79)

ソフトベンダー(n=70)

ＳＩベンダー(n=134)

情報子会社(n=130)

ハードベンダー(n=79)

ソフトベンダー(n=70)

ＳＩベンダー(n=134)

情報子会社(n=130)

ハードベンダー(n=79)

ソフトベンダー(n=70)

ＳＩベンダー(n=134)

情報子会社(n=130)

ハードベンダー(n=79)

ソフトベンダー(n=70)

ＳＩベンダー(n=134)

情報子会社(n=130)

ハードベンダー(n=79)

ソフトベンダー(n=70)

ＳＩベンダー(n=134)

情報子会社(n=130)

ハードベンダー(n=79)

ソフトベンダー(n=70)

ＳＩベンダー(n=134)

情報子会社(n=130)

信
頼

性
・
安

定
性

約
束

履
行

動
員

力
技

術
力

提
案

力
価

格

非常に満足 満足 普通 不満 非常に不満

 

 

 

 

図表 2-9-13 委託先別運用アウトソーシングの満足度 
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その他
2.3%

価格
16.7%

実現のスピー
ド

2.3%
提案力

6.5%

系列・関連企
業のため

9.2%

技術力
23.9%

サポート力
20.5%

これまでの実
績

18.7%

（2）アウトソース先選定時に重視する点 

技術力、サポート力、実績、価格が主な選択基準 

委託先を選択する際に最も重視する点を挙げて

もらったところ、「技術力」「サポート力」「これ

までの実績」「価格」がそれぞれ 2 割前後を占め

ている（図表 2-9-14）。 

（3）今後の要望 

「信頼性・安定性の向上」 

「サービスレベルの維持向上」 

現在の利用者に、IT アウトソーシングを今後も

利用するためにアウトソース先にどのようなこ

とを要望するかを聞いた（図表 2-9-15）。 

委託先に関わらず、「信頼性・安定性の向上」「サ

ービスレベルの維持向上」と運用品質に関わる要

素が大半を占める。「競合他社比で廉価な価格で

のサービス提供」については 10%未満と要望度は

低い。 

「信頼性・安定性」については、満足度が最も

高かったにも関わらずここでも最重要項目とさ

れており、いかに重視されているかが分かる。

SLA を将来的に検討する企業が多いことからも

（2.9.3（4）参照）、SLA などの基準にてユーザ

ー、アウトソーサー相互に納得のいくレベルを確

認しつつパートナーシップを築いていくことが

重要であろう。 

 

① 34.8%

① 26.9%

① 29.6%

① 33.3%

① 43.8%

① 40.0%

② 29.1%

② 29.5%

② 28.2%

② 28.1%

② 30.8%

② 20.0%

③ 14%

③ 22%

③ 20%

③ 15%

④ 12.2%

④ 9.0%

④ 14.1%

④ 16.3%

④ 8.5%

④ 20.0%

⑤
9.3%

⑤
10.0%

③
7%

⑤, 20.0%

⑤ 12.8%

⑤
7.0%

⑤
7.4%

⑥
0.2%

⑥
1.4%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(n=419)

ハードベンダー(n=78)

ソフトベンダー(n=71)

ＳＩベンダー(n=135)

情報子会社(n=130)

自社とベンダーとの
合併子会社(n=5)

図表 2-9-14 委託先選定時に最も重視する点

図表 2-9-15 アウトソース先への今後の要望

①信頼性・安定性の向上 ④キーマンを途中で変更しない 
②サービスレベルの維持向上 ⑤競合他社比で廉価な価格でのサービス提供 

③例外・異常発生時の的確な対応 ⑥その他 
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2．9．5 IT アウトソーシングを実施しない理由 

自社のポリシー・事情のため 

最後に、IT アウトソーシングを利用していない

企業に、その理由を訊ねた（図表 2-9-16）。 

企業規模により理由は異なり、従業員数 1000
人以上の大企業では「IT は自社で管理したい」「社

内事情によりアウトソーシングが困難」がそれぞ

れ 3 割前後。規模が小さくなるにつれて「必要性

を感じない」の割合が増えている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

一方、「アウトソース先のパフォーマンスが不

安」との意見は１割程度と、アウトソーシングし

ない理由はアウトソース先ではなく自社のポリ

シー・事情にあることが分かる。 

ただし、「必要性を感じない」との意見には、シ

ステムが小規模で外部に委託するほどでもない

という理由のほかに、アウトソーシングのメリッ

トが明確に感じられていない可能性もある。 

 

31.9%

17.4%

32.4%

38.4%

30.9%

56.5%

30.5%

16.4%

23.9%

21.7%

24.1%

24.7%

8.8%

8.9%

4.3%

11.0%

4.5%

4.1%

9.6%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(n=489)

100人未満(n=46)

100～999人(n=370)

1000人以上(n=73)

1．ＩＴは自社で管理したい 2．必要性を感じない

3．社内事情によりアウトソーシングが困難 4．アウトソース先のパフォーマンスが不安

5．その他

図表 2-9-16 IT アウトソーシングをしない理由
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2．10 経営戦略と IT 推進組織 

経営戦略に対応する IT 戦略を推進するための

体制が、重要になってきている。ここでは、「IT
投資計画の決定者」「経営者の IT に対する意識」

「CIO」「IT 部門」それぞれについて、現状と課

題を調査し、「経営と IT 推進組織」について考え

てみたい。 

なお、この章の質問は、企業の IT 部門だけでな

く、経営企画部門を中心とした利用部門へも同じ

アンケートを実施している。 

2．10．1 IT 投資計画の決定者 

（1） IT 部門の全体で見た IT 投資計画決定者 

①IT 投資計画の決定者は“社長” 

まず、「経営戦略、業務改革、情報システム相互

の整合性を取り、IT 投資計画について実質的な決

定をする人は誰か」ということを質問した。その

結果が図表 2-10-1 である。 

最も多い回答は「社長」で、31.0％を占めてい

る。社長自身が現実にここまで行うことはたいへ

んだろうと考えるが、逆に言えば「社長」と答え

た企業の多くは、社長以外にこういうことに責任

を持てる人がいないということかも知れない。 

次に多いのは「CIO（16.1％）」ではなく、「IT
部門長（24.7％）」である。現実に CIO が置かれ

ていない企業が 49.6％あり（図表 2-10-11 参照）、

そのような企業の中には、IT 部門長がこういう事

項について決定する立場に立っているケースが

多いものと推察する。 

「経営企画部門長」がこの立場に立つと答えた

企業が、9.9％ある。このような組織では、経営戦

略に経営企画部門が積極的に対応し、その結果と

して権限が IT 投資計画の決定まで及んでいると

言うことであろう。 

「その他（3.2％）」に回答した場合には、具体

的にそれを行う人なり組織なりを別に記載して

もらっている。その中には「副社長（１件）」と

か「営業担当役員、または部長（１件）」といっ

たその会社固有のケースが見られるが、一番多い

のは「取締役会（10 件）」、「経営会議（６件）」と

いった常設の会議体をあげているケースである。

「特別の委員会（6.0％）」と併せて、個人ではな

く会議体で対応というところが結果として 8％位

あることになる。 

最後に、「経営戦略と IT との整合はとっていな

い」との回答が 6.4％あったことを指摘しておき

たい。 

これを、企業規模別に見ると、一般に、企業の

規模が大きくなるに従い「社長が決定者」とする

割合が減少し、「CIO が決定者」とする割合が増

加している。「IT 部門長が決定者」のケースは、

中規模の企業に割合が高い。 

また、規模の大きい企業では、「特別の委員会が

決定者」であるケースが多い。 

「経営戦略と IT との整合は取っていない」とこ

ろは規模の拡大とともに減少し、最も規模の大き

い企業群では、今回の回答では１社もなかった。 

31.0%

54.9%

35.0%

30.8%

23.9%

5.1%

13.8%

16.1%

4.2%

10.0%

16.7%

23.1%

38.5%

37.9%

24.7%

14.1%

24.2%

26.8%

27.3%

25.6%

20.7%

9.9%

4.2%

11.1%

11.1%

9.7%

7.7%

6.9%

5.1%

6.0%

5.6%

5.4%

5.1%

6.3%

7.7%

17.2%

5.6%

7.7%

6.4%

8.5%

8.2%

7.1%

2.9%

2.6%

2.8%

3.3%

0.5%

3.4%

3.4%

2.0%

2.8%

3.2%

3.4%

2.6%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(n=967)

100人未満(n=71)

100～499人(n=389)

500～999人(n=198)

1000～4999人(n=238)

5000～9999人(n=39)

１万人以上(n=29)

1．社長 2．CIO

3．IT部門長 4．経営企画部門長

5．業務部門長 6．特別の委員会

7．その他 8．経営戦略とITとの整合はとっていない

図表 2-10-1 企業規模別 IT 投資計画の決定者
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（2） CIO がいる場合、CIO が“決定者” 

次に、IT 投資計画の決定者について、CIO がい

るかどうかを基準に見てみたい。 

本調査では、CIO がいるかどうかを聞く際、CIO
のタイプとして、「役職として定義された CIO が

いる」と「IT 部門・業務を担当する役員がそれに

あたる」の 2 つの回答が用意されている。 

図表 2-10-2 は、CIO にあたる人物が、いずれに

しろ存在すると回答した場合、役職として定義さ

れた CIO がいる」場合の、それぞれの IT 投資計

画決定者を表示したものである。対比のために、

図表 2-10-1 に表示した全体の回答も再掲した。 

これによると、何らかの形で CIO がいるとする

ケースでは、やはり「CIO が決定者」とする割合

が著しく増加している（16.1％から 31.4％へ、

15.3 ポイントの増加）。その分、社長の負担が若

干は軽くなっている（31.0％から 23.8％へ、7.2
ポイントの減少）。さらに「経営戦略と IT との整

合はとっていない」がかなりの減少を見せている

（6.4％から 1.8％へ、4.6 ポイントの減少）。 

しかし「IT 部門長が決定する」としているケー

スは、ほとんど変化がない（24.7％から 25.1％へ、

0.3 ポイントの増加）。 

一方「役職として定義された CIO がいる」場合

は、「CIO が決定者」とするケースが一層大きく

増えているのが目につく（16.1％から 42.9％へ、

26.7 ポイントの増加）。その分社長の負荷はさら

に軽くなり（31.0％から 22.2％へ、8.8 ポイント

の減少）、「IT 部門長が決定者」とするケースも減

少している（24.7％から 19.0％へ、5.7 ポイント

の減少）。 

（3） IT の組織形態が変わっても、IT 投資計画決定

者は変わらない 

IT の組織形態（集権型／連邦型／分散型）別に、

IT 投資計画の決定者を見たものが図表 2-10-3 で

ある（「2.7 IT 推進体制」参照）。 

いずれの形態でも「社長が決定者」とするケー

スが最も多く（集権型：31.3％、連邦型：28.3％、

分散型：31.7％）、次が IT 部門長である（集権型：

26.7％、連邦型：19.9％、分散型：20.0％）。CIO
は、いずれの場合も、第３位に位置している（集

権型：16.5％、連邦型：15.7％、分散型：15.0％）。

ここまでのところでは、連邦型で社長の比重がや

や低く、集権型で IT部門長の位置づけが大きい。

CIO はいずれのケースでも、大きな違いはない。 

しかしこれ以外のところで、いくつか特徴的な

事項がある。 

分散型では、「経営企画部門長が決定者」とする

ケースが他の場合より高く（集権型：9.1％、連邦

型：11.5％、分散型：13.3％）、「業務部門長が決

定者」とするケースも高い（集権型 2.0％、連邦

型 4.2％、分散型 5.5％）。さらに分散型では、「経

営企画部門長が決定者」とするケースが「CIO を

決定者」とするケースに肉薄している（CIO：

15.0％、経営企画部門長：13.3％）。また分散型で

は、「経営戦略と IT の整合は取っていない」とす

るケースが他の形態よりも高い（集権型：6.0％、

連邦型：7.3％、分散型：10.0％）。 

連邦型では、「特別の委員会が決定者」である合

が他の形態に比べてかなり高い（集権型 5.4％、

連邦型 9.4％、分散型 1.7％）。 

 

31.0%

23.8%

22.2%

16.1%

31.4%

42.9%

24.7%

25.1%

19.0%

9.9%

8.0%

4.8%

6.0%

5.7%

4.8%

3.2%

1.2%

2.6%

1.6%

2.9%

3.2%
6.4%

1.6%

1.8%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

IT部門全体(n=967)

CIOあり(n=487)

役職としてのCIOあり(n=63)

1．社長 2．CIO

3．IT部門長 4．経営企画部門長

5．業務部門長 6．特別の委員会

7．その他 8．経営戦略とITとの整合はとっていない

図表 2-10-2 CIO の有無別 IT 投資計画の決定者 
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（3） 利用部門は「社長が決定者」と認識している 

ケースが多い 

その IT 部門と利用部門の回答を並べて表示し

たものが図表 2-10-4 である。 

利用部門の回答では、「社長が決定者」と回答し

た企業と「経営企画部門長が決定者」と回答した

企業の割合が、IT 部門より大幅に増加している。

逆に「CIO が決定者」と回答した企業と「IT 部

門長が決定者」とした企業の割合が、大きく減少

している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

利用部門は、社長や経営企画部門長がより大き

な役割を果たしていると考えており、逆に CIO や

IT 部門長が決定者であることは少ないと見てい

る。 

図表 2-10-4 IT 投資計画の決定者（IT 部門と利用部門の比較） 

31.3%

28.3%

31.7%

16.5%

15.7%

15.0%

26.7%

19.9%

20.0%

9.1%

11.5%

13.3%

5.4%

9.4%

6.0%

7.3%

10.0%

4.2%

5.0%

2.0%

1.7%

3.3%

3.7%

3.1%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

集権型(n=705)

連邦型(n=191)

分散型(n=60)

1．社長 2．CIO

3．IT部門長 4．経営企画部門長

5．業務部門長 6．特別の委員会

7．その他 8．経営戦略とITとの整合はとっていない

図表 2-10-3 IT 組織形態別 IT 投資計画の決定者 
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16.1%

9.8%

24.7%
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9.9%

16.8%

6.0%

6.6%

6.4%
2.6%

2.0%
4.7%

3.2%

3.5%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

IT部門(n=967)

利用部門(n=743)

1．社長 2．CIO
3．IT部門長 4．経営企画部門長
5．業務部門長 6．特別の委員会
7．その他 8．経営戦略とITとの整合はとっていない
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2．10．2 経営トップの関心と指示・行動 

（1） 経営者は「IT は経営改革・業務改革のツール」

と認識 

次に、IT に対する経営トップの関心と、IT 活

用に関する経営トップの指示・行動について、以

下の４つの質問に対し、「十分実現している」「実

現している」「どちらともいえない」「実現してい

ない」「全く実現していない」という 5 段階で評

価をしてもらった。その結果が図表 2-10-5 である。 

「①経営トップが IT を単なる「合理化や省力化

ツール」ではなく、経営改革・事業改革における

「付加価値創造」の源泉・ツールと位置づけてい

る」は、程度の差はあれ「実現している」割合が

高い。それに対して「③経営会議等の経営トップ

レベルの会議で全社の IT 戦略を十分討議してい

る」はその逆に、「実現している」割合が低い。 

（2） 「トップレベルの会議での IT 戦略の十分な討

議」は実現度合いが低い 

これをより明確にするために、「充分に実現して

いる」に５点、「実現している」に４点、「どちら

とも言えない」に３点、「実現していない」に２

点、「全く実現していない」に１点の重みをそれ

ぞれ与えて、回答ごとにその重みをかけた数字を

得て、それを合計するという方法で、回答に点数

付けを行った。その結果が図表 2-10-6 である。 

これより、「①経営トップが IT を単なる「合理

化や省力化ツール」ではなく、経営改革・事業改

革における「付加価値創造」の源泉・ツールと位

5.7%

4.0%

3.4%

4.5%

33.4%

23.2%

17.9%

31.2%

41.6%

43.7%

40.8%

30.4%

13.3%

21.5%

28.6%

24.0%

5.9%

7.6%

9.3%

10.0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

①(n=963)

②(n=963)

③(n=963)

④(n=962)

十分実現している 実現している どちらともいえない 実現していない 全く実現していない

2.95

2 .96

2 .77

3 .20

2 2.5 3 3.5

①「付加価値創造」の源泉・
ツールと位置づけ(n=963)

②「何をやりたいか」を明確に
意思表示(n=963)

③トップレベルの会議での
ＩＴ戦略の十分な討議(n=963)

④リスクの高いプロジェクトの
委員会設置と定期的報告(n=962)

図表 2-10-6 経営トップの関心と指示・行動の内容（点数付け） 

①経営トップがＩＴを単なる「合理化や省力化ツール」ではなく、経営改革・事業改革における 
「付加価値創造」の源泉・ツールと位置づけている 

②経営トップが「ＩＴを活用して具体的に何をやりたいか」を明確に意思表示している 
（経営とＩＴを結びつけた具体的指示） 

③経営会議等の経営トップレベルの会議で全社のＩＴ戦略を十分討議している。 
④リスクの高いプロジェクト（システム統合、ERP の全社導入等）については特別な委員会が作られ 

経営トップが進捗状況の報告を定期的に受けている 

図表 2-10-5 経営トップの関心と指示・行動
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置づけている」は、かなり点数が高い（3.20）。 

しかしそれ以外のもの３項目は、いずれも点数

が中間点である 3.0 に届いていない。とくに「③

経営会議等の経営トップレベルの会議で全社の

IT 戦略を十分討議している」に至っては、点数は

2.77 となっている。 

企業経営における IT 活用の重要さについて、今

更論じる必要は無い。点数付けで「①経営トップ

が IT を単なる「合理化や省力化ツール」ではな

く、経営改革・事業改革における「付加価値創造」

の源泉・ツールと位置づけている」が高いのは当

然と言える。 

さらに最近は IT 投資の規模が大きくなり、万一

の場合には企業の根底を揺るがすような事態す

ら想定される。また、開発の失敗が社会的問題を

引き起こす可能性も高まった。つまり企業の経営

トップは従来以上にソフトウェア開発プロジェ

クトの進捗に関心を持ち、それを成功させるべく

務めなければならなくなっている。「④リスクの

高いプロジェクト（システム統合、ERP の全社導

入等）については特別な委員会が作られ、経営ト

ップが進捗状況の報告を定期的に受けている」が

わずかであっても他の項目を押さえて第２位に

位置づけされているのは頷ける。 

「②経営トップが「IT を活用して具体的に何を

やりたいか」を明確に意思表示している（経営と

IT を結びつけた具体的指示）」について「実現し

ている」以上の回答を寄せた企業では、経営トッ

プのレベルが既にあるレベル以上に達していて、

経営戦略を基に IT 戦略を展開し、個別の案件に

ついて議論できるレベルに達していることを示

している。この回答の点数が④とほとんど同じと

いうのは評価するべきである。 

「③経営会議等の経営トップレベルの会議で全

社の IT 戦略を十分討議している」は、IT 化の推

進を経営の意思として表現しているということ

を意味し、現時点で経営トップが強く期待されて

いる事項である。しかしその点数は既に指摘した

ように 2.77 である。 

（3） 企業規模が大きいほど、経営者の IT への関心

は強い 

点数付けした「トップの関心と指示・行動」を、

企業規模別にまとめたものが、図表 2-10-7 である。 

これより、企業規模が大きいほどより高い点数

を得ていることが分かる。従業員数が 5000 人を

超えるところ（「5000～１万人未満」と「１万人

以上」）では４項目とも点数が 3.0 を上回っており、

特に「１万人以上」の企業群では全ての項目で 3.5
以上になっている。その下位に位置する「1000
～5000 人未満」のグループでも、項番③が 2.92
になっている外は、全ての項番で 3.0 を超えてい

る。 

（4） 業種別経営トップの関心と指示・行動 

点数付けした「トップの関心と指示・行動」を、

業種別に見たものが、図表 2-10-8 である。業種に

よっては母数が少ないものがあるため注意は必

要であるが、IT 設備投資とも言える「銀行・保険・

証券・信販」「通信・通信サービス」業種につい

ては、経営者の IT に対する認識も高い。 

（4） 利用部門の評価は、IT 部門より一段と高い 

IT 部門と利用部門の回答を比較したものが、図

表 2-10-9 である。 

ここでは、利用部門の評価が全てで IT 部門の評

価を大きく上回っており、しかも全体としての点

数がいずれも 3.00 を越えている。 

 ① ② ③ ④ 

1．～100 人未満(n=71) 3.01 2.86 2.77 2.56  

2．100～500 人未満(n=388) 3.03 2.82 2.61 2.77  

3．500～1000 人未満(n=198) 3.21 2.99 2.77 2.99  

4．1000～5000 人未満(n=236) 3.33 3.02 2.92 3.20  

5．5000～１万人未満(n=39) 3.69 3.23 3.08 3.62  

6．１万人以上(n=28) 3.96 3.57 3.57 3.54  

図表 2-10-7 企業規模別経営トップの関心と指示・行動 
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 ① ② ③ ④ 

1．農林・水産・食品(n=36) 3.17 2.83 2.61 2.89  

2．建設・土木・鉱業(n=94) 3.06 2.91 2.70 2.79  

3．化学・薬品(n=65) 3.15 2.91 2.86 3.15  

4．石油・石炭・ゴム(n=7) 3.29 3.14 2.71 3.00  

5．繊維関連・紙・木材(n=32) 3.16 2.91 2.69 2.53  

6．鉄・非鉄金属・窯業(n=45) 3.18 2.84 2.62 3.02  

7．輸送機器・関連部品(n=35) 3.03 2.97 2.71 3.06  

8．一般機械製造(n=59) 3.31 3.05 2.85 3.15  

9．電気機械製造(n=86) 3.42 3.08 2.77 3.35  

10．その他製造(n=80) 3.08 2.85 2.74 2.91  

11．商社・流通・卸売・小売(n=176) 3.16 2.89 2.68 2.76  

12．銀行・保険・証券・信販(n=56) 3.43 3.27 3.25 3.36  

13．不動産・倉庫(n=20) 2.70 2.30 2.65 2.55  

14．運輸(n=31) 3.13 2.97 2.65 2.77  

15．通信・通信サービス(n=12) 3.58 3.67 3.50 3.67  

16．電気・ガス・水道(n=8) 3.25 2.63 3.13 2.50  

17．放送・新聞・出版・印刷・映画(n=13) 3.15 2.77 2.62 2.92  

18．サービス業(n=82) 3.26 2.94 2.70 2.83  

19．情報処理業(n=25) 3.40 3.08 3.32 3.28  

20．その他(n=1) 3.00 3.00 1.00 2.00  

全体(n=963) 3.20 2.95 2.77 2.96  

3.57

3.36

3.18

3.45

2.96

2.77

2.95

3.20

2.0 2.5 3.0 3.5 4.0

①「付加価値創造」の源泉・
ツールと位置づけ

②「何をやりたいか」を
明確に意思表示

③トップレベルの会議での
ＩＴ戦略の十分な討議

④リスクの高いプロジェクトの
委員会設置と定期的報告

IT部門
(n=963)

利用部門
(n=747)

図表 2-10-8 業種別経営トップの関心と指示・行動

図表 2-10-9 経営トップの関心と指示・行動の内容（IT 部門と利用部門の比較） 
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（5）リスクの高いプロジェクトへの関心は一段と高く 

この設問については、４年前より（④について

は３年前より）継続して質問を行っている。この

経年変化を表したものが図表 2-10-10 である。 

前回との比較でも前々回との比較でも、「④リス

クの高いプロジェクト（システム統合、ERP の全

社導入等）については特別な委員会が作られ、経

営トップが進捗状況の報告を定期的に受けてい

る」は今回最も高い点数を得ている。リスクの高

いプロジェクトが多くなって、経営トップは真剣

にその対応に当たり始めていると言える。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

しかしそれ以外の３項目については、今回の点

数は 02 年度と比較していずれも低い。02 年度は、

４月に大手都市銀行のシステムトラブルなどが

あり、経営トップが IT 化の推進に大いに関心を

持った年だった。その反動からか、前年度は④を

含めて全ての項目で一昨年の点数を下回った。本

年度は、前述の通り④で前回を上回っており、③

でも若干の改善が見られる。しかし①と②では、

ほとんど改善が見られなかった。 
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図表 2-10-10 年度別経営トップの関心と指示・行動
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2．10．3 日本における CIO の現状 

「CIO（最高情報責任者）」という言葉はすっか

り定着しているが、実際に企業の中ではどのよう

に認識されているのであろうか。本調査では初め

て、企業における CIO の現状について調査を行っ

た。 

（1） CIO がいる企業はちょうど半分 

まず始めに、CIO がいるかどうかを、以下の４

つの選択肢から回答してもらった。その結果が図

表 2-10-11 である。 

1．役職として定義された CIO がいる 
2．IT 部門・業務を担当する役員がそれにあたる 
3．CIO はいない、あるいは“CIO”に対する実質

的な認識は無い 

4．CIO は必要ない 

「1」または「2」と回答した企業を、「CIO が

いる」「3」または「4」と回答した企業を「CIO
はいない」とすると、ほぼ 50 対 50 になる。 

しかしながら、「1．役職として定義された CIO
がいる」の回答は 6.5％である。つまり CIO がい

るというところでも、圧倒的に「IT 部門や業務を

担当する役員を CIO と見なす（43.9％）」という

状態であることが分かる。 

一方 CIO はいないとする残りの半数では、「3．
CIO はいない、あるいは“CIO”に対する実質的な

認識は無い」との回答が 41.5％あり、「4．CIO は

必要ない」とするところは 8.1％にすぎない。 

（2） 企業規模が大きいほど CIO がいる割合が高い 

これを企業規模別に見ると、企業規模が大きく

なるとともに、「CIO がいる」企業の割合が急速

に増えている。最小規模の従業員数「100 人未満」

の企業群では、「CIO がいる」企業の割合はわず

か 27.8％であるが、最大規模である従業員数「１

万人以上」の企業群では、この割合は 93.1％に達

している。 

さらに最大規模の企業群では、「役職として定義

された CIOがいる」企業の割合が 31.0％である。

またこの層と１つ下位の「5000～１万人未満」の

企業群では、「4．CIO は必要ない」とする企業は

１社もない。 

（3） CIO は“取締役” 

ここからの CIO に関わる設問は、前問で「1．
役職として定義された CIO がいる」または「2．
IT 部門・業務を担当する役員がそれにあたる」と

答えた企業、つまり「CIO がいる」と回答した企

業からのみ回答を得ている。 

まず、「CIO の役職は何か」を、全体、「IT 部門

担当役員が CIO」の場合、「役職として定義され

た CIO」の場合をあわせて、図表 2-10-12 にまと

めた。 

圧倒的に「取締役」が多く（72.2％）、次に「役

員（執行役員等）」が続く（22.2％）。この両者を

合わせると、94.4％にもなる。 

「定義された CIO がいる」場合は、「役員（執

行役員）」の割合が高くなっている。 

6.5%

10.1%

15.4%

31.0%

43.9%

27.8%

32.4%

46.5%

59.2%

69.2%

62.1%

41.5%

52.8%

53.0%

43.4%

26.5%

15.4%

6.9%

8.1%

19.4%

10.5%

4.0%

4.1%

0%

6.1%

4.2%

0%

0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(n=968)

100人未満(n=72)

100～499人(n=389)

500～999人(n=198)

1000～4999人(n=238)

5000～9999人(n=39)

１万人以上(n=29)

1．役職として定義されたCIOがいる

2．IT部門・業務を担当する役員がそれにあたる

3．CIOはいない、あるいは“CIO”に対する実質的な認識は無い

4．CIOは必要ない

図表 2-10-11 企業規模別 CIO の有無 
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（3） CIO の半数は IT 関連業務の経験がない 

次に、「CIO の IT 関連業務の経験」について聞

いた。全体と、「IT 部門担当役員が CIO」の場合、

「役職として定義された CIO」の場合をあわせて、

図表 2-10-13 に示す。 

全体で見ると、半分の CIO は、IT 関連の経験

がない。しかし「定義された CIO」では、この比

率が 33.3％に下がっている。同時に「IT 関連業

務の経験のみ」の比率は、8.9％から 12.7％に 3.8
ポイント増加している。 

（4） CIO の３人に２人は IT 関連業務に投入する時

間は 25％未満 

続いて、「CIO が IT 関連業務にどの程度の時間

を投入しているか」を聞いた。（図表 2-10-14）。 

全体では、専任の CIO は 8.7％で、50％以上の

時間を IT 関連業務に投入している CIO をあわせ

ても 16.3％である。逆に 67.8％が、IT 関連の業

務にかける時間が 25％未満という数字になって

いる。 

一方「定義された CIO」では、専任の CIO が約

2 割と多くなっている。 

72.2%

74.5%

57.1%

22.2%

20.1%

36.5%

3.2%

2.6%

2.7%

3.2%

2.8%

2.9%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(n=486)

担当役員がCIO(n=423)

定義されたCIOがいる(n=63)

社長 取締役 役員（執行役員等） その他

50.0%

52.5%

33.3%

9.7%

10.0%

7.9%

11.8%

10.9%

17.5%

19.6%

18.3%

28.6%

8.9%

8.3%

12.7%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(n=484)

IT部門担当役員がCIO(n=421)

定義されたCIOがいる(n=63)

経験がない 2年未満 2～5年未満 5年以上 IT関連業務の経験のみ

8.7%

7.1%

19.0%

5.8%

5.7%

6.3%

15.9%

16.6%

11.1%

67.8%

68.6%

61.9%

1.6%

1.9%

1.9%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(n=484)

IT部門担当役員がCIO(n=421)

定義されたCIOがいる(n=63)

専任（100％） 99～75％ 74～50％ 49～25％ 25％未満

図表 2-10-12 CIO の役職（全体） 

図表 2-10-13 CIO の IT 関連経験 

図表 2-10-14 CIO の IT 関連業務に投入する時間の割合 
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（5） CIO の直属の上司は“社長” 

CIO の「Report to」は誰になっているのであろ

うか。「CIO の直属の上司は誰か」という質問を

した結果が図表 2-10-15 である。 

容易に想像できるように、「社長が直属の上司」

とする割合が 83.8％という結果となった。CIO が

取締役の場合は、この割合が 9 割となっている。 

（6） CIOの4人のうち３人は、週１回以上経営トップ

と対面コミュニケーションをとっている 

「CIO がどの程度の頻度で経営トップと対面コ

ミュニケーションしているか」を質問した結果が

図表 2-10-16 である。 

これによると、「ほぼ毎日」というのが 30.7％、

「１週間に１度程度」というのが 44.1％あり、合

わせて約 75％が１週間に１度以上の割合で対面

コミュニケーションの機会を持っていることが

分かる。 

しかしながら、前述の通り約 7 割の「CIO が IT
関連業務に投入する時間は 25％以下」となってお

り、経営トップとの話の内容も、これに近い状態

になっていると考えられる。 

企業規模別に見ると、企業規模は大きいほど、

「ほぼ毎日」が少なく、代わりに「1 週間に 1 度

程度」の割合が大きくなっている。 

83.8%

60.0%

90.5%

67.3%

57.1%

11.3%

7.2%

24.3%

21.4% 14.3%

40.0%

7.1%

4.7%

2.5%

1.4%

3.7%

2.5%

0.9%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(n=489

（CIO)社長(n=10)

（CIO)取締役(n=348)

（CIO)役員（n=107）

（CIO)その他(n=14）

(上司）社長 (上司）取締役 (上司）役員 (上司）その他

30.9%

45.0%

34.3%

34.7%

27.8%

18.8%

18.5%

44.0%

40.0%

35.1%

45.9%

47.5%

53.1%

55.6%

20.9%

10.0%

26.9%

13.3%

20.3%

25.0%

25.9%

6.1%

4.4%

3.1%

0.0%

4.3%

3.7%

5.0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体（n=470)

100人未満(n=20)

100～499人(n=134)

500～999人(n=98)

1000～4999人(n=158)

5000～9999人(n=32)

10000人以上(n=27)

ほぼ毎日 1週間に1度程度 1ヶ月に1度程度 半年～1年に1度程度

図表 2-10-15 CIO の直属の上司 

図表 2-10-16 CIO と経営トップとのコミュニケーションの頻度 
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（7） CIO の実現度 

次に、以下の４つの項目について、「CIO がど

の程度実現しているか」を、「十分に実現してい

る」「実現している」「どちらともいえない」「実

現していない」「全く実現していない」の 5 段階

で回答してもらった。その結果が図表 2-10-17 で

ある。 

①全社 IT 予算の掌握 
②全社 IT インフラ整備 
③IT を活用した業務の改革 
④IT を活用した新事業の開発 

全体として、「①全社 IT 予算の掌握」が最も実

現度が高く、項番が増えるごとに実現度が低くな

り、「④IT を活用した新事業の開発」が最も実現

度が低い。 

もう少しはっきりした傾向を調べるため、この

設問についても回答を点数付けしたものが、図表

2-10-18 である。点数付けの方法は「経営トップ

の関心と指示・行動」で行った方法と同じである。 

「①全社 IT 予算の掌握」は CIO として最初に

行うべき事項であり、IT で実現したいことや技術

的な面に深く入らなくても行うことができる。あ

る意味で、CIO として最も基本的な責務とも言え

る。「②全社 IT インフラ整備」あたりからは、CIO
が IT 部門や IT で実現したいこと／できることと

いった内容に立ち入らなければ実際に行えない

事項が並んでいる。しかし②はまだその入り口近

くに位置しており、ある意味で比較的容易と言え

る。 

「③IT を活用した業務の改革」になると、CIO
にリーダーシップが要求されるようになる。つま

り細かい、具体的なことはスタッフに任せるとし

て、③では IT を活用して社内のプロセスをどう

変え、どう効率を上げるか、今の問題をどう解決

するか、コスト対効果の観点でそれは意味がある

のか、といったことについてのビジョンが求めら

れるようになる。あわせて社内で IT を活用した

業務の改革まで行う権限が与えられているのか、

行ったことに対して責任が取れる立場にあるの

か、といったことが問題となる。 

3 .96

3 .69

3 .62

3 .15

2.5 3.0 3.5 4.0 4.5

①全社IT予算の掌握(n=482)

②全社ITインフラ整備(n=480)

③ITを活用した業務の改革(n=480)

④ITを活用した新事業の開発(n=478)

22.8%

12.9%

9.8%

7.9%

55.8%

49.8%

50.6%

27.0%

16.0%

31.5%

31.9%

40.4%

7.1%

21.1%

4.6%

5.0%

3.6%

0.6%

1.3%

0.4%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

①全社IT予算の掌握(n=482)

②全社ITインフラ整備(n=480)

③ITを活用した業務の改革(n=480)

④ITを活用した新事業の開発(n=478)

十分実現している 実現している どちらともいえない 実現していない 全く実現していない

図表 2-10-17 CIO の実現度 

図表 2-10-18 CIO の実現度（点数付けの結果） 
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さらに「④IT を活用した新事業の開発」になる

と、ビジョン、リーダーシップ、権限と責任とい

ったことが、さらに一段と強力に要求されること

になる。つまり④では、IT を活用した企業の将来

の姿を描けることができるか、描いたものを説得

／PR できるか、それを実施に移すだけの実行力

があるか、といったことが問われるようになる。 

この観点から見て、項番の若い方の点数が高く、

項番が上がるに連れて点数が下がることが頷け

る。 

それでも、IT 部門からの CIO の評価は、①か

ら④まで、全ての項目で中間値である 3.0 を超え

ており、評価できる。 

利用部門は「IT を活用した新事業の開発」に期待 

同じ質問を、利用部門向けにもしており、IT 部

門、利用部門双方の比較を行っているのが、図表

2-10-19 である。 

これによると、項番①から③までは IT 部門より

利用部門の点数が高い。つまり利用部門はこれら

の３項目について、IT 部門が考える以上に CIO
はよくやっていると考えていることになる。しか

も、いずれも点数が 3.7 を超えている。①に至っ

ては、4.1 を超えている。 

一方「④IT を活用した新事業の開発」について

は逆で、利用部門の方の点数が IT 部門のものよ

り低い。利用部門は IT を活用した新業務の開発

について、IT 部門より強く CIO に求めているこ

と考えられる。 

（8） CIO に必要とされる能力は、一般のマネジメン

トの場合と同じ 

CIO について最後に、「CIO に必要とされる能

力」について、以下の 6 つの中から、上位２つを

選択してもらった。結果が図表 2-10-20 である。 

1．業務の知識・理解 

2．プロジェクト管理に関する知識・技術 

3．IT の専門知識・技術 

4．人間力（達成意欲、リーダーシップ、 

コミュニケーション力等） 

5．問題感知力・判断力 

6．社内影響力 

IT 部門は、CIO の社内影響力に期待 

もう一段掘り下げてこの内容を見てみるために、

これにも点数付けを行うことにした。点づけの方

法は、１位に２点、２位に１点を与え、それぞれ

の回答ごとに重みづけされた数値を求めて、それ

を合計するという方法である。この結果を点数の

3.96

3.69

3.62

3.15

4.13

3.82

3.73

3.01

2.5 3.0 3.5 4.0 4.5

①全社IT予算の掌握

②全社ITインフラ整備

③ITを活用した業務の改革

④ITを活用した新事業の開発 IT部門(n=480)

利用部門(n=400)

図表 2-10-19 CIO の実現度（IT 部門と利用部門の比較） 

図表 2-10-20 CIO に必要とされる能力 

(n=484)

13.8%

25.6%

37.6%

16.7%

7.9%

7.7%

26.8%

24.7%

27.0%

4.3%

1.9%

6.0%

0% 20% 40% 60% 80%

1．業務の知識・理解

2．プロジェクト管理の知識・技術

3．ITの専門知識・技術

4．人間力

5．問題感知力・判断力

6．社内影響力

1位 2位
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高いものから並べたものが、図表 2-10-21 である。 

これより、「5．問題感知力・判断力」、「4．人間

力（達成意欲、リーダーシップ、コミュニケーシ

ョン力等）」といった、一般の経営層やマネジメ

ント層にも求められるものが、CIO にも強く求め

られていることがわかる。 

一方で、「3．IT の専門知識・技術」や「2．プ

ロジェクト管理に関する知識・技術」といった、

IT 部門固有の知識／技術についての必要性の認

識は、かなり薄い。 

CIO への要求で「6．社内影響力」の点数が高

いことは、IT 部門の社内での位置づけがもっと強

固になり、その主張／考え方がもっと社内で受け

入れられるようになることについての IT 部門の

期待であると理解する。 

利用部門は IT 関連の知識・技術についても期待 

この設問も、利用部門に対しても聞いており、

IT部門の回答と比較したものが図表2-10-22であ

る。 

「5．問題感知力・判断力」と「4．人間力（達

成意欲、リーダーシップ、コミュニケーション力

等）」については、IT 部門からの期待と利用部門

からの期待に、そう大きな差はない。いずれも IT
部門からの期待の方が大きく、利用部門からの方

が若干少ない。 

一方、IT 部門からの期待の第３位だった「6．
社内影響力」については、利用部門からの期待は

低く、「1．業務の知識・理解」の方が上位になっ

て、「6．社内影響力」は第４位になっている。 

「3．IT の専門知識・技術」と「2．プロジェク

ト管理に関する知識・技術」、「1．業務の知識・

理解」については、利用部門の期待は IT 部門よ

りはるかに高い。 

利用部門は IT 部門以上に「1．業務の知識・経

験」や「2．プロジェクト管理に関する知識・技

術」、「3．IT の専門知識・技術」を、より強く CIO
に求めていると言える。 
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55
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5．問題感知力・判断力

4．人間力

6．社内影響力

1．業務の知識・理解

2．プロジェクト管理の知識・技術

3．ITの専門知識・技術

33.3%

26.0%

20.1%

11.9%

4.9%

3.8%

33.1%

22.5%

10.5%

17.8%

9.4%

6.7%

0% 10% 20% 30% 40%

5．問題感知力・判断力

4．人間力

6．社内影響力

1．業務の知識・理解

2．プロジェクト管理の知識・技術

3．ITの専門知識・技術

IT部門（n=484）

利用部門（n=401）

図表 2-10-21 CIO に必要とされる能力（点数付け）

図表 2-10-22 CIO に必要とされる能力（点数の IT 部門と利用部門の比較） 
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(n=921)
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図表 2-10-23 IT 部門長と経営トップのコミュニケーション頻度 

図表 2-10-24 経営トップのコミュニケーション頻度（CIO 対 IT 部門長） 

2．10．4 IT 部門長と経営トップとの対面コミュニケ

ーションの頻度 

（1） IT 部門長も５人に２人は週１回以上経営トップ

と対面コミュニケーションの機会を持っている 

今度は、「IT 部門長が経営トップと、どの程度

の頻度でコミュニケーションしているか」を聞い

ている（図表 2-10-23）。 

「ほぼ毎日」コミュニケーションしている」IT
部門長は 12.3％で、「１週間に１度程度（29.6％）」

と合わせて、41.9％については１週間に１回以上

コミュニケーションの機会を持っている。ただし

これらの数字は当然のことながら、いずれも CIO
の場合（74.9%）より低い（図表 2-10-16 参照）。 

逆に「１ヶ月に１度程度」とするケースが 37.1％、

「半年～１年に１度程度」のケースが、21.0％あ

り、合わせて 58.1％が１ヶ月に１度以下の機会し

かないことになる。これらの数字はいずれも、CIO
の場合（約 25.2％）より高い。 

この質問は、CIO についての質問と全く同じ形

でされている。そこで、CIO と IT 部門長がそれ

ぞれどのような頻度で経営トップとコミュニケ

ーションしているかということを見てみた（図表

2-10-24）。 

これによると、10.7％の企業で、CIO も IT 部

門長どちらもが、ほぼ毎日経営トップとコミュニ

ケーションを持つ機会がある。さらに 44.8％の企

業で、CIO も IT 部門長どちらもが、週に１度以

上のコミュニケーションの機会を持っている。 

逆に 19.8％の企業で、CIO も IT
部門長ともに、月１回以下しかコ

ミュニケーションの機会をもっ

ていない。また 3.1％の企業で、

CIO も IT 部門長ともに、半年～

１年に１度程度しかコミュニケ

ーションの機会がない。 

CIO と IT 部門長が同じ程度に

経営トップとのコミュニケーシ

ョンを持っているケースがおよ

そ半数(49.0％)ある。CIO の方が

IT 部門長よりコミュニケーショ

ンの機会が多い企業が、

42.5％、逆に 8.5％の

企業では、IT 部門長

の方が CIO よりコミ

ュニケーションの機

会が多い。 
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2．11．5 IT 部門の実現度 

（1） IT 部門の自己評価 

IT部門の実現度として、以下の 8項目について、

どの程度実現しているかを「十分実現している」

「実現している」「どちらとも言えない」「実現し

ていない」「全く実現していない」の 5 段階で自

己診断してもらった結果が、図表 2-11-25 である。 

これより、「①IT 投資案件は、経営戦略や利用

部門の要望が十分に反映されている」や、「⑦IT

部門は、効果の向上やシステム内容の経営戦略へ

の整合性に関心をもち、実現に向けて努力してい

る」は実現できていると判断している企業が多い

が、「⑥IT 部門がシステム毎にユーザーの満足度

向上を定期的に測定している」の実現度がかなり

低いことが分かる。 

（2） ユーザーの満足度調査に課題 

もっと明確に読み取るために、「経営トップの関

心と指示・行動」と同じように、点数付けを行っ

た結果が図表 2-11-26 である。 

①IT 投資案件は、経営戦略や利用部門の要望が十分に反映されている 

②IT 投資案件の優先順位付けを、各プロジェクトの定量的な投資価値等を基に全社的な枠組みで検討している

③システムアーキテクチャの全社統一設計や標準化による経済的価値を十分理解し、 

IT 部門のリーダーシップにより全社最適を十分実現している 

④社内各層が IT を十分活用できるよう教育し、かつ IT 活用を促している 

⑤ビジネス知識を取得し、ユーザーのわかる言葉でコミュニケーションをとっている 

⑥IT 部門がシステム毎にユーザーの満足度向上を定期的に測定している 

⑦IT 部門は、効果の向上やシステム内容の経営戦略への整合性に関心をもち、実現に向けて努力している 

⑧IT 部門は、IT の視点から業務プロセスの改革を全社に提言し、企画・推進している 

4.3%

4.2%

46.6%

33.6%

29.6%

27.3%

35.4%

11.5%

47.7%

41.4%

40.4%

40.5%

45.4%

49.2%

48.2%

33.5%

37.4%

43.4%

7.4%

20.3%

17.3%

19.9%

12.6%

44.4%

9.7%
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10.1%

1.4%

2.5%

0.4%
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1.1%

2.0%

1.3%

3.6%

3.6%

2.5%

1.9%

2.6%

2.5%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

①（n=957)

②（n=956)

③(n=957)

④(n=957)

⑤（n=956)

⑥n=957)

⑦（n=956)

⑧（n=957)

十分実現している 実現している どちらともいえない 実現していない 全く実現していない

図表 2-10-25 IT 部門の実現度 

3.45

3.10

3.13

3.05

3.23

2.48

3.38

3.28

2.0 2.5 3.0 3.5 4.0

①IT投資案件への経営戦略の反映（n=957)

②定量的な投資価値による投資案件の優先付け（n=956)

③IT部門のリーダーシップによる全社最適の実現(n=957)

④IT活用のための教育・促進(n=957)

⑤ユーザーのわかる言葉でのコミュニケーション（n=956)

⑥ユーザーの満足度の定期的測定(n=957)

⑦効果の向上への実現努力（n=956)

⑧業務プロセス改革の企画・推進（n=957)

図表 2-11-26 IT 部門の実現度（点数付けした結果） 
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「⑥IT 部門がシステム毎にユーザーの満足度

向上を定期的に測定している」が、他よりも極端

に評価が低いという結果になった。ユーザー満足

度測定に関しては、IT 部門は、「やらなければな

らないができていない」と考えている現われと言

えるだろう。 

（3） 企業規模が大きいほど実現度合いが高い 

この「IT 部門の実現度」を企業規模別に見たも

のが、図表 2-10-27 である。 

「5000～１万人未満」と「１万人以上」の間に

一部逆転が見られるが、一般に企業規模が大きく

なるに伴い、全体として評価が高くなっている。

特に「5000～１万人未満」の企業群では、すべて

の項目で 3.0 を超えている。逆に、従業員 100 人

未満の企業では、全体の８項目中４項目に 3.0 に

満たないものがある。 

（2） 業種別に見た IT 部門の実現度 

「IT 部門の実現度」の点数を業種別にまとめた

ものが、図表 2-10-28 である。 

①IT 投資案件は、経営戦略や利用部門の要望が十分に反映されている 
②IT 投資案件の優先順位付けを、各プロジェクトの定量的な投資価値等を基に全社的な枠組みで検討している
③システムアーキテクチャの全社統一設計や標準化による経済的価値を十分理解し、 

IT 部門のリーダーシップにより全社最適を十分実現している 
④社内各層が IT を十分活用できるよう教育し、かつ IT 活用を促している 
⑤ビジネス知識を取得し、ユーザーのわかる言葉でコミュニケーションをとっている 
⑥IT 部門がシステム毎にユーザーの満足度向上を定期的に測定している 
⑦IT 部門は、効果の向上やシステム内容の経営戦略への整合性に関心をもち、実現に向けて努力している 
⑧IT 部門は、IT の視点から業務プロセスの改革を全社に提言し、企画・推進している 

図表 2-10-27 企業規模別 IT 部門の実現度（3 点以上は反転） 

図表 2-10-28 業種別 IT 部門の実現度（3 点以上は反転） 

 ① ② ③ ④ ⑤ ⑥ ⑦ ⑧ 

1．～100 人未満(n=70) 3.21 2.91 2.79 2.91 3.21 2.49 3.10 3.07 

2．100～499 人(n=383) 3.37 3.06 3.07 3.01 3.24 2.41 3.37 3.26 

3．500～999 人(n=196) 3.42 3.11 3.19 2.99 3.18 2.41 3.35 3.23 

4．1000～4999 人(n=238) 3.55 3.13 3.23 3.11 3.24 2.50 3.43 3.33 

5．5000～9999 人(n=37) 4.00 3.38 3.49 3.46 3.35 3.05 3.73 3.51 

6．１万人以上(n=29) 3.90 3.48 3.31 3.34 3.32 2.79 3.59 3.62 

 ① ② ③ ④ ⑤ ⑥ ⑦ ⑧ 

1．農林・水産・食品(n=36) 3.47 3.25 3.28 3.25 3.19 2.53 3.25 3.31 

2．建設・土木・鉱業(n=94) 3.35 3.01 3.18 3.11 3.24 2.51 3.43 3.32 

3．化学・薬品(n=63) 3.56 3.05 3.25 3.11 3.14 2.43 3.38 3.22

4．石油・石炭・ゴム(n=7) 3.86 3.14 3.86 3.57 3.00 2.29 3.57 3.14 

5．繊維関連・紙・木材(n=32) 3.47 3.38 3.34 3.22 3.44 2.66 3.31 3.19 

6．鉄・非鉄金属・窯業(n=45) 3.53 3.20 3.13 3.11 3.11 2.51 3.44 3.33 

7．輸送機器・関連部品(n=35) 3.43 3.20 3.03 2.94 3.18 2.66 3.37 3.37 

8．一般機械製造(n=59) 3.47 3.14 3.17 3.15 3.37 2.56 3.41 3.32 

9．電気機械製造(n=84) 3.46 3.10 3.14 3.10 3.12 2.36 3.40 3.31 

10．その他製造(n=82) 3.30 2.95 2.93 2.85 3.13 2.37 3.30 3.20 

11．商社・流通・卸売・小売(n=173) 3.47 3.07 3.16 2.98 3.34 2.51 3.38 3.33 

12．銀行・保険・証券・信販(n=55) 3.67 3.47 3.36 3.07 3.31 2.40 3.49 3.38 

13．不動産・倉庫(n=20) 3.35 3.05 3.10 3.00 3.35 2.40 3.50 3.25 

14．運輸(n=32) 3.38 3.03 3.19 3.06 3.19 2.63 3.34 3.13 

15．通信・通信サービス(n=12) 3.42 3.25 2.75 3.00 2.67 2.67 3.25 2.92 

16．電気・ガス・水道(n=8) 3.88 3.13 3.00 3.50 3.00 2.38 3.63 3.38 

17．放送・新聞・出版・印刷・映画(n=12) 3.17 2.92 2.92 2.67 3.25 2.33 3.50 3.58 

18．サービス業(n=82) 3.38 2.98 2.95 2.89 3.26 2.39 3.27 3.21 

19．情報処理業(n=25) 3.52 3.16 2.96 3.28 3.20 2.56 3.32 3.08 

20．その他(n=1) 4.00 3.00 2.00 2.00 3.00 3.00 3.00 2.00 
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業種に関わらず、「⑥IT 部門がシステム毎にユ

ーザーの満足度向上を定期的に測定している」は

2 点台となっており、共通して評価が低い。 

（4） 利用部門は IT 部門より高い評価 

同じ８つの項目について、利用部門からの IT 部

門に対する評価をしてもらっている。IT 部門の自

己評価と、利用部門の評価とを比較したものが図

表 2-10-29 である。 

「③システムアーキテクチャの全社統一設計や

標準化による経済的価値を十分理解し、IT 部門の

リーダーシップにより全社最適を十分実現して

いる」以外については、利用部門の評価の方が、

IT 部門より高いという結果となった。 

その差が大きい（利用部門の評価がより高い）

ものは、順に「④社内各層が IT を十分活用でき

るよう教育し、かつ IT 活用を促している」、「②

IT 投資案件の優先順位付けを、各プロジェクトの

定量的な投資価値等を基に、全社的な枠組みで検

討している」、「①IT 投資案件は、経営戦略や利用

部門の要望が十分に反映されている」、「⑥IT 部門

がシステム毎にユーザーの満足度向上を定期的

に測定している」となった。 

（5） 昨年度と比較して「実現できている」度合いが向上 

この「IT 部門の実現度」についての質問は、8
項目中 3 項目（①、③、④）は 02 年度から、の 4
項目（②、⑤、⑥、⑦）について 03 年度から、1
項目（⑧）は昨年から聞いている。この経年変化

を表したものが図表 2-10-30 である。 

これによると、8 項目とも昨年度に比べて高い

評価となっている。しかし 02 年度と比べて上昇

している項目は７項目中３項目だけであり、４項

目で点数は前々回の方が高い。前回との比較で今

回の結果は一応満足と言えるが、特に「⑥IT 部門

がシステム毎にユーザーの満足度向上を定期的

に測定している」は、余りにも他の項目との比較

で点数が低い。ISO9000 の考え方では、「あるプ

ロセスの成果物を使用する次のプロセスが、その

プロセスの顧客」である。その意味で、IT 部門の

顧客は利用部門ということになる。項番⑥は、こ

の観点から重要である。改善に期待したい。 
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図表 2-10-30 年度別 IT 部門の実現度
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①IT投資案件への経営戦略の反映

②定量的な投資価値によるIT投資案件の優先付け

③IT部門のリーダーシップによる全社最適の実現

④IT活用のための教育・促進

⑤ユーザーのわかる言葉でのコミュニケーション

⑥ユーザーの満足度の定期的測定

⑦効果の向上への実現努力

⑧業務プロセス改革の企画・推進

IT部門
(n=957)

利用部門
(n=724)

図表 2-10-29 IT 部門の実現度（IT 部門と利用部門の比較） 
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2．11 IT リスクマネジメント 

本調査では、情報セキュリティの重要性が指摘

され始めた 1999 年から「企業のセキュリティ対

策」を調査してきた。2002 年度から対象範囲を

広げ、「システムリスクマネジメント」とし、本

年度は、これまでのアンケート項目を見直して集

約し「IT リスクマネジメント」として調査を実施

した。 

2．11．1 IT リスクマネジメント体制 

（1） 多くの企業が担当部門を設置 

IT リスクマネジメント体制として社内に担当

部門があるかどうかを、複数回答で聞いた結果が、

図表 2-11-1 である。「専任の部門がある」と回答

した企業は、対象企業全体の 977 社のうち 6.2%
で、「専任ではないが担当部門がある」と回答し

た企業は 68.5%でとなった。多くの企業が、専任

ではないが担当部門を設け対応している。 

昨年度と設問の形態が異なるため、同一レベル

で比較することは難しいが、調査対象企業全体の

中で、「何らかの体制がある」と回答した企業の

割合を比較してみると、昨年度は、対象企業 872
社のうち 35.6％であったが、本年度は、対象とな

る 977 社のうちの 83.1％が、何らかの IT リスク

マネジメント体制があると回答している（図表

2-11-2）。 

IT リスクマネジメントに対する認識が、この 1
年で大きく高まっていることが窺がえる。 

企業規模別に見てみると、企業規模が大きいほ

ど、「専門の部門がある」、「専門の委員会がある」

と回答した企業の比率が高い。一方、企業規模が

小さいほど、「専門ではないが担当部門がある」

と回答した企業の比率が高くなっている。 

（2） ほとんどの企業で IT リスクマネジメントに携わ

る要員がいる 

IT リスクマネジメントを担当する要員がいる

かどうか、複数回答で答えてもらった結果が、図

表 2-11-3 である。 

専任の要員がいる企業は 977 社のうち 11.9%、

「兼任の要員がいる」と回答した企業は74.0%で、

専任または兼任いずれかの要員がいると回答し

83.1%

35.6%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

04年度(n=977）

03年度（n=872)

図表 2-11-1 企業規模別 IT リスクマネジメント体制

図表 2-11-2 年度別 IT リスクマネジメント体制（「体制がある」と回答した企業の割合） 
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1000人以上(n=309)
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専門の委員会がある
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た企業は、調査対象企業 977 社のうち、78.8％と

なり、ほとんどの企業で IT リスクマネジメント

に携わる要員がいることが分かった。 

2005 年 4 月の施行が迫る「個人情報保護法」へ

対応するため、担当要員を配置していると考えら

れる。 

企業規模別にみると、どの規模でもほとんど同

じ傾向となった。IT リスクマネジメントが企業規

模に関わらず重要視されていると言える。 

（3） 専任要員は 3.3 人、兼任要員は 2.9 人 

専任要員、兼任要員それぞれの要員数を、図表

2-11-4、2-11-5 にまとめた。 

専任要員は、1 名が最も多く約 4 割、2 名の場

合が2割で、2名以下の企業が6割となっている。

兼任要員も、「1 名」という企業が最も多く、36.3％
となっている。 

図表 2-11-3 企業規模別 IT リスクマネジメント要員の有無 

専任の要員がいる,
11.9%

専任の要員がいる,
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0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(n=82)

100人未満(n=5)

100～999人(n=38)

1000人以上(n=39)

1名 2名 3～5名 6～10名 11～20名

36.3%

59.6%

41.4%

21.3%

30.9%

21.2%

32.0%

31.1%

24.1%

19.2%

19.2%

34.2%

6.2%

6.1%

8.0%
2.7%

1.2%

1.6%

2.7%

0.2%

1.0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(n=706)

100人未満(n=52)

100～999人(n=428)

1000人以上(n=225)

1名 2名 3～5名 6～10名 11～20名 21名以上

図表 2-11-5 企業規模別兼任要員数 

図表 2-11-4 企業規模別専任要員数 



 169

期待値を求めてみると、専任要員は 3.3 人、兼

任要員は 2.9 人となった。 

企業規模別に見ると、やはり規模が大きくなる

と、担当要員数が増加し、従業員数 1000 人以上

の企業では、専任要員が 3 名以上いる企業が半数

を超えている。兼任では、「11 名以上の要員がい

る企業が、1 割となっている。 

（4） IT リスクマネジメント関連の役職 

「CISO」「CSO」「CPO」を明確に定義している企

業は極めて少ない 

IT リスクマネジメントに関連する役職につい

て、以下の 3 つの役職について、企業内での認識

があるかどうかを聞いてみた。 

①CISO(最高情報セキュリティ責任者) 

②CSO(最高セキュリティ責任者) 

③CPO(最高プライバシー保護責任者) 

図表 2-11-6 を見ると、「CISO」「CSO」「CPO」

いずれの役職も、明確に定義された役職の役員と

している企業は極めて少なく、このような役職は、

まだ多くの企業において定着していないようで

ある。 

2．11．2 IT リスクマネジメント関係の投資 

IT リスクマネジメント関係の投資について、予

算化の有無、およその金額、予算の増減について

尋ねた。 

（1） IT リスクマネジメント関連費用について予算化

していない企業が多い 

IT リスクマネジメント関連の費用について、予

算化しているかどうかを聞いたものが、図表

2-11-7 である。これによると、89.0%の企業が、

「特に予算化していない」と回答している。 

従業員数 1000 人以上の大企業では、予算化し

ている割合が高くなっている。 

21.6%

19.2%

15.1%

74.4%

77.7%

82.9%

2.0%

3.0%

4.1%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

①CSIO（n=882）

②CSO（n=853）

③CPO（n=848）

役職として定義されている役員がいる 担当する役員がいる 役職についての認識はない

11.0%

10.4%

6.8%

19.0%

89.0%

89.6%

93.2%

81.0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(n=911)

100人未満(n=67)

100～999人(n=545)

1000人以上(n=295)

予算化している 特に予算化していない

図表 2-11-6 IT リスクマネジメント関連の役職

図表 2-11-7 企業規模別 IT リスクマネジメント関連費用の予算化の有無 
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（2） IT リスクマネジメント関連予算の金額 

当然ではあるが、企業規模が大きい企業では、

予算額も大きくなる。一方、IT 予算に対するリス

クマネジメント関連予算の割合をみると、小規模

の企業では、割合が非常に高くなっており、負担

を感じているものと考えられる（図表 2-11-8、
2-11-9）。 

（3） 予算の増減は、「対前年比」「次年度予想」共に

減少と回答した企業は少ない 

IT リスクマネジメント関連費用について予算

化している企業に対し、費用の増減について聞い

たところ、7 割以上の企業が昨年に比べて「増加

した」と回答している（図表 2-11-10）。 

 

 

一方、次年度の予想は、増加傾向が強いものの、

減らす意向の企業も増えている。 

2005 年 4 月の個人情報保護法施行に向けて本

年度の予算は増えたが、次年度は山を越えるとみ

ている企業もあるようだ。 

 

51.4%

4.8%

18.9%

19.0%

24.3%

47.6% 11.9%

5.4%

11.9% 4.8%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

1000人未満(n=37)

1000人以上(n=42)

500万円未満 500～1000万円未満 1000～5000万円未満 5000～1億円未満 1億～5億円未満 5億円以上

71.0%

65.2%

28.0%

25.0% 9.8%

1.1%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

①対前年比(n=93)

②次年度予想(n=92)

増加 不変 減少

図表 2-11-8 企業規模別 IT リスクマネジメント関連予算の金額

図表 2-11-9 企業規模別 IT リスクマネジメント関連予算の金額 

図表 2-11-10 IT リスクマネジメント関連予算の増減

従業員数 
IT 予算に 

対する割合 
N 値 

100 人未満 11.2% 5

100～1000 人未満 6.2% 28

1000 人以上 1.6% 35
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2．11．3 情報セキュリティポリシーの策定状況 

策定状況は昨年からあまり進まず 

続いて、IT リスクマネジメント対策の基本とも

なる、情報キュリティポリシーの策定状況につい

て調査を行った。その結果が図表 2-11-11 である。 

「情報セキュリティポリシーを策定し運用して

いる（定期的更新を含める）」と回答した企業は、

34.6％、「策定中である」と回答した企業は22.25%
となった。 

昨年度の調査では、「策定済み」企業が 30.5％、

「策定中」企業が 21.0％であった。セキュリティ

ポリシーの策定は昨年からあまり進んでいない

という結果となった。管理面のリスクマネジメン

トは、そう簡単には進まないことを良く表わして

いる。 

企業規模別にみてみると、規模が大きいほど、

「策定し運用している」割合が高くなっており、

取り組みが進んでいる。 

一方、これを業種別に見てみると、「銀行、保険、

証券、信販」「通信、通信サービス」「電気、ガス、

水道」などの公共性が高い業界や「情報処理業」

では、高いセキュリティが求められるため、情報

セキュリティポリシーの策定も進んでいる（図表

2-11-12）。 

 

 

 

 

 

 

2．11．4 プライバシーポリシーの策定状況 

個人情報保護法への対応が急がれている 

続いて、プライバシーポリシー・個人情報保護

管理基準の策定状況について調査を行った（図表

2-11-13）。 

調査の結果、「策定する予定はない」と回答した

企業は 16.5%であった。前年度の調査では、「個

人情報保護法への対応」という形で聞いているが、

「予定はない」という企業が36.6%であったので、

2005 年 4 月の個人情報保護法の施行を半年後に

控えた中、個人情報保護法のプライバシーポリシ

ーの制定を急ぐ企業の現状が窺える（調査は 2004
年 10 月～11 月に実施）。 

また、企業規模別には、大企業ほど「策定する

予定はない」と回答した企業が少なく、また、「策

定中である」と回答した企業の割合が多い。 

業種別に見ると、個人情報を扱うことが多いと

考えられる「通信、通信サービス」「情報処理業」

業界が他業界に比べ策定が進んでいる（図表

2-22-14）。 

13.4%

8.6%

8.7%

23.6%

21.2%

7.1%

16.8%

33.1%

22.2%

14.3%

21.1%

25.9%

31.8%

41.4%

39.4%

14.8%

11.5%

28.6%

14.0%

2.6%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(n=957)

100人未満(n=70)

100～999人(n=578)

1000人以上(n=305)

情報セキュリティポリシーを策定し運用しており、定期的に見直し、更新している
情報セキュリティポリシーを策定し運用している
情報セキュリティポリシーを策定中である
情報セキュリティポリシーの策定を検討中である
情報セキュリティポリシーを策定する予定はない

図表 2-11-11 企業規模別情報セキュリティポリシーの策定状況 
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13.4%

10.8%

10.8%

15.4%

14.3%

9.4%

11.9%

8.6%

14.3%

10.7%

6.3%

42.1%

58.3%

50.0%

7.7%

11.3%

53.8%

21.2%

27.0%

20.4%

24.6%

9.4%

28.6%

17.1%

16.1%

31.0%

21.0%

14.3%

36.8%

15.0%

30.3%

12.5%

30.8%

20.0%

19.2%

22.2%

24.3%

24.7%

16.9%

28.6%

31.3%

14.3%

14.3%

21.4%

29.8%

28.4%

19.4%

12.3%

25.0%

12.1%

25.0%

12.5%

30.8%

28.8%

15.4%

31.8%

29.7%

29.0%

32.3%

42.9%

37.5%

38.1%

42.9%

41.1%

19.0%

34.6%

45.1%

45.0%

30.3%

16.7%

25.0%

23.1%

26.3%

7.7%

11.5%

8.1%

15.1%

10.8%

14.3%

12.5%

7.1%

17.1%

7.1%

9.5%

12.3%

14.9%

10.0%

24.2%

7.7%

13.8%

5.0%

3.7%

3.0%

7.0%

3.8%

1.8%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(n=957)

農林・水産・食品(n=37)

建築・土木・鉱業(n=93)

化学・薬品(n=65)

石油・石炭・ゴム(n=7)

繊維関連・紙・木材(n=32)

鉄・非鉄金属・窯業(n=42)

輸送機器・関連部品(n=35)

一般機械製造(n=56)

電気機械製造(n=84)

その他製造(n=81)

商社・流通・卸売・小売(n=175)

銀行・保険・証券・信販(n=57)

不動産・倉庫(n=20)

運輸(n=33)

通信・通信サービス(n=12)

電気・ガス・水道(n=8)

放送・新聞・出版・印刷・映画(n=13)

サービス業(n-80)

情報処理業(n=26)

情報セキュリティポリシーを策定し運用しており、定期的に見直し、更新している

情報セキュリティポリシーを策定し運用している

情報セキュリティポリシーを策定中である

情報セキュリティポリシーの策定を検討中である

情報セキュリティポリシーを策定する予定はない

図表 2-11-12 業種別情報セキュリティポリシーの策定状況 

6.2%

5.8%

10.5%

8.7%

5.8%

7.3%

12.1%

28.4%

15.9%

23.7%

39.7%

40.2%

39.1%

44.9%

31.5%

16.5%

33.3%

20.1%

6.2%

4.0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(n=955)

100人未満(n=69)

100～999人(n=577)

1000人以上(n=305)

プライバシーポリシーを策定し運用しており、定期的に見直し更新している

プライバシーポリシーを策定し運用している

プライバシーポリシーを策定中である

プライバシーポリシーの策定を検討中である

プライバシーポリシーを策定する予定はない

図表 2-11-13 企業規模別プライバシーポリシー・個人情報保護管理基準の策定状況 
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図表 2-11-14 業種別プライバシーポリシー・個人情報保護管理基準の策定状況 

8.7%

16.2%

9.5%

14.5%

8.3%

19.6%

15.0%

12.1%

0.0%

25.0%

15.4%

10.0%

19.2%

28.4%

35.1%

20.4%

27.7%

42.9%

31.3%

21.4%

22.9%

25.5%

32.1%

25.9%

23.4%

50.0%

35.0%

18.2%

50.0%

25.0%

30.8%

37.5%

15.4%

40.2%

37.8%

45.2%

46.2%

28.6%

53.1%

54.8%

42.9%

36.4%

42.9%

45.7%

46.9%

16.1%

40.0%

36.4%

16.7%

37.5%

38.5%

31.3%

7.7%

16.5%

8.1%

24.7%

18.5%

28.6%

12.5%

11.9%

31.4%

20.0%

10.7%

23.5%

20.6%

33.3%

10.0%

6.0%

10.7%

33.3%

12.5%

15.4%

11.3%

53.8%

2.7%

3.2%

6.2%

2.5%

2.3%

5.0%

2.4%

6.2%

3.6%

6.9%

6.5%

1.5%

2.5%

3.1%

2.9%

5.0%

3.6%

3.8%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(n=955)

農林・水産・食品(n=37)

建築・土木・鉱業(n=93)

化学・薬品(n=65)

石油・石炭・ゴム(n=7)

繊維関連・紙・木材(n=32)

鉄・非鉄金属・窯業(n=42)

輸送機器・関連部品(n=35)

一般機械製造(n=55)

電気機械製造(n=84)

その他製造(n=81)

商社・流通・卸売・小売(n=175)

銀行・保険・証券・信販(n=56)

不動産・倉庫(n=20)

運輸(n=33)

通信・通信サービス(n=12)

電気・ガス・水道(n=8)

放送・新聞・出版・印刷・映画(n=13)

サービス業(n=80)

情報処理業(n=26)

プライバシーポリシーを策定し運用しており、定期的に見直し更新している

プライバシーポリシーを策定し運用している

プライバシーポリシーを策定中である

プライバシーポリシーの策定を検討中である

プライバシーポリシーを策定する予定はない
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2．11．5 IT リスクマネジメント対策 

（1） 「BCP（事業継続対策）」「PC 持ち出し等利用

者の管理」「コンプライアンス教育体制の確立」

に多くの企業が不安を抱える 

以下の IT リスクマネジメントに関わる具体的

な対策 10 項目について、その対策状況を聞いた

ものが、図表 2-11-15 である。 

「あまり対策が進んでおらずかなり不安」と回

答した企業に注目してみると、「⑩コンティンジ

ェンシープランの確立等、事業継続への対策」が

58.3%ともっとも多く、「⑤PC 持ち出し等利用者

の情報管理への対策」、「⑧コンプライアンス教育

体制の確立」が、それぞれ 50.7%、48.8%とつづ

いている。具体的な施策の策定が困難な項目が浮

き彫りにされているが、PC 持ち出し等利用者の

情報管理については、どこまで対策をとれば良い

のか基準の策定を今後考えて行く必要があると

思われる。 

（2） 「ウィルスへの対策」「ネットワーク上の情報ア

クセスの制限」は昨年よりさらに進む 

「②ワクチンソフトの定期的更新等ウィルスへ

の対策」および「①ファイアウォール等ネットワ

ーク上の情報アクセスの制限」については、ほぼ

半数近い企業が「十分な対策ができており不安は

ない」と回答している。「同業他社なみの対策は

できているが多少不安である」と回答した企業を

カウントに加算すると、前者が 96.5%、後者が

94.3%とほとんどの企業が対策を完了していると

推測できる。 

昨年度の調査で「対策整備完了」と回答した企

業がそれぞれ、80%、47%であったことと比較す

ると、この 2 項目に対する対策がさらに進んでい

ると考えられる。 

同様にして、「十分な対策ができており不安はな

い」「同業他社なにも対策はできているが多少不

安」と回答した企業を「対策整備済み」として見

ると、対策が進んでいるものとして、「⑥対策ソ

フトウェア（パッチ）の適用等ソフトウェア脆弱

性への対応（77.0%）」「③コンピュータ室等の物

理施設での情報アクセスお制限（73.9%）」、「⑦外

注業者等の情報アクセス管理（67.9%）」が挙げら

れる。 

44.9%

53.4%

30.1%

12.7%

8.1%

16.9%

12.8%

9.9%

10.6%

49.4%

43.1%

43.8%

46.9%

41.2%

60.1%

55.1%

41.3%

44.3%

36.5%

26.1%

40.4%

50.7%

23.0%

32.1%

48.8%

45.1%

58.3%5.2%

3.4%

5.6%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

①ファイアウォール等ネットワーク上の
情報アクセスの制限（n=959）

②ワクチンソフトの定期的更新等

ウィルスへの対策（n=960）

③コンピュータ室等の物理施設での

情報アクセスの制限（n=952）

④ネットワーク監視等内部

コンピュータ犯罪への対策（n=955）

⑤PC持ち出し等利用者の

情報管理への対策（n=954）

⑥対策ソフトウェア(パッチ)の適用等

ソフトウェア脆弱性への対応（n=957）

⑦外注業者等の情報アクセス管理（n=944）

⑧コンプライアンス教育体制の確立（n=949）

⑨全社的な情報管理規定の確立（n=953）

⑩コンテンジェンシープランの確立等

事業継続への対策（n=947）

十分な対策ができており不安はない

同業他社なみの対策はできているが多少不安

あまり対策がすすんでおらずかなり不安

図表 2-11-15 IT リスクマネジメント対策状況
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（3） 「銀行、保険、証券、信販」業界では「外注業者

の管理」への不安が他に比べ突出 

図表 2-11-16 は、回答のうちの「あまり対策が

進んでおらずかなり不安」と答えた企業の割合を

業種別に集計したものである。その中で、他の業

種に比べ特徴的な結果となった「銀行、保険、証

券、信販」業界の割合を、図表 2-11-17 に表した。 

「銀行、保険、証券、信販」は、他の対策は「か

なり不安」と回答した企業の割合が少ないが、委

託先からの情報漏洩を懸念してか、「⑦外注業者

等の情報アクセス管理」だけが突出して不安が多

い。 

他の業種では、「不動産・倉庫」で、⑩、⑤、⑧

への対策に加え「⑨全社的な情報管理規定の確

立」に対する対策について不安を抱いている企業

が多い。 

 ① ② ③ ④ ⑤ ⑥ ⑦ ⑧ ⑨ ⑩ N 値

農林・水産・食品 2.7% 2.7% 24.3% 35.1% 37.8% 24.3% 64.9% 37.8% 51.4% 59.5% 37

建築・土木・鉱業 7.5% 1.1% 22.2% 40.2% 56.5% 22.6% 47.8% 45.7% 39.1% 62.6% 93

化学・薬品 3.1% 4.6% 24.6% 38.5% 44.6% 20.0% 56.9% 38.5% 38.5% 55.4% 65

石油・石炭・ゴム 14.3% 0.0% 28.6% 28.6% 57.1% 28.6% 42.9% 57.1% 28.6% 42.9% 7

繊維関連・紙・木材 12.9% 6.5% 32.3% 58.1% 35.5% 25.8% 64.5% 54.8% 45.2% 67.7% 32

鉄・非鉄金属・窯業 4.7% 2.3% 26.2% 47.6% 52.4% 27.9% 59.5% 45.2% 47.6% 59.5% 42

輸送機器・関連部品 2.9% 2.9% 17.6% 42.9% 57.1% 22.9% 62.9% 57.1% 42.9% 62.9% 35

一般機械製造 1.7% 1.7% 30.5% 39.0% 54.2% 12.1% 57.6% 54.2% 50.8% 60.3% 56

電気機械製造 3.6% 0.0% 23.8% 42.9% 58.3% 19.0% 58.3% 46.4% 36.9% 59.5% 84

その他製造 3.7% 4.9% 28.4% 39.5% 58.0% 29.6% 57.7% 57.7% 49.4% 62.0% 81

商社・流通・卸売・小売 8.0% 3.4% 31.0% 46.0% 51.7% 26.3% 47.6% 55.5% 54.6% 63.4% 175

銀行・保険・証券・信販 3.6% 1.8% 3.6% 17.9% 25.0% 16.1% 63.6% 18.2% 18.2% 12.7% 57

不動産・倉庫 5.0% 0.0% 50.0% 45.0% 65.0% 30.0% 45.0% 73.7% 75.0% 80.0% 20

運輸 3.2% 9.7% 22.6% 38.7% 48.4% 32.3% 51.6% 48.4% 51.6% 54.8% 33

通信・通信サービス 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 16.7% 0.0% 58.3% 16.7% 16.7% 50.0% 12

電気・ガス・水道 12.5% 25.0% 25.0% 50.0% 62.5% 37.5% 62.5% 37.5% 37.5% 50.0% 8

放送・新聞・出版・印刷・映画 0.0% 0.0% 30.8% 23.1% 30.8% 15.4% 69.2% 61.5% 46.2% 61.5% 13

サービス業 9.8% 6.1% 33.3% 48.1% 62.5% 28.4% 50.0% 61.7% 57.5% 65.0% 80

情報処理業 7.7% 7.7% 23.1% 30.8% 38.5% 3.8% 61.5% 30.8% 19.2% 50.0% 26

0%

20%

40%

60%

80%

①ネットワーク上の情報アクセスの
制限

②ウィルスへの対策

③物理施設での情報アクセスの制
限

④内部コンピュータ犯罪への対策

⑤利用者の情報管理への対策

⑥ソフトウェア脆弱性への対応

⑦外注業者等の情報アクセス管理

⑧ITリスクマネジメント・コンプライア
ンス教育体制の確立

⑨全社的な情報管理規定の確立

⑩事業継続への対策

全体(n=957)

銀行・保険・証券・信販(n=57)

図表 2-11-16 業種別 IT リスクマネジメント対策状況（「かなり不安」と回答した割合） 

図表 2-11-17 業種別 IT リスクマネジメント対策の状況 

（「かなり不安」と回答した割合/銀行・保険・証券・信販抽出） 
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（4） ITリスクマネジメント対策は IT部門が利用部門

よりも強く不安を抱える 

IT リスクマネジメント対策の状況については、

利用部門に対しても全く同じ質問をしている。図

2-11-18 は、IT 部門と利用部門の「あまり対策が

進んでおらずかなり不安」と回答した企業の割合

を比較したものである。 

全般的に IT 部門の方が利用部門よりも不安を

抱える企業の比率が高くなっている。IT リスクマ

ネジメント対策の実務にあたっているからか、IT
部門の方が利用部門よりも不安感を抱いている

ということが分かった。 

 

 

2-11．6 本人認証およびユーザーID 管理の状況 

本人認証およびユーザーID 管理は「ID と固定パ

スワードによる認証」で対応 

本人認証およびユーザーID 管理の方法を、5 つ

挙げ、複数回答で答えてもらった結果が、図表

2-11-19 である。 

「ID と固定パスワードの入力による認証」を採

用している企業が 86.8%とほとんどであり、その

他の方法によるユーザーID 管理はまだ定着して

いないと言える。 

0

20

40

60

80

①ファイアウォール等ネットワーク上の情
報アクセスの制限

②ワクチンソフトの定期的更新等ウィルス
への対策

③コンピュータ室等の物理施設での情報
アクセスの制限

④ネットワーク監視等内部コンピュータ犯
罪への対策

⑤PC持ち出し等利用者の情報管理への
対策

⑥対策ソフトウェア（パッチ）の適用等ソフ
トウェア脆弱性への対応

⑦外注業者等の情報アクセス管理

⑧コンプライアンス教育体制

⑨全社的な情報管理規定（セキュリティ
ポリシー）の確立

⑩コンテンジェンシープランの確立等、事
業継続への対策

IT部門(n=960)

利用部門(n=740)

(n=977)

86.8%

9.6%

9.8%

3.1%

6.7%

3.1%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

1．IDと固定パスワードの入力により

認証している

2．ICカード等、個人保有の

物理キー型対策を導入している

3．ワンタイムパスワードを導入している

4．バイオメトリックス方式の

個人認証システムを導入している

5．電子認証サービスを導入している

6．その他

図表 2-11-18 IT リスクマネジメント対策の状況 

（「かなり不安」と回答した割合/IT 部門と利用部門の比較） 

図表 2-11-19 本人認証およびユーザーID 管理の状況 
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13.1%

16.7%

6.4%

82.5%

78.1%

91.9%

1.5%

3.4%

3.5%

0.2%

0.9%

1.9%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

①ISMS(n=954)

②プライバシーマーク(n=954)

③ISO17799(n=949)

認定取得済 申請中 申請検討中 取得予定なし

2．11．7 セキュリティに関する公的認証の取得 

―――関心のない企業が多数 

「ISMS」「プライバシーマーク」「ISO17799」
の３つのセキュリティに関する公的認証の取得

について各企業の状況を聞いた結果が、図表

2-11-20 である。 

「ISMS」「プライバシーマーク」「ISO17799」
のいずれの公的認証についてもほとんどの企業

が「取得予定なし」と回答しており、「認定取得

済み」と回答した企業も、それぞれ 3.5%、3.4%、

1.5%と極めて少数である。一般の企業には、まだ

必要性があまりないと判断されているようだ。 

 

しかしながら、取得に積極的な企業もあり、

「ISMS」、「プライバシーマーク」、「ISO17799」
それぞれの公的認証の取得事業者数は、以下の通

りである。 

①ISMS：783 事業所（2005 年 4 月 15 日現在） 

（出典）財団法人日本情報処理開発協会 

http://www.isms.jipdec.jp/ 

②プライバシーマーク：1333 社（2005 年 4 月 20 日現在）

（出典）財団法人日本情報処理開発協会 

http://privacymark.jp/ 

③ISO17799：465 社 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

どのような企業が積極的に取得しているのであ

ろうか。図表 2-11-21 は、業種別にこれらの公的

認証を「認定取得済み」「申請中」の企業の割合

まとめたものである。さらに割合の多い業種に関

しては、図表 2-11-22 に表した。 

「ISMS」は、「通信、通信サービス」および「情

報処理業」の比率が高い。 

「プライバシーマーク」については、「通信、通

信サービス」「放送、新聞、出版、印刷、映画」

および「情報処理業」業界の比率が高い。「放送、

新聞、出版、印刷、映画」に関しては、特に印刷

業で取得の割合が高いようである。 

「ISO17799」についても、「通信、通信サービ

ス」業界と「情報処理業」業界の企業が多いが、

「ISMS」と「プライバシーマーク」に比べると

少ない。 

情報処理業に関しては、「2．8．7 委託先選択

時における資格等の考慮」の項でも述べられてい

る通り、「ISMS」「プライバシーマーク」ともに 4
割以上の企業が委託先選択時に「考慮する」と回

答しており、取得の意欲が高いことがうなずける。 

 

図表 2-11-20 セキュリティに関する公的認証の取得状況 
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4.4%

50.0%

7.7%

38.5%

5.2%

27.3%

23.1%

61.5%

1.7%

9.1%

0.0%

20.0%

0% 20% 40% 60% 80%

全体(n=954)

通信・通信サービス(n=12)

放送・新聞・出版・印刷・映画(n=13)

情報処理業(n=26)

ISMS

プライバシーマーク

ISO17799

図表 2-11-21 業種別セキュリティに関する公的認証の取得（「認定取得済み」+「申請中」の割合） 

図表 2-11-22 業種別セキュリティに関する公的認証の取得（「認定取得済み」+「申請中」の割合/業種一部抜粋） 

 ISMS 
プライバシー

マーク 
ISO17799 N 値 

農林・水産・食品 0.0% 0.0% 0.0% 37 

建築・土木・鉱業 5.3% 1.1% 2.1% 94 

化学・薬品 4.7% 3.1% 1.6% 64 

石油・石炭・ゴム 0.0% 0.0% 0.0% 7 

繊維関連・紙・木材 0.0% 6.3% 0.0% 32 

鉄・非鉄金属・窯業 0.0% 2.4% 0.0% 42 

輸送機器・関連部品 2.9% 0.0% 2.9% 35 

一般機械製造 1.7% 1.7% 0.0% 59 

電気機械製造 4.7% 7.1% 3.5% 35 

その他製造 2.5% 1.2% 0.0% 80 

商社・流通・卸売・小売 1.2% 0.6% 0.6% 173 

銀行・保険・証券・信販 1.8% 5.6% 0.0% 55 

不動産・倉庫 0.0% 5.0% 0.0% 20 

運輸 3.4% 3.4% 0.0% 29 

通信・通信サービス 50.0% 27.3% 9.1% 12 

電気・ガス・水道 0.0% 0.0% 0.0% 8 

放送・新聞・出版・印刷・映画 7.7% 23.1% 0.0% 13 

サービス業 6.1% 9.8% 2.5% 82 

情報処理業 38.5% 61.5% 20.0% 26 
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2．11．8 IT に関するコンティンジェンシープラン 

コンティンジェンシープランとは、偶発事故や

事故、不測の事態が発生した場合に、その損害を

最小限に抑え、機能を迅速に復旧するための復旧

計画を定めた緊急時対応計画である。 

地震国である我国は、震災時の対応という面で

は IT コンティンジェンシープランへの関心は高

い。しかし、1995 年 3 月に発生した地下鉄サリ

ン事件、まだ記憶に新しい 2001 年 9 月 11 日の米

国同時多発テロ、近年早急な対応が迫られている

サイバーテロ等新たな危機への対応計画の策定

が求められている。 

本調査では、2002 年度より、「危機管理マニュ

アルの整備」「危機管理マニュアルの規定内容の

範囲」「危機管理マニュアルの改訂ルール」「訓練

の実態」について企業の取り組みを聞いている。 

（1） 危機管理マニュアルの整備状況は昨年から進

展せず 

危機管理マニュアルの整備状況は、「整備済み」

が 18.3%、「策定中」が 14.5%、「検討中」が 43.3%

という結果となり、昨年度からあまり変わってい

ない（図表 2-11-23）。 

企業規模でみると、規模が大きくなるにつれ整

備が進んでいる。 

（2） マニュアル規定内容の範囲も状況に変化なし 

続いて、危機管理マニュアルが規定している内

容の範囲について聞いた。「復旧まで」と回答し

た企業が最も多く 53.3%であった。昨年度が 53%、

前々年度が 52%であったことから、ここ 2、3 年

の状況はあまり変化がない（図表 2-11-24）。 

（3） 「改定ルールの整備」はあまり進んでいない 

危機管理マニュアルは、社会や環境の変化に対

応して恒常的に改訂を繰り返していくのが理想

である。改定ルールについて、「整備済み」、「策

定中」と回答した企業は、それぞれ 7.5%、12%
と全体の 2 割にも満たない。実態は理想になかな

か追いついていない（図表 2-11-25）。 

企業規模が大きいほど「整備済み」と回答した

企業数が多く、逆に企業規模が小さいほど「予定

なし」と回答した企業数が多い。 

18.5%

25.0%

18.5%

17.1%

28.1%

25.0%

25.8%

32.7%

53.3%

50.0%

55.5%

50.2%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(n=768)

100人未満(n=44)

100～999人(n=454)

1000人以上(n=269)

初動のみ 暫定運用まで 復旧まで

18.3%

7.1%

13.4%

30.4%

14.5%

11.4%

12.0%

19.9%

43.3%

34.3%

46.6%

39.2%

23.9%

47.1%

28.0%

10.5%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(n=954)

100人未満(n=70)

100～999人(n=575)

1000人以上(n=306)

整備済 策定中 検討中 整備予定なし

図表 2-11-23 企業規模別危機管理マニュアル整備状況 

図表 2-11-24 企業規模別危機管理マニュアルの範囲 
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（4） 「定期的に訓練を実施している」企業は 

ごくわずか 

危機管理マニュアルに基づき定期的に訓練を実

施している企業はわずか 4.7%で、「実施している」

と回答した企業を加算しても 10.9%と 1割程度で

ある（図表 2-11-26）。 

「実施予定なし」と回答した企業は 46.3%で、

昨年度の調査で 52%であったことと比較すると、

訓練の導入が若干進んでいる状況にはある。 

従業員数 1000 人以上の大企業では、他と比べ

て実施している企業が多くなってはいるが、「定

期的に実施している」「実施している」をあわせ

た割合が、ほぼ 2 割とまだ少ない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

（5） 業種別に見た IT に関するコンティンジェンシー

プランの状況 

コンティンジェンシープランについて、業種別

にまとめたものが、図表 2-11-27～2-11-30 である。 

設問全般を通じ、「銀行、保険、証券、信販」「通

信、通信サービス」「電気、ガス、水道」の「整

備済み（あるいは実施している）」割合が高くな

っている。どちらも、古くから監査の制度があっ

たり、社会インフラを担う企業であったりするた

め、コンティンジェンシープランへの取り組みも

一段と進んでいると言える。 

「不動産、倉庫」業界では、「危機管理マニュア

ルの整備」および「改訂ルールの策定」について、

「検討中」と回答した企業の比率が他の業界より

も圧倒的に多く、整備が急速に進みつつあると言

える。 

10.1% 10.5%

42.8%

35.7%

41.6%

46.5%

46.3%

60.7%

52.0%

32.9%

2.1%

1.8%

4.7%

4.3%

1.8%

6.2%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(n=874)

100人未満(n=56)

100～999人(n=529)

1000人以上(n=286)

定期的に実施している 実施している 検討中 実施予定なし

7.5%

1.8%

4.3%

14.6%

12.0%

14.3%

9.1%

17.1%

46.4%

37.5%

48.0%

45.2%

34.1%

46.4%

38.7%

23.1%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(n=977)

100人未満(n=73)

100～999人(n=591)

1000人以上(n=309)

整備済 策定中 検討中 予定なし

図表 2-11-25 企業規模別危機管理マニュアルの改訂ルール 

図表 2-11-26 企業規模別訓練の実施状況
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19.4%

13.8%

20.0%

28.6%

15.6%

23.8%

11.4%

20.7%

16.7%

9.1%

71.9%

10.0%

20.7%

33.3%

37.5%

7.7%

12.7%

26.9%

8.3%

8.5%

18.5%

0.0%

12.5%

11.9%

8.6%

15.5%

17.9%

12.3%

15.4%

14.0%

10.3%

50.0%

25.0%

30.8%

15.2%

23.1%

52.8%

51.1%

40.0%

42.9%

46.9%

33.3%

60.0%

50.0%

46.4%

51.9%

40.6%

8.8%

70.0%

44.8%

8.3%

37.5%

23.1%

48.1%

34.6%

19.4%

26.6%

21.5%

28.6%

25.0%

31.0%

20.0%

13.8%

19.0%

29.6%

34.9%

15.0%

24.1%

8.3%

38.5%

24.1%

15.4%

6.2%

5.0%

5.3%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

農林・水産・食品（n=36)

建築・土木・鉱業(n=94)

化学・薬品(n=65)

石油・石炭・ゴム(n=7)

繊維関連・紙・木材(n=32)

鉄・非鉄金属・窯業(n=42)

輸送機器・関連部品(n=35)

一般機械製造(n=58)

電気機械製造(n=84)

その他製造(n=81)

商社・流通・卸売・小売8n=175)

銀行・保険・証券・信販(n=57)

不動産・倉庫(n=20)

運輸(n=39)

通信・通信サービス(n=12)

電気・ガス・水道(n=8)

放送・新聞・出版・印刷・映画(n=13)

サービス業(n=79)

情報処理業(n=26)

整備済 策定中 検討中 整備予定なし

22.6%

18.9%

25.5%

26.9%

21.2%

21.4%

19.1%

26.0%

12.7%

13.3%

27.3%

25.0%

40.0%

11.6%

23.8%

29.0%

29.7%

27.5%

33.3%

26.9%

27.3%

17.9%

26.9%

27.9%

34.5%

26.0%

34.5%

40.0%

36.4%

10.0%

12.5%

30.0%

27.5%

19.0%

45.2%

51.4%

47.1%

66.7%

46.2%

51.5%

60.7%

67.3%

52.9%

58.6%

48.1%

52.7%

46.7%

36.4%

90.0%

62.5%

30.0%

60.9%

57.1%

6.9%

5.8%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

農林・水産・食品(n=31)

建築・土木・鉱業(n=74)

化学・薬品(n=51)

石油・石炭・ゴム(n=6)

繊維関連・紙・木材(n=26)

鉄・非鉄金属・窯業(n=33)

輸送機器・関連部品(n=28)

一般機械製造(n=52)

電気機械製造(n=68)

その他製造(n=58)

商社・流通・卸売・小売(n=131)

銀行・保険・証券・信販(n=55)

不動産・倉庫(n=15)

運輸(n=22)

通信・通信サービス(n=10)

電気・ガス・水道(n=8)

放送・新聞・出版・印刷・映画(n=10)

サービス業(n=69)

情報処理業(n=21)

初動のみ 暫定運用まで 復旧まで

図表 2-11-27 業種別危機管理マニュアル整備状況

図表 2-11-28 業種別危機管理マニュアルの範囲
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14.3%

42.8%

32.4%

44.0%

37.3%

42.9%

43.3%

32.4%

57.6%

58.2%

47.3%

28.4%

41.3%

44.6%

56.3%

51.9%

36.4%

25.0%

45.5%

42.5%

54.2%

46.3%

58.8%

52.4%

47.5%

28.6%

50.0%

54.1%

33.3%

32.7%

44.6%

63.5%

56.3%

10.7%

31.3%

40.7%

9.1%

25.0%

54.5%

49.3%

37.5%

37.5%

18.2%

28.6%

5.4%

1.8%

3.0%

2.7%

4.7%

3.6%

3.4%

1.9%

4.2%

2.7%

1.4%

12.5%

36.4%

12.5%

16.1%

2.7%

7.3%

6.1%

10.8%

6.7%

6.2%

8.8%

11.9%

7.4%

5.5%

4.2%

6.8%

14.3%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(n=854)

農林・水産・食品(n=34)

建築・土木・鉱業(n=84)

化学・薬品(n=59)

石油・石炭・ゴム(n=7)

繊維関連・紙・木材(n=30)

鉄・非鉄金属・窯業(n=37)

輸送機器・関連部品(n=33)

一般機械製造(n=55)

電気機械製造(n=74)

その他製造(n=74)

商社・流通・卸売・小売

銀行・保険・証券・信販(n=56)

不動産・倉庫(n=16)

運輸(n=27)

通信・通信サービス(n=11)

電気・ガス・水道(n=8)

放送・新聞・出版・印刷・映画(n=11)

サービス業(n=73)

情報処理業(n=24)

定期的に実施ている 実施している 検討中 実施予定なし

8.8%

7.2%

8.5%

8.1%

25.9%

36.4%

25.0%

12.5%

8.8%

13.3%

10.2%

13.3%

10.8%

9.1%

18.9%

16.4%

5.9%

12.8%

22.2%

9.1%

12.5%

9.1%

8.3%

12.5%

32.4%

45.8%

47.5%

57.1%

53.3%

37.8%

54.5%

47.2%

54.8%

48.5%

41.0%

37.0%

75.0%

53.8%

36.4%

62.5%

36.4%

50.0%

45.8%

50.0%

33.7%

33.9%

42.9%

33.3%

43.2%

33.3%

26.4%

21.9%

41.2%

44.2%

14.8%

18.8%

30.8%

18.2%

54.5%

34.7%

29.2%

11.5%

6.9%

1.9%

4.4%

6.8%

7.5%

3.0%

3.8%

6.3%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

農林・水産・食品(n=34)

建築・土木・鉱業(n=83)

化学・薬品(n=59)

石油・石炭・ゴム(n=7)

繊維関連・紙・木材(n=30)

鉄・非鉄金属・窯業(n=37)

輸送機器・関連部品(n=33)

一般機械製造(n=53)

電気機械製造(n=73)

その他製造(n=68)

商社・流通・卸売・小売(n=156)

銀行・保険・証券・信販(n=54)

不動産・倉庫(n=16)

運輸(n=26)

通信・通信サービス(n=11)

電気・ガス・水道(n=8)

放送・新聞・出版・印刷・映画(n=13)

サービス業(n=72)

情報処理業(n=24)

整備済 策定中 検討中 予定なし

図表 2-11-29 業種別危機管理マニュアルの改訂ルール 

図表 2-10-30 業種別訓練の実施状況 



 183

2．12 IT 投資効果の評価 

2．12．1 IT 投資効果の測定状況と評価手法 

（1） 投資評価を実施している企業は、昨年より事前

評価 9.3 ポイント、事後評価は 6.7 ポイント増加 

IT 投資効果の測定を行っているかどうかにつ

いて聞いた結果を図表 2-12-1 にまとめた。 

事前評価については、19.1%の企業が「実施し

ている」と回答しており、「一部実施している」

と合せて 56.4%と、何らかの IT 投資評価を事前

に実施している企業が半数を超えた。昨年度の調

査では、実施、一部実施をあわせて 47.1％であり、

9.3 ポイント増加している。 

一方、事後評価は「実施している」と回答した

企業は 7.3%、「一部実施している」と回答した企

業は 40.3%であり、両者合せて 47.6%となった。

昨年度は 40.9％であり、こちらも 6.7 ポイント増

加した。 

IT 投資効果測定への意識は確実に高まってい

ると言える。しかしながら、特に事後評価を実施

していない企業はまだ半数以上あり、課題は多い。 

（2） 売上 1 兆円規模の企業では、事前 94.1％、事

後 85.3％が評価を実施 

これを、企業規模（売上高）別にみたものが、

図表 2-12-2 である。 

事前評価、事後評価ともに、企業規模（売上高）

が大きいほど、IT 投資効果測定を実施している企

業が多い。売上高が 1 兆円以上の企業では、事前

評価：94.1％、事後評価：85.3％が評価を実施し

ている。 

19.1%

12.6%

14.6%

32.4%

64.7%

7.3%

5.0%

6.6%

5.3%

10.2%

29.4%

37.3%

23.8%

30.8%

37.9%

45.4%

29.4%

40.3%

15.0%

30.8%

40.0%

51.1%

55.9%

43.6%

76.2%

56.6%

47.5%

22.2%

52.4%

80.0%

62.6%

54.8%

38.7%

14.7%

0%

5.9%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(n=963)

10億円未満(n=21)

10億円～100億円未満(n=182)

100億円～1000億円未満(n=533)

1000億円～1兆円未満(n=186)

1兆円以上(n=34)

全体(n=963)

10億円未満(n=21)

10億円～100億円未満(n=182)

100億円～1000億円未満(n=533)

1000億円～1兆円未満(n=186)

1兆円以上(n=34)

事
前

評
価

事
後

評
価

実施している 一部実施している 実施していない

19.1%

13.4%

7.3%

6.2%

37.3%

33.7%

40.3%

34.7%

43.6%

52.9%

52.4%

59.1%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

04年度(n=963)

03年度(n=842)

04年度(n=963)

03年度(n=841)

事
前

評
価

事
後

評
価

実施している 一部実施している 実施していない

図表 2-12-1 IT 投資効果測定の実施状況

図表 2-12-2 企業規模別 IT 投資効果測定の実施状況 
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（3） 業績による差 

業績によって差異はないかを見たものが、図表

2-12-3 である。大きな格差はみられないが、「減

収減益」企業における、「評価を実施していない」

企業の割合が、特に事後評価において他よりも大

きくなっている。事後評価の実施が、少なからず

収益に影響を与えているのではないだろうか。 

（4） IT 部門のほうが厳しい見方 

IT 投資効果測定の実施状況について、IT 部門

の回答と利用部門からの回答を比較したものが

図表 2-12-4 である。事前評価、事後評価ともに「実

施していない」と回答した企業の比率は、IT 部門

の方が利用部門よりも多い。一方で、「一部実施

している」と回答した企業の比率は、利用部門の

方が IT 部門よりも多い結果となっている。両者

には受け止め方に若干差があるようである。 

（5） IT 投資効果の評価手法 

事前評価での測定手法は、「ユーザー満足度」、

「ROI」、「KPI」、「他社比較」の順、 

事後評価での測定手法は、「ユーザー満足度」を

採用している企業が圧倒的 

IT 投資効果測定を「実施している」「一部実施

している」と回答した企業に対し、評価の際に採

用している評価手法を、事前・事後評価それぞれ

について聞いたものが、図表 2-12-5 である。 

事前評価における測定手法は、「ユーザー満足

度」、「ROI（投下資本利益率）」、「KPI（システム

化対象業務上の指標）」、「他社比較（売上高に対

する IT 予算比率／ユーザー1 名あたりの投資額

等のベンチマーク）」の順となっている。 

 

 

20.1%

19.1%

10.6%

7.3%

45.1%

37.3%

46.1%

40.3%

34.9%

43.6%

43.3%

52.4%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

利用部門(n=748)

IT部門(n=963)

利用部門(n=748)

IT部門(n=963)

事
前

評
価

事
後

評
価

実施している 一部実施している 実施していない

20.6%

20.8%

16.3%

15.5%

6.7%

7.0%

7.1%

7.2%

36.7%

38.2%

40.8%

35.9%

42.5%

45.5%

39.7%

34.3%

42.6%

41.0%

42.9%

48.6%

50.8%

47.6%

53.3%

58.6%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

増収増益(n=373)

増収減益(n=144)

減収増益(n=184)

減収減益(n=181)

増収増益(n=374)

増収減益(n=143)

減収増益(n=184)

減収減益(n=181)

事
前

評
価

事
後

評
価

実施している 一部実施している 実施していない

図表 2-12-3 業績別 IT 投資効果測定の実施状況

図表 2-12-4 IT 投資効果測定の実施状況（利用部門との意識差） 
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一方事後評価では、圧倒的に「ユーザー満足度」

と回答した企業が多く、「KPI」、「ROI」、「他社比

較」が順に続いている。KPI および ROI 手法に

ついては、事前・事後評価共にほぼ同率の 20%程

度の企業が取り入れている。 

2．12．2 IT 投資効果測定の主な対応組織 

（1） 投資効果の測定は主に IT 部門が担当 

IT 投資効果の測定を、主にどの部門が対応して

いるか聞いたものが図表 2-12-6 である。 

「IT 部門」64.4%を筆頭に、「経営企画部門」

18.6%、「事業部門」11.8%と続く。 

IT の実質的なユーザー部門である「事業部門」

が 11.8%と、その割合が少ない。この結果から、

2.12.1(2)の IT 評価手法の設問の回答で多くの企

業が採用している「ユーザー満足度」による投資

効果の測定は「IT 部門」が主導的に行っていると

いう結果になった。 

IT 部門と利用部門の回答を比較すると、「IT 部

門」が担当しているとの回答は、「IT 部門」に多

く、一方、「経営企画部門」が担当しているとの

回答は「利用部門」が多い。利用部門アンケート

の回答者に経営企画部門担当者が多く入ってい

ることを考慮すると、両部門ともに自部門が IT
投資効果の測定を担当しているとの意識が強い

ようだ。この傾向は昨年度の調査と同じである。 

これを企業規模別に見たものが、図表 2-12-7 であ

る。 

「IT 部門」が IT 投資効果の測定を担当してい

ると回答している企業が企業規模とは関係なく

大多数である。また、大手企業では「事業部門」

も対応組織としている様子がわかる。一方で、「経

営企画部門」が担当していると回答した企業は、

売上高の少ない企業ほど多い。この結果は企業規

模を従業員数として集計した場合も同じであっ

た。 

18.6%

32.5%

64.4%

49.2%

11.8%

13.1%

3.3%

1.8%

3.4%

1.9%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

IT部門(n=848)

利用部門（n=679)

1．経営企画部門 ＩＴ部門 事業部門 監査部門 その他

図表 2-12-5 IT 投資効果測定における評価手法

図表 2-12-6 IT 投資効果測定の主な対応組織/部門比較 

23.4%

22.8%

43.6%

15.9%

20.6%

19.2%

20.8%

66.4%

8.4%

18.6%

0% 20% 40% 60% 80%

ROI

KPI

ユーザー満足度

他社比較

その他

ROI

KPI

ユーザー満足度

他社比較

その他

事
前

評
価

(n
=
5
3
4
)

事
後

評
価

(n
=
4
5
2
)
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2.12．3 IT 投資プロジェクトのタイプ別評価 

本調査では、一昨年より IT投資プロジェクトを、

以下の 3 タイプに分類し、それぞれの特徴を捉え

た評価を提案してきた。 
①インフラ型投資 

メール等のグループウェア、ネットワークの導入等、

一般管理業務の業務基盤として欠かせないもの 

②業務効率型投資 

省力化、在庫削減、経費削減、歩留向上等、定量化

しやすい案件 

③戦略型投資 

商品力、営業努力、ＩＴ効果などが複合され、ＩＴ効果

そのものの評価だけを取り上げることが難しい案件。

顧客サービスの強化等、そもそも定量評価の難しい

案件 

（1）タイプ別投資の割合 

まず、それぞれのタイプが、どんな割合で投資

されているのを見てみたい。図表 2-12-9 は、「単

純平均」と「金額加重平均」の 2 通りの方法で算

出した平均値である。 

「単純平均」では、①インフラ型投資、②業務

効率型投資、③戦略型投資の比率が「4：4：2」
となった。この結果は、昨年度の結果とほぼ同じ

である。 

「金額加重平均」では、①インフラ型投資、②

業務効率型投資、③戦略型投資の比率が「3：4：
3」となり、戦略型タイプの投資の比率が高くな

っている。戦略型投資は、投資規模も大きくなる

ことが多いため、単純平均との差がでていると考

えられる。 

 

18.6%

29.4%

22.3%

18.2%

16.1%

11.8%

64.4%

64.7%

60.8%

65.3%

64.4%

67.6%

11.8%

11.5%

11.1%

14.4%

14.7%

5.9%

2.9%

3.4%

3.4%

3.3%

5.9%

2.3%

1.9%

2.0%

1.9%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(n=848)

10億円未満(n=17)

10億円～100億円未満(n=148)

100億円～1000億円未満(n=467)

1000億円～1兆円未満(n=174)

1兆円以上(n=34)

経営企画部門 ＩＴ部門 事業部門 監査部門 その他

40.2%

33.4%

39.4%

38.9%

20.1%

27.7%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

単純平均(n=825）

金額加重平均（n=707）

インフラ型 業務効率型 戦略型

図表 2-12-7 企業規模別 IT 投資効果測定の主な対応組織 

図表 2-12-9 IT 投資（新規投資）に対するタイプ別投資の割合 

・「単純平均」：各タイプの比率をそれぞれに合計し企業数で割って得た平均値 
・「金額加重平均」：企業の IT 投資額（新規投資）に 3 タイプの比率を掛けて各企業のタイプ別 IT 投資

額を算出し、それを元に、各タイプの投資額の、総投資額に占める比率を求めて得た平均値 
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（2） 規模の小さい企業では「インフラ型投資」の比

率が高い 

これを、企業規模別にまとめたものが図表

2-12-10 である。図表からも明らかなように、企

業規模が小さいほど「インフラ型投資」の比率が

高い。 

（3） 今後は「戦略型投資」を増加させる意向 

それぞれの投資タイプ割合の増減見込みを聞い

た結果、図表 2-12-11 の通り、過半数の企業が「戦

略型投資」の割合を増やす意向であり、「戦略型

投資」の割合が減少すると回答している企業はわ

ずか 3.9%である。 

昨年度からの変化を見てみると、「戦略型投資」

の割合が「増加する」と見込んでいる企業は 2 年

ともに 6 割近い。企業は、今後 IT 投資が「戦略

型投資」へ移ると捉えているようだ。 

一方で、「インフラ型投資」および「業務効率型

投資」については、「不変」、「減少」と回答した

企業の比率が増加している。 

（4） 評価手法は「ユーザー満足度」が主流 

それぞれのタイプの投資に対し、どのような評

価手法を用いているかを調べた結果が、図表

2-12-13 である。 

投資のタイプに関わらず、「ユーザー満足度」が

最も採用されている割合が高いという結果とな

ったが、それぞれのタイプの投資には、図表

2-12-14 のような適切な評価手法がある。 

「インフラ型」投資については、売上に対する

投資比率などのベンチマークが有効である。採用

59.2%

43.4%

40.2%

35.5%

35.3%

16.2%

36.8%

40.8%

40.6%

35.2%

24.6%

19.2%

18.6%

23.9%

29.5%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

10億円未満(n=13)

10～100億円未満（n=160)

100～1000億円未満（n=467)

1000～1兆円未満（n=155)

1兆円以上（n=23)

インフラ型 業務効率型 戦略型

23.2%

30.2%

29.6%

35.9%

59.2%

58.5%

55.8%

53.1%

52.7%

49.7%

36.9%

38.4%

21.1%

16.7%

17.7%

14.4%

3.1%

3.9%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

04年度(n=850)

03年度(n=701)

04年度(n=837)

03年度(n=700)

04年度(n=792)

03年度(n=675)

イ
ン

フ
ラ

型
業

務
効

率
型

戦
略

型

増加 不変 減少

図表 2-12-10 企業規模別 IT 投資（新規投資）に対するタイプ別割合 

図表 2-12-11 年度別タイプ別 IT 投資の割合の今後の見込
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しているのは、事前評価：15.0％、事後評価：10.3％
とそれほど多くない。むしろ、「評価を行わない」

企業が多いと言える（事前評価：29.0％、事後評

価：29.1％）。 

「業務効率型」投資については、ROI で測定す

るのが適切と考えられる。ROI が採用されている

割合が他のタイプよりも若干高くなっていると

ころは評価できる。 

「戦略型」投資については、①定量化可能な項

目は KPI で評価し、定性的な効果目標はユーザー

満足度で評価する。最終的には事業の収益性で判

断するというような、複合的な評価が必要である。 

いずれにせよ、それぞれのタイプごとの特徴を

考慮し、それぞれにあった測定手法を確立し、

PDCA のサイクルをまわしながら実施していく

ことが重要であると言える。 

13.1%

18.5%

16.3%

10.8%

16.0%

14.7%

7.2%

18.2%

14.6%

6.8%

16.8%

13.3%

41.4%

39.7%

28.7%

46.8%

46.1%

33.9%

15.0%

10.8%

15.5%

10.3%

8.4%

12.2%

10.0%

10.0%

13.5%

8.4%

8.2%

11.8%

29.0%

21.6%

29.1%

31.3%

24.0%

31.5%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

①インフラ型投資
(n=789)

②業務効率型投資
(n=779)

③戦略型投資
(n=724)

①インフラ型投資
(n=785)

②業務効率型投資
(n=776)

③戦略型投資
(n=728)

事
前

評
価

事
後

評
価

ROI

KPI

ユーザー満足度

他社との比較

その他

評価を行わない

図表 2-12-14 投資タイプ別評価手法 

図表 2-12-13 投資タイプ別実施している評価手法

投資タイプ 特徴 評価手法 

インフラ型投資 
メール等のグループウェア、ネットワーク
の導入等、一般管理業務の業務基盤とし
て欠かせないもの 

対売上高、費用／人年をトップ責任で決定
し導入（特別な評価はしない） 

業務効率型投資 
省力化、在庫削減、経費削減、歩留向上
等、定量化しやすい案件 

ROI（投下資本利益率）で、2～3 年回収が一
般的 

戦略型投資 

商品力、営業努力、ＩＴ効果などが複合さ
れ、ＩＴ効果そのものの評価だけを取り上
げることが難しい案件。顧客サービスの
強化等、そもそも定量評価の難しい案件 

・定量化可能な項目は目標値（KPI＝システ
ム化対象業務上の指標）で評価、定性的効
果目標はユーザー満足度で評価する。 
・最終的には事業の収益性で判断する 

→アプリケーションオーナー制が有効 
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2．13 IT 人材の育成 

経営において、IT 部門が果たす役割の重要性が

増す中で、開発・運用機能を分社化あるいはアウ

トソーシングし、IT 部門は戦略・企画機能に特化

する企業が増えている。 

IT 部門に求められる役割が変化する中で、どの

ような人材が必要とされているのか。そのような

人材を確保するためには、どのような育成または

施策が必要となるのか、企業における実態を明ら

かにする。 

2．13．1 IT 部門に求められる役割 

（1） IT 部門の役割は、「IT 戦略の策定」「インフラ企

画・標準化」がトップ 

まず前提となる「IT 部門の役割」をどのように

認識しているのかを調査した。 

ここでは、IT 部門の役割と考えられる以下の

13 の役割の中から、今後自社の IT 部門が担って

いくと考えられるものを、複数選択してもらった。

その結果が図表 2 -13-1 である。 

「①IT 戦略の策定」および「④インフラの企

画・管理・標準化」の 2 つについては、回答があ

った 837 社のうち 70％以上の企業が「IT 部門が

担当すべき役割」として選択している。続いて、

「⑩ネットワーク管理」「⑦IT リスクマネジメン

ト」「②プロジェクトの企画・業務改革（BPR）

の推進」「⑨システム運用」の順になっており、

60％以上の企業が選択している。 

一方、認識度の低いものは、「⑪アウトソーシン

グ管理（44.9％）」「⑥IT 投資効果の検証（48.1%）」

「⑬IT 技術の評価・採用(48.9％)」「⑤IT リソー

スのマネジメント（49.7％）」の順となっている。 

最も認識度が低いものが、「⑪アウトソーシング

管理」という結果は、IT アウトソーシングを実施

していない企業を考慮する必要があるとはいえ、

システム開発・保守・運用を外部に委託する企業

が増えている中、予算／発注を含めてアウトソー

シング先をしっかり管理していく意識がもっと

必要であるのではないだろうか。 

また、「③プロジェクトの企画・業務改革（BPR）

の推進」を重要と認識している企業が多いものの、

その効果創出状況の確認やその課題認識、対策実

施等の、「⑥IT 投資効果の検証」までを役割と認

識している企業も多くはないようである。 

さらに、企業経営の基本要素『人／物／金』の

IT 投資に関する全社 IT リソース管理「⑤IT リソ

ースのマネジメント」についてももっと関心を払

って良いのではないだろうか。 

一方、従来型の IT 部門の役割とされ、アウト

ソーシングの対象になりがちな⑧システム開発、

⑨システム運用に対する認識度が、以上３つの役

割に比べて高いという結果になり、興味深い。 

図表 2-13-1 IT 部門の役割に対する認識

(n=837)

77.8%

62.7%

57.7%

73.5%

49.7%

48.1%

65.0%

59.3%

61.1%

66.5%

44.9%

56.5%

48.9%

0% 20% 40% 60% 80%

①IT戦略の策定

②プロジェクト企画・業務改革の推進

③プロジェクト管理

④インフラの企画・管理・標準化

⑤ITリソースのマネジメント

⑥IT投資効果の検証

⑦ITリスクマネジメント

⑧システム開発

⑨システム運用

⑩ネットワーク管理

⑪アウトソーシング管理

⑫IT化推進・支援

⑬IT技術の評価・採用
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（2） 利用部門から見た IT 部門の役割 

では、利用部門は IT 部門にどのような役割を期

待しているだろうか。IT 部門の回答と利用部門の

回答を比較したものが図表 2-13-2 である。 

IT 部門の認識との乖離が最も大きいものは、③

プロジェクト管理（38.2％←IT 部門 57.7％）で

ある。本調査では、別途利用部門に対し、開発プ

ロジェクトへの関与度を聞いているが、90％以上

の企業が、プロジェクト企画に『全面的に関与し

ている／ある程度関与している』と回答している。

テスト／運用についてもほぼ 80％以上の企業が

関与していると回答している（「2.14 プロジェ

クトマネジメント」参照）。プロジェクトのテー

マオーナーは対象業務領域を主管する業務部門

であるケースが多い。利用部門から見ると、IT 部

門は必ずしもプロジェクト管理の主体でなくて

も良いとの認識によって、IT 部門の役割としての

期待度が低いと考えられる（図表 2-13-2）。 

 

 

 

 

 

 

 

また、利用部門では、④インフラの企画・管理・

標準化を IT 部門の役割と考えている企業の割合

が低い（54.3％←IT 部門 73.5％）が、⑩ネット

ワーク管理、⑦IT リスクマネジメント、②プロジ

ェクトの企画業務改革（BPR）の推進など、IT
部門でも高く認識されている役割は、ほぼ同じ

60％弱の認識度となっている。 

⑧システム開発、⑨システム運用の期待度が IT
部門の認識度より低くなっている。昨今、大企業

を中心に、本社の IT 部門には、戦略・企画機能

だけを残し、開発・運用機能を情報子会社を含む

ビジネスパートナーへアウトソーシングする傾

向が見られる。システム開発における委託先との

関係の調査では、73％の企業が『委託している』

と回答している。また、システム運用と委託先と

の関係の調査でも、47％の企業が『委託している』

と回答している。このような傾向を背景に、今後

の本社 IT 部門の役割について、IT 部門より利用

部門の認識の方が先行しているように見受けら

れる。 
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54.3%

35.3%
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55.1%
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55.4%

46.4%
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①IT戦略の策定

②プロジェクト企画・業務改革の推進

③プロジェクト管理

④インフラの企画・管理・標準化

⑤ITリソースのマネジメント

⑥IT投資効果の検証

⑦ITリスクマネジメント

⑧システム開発

⑨システム運用

⑩ネットワーク管理

⑪アウトソーシング管理

⑫IT化推進・支援

⑬IT技術の評価・採用

IT部門
(n=837)

利用部門
(n=668)

図表 2-13-2 利用部門から見た IT 部門の役割・必要性 
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JUAS 研究部会報告書（2003 年度）人材育成研

究部会の『アウトソーシング後のユーザー企業 IT
部門に求められる人材像とその育成』では人材像

を明らかにするために『システム企画機能』を以

下のように定義している。 

①IT 予算・実績管理 

②IT 戦略の策定 

（経営戦略にフィットして、大きな方向性を示すこと） 

③投資効果の評価 

④インフラ整備／基盤強化／教育など 

（全社で実施すべきこと） 

この定義に従えば、①IT 戦略の策定、②プロジ

ェクトの企画業務改革（BPR）の推進、④インフ

ラの企画・管理・標準化、⑥IT 投資効果の検証、

④インフラの企画・管理・標準化を推進していく

ための最適な技術選択のための⑬IT 技術の評

価・採用に対する認識度が高いことが予想される。

また本社の IT 部門として企業グループ全体を対

象とした⑦IT リスクマネジメント、⑤IT リソー

スのマネジメントに加えて、アウトソーシング先

を活用する⑪アウトソーシング管理への認識度

も低くはないと思われる。 

そこで、いくつかの切り口で特徴が見られない

かを見てみたい。 

（3） 大企業では開発・運用のアウトソーシングを前

提とした役割認識 

IT 部門に求められる役割について、企業規模別

に調べたものが、図表 2-13-3 である。 

まず、従業員数 1000 人以上の大企業の IT 部門

では、「①IT 戦略の策定」「④インフラの企画・管

理・標準化」「⑦IT リスクマネジメント」「②プロ

ジェクトの企画業務改革（BPR）の推進」の順に

必要な機能と認識されている。全体では認識度の

高くなかった「⑤IT リソースのマネジメント」

（65.6％←全体平均 49.7％）、「⑥IT 投資効果の

検証」（65.9％←全体平均 48.1％）も高く認識さ

れており、「⑪アウトソーシング管理」（53.8％←

全体平均 44.9％）、「⑬IT 技術の評価・採用」

（59.3％←全体平均 48.9％）の認識度も上がって

いる。 
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100人未満
(n=60)

100～999人
(n=502)

1000人以上
(n=273)

図表 2-13-3 企業規模（従業員数）と IT 部門の役割・必要性 
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一方で、「⑩ネットワーク管理」（56.0％←全体

平均 66.5％）、「⑨システム運用」（50.5％←全体

平均 61.1％）は認識度を下げており、⑧システム

開発、⑨システム運用、⑩ネットワーク管理機能

の外部への切り出しが進んでいることがわかる。 

従業員数 100～1000未満の企業の IT部門では、

⑥IT 投資効果の検証（40.8％←全体平均 48.1％）

が全体平均より低いが、全体の傾向とほぼ一致し

ている。 

従業員数 100 人未満の企業の IT 部門では、⑩

ネットワーク管理の認識度が最も高く、⑨システ

ム運用、④インフラの企画・管理・標準化、①IT
戦略の策定、⑦IT リスクマネジメントの順に認識

されている。一方、認識度の低いものは、「⑥IT
投資効果の検証」（30.0％←全体平均 48.1％）、「⑤

IT リソースのマネジメント」（38.3％←全体平均

49.7％）、「②プロジェクトの企画業務改革（BPR）

の推進」（40.0％←全体平均 62.7％）、「③プロジ

ェクト管理」（46.7％←全体平均 57.7％）の順と

なっている。 

「①IT 戦略の策定」「④インフラの企画・管理・

標準化」「⑦IT リスクマネジメント」については

企業規模によらず IT 部門で一定の認識がされて

いるが、「②プロジェクトの企画業務改革（BPR）

の推進」「⑤IT リソースのマネジメント」「⑥IT
投資効果の検証」「⑨システム運用」「⑩ネットワ

ーク管理」については、企業規模によりその認識

が大きく異なる。企業規模の小さな IT 部門ほど

従来型 IT 部門の役割が占める割合が高くなって

いる。 

（4） 情報子会社がある企業では従来型の役割の

切り出しが進行している 

続いて、情報子会社の有無による特徴を見る（図

表 2-13-4）。 

情報子会社がある企業においては、IT 部門は、「①

IT 戦略の策定」「④インフラの企画・管理・標準

化」「⑦IT リスクマネジメント」を本来機能とし

て担当し、「②プロジェクトの企画業務改革

（BPR）の推進」に基づく、「⑧システム開発」「⑨

システム運用」「⑩ネットワーク管理」の機能を、

情報子会社へ切り出し、「⑥IT 投資効果の検証」

まで「③プロジェクト管理」を実施していく傾向

が見えてくる。また、「⑪IT 化推進・支援」も機

能移管されている様子が窺える。 

（5） 開発におけるアウトソーシング管理に課題 

情報子会社も含めた、システム開発およびシス

テム運用の外部委託の有無で違いを見てみると、

情報子会社の有無による差異とほぼ同じような

傾向を示したが、情報子会社の有無ほど明確な差

は出てこなかった（図表 2-13-5、2-13-6）。 
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67.7%
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79.7%

60.1%

65.8%

75.9%

41.8%

43.7%

44.9%

51.3%

50.0%

53.2%

75.4%

61.6%

54.8%

72.2%

47.3%

43.6%

62.4%

63.2%

65.2%

71.7%

43.6%

58.2%

47.9%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

①IT戦略の策定

②プロジェクト企画・業務改革の推進

③プロジェクト管理

④インフラの企画・管理・標準化

⑤ITリソースのマネジメント

⑥IT投資効果の検証

⑦ITリスクマネジメント

⑧システム開発

⑨システム運用

⑩ネットワーク管理

⑪アウトソーシング管理

⑫IT化推進・支援

⑬IT技術の評価・採用

子会社あり（n=１58)

子会社なし(n=672)

図表 2-13-4 情報子会社の有無と IT 部門の役割・必要性
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ただし、「⑪アウトソーシング管理」については、

開発委託をしている企業で 49.5％、運用委託をし

ている企業で 60.4％が選択している。 

本来、不確定要素が多く、さまざまな要因で実

施計画が影響を受け、投資と効果の明確化が要求

される開発委託での役割認識が高いとも思うの

だが、数字は逆転している。では、「③プロジェ

クト管理」として認識されているかというと、開

発委託をしている企業では 60.1％、運用委託をし

ている企業では 65.7％と似たような傾向となっ

ている。 

運用委託については、委託先と SLA を結んでい

る企業、サービスレベル目標値を持っている企業

をはじめ、管理指標や評価基準を持ち合わせてい

て、本社 IT 部門が管理の主体となっている。一

方、開発委託については、予算や品質についての

明確な管理指標を持ち合わせず、委託先に任せき

りになりがちという現状を反映している（「1-14 
プロジェクトマネジメント）参照）。 

80.7%
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60.1%

76.5%
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58.7%
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33.9%

53.4%
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74.2%

32.6%

48.9%

38.9%
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①IT戦略の策定

②プロジェクト企画・業務改革の推進

③プロジェクト管理

④インフラの企画・管理・標準化

⑤ITリソースのマネジメント

⑥IT投資効果の検証

⑦ITリスクマネジメント

⑧システム開発

⑨システム運用

⑩ネットワーク管理

⑪アウトソーシング管理

⑫IT化推進・支援

⑬IT技術の評価・採用

開発委託あり(n=612)

開発委託なし(n=221)
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67.5%

65.7%

76.9%

57.6%

59.1%

74.1%
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52.5%

57.9%
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55.8%

53.8%

71.5%

58.5%

50.3%

70.2%

42.4%

38.0%

56.5%

66.5%

68.3%

74.0%

30.8%

57.2%

44.4%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

①IT戦略の策定

②プロジェクト企画・業務改革の推進

③プロジェクト管理

④インフラの企画・管理・標準化

⑤ITリソースのマネジメント

⑥IT投資効果の検証

⑦ITリスクマネジメント

⑧システム開発

⑨システム運用

⑩ネットワーク管理

⑪アウトソーシング管理

⑫IT化推進・支援

⑬IT技術の評価・採用

アウトソーシングあり
(n=394)
アウトソーシングなし
(n=439)

図表 2-13-6 運用アウトソーシングの有無と IT 部門の役割 

図表 2-13-5 開発委託の有無と IT 部門の役割
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（6） 組織形態の違いによる大きな違いはない 

続いて、IT 部門の組織形態によって差異が表れ

ないかを見てみた（2-13-7）。 

集権型、連邦型は全体の傾向と一致している。

分散型 IT 部門では「②プロジェクトの企画・業

務改革（BPR）の推進」（48.0％←全体平均 62.7％）

が大きく認識度を下げている。サプライ・チェー

ン・マネジメントに代表される、全社組織横断型

のビジネスプロセス改革支援のための情報シス

テム導入・開発のためには分散型組織では進めに

くいのではないかと考えられる。 

「⑥IT 投資効果の検証」「⑪アウトソーシング

の管理」「⑬IT 技術の評価・採用」は、組織形態

によりばらつきを見せている。 
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55.2%

46.9%
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53.6%

63.7%

80.4%
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0% 20% 40% 60% 80% 100%

①IT戦略の策定

②プロジェクト企画・業務改革の推進

③プロジェクト管理

④インフラの企画・管理・標準化

⑤ITリソースのマネジメント

⑥IT投資効果の検証

⑦ITリスクマネジメント

⑧システム開発

⑨システム運用

⑩ネットワーク管理

⑪アウトソーシング管理

⑫IT化推進・支援

⑬IT技術の評価・採用

集権型(n=711)

連邦型(n=193)

分散型(n=61)

図表 3-13-7 組織形態別ＩＴ部門の役割・必要性
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2．13．2  IT 部門の役割の充足度 

（1） 役割として重視されている「①IT 戦略の策定」

「②プロジェクトの企画・業務改革（BPR）の推

進」「⑦IT リスクマネジメント」の充足度が低い 

2．13．1 で挙げた、IT 部門の 13 の役割につい

て、現在の部門としての充足度を、「十分実現し

ている」「実現している」「どちらとも言えない」

「実現していない」「全く実現していない」の 5
段階で選択してもらった結果が、図表 2-13-8 であ

る。 

伝統的な知識／スキルともいえる⑨システム運

用、⑩ネットワーク管理、⑧システム開発、④イ

ンフラの企画・管理・標準化については、「十分

実現している」「実現していると回答した企業の

割合が高く、6 割を超えている。 

一方、⑥IT 投資効果の検証、⑦IT リスクマネ

ジメント、①IT 戦略の策定、②プロジェクトの企

画・業務改革（BPR）の推進については、「実現

している」と回答した企業の割合が少なく、まだ

まだ「実現していない」。 

 

 

 

 

特に、「①IT 戦略の策定」「②プロジェクトの企

画・業務改革（BPR）の推進」「⑦IT リスクマネ

ジメント」については、今後も IT 部門が担当し

ていく役割として高く認識されてはいるが、その

役割を遂行していくための基盤が構築できてい

ない。これらの役割は、IT 部門が担うものとして

重要視されてきたのが、比較的最近のことと考え

られる。これらの役割を実現できる人材の育成が

課題である。 

⑥IT 投資効果の検証については、役割認識度そ

れ自体が必ずしも高いとは言えないが（48.1％）、

さらにその実現・充足度となるとはなはだお寒い

状態となっている。「2.12 IT 投資効果評価」で、

「投資評価を実施していない」と答えた企業が、

事前評価で 43.6％、事後評価で 52.4％もあり、投

資効果の検証を行う方法、体制が確立していない

ということが原因と考えられる。 
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①ＩＴ戦略の策定(n=640)

②プロジェクト企画・業務改革の推進

③プロジェクト管理（n=470)

④インフラの企画・管理・標準化(n=590)

⑤ＩＴリソースのマネジメント(n=431)

⑥ＩＴ投資効果の検証(n=388)

⑦ＩＴリスクマネジメント(n=517)

⑧システム開発(n=477)

⑨システム運用(n=491)

⑩ネットワーク管理(n=534)

⑪アウトソーシング管理(n=360)

⑫ＩＴ化推進・支援(n=456)

⑬ＩＴ技術の評価・採用(n=395)

十分実現している 実現している どちらとも言えない 実現していない 全く実現していない

図表 2-13-8 IT 部門の役割の充足度 
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（2） 利用部門のほうが厳しい評価 

利用部門から見た IT 部門の役割の充足度はど

うなっているのだろうか。図表 2-13-9 は、IT 部

門、利用部門の回答のうち、「実現していない」「全

く実現していない」と回答した企業の割合を比較

したものである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

IT 部門、利用部門とも、ほぼ同じような傾向を

示しているが、13 の役割のうち 11 項目で利用部

門からの「実現していない」という評価の割合が

高くなっている。特に「①IT 戦略の策定」「②プ

ロジェクトの企画・業務改革（BPR）の推進」と

いう重視される度合いの高かった役割について

は、その差が大きく、IT 部門の自己評価も高くな

かったが、利用部門から見るとさらに「実現でき

ていない」と判断されているようである。 
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②プロジェクト企画・業務改革の推進

③プロジェクト管理

④インフラの企画・管理

⑤ＩＴリソースマネジメント

⑥ＩＴ投資効果の検証

⑦ＩＴリスクマネジメント

⑧システム開発

⑨システム運用

⑩ネットワーク管理

⑪アウトソーシング管理

⑫ＩＴ化推進・支援

⑬ＩＴ技術の評価・採用

IT部門(n=631)

利用部門(n=452)

図表 2-13-9 IT 部門の役割の充足度（IT 部門、利用部門の比較） 
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2．13．3 求められる能力とそのための育成方法 

（1） 求められる能力 

それでは、IT 部門の役割を遂行するためには、

どのような能力が必要となるのだろうか。本調査

では、IT 部門としての役割遂行の為に重要な能力

として、 

1．業務の知識・理解 

2．プロジェクト管理の知識・技術 

3．IT の専門知識・技術 

4．人間力 

（達成意欲、リーダーシップ、コミュニケーション力等） 

5．問題感知力・判断力 

の 5 つを挙げ、上位 2 つを選択してもらった。そ

の結果が図表 2-13-10 である。 

主に、業務の知識・理解が求められるものとし

ては、「①IT 戦略の策定」「②プロジェクトの企

画・業務改革（BPR）の推進」「⑥IT 投資効果の

検証」が挙げられる。IT の専門知識、技術が重要

と考えられているものは、「④インフラの企画・

管理・標準化」「⑤IT リソースマネジメント」「⑦

IT リスクマネジメント」「⑬IT 技術の評価・採用」

が挙げられる。「⑧システム開発」「⑨システム運

用」に関しては、業務の知識・理解と、IT の専門

知識が同じ程度求められている。特徴的な傾向が

見られたものが「⑩ネットワーク管理」で、問題

感知力・判断力がトップとなっている。 

（2） IT 部門と利用部門の意識の違い 

利用部門はこれに対し、どのように見ているの

か。それぞれの役割ごとに必要とされる能力の割

合の高いものから順位を付け、比較したものが図

表 2-13-11 である。 

ほとんどの役割で、IT 部門と利用部門の認識は

一致している。大きく異なるのは、「⑩ネットワ

ーク管理」で、利用部門は 1 位に IT の専門知識・

技術を挙げているが、IT 部門では IT の専門知

識・技術は 3 番目となっており、問題感知力・判

断力が 1 位となっている。IT 部門はネットワーク

の知識・技術は当然で、それよりも全社ネットワ

ークを維持運用していくには、瞬時の判断力が要

求されるということであろうか。 
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①ＩＴ戦略の策定(n=635)

②プロジェクトの企画

業務改革(BPR)の推進(n=507)

③プロジェクト管理(n=465)

④インフラの企画・管理・標準化(n=586)

⑤ＩＴリソースのマネジメント(n=389)

⑥ＩＴ投資効果の検証(n=368)

⑦ＩＴリスクマネジメント(n=501)

⑧システム開発(n=473)

⑨システム運用(n=490)

⑩ネットワーク管理(n=464)

⑪アウトソーシング管理(n=347)

⑫ＩＴ化推進・支援(n=452)

⑬ＩＴ技術の評価・採用(n=392)

1．業務の知識・理解 2．プロジェクト管理の知識・技術 3．ITの専門知識・技術 4．人間力 5．問題感知力・判断力

図表 2-13-10 IT 部門の役割遂行に必要な能力（1 位、2 位合算割合）。 
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（3） 必要な能力を育成するために必要な役割 

それでは、IT 部門としての役割を果たすため、

あるいは必要とされる能力を育成するために、実

際にどのような育成方法がなされているのであ

ろうか。以下の 10 の育成方法の中から、複数選

択で回答してもらった（図表 2-13-11）。 

1．知識中心の研修（集合研修等） 

2．知識中心の研修（e-learning） 

3．スキル中心の研修（集合研修等） 

4．スキル中心の研修（e-learning） 

5．方法論（手法）中心の研修 

6．コーチング等、日常のマンツーマン 

7．計画的な OJT 

8．小集団活動 

9．自己啓発（資格取得を含む） 

10．ローテーション 

 

 

 

 

図表 2-13-12 は、IT 部門のそれぞれの役割に対

し、必要と考えられている能力の 1 位と 2 位、そ

の育成方法の 1 位と 2 位を関係付け整理したもの

である。 

戦略、企画に関する役割（①IT 戦略の策定、②

プロジェクトの企画、業務改革（BPR）の推進、

⑥IT 投資効果の検証、⑪アウトソーシング管理）

においては、最も重視される能力は、共通して「業

務の知識・理解」でありその育成方法としては、

「計画的な OJT」を実施していると考えられる。 

対して、いわゆる「IT アーキテクト」と分類さ

れる役割、④インフラの企画・管理・標準化、⑤

IT リソースのマネジメント、⑦IT リスクマネジ

メント、⑬IT 技術の評価・採用については、やは

り「IT の専門知識・技術」が重視され、知識、ス

キル、方法論（手法）それぞれの研修が実施され

ている。 

図表 2-13-11 IT 部門の役割遂行に必要な能力（IT 部門と利用部門の比較） 

  1．業務の
知識・理解 

2．プロジェ
クト管理の
知識・技術 

3．IT の専
門知識・技
術 

4．人間力 5．問題感
知力・判断
力 

①ＩＴ戦略の策定 
IT 部門 1 5 4 3 2 

利用部門 1 5 4 3 2 

②プロジェクトの企画・
業務改革(BPR)の推進 

IT 部門 1 4 5 2 3 

利用部門 1 4 5 3 2 

③プロジェクト管理 
IT 部門 3 1 5 2 4 

利用部門 3 1 5 2 4 

④インフラの企画・ 
管理・標準化 

IT 部門 2 5 1 4 3 

利用部門 2 5 1 4 3 

⑤ＩＴリソースの 
マネジメント 

IT 部門 3 5 1 4 2 

利用部門 2 5 1 4 3 

⑥ＩＴ投資効果の検証 
IT 部門 1 4 3 5 2 

利用部門 1 4 3 5 2 

⑦ＩＴリスクマネジメント 
IT 部門 3 5 1 4 2 

利用部門 3 5 2 4 1 

⑧システム開発 
IT 部門 1 5 2 4 3 

利用部門 1 4 2 5 3 

⑨システム運用 
IT 部門 2 5 1 4 3 

利用部門 2 5 1 4 3 

⑩ネットワーク管理 
IT 部門 2 5 3 4 1 

利用部門 2 4 1 5 3 

⑪アウトソーシング管理 
IT 部門 1 5 3 2 4 

利用部門 1 5 2 4 3 

⑫ＩＴ化推進・支援 
IT 部門 1 5 2 3 4 

利用部門 2 5 1 3 4 

⑬ＩＴ技術の評価・採用 
IT 部門 2 5 1 4 3 

利用部門 2 4 1 5 3 
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従来から IT 部門の役割として認識されている、

「開発・運用」業務である、⑧システム開発、⑨

システム運用、⑩ネットワーク管理、⑫IT 化推

進・支援については、「IT の専門知識・技術」が

ベースとなり、それぞれ「業務の知識・理解」な

り、「問題感知力・判断力」なりが求められてい

る。育成方法としては OJT、日常のマンツーマン

が中心である。 

これらを見ると、それぞれ必要な能力に対し、

的確に育成がなされているように見えるが、役割

として高く認識されているにもかかわらず、その

充足度は低い「①IT 戦略の策定」「②プロジェク

トの企画業務改革（BPR）の推進」「⑦IT リスク

マネジメント」については何が問題になっている

のであろうか。 

（4） 「IT 戦略の策定」「プロジェクトの企画・業務改

革の推進」 

①IT 戦略の策定、②プロジェクトの企画・業務

改革（BPR）の推進については、約 4 割の企業が、

「1.業務の知識・理解」を 1 位に上げおり、2 位

にあげた企業を含めると、6 割の企業が必要な能

力として回答している（図表 2-13-13、2-13-14）。 

①IT 戦略の策定では、これにほぼ匹敵して「問

題感知力・判断力」が求められている。 

「②プロジェクトの企画・業務改革（BPR）の

推進」には、「業務の知識・理解」に加え、「プロ

ジェクト管理についての知識・技術」、「人間力（達

成意欲/リーダーシップ/コミュニケーション力等

を指す）」、「問題感知力・判断力」がほぼ均等に

重要と考えられている。 

図表 2-13-12 IT 部門の役割と求められる能力、育成方法 

役割 求められる能力 育成方法 

①IT 戦略の策定 
1 業務の知識・理解 1 計画的な OJT 

2 問題感知力・判断力 2 方法論（手法）中心の研修 

②プロジェクトの企画 

業務改革（BPR）の推進 

1 業務の知識・理解 1 計画的な OJT 

2 人間力 2 日常のマンツーマン 

③プロジェクト管理 
1 PM の知識・技術 1 方法論（手法）中心の研修 

2 人間力 2 計画的な OJT 

④インフラの企画・管理・標準化 
1 IT の専門知識・技術 1 知識中心の研修 

2 業務の知識・理解 2 スキル中心の研修 

⑤IT リソースのマネジメント 
1 IT の専門知識・技術 1 計画的な OJT 

2 問題感知力・判断力 2 スキル中心の研修 

⑥IT 投資効果の検証 
1 業務の知識・理解 1 方法論（手法）中心の研修 

2 問題感知力・判断力 2 知識中心の研修 

⑦IT リスクマネジメント 
1 IT の専門知識・技術 1 知識中心の研修 

2 問題感知力・判断力 2 方法論（手法）中心の研修 

⑧システム開発 
1 業務の知識・理解 1 スキル中心の研修 

2 IT の専門知識・技術 2 計画的な OJT 

⑨システム運用 
1 IT の専門知識・技術 1 日常のマンツーマン 

2 業務の知識・理解 2 計画的な OJT 

⑩ネットワーク管理 
1 問題感知力・判断力 1 スキル中心の研修 

2 IT の専門知識・技術 2 計画的な OJT 

⑪アウトソーシング管理 
1 業務の知識・理解 1 計画的な OJT 

2 人間力 2 日常のマンツーマン 

⑫IT 化推進・支援 
1 業務の知識・理解 1 計画的な OJT 

2 IT の専門知識・技術 2 日常のマンツーマン 

⑬IT 技術の評価・採用 
1 IT の専門知識・技術 1 知識中心の研修 

2 業務の知識・理解 2 スキル中心の研修 
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このような能力をどのような方法で育成してい

るかというと、「7.計画的な OJT」が育成方法と

して最も利用されている。これを補完するために

「6.コーチング等、日常のマンツーマン」による

育成がされていると考えられる。「10.ローテーシ

ョン」の実施比率はあまり高くない。また、「5.
方法論（手法）中心の研修」「1.知識中心の研修」

も利用されている（図表 2-3-15、2-3-16）。 

「①IT 戦略の策定」「②プロジェクトの企画・

業務改革（BPR）の推進」については、業務の知

識・理解をベースに、世の中／業界の動向を睨み

ながら、自社のビジネスプロセスの課題を認識し、

改革のポイント、IT 適用による支援を進めること

が求められる。業務の知識・理解は当然として、

問題感知力と、問題分析力が必要になる。 

 

 

 

 

 

これらの業務が IT 部門に求められるようにな

ったのは、比較的最近のことであり、このような

業務のノウハウはまだなく、これができる人材を

どのように育成すればいいのかも、まだ手探り状

態であると言える。 

従来の IT 部門の延長線上ではなく、新しいもの

の見方が求められている。そのため、企業内だけ

では難しく、外部機関、例えば産学連携などによ

る、体系的な教育の開発が必要なのではないだろ

うか。 

(n=635)

42.0%

7.6%

13.1%

33.9%

25.8%

7.4%

20.0%

22.6%

24.1%

3.5%

0% 20% 40% 60% 80%

1．業務の知識・理解

2．プロジェクト管理の知識・技術

3．ITの専門知識・技術

4．人間力

5．問題感知力・判断力
1位 2位

(n=507)

45.4%

18.3%

17.9%

17.2%

24.3%

20.9%

7.7%

23.7%

23.5%

1.2%

0% 20% 40% 60% 80%

1．業務の知識・理解

2．プロジェクト管理の知識・技術

3．ITの専門知識・技術

4．人間力

5．問題感知力・判断力
1位 2位

図表 2-13-13 ＩＴ部門に求められる能力/①ＩＴ戦略の策定 

図表 2-13-14 ＩＴ部門に求められる能力/②プロジェクトの企画業務改革(BPR)の推進 
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(n=651)

16.6%

5.1%

7.7%

2.9%

18.7%

17.1%

22.1%

4.3%

13.5%

8.4%

23.3%

0% 10% 20% 30% 40%

1．知識中心の研修（集合研修等）

2．知識中心の研修（e-learning）

3．スキル中心の研修（集合研修等）

4．スキル中心の研修（e-learning）

5．方法論（手法）中心の研修

6．コーチング等、日常のマンツーマン

7．計画的なOJT

8．小集団活動

9．自己啓発（資格取得を含む）

10．ローテーション

無回答

(n=525)

17.0%

4.4%

10.9%

4.2%

17.5%

18.5%

25.9%

4.4%

13.0%

9.9%

21.9%

0% 10% 20% 30% 40%

1．知識中心の研修（集合研修等）

2．知識中心の研修（e-learning）

3．スキル中心の研修（集合研修等）

4．スキル中心の研修（e-learning）

5．方法論（手法）中心の研修

6．コーチング等、日常のマンツーマン

7．計画的なOJT

8．小集団活動

9．自己啓発（資格取得を含む）

10．ローテーション

無回答

図表 2-13-15 IT 部門の人材育成方法/①IT 戦略の策定 

図表 2-13-16 IT 部門の人材育成方法/②プロジェクトの企画業務改革(BPR)の推進 
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（5） IT リスクマネジメント 

「⑦IT リスクマネジメント」については、「IT
の専門知識・技術」と「問題感知力・判断力」が

ほぼ均等に求められている。これに加えて「業務

の知識・理解」も重要視されている度合いが高い

（図表 2-13-17）。 

この育成方法を見ると、まず「5.方法論（手法）

中心の研修」を「1.知識中心の研修（集合研修等）」

あるいは「3.スキル中心の研修（集合研修等））と

して利用していることが窺える。「①IT 戦略の策

定」「②プロジェクトの企画・業務改革（BPR）

の推進の育成方法と比較すると、7.計画的な OJT
が使われる比率は 3 分の 2 程度に、10.ローテー

ションの比率も 2 分の 1 以下にとどまっている

（図表 2-13-18）。 

IT リスクマネジメントには、2 つの側面が考え

られる。1 つは、IT リスクマネジメント体制を整

備し、規定を全社員に遵守させるという、マネジ

メントの側面、もう 1 つは、セキュリティに関す

るグランドデザインを考慮し、ハードウェア、ネ

ットワーク、ソフトウェアの整合性をとっていく、

いわゆる「IT アーキテクト」として面である。「④

インフラの企画・管理・標準化」とも共通する。 

システム再構築が多くの会社の関心事となって

いるこの機会に、①セキュリティを含む全体の最

適化と、IT に関わる全ての計画策定とマネジメン

トの基本条件の整備を実践し、②検討プロセスを

通じて、企画・デッサン〔アーキテクト〕能力の

醸成していきたい。IT 部門に適切な人材がいない

場合は、情報子会社で育成することも考えられる。 

 

(n=501)

20.2%

2.8%

35.3%

3.4%

38.3%

20.8%

5.1%

34.0%

10.0%

30.1%

0% 20% 40% 60% 80%

1．業務の知識・理解

2．プロジェクト管理の知識・技術

3．ITの専門知識・技術

4．人間力

5．問題感知力・判断力

1位 2位

(n=415)

33.7%

11.3%

21.0%

7.2%

26.7%

15.4%

20.0%

3.6%

18.1%

4.1%

31.1%

0% 10% 20% 30% 40%

1．知識中心の研修（集合研修等）

2．知識中心の研修（e-learning）

3．スキル中心の研修（集合研修等）

4．スキル中心の研修（e-learning）

5．方法論（手法）中心の研修

6．コーチング等、日常のマンツーマン

7．計画的なOJT

8．小集団活動

9．自己啓発（資格取得を含む）

10．ローテーション

無回答

図表 2-13-17 IT 部門の人材育成方法/⑦ＩＴリスクマネジメント 

図表 2-13-18 IT 部門の人材育成方法/⑦ＩＴリスクマネジメント 
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500～
1000万円

未満
10.7%

100～500
万円未満

59.8%

1000～
5000万円

以上
12.1%

50～100
万円未満

9.4%

50万円未
満

8.0%

2．13．4 IT 要員教育のための予算、教育体系 

ここでは、実際に IT 要員を教育するにあたって

の教育費用の予算化、教育体系の状況について詳

しく調査を行い、IT 要員教育の実態を明らかにし

ていく。 

（1） IT 要員の教育費用を予算化している企業 3 割 

まず、IT 要員の研修のための費用を予算化して

いるかどうか聞いたところ、予算化している企業

は 3 割弱にとどまった（図表 2-13-19）。 

企業規模ごとに見てみると、従業員数 1000 人

以上の企業では 4 割以上（130／298 社）が予算

化している。一方、100 人未満の企業で予算化し

ている企業は 20.8％（15／72 社）にすぎず、100
～1000 人未満の企業でも 20％強（131／572 社）

にとどまっている。 

1000 人以上の大企業について、さらに細く見て

みると、従業員数 1 万人以上の企業では 60％（17
／28 社）、5000～10000 人未満の企業では 50％
以上の企業が予算化をしている。 

予算規模は、対象となる IT 要員数にもよるが、

1000 万円未満と回答したものが予算化している

企業の 90％弱に上っている（図表 2-13-20）。 

予算化している企業の、IT 要員 1 名あたりの年

間研修費用は 20 万円前後が一般的のようである

（図表 2-13-21）。 

 

 

 

29.2%

20.8%

22.9%

43.6%

70.8%

79.2%

77.1%

56.4%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(n=946）

100人未満(n=72)

100～999人(n=572)

1000人以上(n=298)

予算化している 特に予算化していない

図表 2-13-19 IT 要員の研修予算化 

図表 2-13-20 IT 要員の研修予算金額 

図表 2-13-21 IT 要員の研修予算金額平均 

（情報処理業除く） 

従業員規模 
1 人あたり年間 

研修予算（万円） 
要員数 

平均(人）
N 値

100 人未満 24.3 7.5 8 

100～999 人 25.5 9.5 109 

1000 人以上 17.5 68.8 99 

全体 21.8 36.6 216 
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（2） IT 要員の教育体系がある企業は 1 割程度 

続いて、IT 要員教育体系があるかどうかを聞い

てみた。（図表 2-13-22） 

IT 要員育成のための独自の教育体系があると

回答した企業は、わずか 13.1%に過ぎない。従業

員数 1000 人以上の大企業でも 2 割程度である。

特に教育体系はないと回答した企業が 4 社に 3 社

となっている。 

IT 要員育成のための独自の教育体系があると

回答した企業について、研修費用の予算化の状況

を調べてみたところ、予算化している企業は約 6
割であった（図表 2-13-23）。 

しかしながら、言い換えれば、独自の教育体系

を持ちながらも、計画的な人材育成をしていない

企業が 40％を超えているということである。IT
要員の教育体系化が必ずしも進んでいない現状

と場当たり的とも言える予算化を伴わない育成

実践の姿が浮かび上がる。 

 

 

 

 

 

 

教育体系の有無と IT 部門に求められる役割の

関係を見ると、「②プロジェクトの企画業務改革

（BPR）」「③プロジェクト管理」「⑤IT リソース

のマネジメント」「⑥IT 投資効果の検証」「⑬IT
技術の評価・採用」に対する認識に大きな差異が

見られる（図表 2-13-24）。 

これらの役割認識が高い企業で、利用部門／業

務部門の役割と IT 部門の役割、あるいは情報子

会社の役割を企業グループ全体で定義し、その役

割を実現するための知識／能力を体系化してい

る輪郭が見えてくる。単に『IT 要員育成のための

独自の教育体制がある』のではなく、『全社共通、

IT 要員独自、どちらの体系もある』と回答した企

業である。 

 

59.8%

35.4%

40.2%

64.6%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

IT部門独自の

教育体系あり(n=112)

IT部門独自の

教育体系なし(n=830)

予算化している 特に予算化していない

13.5%

9.7%

9.9%

20.8%

9.6%

6.6%

16.6%

74.4%

84.7%

82.6%

56.7%

4.2%

1.4%

2.5%

5.9%

0.9%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(n=957）

100人未満(n=72)

100～999人(n=574)

1000人以上(n=307)

全社共通の教育体系がある
IT要員育成のための独自の教育体系がある

全社共通、IT要員独自、どちらの体系もある
特に教育体系はない

図表 2-13-22 教育体系の有無 

図表 2-13-23 IT 要員の教育体系と予算化
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（3） 半数の企業が IT スキル標準を参考に 

IT 部門独自の教育体系がある企業について、IT

スキル標準について聞いたところ、「教育体系に

取り入れている」、あるいは「参考にしている」

と回答した企業は約半数となった（図表 2-13-25）。 

教育体系に、IT スキル標準を何らかの形で取り

込んでいる企業について、IT 部門に求められる役

割として何を重視する役割を調べた（図表

2-13-26）。 

 

『IT スキル標準を取り入れている／参考にし

ている』企業は、『IT スキル標準を意識していな

い』企業と比較して、「①IT 戦略の策定」「②プロ

ジェクトの企画業務改革（BPR）」「③プロジェク

ト管理」「⑥IT 投資効果の検証」に対する認識が

大きい。一方、「⑧システム開発」「⑨システム運

用」「⑩ネットワーク管理」については逆転して

いる。 

87.3%

74.5%

74.5%

80.4%

68.6%

69.6%

82.4%

59.8%

61.8%

65.7%

57.8%

64.7%

65.7%

76.7%

60.8%

55.2%

72.8%

47.4%

45.2%

62.8%

59.3%

61.0%

66.8%

42.9%

55.3%

46.8%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

①IT戦略の策定

②プロジェクト企画・業務改革の推進

③プロジェクト管理

④インフラの企画・管理・標準化

⑤ITリソースのマネジメント

⑥IT投資効果の検証

⑦ITリスクマネジメント

⑧システム開発

⑨システム運用

⑩ネットワーク管理

⑪アウトソーシング管理

⑫IT化推進・支援

⑬IT技術の評価・採用

IT要員独自の
教育体系あり
(n=102)
IT要員独自の
教育体系なし
(n=725)

23.0%

20.9%

25.8%

30.1%

18.6%

37.9%

25.0%

60.5%

36.4%

46.9%

75.0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(n=113）

100人未満(n=4)

100～999人(n=43)

1000人以上(n=66)

IT要員の教育体系に、ITスキル標準を取り入れている
ITスキル標準を参考にしている

特にITスキル標準を意識していない

図表 2-13-25 IT 要員の教育における IT スキル標準の活用 

図表 2-13-24 IT 要員の教育体系と IT 部門に求められる役割 
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開発、運用、ネットワークなどをアウトソーシ

ングしつつ、システム企画機能のみを担当する IT
部門は、その役割を推進するための知識／スキル

体系の一端を IT スキル標準に求めていると言え

る。 

 

 

94.2%

84.6%

82.7%

80.8%

73.1%

78.8%

82.7%

53.8%

53.8%

57.7%

61.5%

61.5%

61.5%

79.2%

62.5%

64.6%

79.2%

62.5%

60.4%

81.3%

68.8%

72.9%

77.1%

54.2%

66.7%

68.8%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

①IT戦略の策定

②プロジェクト企画・業務改革の推進

③プロジェクト管理

④インフラの企画・管理・標準化

⑤ITリソースのマネジメント

⑥IT投資効果の検証

⑦ITリスクマネジメント

⑧システム開発

⑨システム運用

⑩ネットワーク管理

⑪アウトソーシング管理

⑫IT化推進・支援

⑬IT技術の評価・採用

ITスキル標準を
取り入れている
(n=60)
ITスキル標準を
意識していない

図表 2-13-26 教育体系への IT スキル標準取り込みと IT 部門に求められる役割 
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2．13．5 IT 要員教育のための人事施策 

（1） IT 要員の独自採用をしている企業は 3 分の 1 

ここでは、IT 要員の確保、育成に関する各種人

事政策の状況について調査を行っている。まず、

人材の確保において重要な新入社員採用につい

て、IT 要員として特定採用を行っているかどうか

を聞いた。 

新入社員採用時に IT 要員を特定して採用して

いる企業（一部特定して採用している企業も含

む）は約 3 分の 1 であった。半数以上の企業では

IT 要員として特定せず他部門と同様に採用して

いる。これは、どの企業規模においても同じ傾向

であった（図表 2-13-27）。 

 

IT 要員を特定して採用している企業は、IT 部

門の役割として、どのような役割を重視している

のだろうか。IT 要員の特定採用がある企業（一部

特定採用をしている企業を含む）では、特定採用

を行っていない企業と比較して、「⑦IT リスクマ

ネジメント」「⑧システム開発」「⑨システム運用」

「⑩ネットワーク管理」「⑫IT 化推進・支援」「⑬

IT 技術の評価・採用」を IT 部門の役割として認

識している企業の割合が高くなっている。従来型

の IT 部門の役割遂行のために IT 要員を特定して

採用しているようだ（図表 2-13-28）。 

 

17.4%

17.1%

18.3%

15.8%

18.0%

18.6%

18.4%

17.2%

57.7%

55.7%

55.7%

62.2%

6.9%

8.6%

7.6%

4.8%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(n=918)

100人未満(n=70)

100～999人(n=553)

1000人以上(n=291)

IT要員を特定して採用している
一部IT要員を特定して採用している
IT部門として特定せず、他部門と同様に採用している
その他

67.7%

57.2%

53.5%

64.9%

44.9%

42.5%

60.3%

55.4%

58.5%

60.6%

41.2%

53.8%

46.8%

67.7%

54.0%

49.4%

64.0%

43.8%

43.0%

54.9%

49.8%

51.1%

57.0%

37.9%

47.7%

42.8%

0% 20% 40% 60% 80%

①IT戦略の策定

②プロジェクト企画・業務改革の推進

③プロジェクト管理

④インフラの企画・管理・標準化

⑤ITリソースのマネジメント

⑥IT投資効果の検証

⑦ITリスクマネジメント

⑧システム開発

⑨システム運用

⑩ネットワーク管理

⑪アウトソーシング管理

⑫IT化推進・支援

⑬IT技術の評価・採用

特定採用あり
(n=325)
特定採用なし
(n=530)

図表 2-13-27 新入社員採用時の IT 要員特定採用

図表 2-13-28 IT 要員の特定採用と IT 部門の役割必要性 
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（2） IT 部門要員の構成 

約半数の企業が入社以来 IT 部門という要員を

60％以上抱えている 

続いて、現在の IT 要員の構成として、①入社以

来 IT 部門の要員、②ビジネス部門の経験がある

要員、③情報子会社、IT ベンダーの経験がある要

員がどのくらいの割合であるのかを調査した。 

まず、「入社以来 IT 部門の要員」は、半数の企

業において、要員全体の 6 割以上を占めていると

いう結果となった（図表 2-13-29）。 

IT 要員を特定して採用している企業に注目し

て見てみると、入社以来 IT 部門のみという要員

を 80％以上抱えている企業が約半数であった。 

一方、他部門と同様に採用している企業では、

入社以来 IT 部門という要員の割合が半数以下と

いう企業がほぼ半数となっている。0％と回答し

た企業も約 2 割ある。 

一部 IT 要員を特定して採用している企業はこ

の中間に位置しており、IT 要員の採用方法と IT

要員の固定化にはかなりの相関があると言える

（図表 2-13-30）。 

続いて、ビジネス部門、情報子会社／IT ベンダ

ーの経験に注目してみると、ビジネス部門の経験

者は、全体の 4 割弱の企業において、要員全体の

半数以上を占めるという結果になった（図表

2-13-31）。 

一方、情報子会社／ベンダー等の経験者は 0％
と回答した企業が 4 割以上であり、半数以下と回

答した企業が 80％以上となった（図表 2-13-32）。 

回答各社の環境によるところが大きいのだろう

が、ビジネス戦略に適合した IT 戦略の策定や IT
を活用した業務改革のプロジェクト企画を推進

するためには、情報子会社／ベンダー等の経験者

より以上に IT 利用部門であるビジネス部門経験

者に大きな役割を期待しているようである。 

 

 

 

 

 

14.4%

30.6%

15.4%

9.9%

4.6%

7.3%

5.2%

8.2%

3.6%

5.9%

10.2%

5.4%

5.8%

4.6%

4.8%

5.1%

12.7%

6.1%

14.6%

10.2%

6.0%

4.1%

5.8%

6.9%

8.8%

4.1%

8.3%

10.6%

13.7%

6.1%

11.5%

19.0%

6.5%

8.2%

4.4%

10.2%

14.9%

22.4%

18.8%

6.2%

1.5%

2.6%

5.1%

3.7%5.8%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(n=845)

100人未満(n=49)

100～999人(n=520)

1000人以上(n=274)

0％ 1%～9％ 10～19％ 20～29％ 30～39％ 40～49％ 50～59％ 60～69％ 70～79％ 80～89％ 90～99％ 100％

14.4%

4.7%

19.9%

4.6% 5.2%

7.2%

5.9%

4.7%

7.3%

6.1%

4.6%

7.3%

4.6%

12.7%

16.0%

10.7%

12.9%

6.0%

4.7%

5.3%

6.6%

8.8%

10.0%

9.3%

7.9%

13.7%

16.0%

22.7%

10.5%

6.5%

11.3%

7.3%

5.3%

14.9%

25.3%

16.0%

8.8%

4.7%

1.3%

2.6%

0.7%

3.7%

2.7%

2.0%

6.6%

5.3%

4.7%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(n=845)

特定採用している(n=150）

一部特定採用あり(n=150)

特定採用なし(n=457)

0％ 1%～9％ 10～19％ 20～29％ 30～39％ 40～49％ 50～59％ 60～69％ 70～79％ 80～89％ 90～99％ 100％

図表 2-13-30 IT 要員の特定採用と経歴と入社以来 IT 部門の要員割合との関係 

図表 2-13-29 IT 部門のみの経験者の割合 
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（3） 今後は IT 部門のみの経験者は減る傾向 

今後の IT 部門の要員構成については、いずれ

の経歴についても、現状と変わらないと回答した

企業が 60％前後と多数となっている（図表

2-13-33）。 

変わると回答した企業について見てみると、入

社以来 IT 部門のみの要員については、減少する

と回答した企業が 28.6％と、増加すると回答した

企業 10.5％のほぼ 3 倍となっている。 

これとは対照的に、ビジネス部門の経験者が増

加すると回答した企業は 34.1％あり、減少すると

回答した企業 6.8％のほぼ 5 倍となっている。 

情報子会社／ベンダー等の経験者についても、

増加を予想する企業が減少を予想する企業に比

べて圧倒的に多くなっている。 

11.0%

17.6%

15.1%

13.8%

19.3%

16.5%

5.9%

19.0%

9.4%

15.7%

7.2%

11.5%

6.3%

7.0%

5.6%

13.2%

17.6%

15.1%

9.3% 4.8% 5.6%

11.8%

29.4%

13.1%

6.3%

3.0%
8.2%

3.9%

4.4%

2.2%
11.8% 16.4%

3.9%

3.3%

4.1%

3.6%

4.1%

4.4%

4.1%

2.0%

3.1%

3.6%

2.0%
0.7%

2.3%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(n=780)

100人未満(n=51)

100～999人(n=458)

1000人以上(n=269)

0％ 1%～9％ 10～19％ 20～29％ 30～39％ 40～49％ 50～59％ 60～69％ 70～79％ 80～89％ 90～99％ 100％

43.2%

51.3%

50.4%

14.0%

22.6%

12.4%

10.3%

12.3%

4.6%

5.1%

4.8%

6.9%

15.4%

7.9% 4.0%

30.2%
3.1%

7.8%

2.6%

16.5%

9.9%

2.6%

12.7%

3.8%

2.4%

3.7%

3.1%

2.6%

3.8%

2.6%

2.1%

2.0%

2.4%

1.3%

2.8%

2.4%

2.6%

1.5%

0.9%

5.1%

2.6%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(n=606)

100人未満(n=39)

100～999人(n=353)

1000人以上(n=212)

0％ 1%～9％ 10～19％ 20～29％ 30～39％ 40～49％ 50～59％ 60～69％ 70～79％ 80～89％ 90～99％ 100％

10.5%

34.1%

25.4%

60.9%

59.1%

63.8%

28.6%

6.8%

10.9%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

①入社以来ＩＴ部門のみ(n=828)

②ビジネス部門の経験がある(n=775)

③情報子会社、ベンダー等の
経験がある(n=552)

増加 不変 減少

図表 2-13-31 ビジネス部門経験者の割合

図表 2-13-32 情報子会社/ベンダー経験者の割合

図表 2-13-33 IT 要員の経歴（今後の方向性）
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（4） IT 要員育成とローテーション活用 

最後に、IT 要員育成計画の中で、どの程度ロー

テーションを活用しているかを見てみる（図表

2-13-34）。 

部門内／情報子会社間では『（十分）活用してい

る』はほぼ 3 社に 1 社で、『（十分）活用している』

と『（全く）活用していない』がほぼ同数となっ

ている。 

これとは対照的に、ビジネス部門間では『（十分）

活用している』は 2 割以下で、『（全く）活用して

いない』が『（十分）活用している』の 3 倍以上

となっている。 

（5） ビジネス部門とのローテーションは、「IT戦略の

策定」「プロジェクトの企画・業務改革の推進」に有効 

ビジネス部門間とのローテーションの活用度と

「IT 戦略の策定」／「プロジェクトの企画・業務

改革（BPR）の推進」の充足度の関連を見てみる

（図用 2-13-35、2-13-26）。 

活用している企業の IT 戦略の策定の充足度は、

全体平均（37.7％）の 1.倍強となっている。（全

く）活用していない企業では充足度を実現してい

ないと回答したものが 29.6％あったが、（一部）

活用している企業では 14.4％となっている。 

（一部）活用している企業のプロジェクトの企

画業務改革（BPR）の推進の充足度は 46.4%と、

全体平均（38.5％）の 1.2 倍強となっている。（全

く）活用していない企業では、「実現していない」

と回答した企業が 23.8％であったが、（一部）活

用している企業では 10.5％となっている。 

 

 

 

ビジネス部門間とのローテーションの活用成否

が、IT 戦略の策定／プロジェクトの企画業務改革

（BPR）の推進の充足度向上の要因となっている

ようだ。 

IT 部門へのインタビューからは、新入社員数が

減少し、ローテーションで人を出す余裕がなくな

ってきているとも聞く。また、IT 部門は、他の業

務部門、特に人事／経理など経営管理部門の社員

のローテーション先として人気が薄く、ローテー

ションの受入れ先の業務部門からは、一体何をさ

せたらよいのか困る、いらない、と言われること

も多いようで、ローテーションを回しにくい、ロ

ーテーションが思うにまかせないという声もあ

る。 

一方で、入社 2～3 年目の若手社員を対象に毎年

情報子会社に出向させている企業や、本社 IT 部

門→情報子会社、情報子会社→本社 IT 部門のロ

ーテーション、業務部門の IT 要員と本社 IT 部門

要員のローテーションを頻繁に行って、業務の知

識・理解を向上している企業、IT 専門知識・技術

を継承／獲得している企業もある。 

本社の IT 部門では戦略だけを担当している、あ

る集権型の企業は、以下の通り述べている。 

「経営企画部門として人をとるため、ステータス

も高く良い人材が来る。こうした人間が２、３

年システムのことをやって、また戻っていく」 

29.8%

16.9%

30.4%

27.1%

25.9%

29.8%

18.3%

27.3%

21.0%

21.9%

29.6%

14.9%3.9%

0.3%

2.9%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

①部門内ローテーション
(n=929)

②ビジネス部門との
ローテーション(n=919)

③情報子会社との
ローテーション(n=181)

十分活用している 活用している どちらともいえない 活用していない 全く活用していない

図表 2-13-34 IT 要員育成計画の中でのローテーションの活用
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同じく、企画だけを担当している集権型の企業

は、と、その効用を以下の通り述べている。 

「システムをやっている人間については、IT 部

門、ユーザー部門、情報子会社を回るローテー

ションがある。ユーザー部門から IT 部門に来

て、ある程度プロジェクトマネジメントなどを

理解してもらうと、全体的を見ることのできる

広い視野を持てるようになり、その後ユーザー

部門のプロジェクトを進める役割を担っても

らえるようになる」 

制度上問題を解決し、教育のための施策として、

ローテーションを積極的に活用できれば、非常に

有効なのではないだろうか。 

 

46.4%

37.8%

34.6%

39.2%

41.0%

35.8%

14.4%

21.2%

29.6%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

活用している(n=125)

どちらともいえない(n=156)

活用していない(n=335)

実現している どちらとも言えない 実現していない

49.5%

37.0%

34.5%

40.0%

48.0%

41.8%

10.5%

15.0%

23.8%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

活用している(n=105)

どちらともいえない(n=127)

活用していない(n=261)

実現している どちらとも言えない 実現していない

図表 2-13-35 ビジネス部門間とのローテーションの活用度と①IT 戦略の策定の充足度の関係 

図表 2-13-36 ビジネス部門間とのローテーションの活用度と②プロジェクトの企画・業務改革の推進の充足度 
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2．14 プロジェクトマネジメント 

ユーザー企業の IT 担当者にとって、もはや要素

技術はそれほど必要でなく、開発計画を予定どお

り進めるための技術、プロジェクトマネジメント

が重要となってきている。近年は、PMBOK
（Project Management Body of Knowledge）な

どの科学的な管理手法も紹介され、このところ急

速に関心が高まってきた。 

とはいえ、まだまだシステムが予定どおり完成

しなかったり、予想外の費用がかかってしまった

りという話を良く耳にする。そこで、今年度初め

て、企業におけるプロジェクトマネジメントの現

状を詳しく調査することにした。 

「2．1．1 IT に関する関心事」の回答に現れ

ているように、まだプロジェクトマネジメントは

ユーザー企業に浸透しているとは言い難い（関心

の高いトピックス 20 のうち、12 位）。しかし、

企業が全体として現在どの程度プロジェクトマ

ネジメントに取り組んでいるか、その現状と姿勢、

今後の関心の方向を見ていくことは IT 部門の将

来を占うためにも大いに参考になるものと思わ

れる。 

2．14．1 システム開発プロジェクトの範囲 

（1） システムを廃棄するまでプロジェクトだと考えて

いる企業は 1/4 

まず、「システム開発プロジェクト」と言った場

合、どの範囲までを指すのか、基本的な意識を聞

いてみた。プログラム設計から本番運用という短

い期間だけをプロジェクトと考える場合もあれ

ば、構想・企画段階から完成後の使用期間中も含

めてプロジェクトとみなし、全体の経費を積算し

たうえでプロジェクトを進めるという場合もあ

るからである。 

事業部レベルの小規模なシステム開発と、全社

的な大規模プロジェクトとでは考え方が違うの

で、プロジェクトの規模を 2つにわけ、それぞれ、

企画から稼動、廃棄までのフェーズのどこまでを

プロジェクトと意識し、管理しているか聞いた結

果が、図表 2-14-1 である。 

まず、全社的な大規模プロジェクトで見てみる。

ほとんどの企業（75.2％：②～④、⑦～⑬）が、

稼動までをプロジェクトと考えている。システム

ライフすべて考慮するなら廃棄までをプロジェ

クトとすべきだが、そう考える企業は、24.8％（①、

⑥）と全体の 1/4 しかない。 

23.4%

15.2%

21.0%

19.6%

13.7%

10.1%

6.1%

4.6%

5.4% 6.6%

10.7% 7.4% 4.5% 4.3%

4.7%

5.6% 4.7%

5.4%

7.4%3.3%

2.7%

1.4% 3.2%

3.9%

2.6%

2.6%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

①全社プロジェクト
(n=875)

②事業部プロジェクト
(n=823)

①企画～廃棄 ②企画～稼動 ③企画～構築 ④企画～計画 ⑤企画のみ ⑥計画～廃棄 ⑦計画～稼動

⑧計画～構築 ⑨計画のみ ⑩構築～稼動 ⑪構築のみ ⑫稼動のみ ⑬その他

 企画 計画 構築 稼動 廃棄 

①      

②      

③      

④      

⑤      

⑥      

⑦      

⑧      

⑨      

⑩      

⑪      

⑫      

図表 2-14-1 開発プロジェクトの範囲 
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最近のソフト開発はパッケージを多用すること

が多く、長期間使用すると、初期費用は少なくて

も保守費用が毎年かさみ、結果として自前開発よ

り高くついているという声を聞く。このような場

合は、この廃棄のフェーズまで考えなければ、シ

ステムとしての投資対効果は見えてこないのだ

が、さすがにここまで考えてプロジェクトを進め

ている企業はまだ少ないようだ。 

（2） 事業部レベルの開発もほとんど同じ考え方 

小規模プロジェクトでは考え方が異なるであろ

うと、同じ質問をしてみたが、予想に反して、ほ

とんど同じ結果となった。ほとんどの企業は、計

画と構築という狭い範囲の管理をプロジェクト

管理と考えているようである。 

 

 

2．14．2 プロジェクトの手順・ルール 

（1） 全社 IT プロジェクトの正式な手順を持っている

企業はごくわずか 

全社的な IT プロジェクトで、その推進の手順が

確立されているかどうかは、こうした大規模プロ

ジェクトの成否を決める大きなカギの一つであ

る。調査結果によると、社内にそういったルール

が何らかの形でもあると答えた企業は全体の半

数近い 46.7％であることがわかった。（図表

2-14-2） 

ただし、オーソライズされた正式のものがある

と答えた企業は、わずか 6.1％、それらしいルー

ルがあると答えた企業は 18.2％、残りの 22.4％は

あっても守られていないと答えている。それでも、

ルールがない 53.3％の企業に比べれば評価され

るべきであろう。 

6.1%

7.5%

9.9%

18.2%

10.4%

15.1%

26.0%

22.4%

20.9%

21.3%

24.7%

53.3%

61.2%

59.6%

39.5%

4.0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(n=944)

100人未満(n=67)

100～999人(n=569)

1000人以上(n=304)

会社としてオーソライズされたルールがある

ほとんどの場合に適用されるルール（デファクトスタンダード）がある

ルールは一応あるが徹底されてはいない
ルールはない

11.0%

11.9%

17.2%

23.1%

13.4%

19.6%

31.7%

23.4%

17.9%

24.5%

22.4%

42.5%

56.7%

48.2%

28.7%

7.7%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(n=945)

100人未満(n=67)

100～999人(n=571)

1000人以上(n=303)

会社としてオーソライズされたルールがある

ほとんどの場合に適用されるルール（デファクトスタンダード）がある

ルールは一応あるが徹底されてはいない

ルールはない

図表 2-14-2 全社 IT プロジェクト推進に関する手順・ルール 

図表 2-14-3 開発プロジェクト推進に関する手順・ルール 
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企業規模別には、やはり従業員 1000 人以上の

大企業で、何らかのルールがある企業が多く、6
割を超えている。 

（2） 開発プロジェクトではルールを持っている企業

が増える 

それでは、もう少し狭い範囲の開発プロジェク

トではどうだろうか。同じ質問をしてみたところ、

何らかの形のルールを持っている企業は、全社的

なプロジェクトより増え、半数を越える 57.5％の

企業が手順や役割分担などのルールを持ってい

ると答えた。ただ、オーソライズされた正式な手

順となっているのは全体の 11.0％で、ルールがあ

っても守られていない企業は、全社プロジェクト

同様 23.4％であった（図表 2-14-3）。 

 

 

 

 

 

（3） ホスト系が一番ルール化されているが 

他は少ない 

次いで、対象のシステムをホスト、クライアン

トサーバ、Web の３つに大別してそれぞれ同じ質

問をした結果が、図表 2-14-4 である。 

やはりホスト系が歴史的な背景もあって、一番

ルール化が進んでおり 13.5％の企業が正式な手

順を持っている。それに比べ、クライアントサー

バ系や Web 系は開発のやり方が厳密でないよう

だ。 

 

13.5%

7.8%

23.2%

8.5%

9.0%

6.0%

13.2%

9.0%

11.9%

6.4%

13.3%

34.0%

18.8%

32.4%

40.1%

33.0%

22.4%

31.8%

37.7%

29.2%

17.9%

27.3%

35.2%

19.9%

21.9%

20.4%

18.7%

21.8%

20.9%

22.1%

21.5%

20.1%

17.9%

19.7%

21.6%

32.7%

51.6%

38.2%

18.0%

36.7%

47.8%

40.2%

27.5%

41.8%

52.2%

46.6%

29.9%

9.0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(n=891)

100人未満(n=64)

100～999人(n=534)

1000人以上(n=289)

全体(n=943)

100人未満(n=67)

100～999人(n=570)

1000人以上(n=302)

全体(n=936)

100人未満(n=67)

100～999人(n=564)

1000人以上(n=301)

ホ
ス

ト
系

C
/
S

系
W

E
B

系

会社としてオーソライズされたルールがある

ほとんどの場合に適用されるルール（デファクトスタンダード）がある

ルールは一応あるが徹底されてはいない

ルールはない

図表 2-14-4 システム開発に関する手順・ルール 
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2．14．3 工期、予算、品質の現状 

――――プロジェクト推進がうまくいっているか 

次は、プロジェクトが上手く行ったかどうかの

指標となる、決められた工期、予算、品質が守ら

れたかどうかをプロジェクトの規模別に聞いて

みた。システムの規模は、わかりやすくするため、

開発工数（人月）で 100 人月以下、100～500 人

月、500 人月以上の 3 つに分類した。100 人月は

数ヶ月から半年の事業部レベルが企画するプロ

ジェクト、500 人月以上は全社 IT プロジェクト

に相当すると考えられる。 

（1） 大規模プロジェクトでは半数以上が遅延 

まず、工期が予定どおりに納まったかどうかを

聞いたのが、図表 2-14-5 である。 

驚くべきことに、100 人月以下の規模のプロジ

ェクトでも、「予定通り完了している」と答えた

企業は全体の 21.3％にすぎない。100～500 人月

規模のプロジェクトになると 9.6％、500 人月以

上では 9.7％の企業である。逆にいえば、100 人

月以上のプロジェクトの 90％あまりは当初の予

定どおり仕事が進んでいないということである。 

 

 

ある程度はうまく行ったという答えを除き、予

定より遅れてしまったと回答した企業は、100 人

月以下のプロジェクトでは 17.2％しかないが、

100～500 人月では、43.2％、500 人月以上の大

規模プロジェクトでは 51.4％の企業がいつも予

定より遅れてしまっている。工期の遅れが日常茶

飯事化している現状が浮かび上がってくる結果

である。 

（2） 予算も工期と同じ傾向だが 

工期よりも達成率が高い 

それでは、予算はどうだろうか。100 人月規模

のプロジェクトでは、ほぼ予算どおりできている

と回答した企業が 88.1％だが、100～500 人月規

模になると 66.4％、500 人月以上になると 53.3％
の企業しか予定の予算でプロジェクトが完成し

ていない（図表 2-14-6）。 

それでも工期に比べると若干達成率が高い。日

本の企業は工期より予算に厳しいようだ。 

 

21.3%

9.6%

9.7%

61.5%

47.2%

38.8%

17.2%

43.2%

51.4%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

①100人月未満（n=746）

②100人～500人月未満（n=447）

③500人月以上（n=278）

予定通り完了する ある程度は予定通り完了する 予定より遅延する

26.4%

11.1%

9.1%

61.7%

55.3%

44.2%

11.9%

33.6%

46.7%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

①100人月未満（n=742）

②100人～500人月未満（n=443）

③500人月以上（n=276）

予定通り完了する ある程度は予定通り完了する 予定より超過する

図表 2-14-5 システム開発における工期 

図表 2-14-6 システム開発における予算 
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図表 2-14-8 企業規模別プロジェクトマネジメントツールの利用 

（3） 品質にはほぼ満足 

続いて、システムが予定どおりの仕上がりであ

ったかどうか、品質という言葉で聞いている。 

図表 2-14-7 によると、今度は、ある程度は満足

というところまで含めて大多数の企業が仕上が

りには満足している。100 人月以下では、90％以

上の企業が満足し、500 人月以上のプロジェクト

でも 71.5％の企業がある程度を含めて満足して

いる。 

以上のことから、予想されていたこととは言え、

日本の企業では、出来あがりの品質を重視し、プ

ロジェクトの工期と予算について寛大である現

状が浮かび上がった。こうした下地が、大規模プ

ロジェクトの失敗が後を絶たない理由の一つで

あることは間違いない。 

 

 

 

 

2．14．4 プロジェクト推進の実際 

今度は見方を変え、具体的なプロジェクト推進

の仕方について質問をしてみた。 

（1） プロジェクトマネジメントツールの利用 

まず、プロジェクトマネジメントで IT ツールの

力を借りているかどうかを質問した。結果は、全

体の 21.6％の企業がツールを利用しているが、残

りの 8割近い企業はこうしたツールを使っていな

い。（図表 2-14-8） 

ツールを使っている企業に、どんな IT ツールを

使っているかを複数回答で聞いた結果が図表

2-14-9 である。これによると、Excel でやってい

ると答えた企業が一番多く、79.3％、マイクロソ

フト社の MS Project を使っている企業がほぼ半

数の 45.7％であった。自前のツールを開発して使

っている熱心な会社も 10.3％あった。 

また、こうしたツールの満足度はほぼどれも同

程度で、不満と感じている企業は 10％内外に止ま

っている（図表 2-14-10）。 

12.8%

7.7%

7.2%

78.6%

68.2%

64.3%

8.5%

24.1%

28.5%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

①100人月未満(n=740)

②100人～500人月未満(n=444)

③500人月以上(n=277)

満足 ある程度は満足 不満

図表 2-14-7 システム開発における品質 

21.6%

17.2%

17.1%

31.0%

78.4%

82.8%

82.9%

69.0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(n=908)

100人未満(n=64)

100～999人(n=544)

1000人以上(n=297)

利用している 利用していない
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(n=184)

45.7%

79.3%

8.7%

3.8%

10.3%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

MS Project

Excel

その他市販ツール

ASPを利用

自社開発ツール

23.8%

19.9%

16.7%

42.9%

27.8%

65.5%

66.4%

55.6%

57.1%

55.6%

8.3%

11.6%

16.7%

11.1%5.6%

5.6%

1.4%

1.2%

5.6%

0.7%

1.2%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

MS Project

Excel

その他市販ツール

ASP

自社開発ツール

非常に満足 満足 普通 不満 非常に不満

図表 2-14-9 利用しているプロジェクトマネジメントツール 

図表 2-14-10 プロジェクトマネジメントツールの満足度 
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（2） プロジェクトの分担 

次に、企業内外の組織でプロジェクトのどの段

階を担当しているか聞いてみた。企業によっては、

プロジェクトを社内だけでなく、ベンダーや情報

子会社を含めて推進する場合があるからである。 

まず、全社的な大規模 IT プロジェクトで、下記

のようにプロジェクトを企画から、投資対効果測

定まで 8 段階に分割し、それぞれどこの部門が担

当しているか聞いたものが、図表 2-14-11 である。 

これによると、企画から、業務手順までを IT 部

門と利用部門が共同で実施し、データ項目定義あ

たりから IT 部門とベンダーが主体的に担当する

という順当な業務分担が見られる。 

しかし、データ項目定義や、画面帳票の設計は

ともかく、業務フローや業務手順の作成など、本

来、業務に詳しい利用部門が IT 部門のサポート

を受けてやるべき作業に 10％以上の企業で、情報

子会社やベンダーに担当させていることが気に

なる。IT 部門の体力が落ちている現実を示すもの

ではないだろうか。 

比較的規模の小さい事業部 IT プロジェクトで

も同じ質問をしている。その結果は、図表 2-14-12
の通りである。 

全社 IT プロジェクトに比べて、業務要件設定の

ような上流工程で、利用部門が担当することが多

い。 

本来、全社を巻き込むシステム開発プロジェク

トでは、大きく業務プロセスが変わることが予想

されるため、業務を熟知した利用部門がむしろ主

体的に設計に参加するべきであると思われるが、

実際には逆の結果となった。 

27.3%

41.2%

30.7%

39.3%

41.7%

7.7%

12.8%

6.9%

18.9%

63.8%

50.2%

53.7%

43.7%

42.2%

62.5%

55.4%

70.4%

63.2%

4.9%

4.3%

4.5%

9.6%

9.7%

9.4%

6.9%

8.9%

8.2%

17.1%

19.7%

10.6%

14.8%

1.8%

1.8%

1.8%

1.9%

1.5%

1.0%

1.0%

1.0%

4.9%

3.9%

2.7%

2.8%

2.6%

2.3%

1.8%

2.0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

①プロジェクトの企画（n=884）

②業務要件の決定（n=883）

③業務フロー作成（n=882）

④標準業務手順作成（n=881）

⑤例外業務手順作成（n=876）

⑥データ項目定義（n=881）

⑦画面・帳票レイアウト作成（n=883）

⑧システム運用条件確定（n=883）

⑨投資対効果測定（n=837）

利用部門 ＩＴ部門 情報子会社 ベンダー コンサルタント その他

53.4%

57.5%

42.1%

48.1%

49.6%

12.5%

18.1%

13.6%

32.9%

42.2%

36.8%

45.2%

36.3%

35.9%

58.4%

51.3%

64.2%

50.5%

4.0%

4.6%

4.4%

10.3%

9.6%

9.3%

5.9%

7.9%

7.1%

16.5%

19.0%

10.8%

13.2%

1.6%

1.3%

1.7%

1.8%

1.0%

0.9%

1.0%

1.6%

1.6%

1.7%

2.1%

2.1%

1.8%

2.1%

2.4%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

①プロジェクトの企画（n=818）

②業務要件の決定（n=819）

③業務フロー作成（n=818）

④標準業務手順作成（n=819）

⑤例外業務手順作成（n=814）

⑥データ項目定義（n=817）

⑦画面・帳票レイアウト作成（n=819）

⑧システム運用条件確定（n=816）

⑨投資対効果測定（n=778）

利用部門 ＩＴ部門 情報子会社 ベンダー コンサルタント その他

図表 2-14-11 全社プロジェクトにおける役割分担

図表 2-14-12 事業部プロジェクトにおける役割分担
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利用部門はプロジェクトの分担をどう認識して

いるのであろうか。利用部門に対して、開発プロ

ジェクトの各フェーズでの関与度合いを全社プ

ロジェクト、事業部プロジェクトに分けて聞いた

ものが図表 2-14-13、2-14-14 である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

全社プロジェクトよりも、事業部プロジェクト

への関与度合いが高く、IT 部門の認識と一致する

結果となった。 

31.2%

18.7%

11.1%

18.6%

28.3%

11.9%

60.5%

56.0%

45.4%

58.9%

57.8%

54.7%

8.3%

25.3%

43.6%

22.6%

14.0%

33.4%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

①プロジェクトの企画(n=721)

②仕様書の作成(n=722)

③開発(n=721)

④テスト(n=722)

⑥運用(n=722)

⑤投資対効果測定(n=716)

全面的に関与している ある程度関与している 全く関与していない

39.6%

24.1%

13.7%

24.7%

34.7%

15.6%

53.6%

55.3%

48.2%

55.9%

51.5%

54.9%

6.8%

20.6%

38.0%

19.5%

13.9%

29.5%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

①プロジェクトの企画(n=709)

②仕様書の作成(n=709)

③開発(n=707)

④テスト(n=709)

⑥運用(n=707)

⑤投資対効果測定(n=699)

全面的に関与している ある程度関与している 全く関与していない

図表 2-14-13 全社プロジェクトにおける利用部門の関与 

図表 2-14-14 事業部プロジェクトにおける利用部門の関与 
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2．14．5 予算や工数の決定 

（1） 予算確定は、6 割の企業がベンダー頼み 

次の質問は、開発プロジェクトの工数や予算を

どうやって決めているのかという質問である。初

期の段階の基本計画策定時の頃と、詳細設計が終

わって開発に着手した中期の２つの時期にやっ

ている作業に近いものを下記の 10 の選択肢から

複数選択で回答してもらった。その結果が図表

2-14-15、2-14-16 である。 

まず、初期段階の回答を見てみよう。最も多い

決め方は、「ベンダーからの見積もりを元に決定

する」で、回答企業の過半数の 54.9％、次が「過

去の事例を参考にする」が 42.7％、3 番目が「決

められた予算枠」が 22.5％であった。 

 

予想された答えではあったが、複数回答である

ことを割り引いても、余りにも現実的な回答に言

葉を失う。せめて「画面、帳票数を元に算出する」

くらいの答えが過半数になっていなければ、プロ

ジェクト管理という言葉そのものが意味をなさ

ないのだが、これが現在の開発現場の実情なのだ

ろう。 

「決められた予算枠」で決めるというのは、こ

れはこれで筋が通っているが、半数の企業がやっ

ている「ベンダーの見積もり」で予算工数を決め

るということを、これから少しでも減らしていか

なければユーザー企業の IT 部門の主体性は失わ

れる一方である。 

 

(n=922)

42.7%

10.7%

4.4%

16.6%

2.9%

1.4%

7.7%

54.9%

2.2%

22.5%

1.0%

0% 20% 40% 60% 80%

1．過去の類似事例を参照して決める

2．概算FPをベースに、自社標準値を元に算出する

3．概算LOCをベースに、自社標準値を元に算出する

4．画面、帳票数をベースに、自社標準値を元に算出する

5．概算FPをベースに、業界標準値を元に算出する

6．概算LOCをベースに、業界標準値を元に算出する

7．画面、帳票数をベースに、業界標準値を元に算出する

8．ベンダーからの見積を元に決定する

9．WBSを定義して決める

10．あらかじめ決められた予算枠を元に決定する

11．その他

(n=914)

22.0%

8.8%

5.5%

21.0%

3.6%

1.9%

11.8%

61.2%

6.3%

22.9%

0.9%

0% 20% 40% 60% 80%

1．過去の類似事例を参照して決める

2．概算FPをベースに、自社標準値を元に算出する

3．概算LOCをベースに、自社標準値を元に算出する

4．画面、帳票数をベースに、自社標準値を元に算出する

5．概算FPをベースに、業界標準値を元に算出する

6．概算LOCをベースに、業界標準値を元に算出する

7．画面、帳票数をベースに、業界標準値を元に算出する

8．ベンダーからの見積を元に決定する

9．WBSを定義して決める

10．あらかじめ決められた予算枠を元に決定する

11．その他

図表 2-14-15 基本計画策定時における予算の算出方法 

図表 2-14-16 開発着手時における予算の算出方法 
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中期の段階ではどうだろうか。初期の段階では、

正確な工数を見積もることは難しいが、この段階

では、ある程度詳細な見積もりが可能である。初

期にくらべて、「過去の事例を参考に」が 42.7％
から大幅に減って 22.0％、「画面、帳票数を元に

算出」が 16.6％から 21.0％に増えていることが、

これを物語る（図表 2-14-16）。 

しかし、「画面、帳票数を元に算出」している企

業は、この段階でも全体の 2 割しかいない。過半

数を超える企業（61.2％）は初期と同様、「ベン

ダーの見積もり」に頼ってしまっている。 

中期の段階で、自らが定量的な把握をしていな

い状況では、ユーザー企業が主体となって、まと

もなプロジェクト管理をすることは不可能に近

い。また、ベンダーと対等に価格の交渉をするこ

とも出来ず、ベンダーの言うなりになるしかない。

半数以上の企業でプロジェクトが予定どおり進

まないわけである。 

一方で、FP 法などで正確な開発規模を算出し、

プロジェクトを進めている企業もある程度存在

する。中期になれば 20％の企業が画面や帳票数で

工数を見積もり、進捗を管理している。こうした

先進企業と全体との間には、プロジェクトの成功

の確率には大きな差が出ているものと思われる。 

（2） 品質の目標管理をしているか 

次の質問は、品質について目標設定をしている

かどうかである。 

先の回答から予想されるように、特に設定をし

ていない企業は全体の 2/3 の 67.0％であった。テ

スト条件を決めているのが 22.9％、障害件数のよ

うな定量的な品質の目標を決めている企業は、わ

ずか 10％以下にとどまった（図表 2-14-17）。 

ひところの大型機の開発プロジェクトと違い、

パッケージを多用する昨今の開発でこうした定

量的な品質を設定し管理することは難しくなっ

ている。しかし、プロジェクトの進行を計るメジ

ャーがなければ科学的なプロジェクト推進は出

来ない。何も決めていない 2/3 の企業と、工期や

予算をベンダーに見積もってもらっている企業

とは恐らく重なっているのであろう。 

では、こうした品質管理は、実際のプロジェク

トの仕上がりの満足度や、予定されたスケジュー

ルや予算を守ることに役に立っているのだろう

か。目標設定の各項目に答えている企業のそれぞ

れの満足度と工期や予算の状況のクロス分析を

してみた。 

何らかの品質管理の目標を持っている企業が、

仕上がりに不満を持つ比率は、100 人月以下の小

規模プロジェクトで 5.8％、100～500 人月の中規

模プロジェクトで 18.9％、500 人月以上の大規模

プロジェクトで 24.8％なのに対し、目標を持って

いない企業では、それぞれ 10.3％、28.6％、32.3％
と明らかに不満が多い（図表 2-14-18）。 

満足度と言う主観的な物差しではなく、実際の

工期や予算はどうだろうか。 

品質目標を持っている企業で、プロジェクトの

工期がつねに遅れると答えた企業は、小規模プロ

ジェクトで 11.6％、中規模で 35.9％、大規模で

49.6％なのに対し、目標を持っていない企業では、

それぞれ 20.4％、48.2％、54.1％と、やはり目標

を持っていない企業の方が遅れることが多いと

答えている（図表 2-14-19）。 

(n=918)

22.9%

8.3%

4.5%

67.0%

2.8%

0% 20% 40% 60% 80%

1．各開発フェーズ別にテスト条件を
提示している

2．納品テストから安定稼動までの
目標障害件数を提示している

3．稼動開始時から安定稼動までの
目標障害件数を提示している

4．特に提示していない

5．その他

図表 2-14-17 システム開発の外部委託先に対する品質目標の提示
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一方、予算では、品質目標を持っていると答え

た企業の予算の超過の割合は、小規模プロジェク

トでは 6.6％で、持っていない企業の 15.2％に対

し明らかに少ないが、中規模になるとその差は小

さくなり、大規模ではむしろ逆転している（図表

2-14-20）。 

これについては、プロジェクトの規模が大きく

なればなるほど、ソフトウエアの開発の進捗管理

だけでは予算を制御しきれないこと考えれば納

得がゆく。また、先に述べたとおり、日本の企業

は予算については工期に比べて管理が厳しく、特

にソフトウエアの品質目標を設定しているよう

な企業では予算管理についてもシビアに査定が

行われているからと見ることも出来る。 

いずれにしても、何らかの品質目標を持ってい

る企業のほうが、プロジェクトをうまく進行させ

て満足度も高いという裏づけが得られた。 

30.2%

24.7%

11.7%

11.0%

8.0%

10.2%

63.2%

60.1%

58.3%

52.9%

43.4%

43.9%

6.6%

15.2%

30.0%

36.1%

48.7%

45.9%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

品質目標あり（n=258）

品質目標なし（n=466）

品質目標あり（n=180）

品質目標なし（n=255）

品質目標あり（n=113）

品質目標なし（n=157）

1
0
0
人

月
1
0
0
-
5
0
0

人
月

5
0
0
人

月
以

上

予定通り完了する ある程度は予定通り完了する 予定より超過する

26.4%

18.9%

10.5%

9.3%

10.6%

9.4%

62.0%

60.7%

53.6%

42.4%

39.8%

36.5%

11.6%

20.4%

35.9%

48.2%

49.6%

54.1%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

品質目標あり（n=258）

品質目標なし（n=471）

品質目標あり（n=181）

品質目標なし（n=257）

品質目標あり（n=113）

品質目標なし（n=159）

1
0
0
人

月
1
0
0
-
5
0
0

人
月

5
0
0
人

月
以

上

予定通り完了する ある程度は予定通り完了する 予定より遅延する

図表 2-14-18 品質目標の提示と品質満足度の関係 

図表 2-14-19 品質目標の提示と工期の関係 

16.3%

11.2%

9.4%

6.7%

7.1%

7.6%

77.8%

78.5%

71.7%

64.7%

68.1%

60.1%

5.8%

10.3%

18.9%

28.6%

24.8%

32.3%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

品質目標あり（n=257）

品質目標なし（n=465）

品質目標あり（n=180）

品質目標なし（n=255）

品質目標あり（n=113）

品質目標なし（n=158）

1
0
0
人

月
1
0
0
-
5
0
0

人
月

5
0
0
人

月
以

上

満足 ある程度は満足 不満

図表 2-14-20 品質目標の提示と予算の関係 
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しかし、こうした定量的な物差しを持った管理

を目指している少数の先進的な企業は例外とし

て、大多数の企業の開発プロジェクトの現状は、

科学的なプロジェクト管理を云々する以前の状

況にあり、ベンダーに任せきりになっていること

がこの一連の調査で明らかになった。 

（3） システムライフサイクルコストの考慮 

企業の IT 部門は、もはやプロジェクト推進を直

接やる必要はない、ベンダーに任せればよい。企

業経営にどれだけ寄与するかもっと上流部分を

考えれば良いのだという見方もあるだろう。 

それでは、トータルコストの観点から、開発す

るシステムの使用期間、システムライフを企業の

IT 部門はどう考えているのであろうか。 

システムライフのトータルコストを少しでも考

慮している企業は、62.3％とやっと過半数を超え

た。残りの 37.7％は全く考慮していないという結

果となった（図表 2-14-21）。 

2．14．6 プロジェクトマネージャー 

最後に、プロジェクト推進の中心的存在である

プロジェクトマネージャーについての質問を行

った。 

2007 年問題に代表されるように、ここ数年でベ

テランの大型プロジェクト経験者が相次いで企

業現場から引退し、今後のシステム開発に大きな

障害が出ると言われている。各企業の現状と、プ

ロジェクトマネージャーとして企業は何を期待

しているかを質問した。 

（1）プロジェクトマネージャーは不足しているか 

まず、企業内でプロジェクトマネージャーが不

足しているかどうか聞いた結果が、図表 2-14-22
である。大規模プロジェクトのマネージャーは、

なんと企業全体の 9 割近く、88.5％の企業が不足

していると答えた。それも、このうちの 34.9％は

非常に不足していると答えている。 

10.7%

20.5%

53.6%

58.6%

34.9%

19.7%

0.9%

1.2%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

①大規模プロジェクト
マネージャー

（n=909）

②中小規模プロジェクト
マネージャー

（n=913）

十分充足している 充足している 不足している 非常に不足している

7.6%

13.4%

11.5%

18.2%

9.0%

15.7%

25.0%

36.5%

40.3%

35.0%

38.8%

37.7%

37.3%

44.7%

24.7%

4.7%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(n=929)

100人未満(n=67)

100～999人(n=555)

1000人以上(n=304)

プロジェクト実行決定にあたって必須

プロジェクト実行決定にあたって必須ではないが、考慮している

規模などによっては、一部考慮している

考慮していない

図表 2-14-21 プロジェクト企画時のライフサイクルコストの考慮 

図表 2-14-22 プロジェクトマネージャーの充足状況 
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中小規模のプロジェクトマネージャーも、大規

模ほどではないにしても 8 割、78.3％の企業で不

足している。 

先に述べた、予算や工期はベンダー任せ、品質

も管理しきれないという状況は、やる気がないと

いうより、人手不足である可能性が高い。 

また、大規模プロジェクトマネージャーについ

ての現状の課題は、「人材数の不足」がトップ、2
位は「指導者の不足」、3 位は「実務経験の不足」

であった。2007 年問題は既に企業の中で起きて

いる（図表 2-14-23）。 

 

 

 

 

 

中小規模のプロジェクトになると指導者不足よ

り、実務経験の不足が問題となっている。ユーザ

ー企業がシステム開発の現場からますます遠ざ

かっている現実を良く表わしている。（図表

2-14-24） 

（n=848）

11.4%

21.8%

15.7%

4.5%

35.4%

3.5%

7.1%

13.1%

26.3%

10.8%

11.1%

16.3%

7.4%

13.9%

0% 20% 40% 60%

基礎知識の不足

実務経験の不足

指導者の不足

教育体制の不足

人材数の不足

予算の不足

会社としての
育成支援体制の不足

その他
1位 2位

（n=859）

11.2%

19.1%

20.7%

2.0%

34.7%

3.5%

8.1%

10.8%

27.3%

14.4%

6.5%

15.9%

8.1%

16.4%

0% 20% 40% 60%

基礎知識の不足

実務経験の不足

指導者の不足

教育体制の不足

人材数の不足

予算の不足

会社としての
育成支援体制の不足

その他
1位 2位

図表 2-14-23 大規模プロジェクトマネージャーについての課題 

図表 2-14-24 中小規模プロジェクトマネージャーについての課題 
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（2） どんな能力をもとめているか 

それでは、企業はプロジェクトマネージャーと

してどんな能力を求めているのだろうか。5 つの

選択肢から上位 2 つを選んでもらった（図表

2-14-25）。 

それによると、大規模なプロジェクトを推進で

きるマネージャーには、業務知識、判断力という

専門能力ではなく、人間力（コミュニケーション

力、達成意欲等）という総合的な能力を求める企

業が一番多いことがわかった。IT の専門知識・技

術などはほとんど重視されていない。大多数の企

業がプロジェクトをベンダー任せにしている現

状にしては、プロジェクトマネージャーの求めら

れる資質を的確に把握している。 

 

中小規模のプロジェクトになると、人間力より

は、業務の知識・理解の高さを求める企業が多い。

これもプロジェクト推進の現実を良くふまえた

回答である（図表 2-14-26）。 

企業は、人手不足でプロジェクト管理が思うよ

うに行えないでいるが、プロジェクト管理の本質

を良く押さえており、指導者の不足を痛感してい

る。今後、後継者の育成に力をかけていけば、上

記の様々な課題も少しずつ改善されていくであ

ろう。今後を期待したい。 

 

（n=921）

21.7%

19.2%

2.6%

40.2%

16.3%

15.0%

23.4%

6.8%

27.9%

26.8%

0% 20% 40% 60% 80%

業務の知識・理解

プロジェクト管理についての
知識・技術

ITの専門知識・技術

人間力

問題感知力・判断力
1位 2位

（n=926）

35.2%

19.3%

5.4%

25.7%

14.4%

23.4%

19.7%

16.6%

17.5%

22.8%

0% 20% 40% 60%

業務の知識・理解

プロジェクト管理についての
知識・技術

ITの専門知識・技術

人間力

問題感知力・判断力 1位 2位

図表 2-14-25 大規模プロジェクトマネージャーに求める能力 

図表 2-14-26 中小規模プロジェクトマネージャーに求める能力 
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第 3 部 インタビュー調査の分析 

本年度のインタビュー調査は、毎年実施してい

る IT 部門長インタビューに加え、情報子会社お

よびシステムインテグレータに対して調査を行

った。内容は、本年度の重点テーマである「IT 人

材の育成」「プロジェクトマネジメント」を中心

に、現状の課題、組織・推進体制等についても聞

いている。 

以下に、3.1 IT 部門長宛インタビュー、3.2 情

報子会社宛インタビュー、3.3 システムインテグ

レータ宛インタビューの順に、それぞれの調査結

果を掲載する。 

3．1 IT 部門のインタビューから見た企業の実態 

この章では、IT 部門長宛に行ったインタビュー

の結果と、それに対する分析を行っている。 

今回インタビュー対象となった企業の多くは、

IT 活用においては我が国の最先端を進んでいる

と評価できる企業である。以下では、これらの企

業とのインタビューを通して明らかになった、重

要課題や直面している諸問題、対応状況等のうち、

特に興味ある諸点を抽出してご紹介する。これら

の課題や問題の多くは、近い将来我が国の企業の

多くが同じように直面する可能性が高いと考え

られることから、生の声を添えてのこうしたまと

めも、有意義なものではないかと考える。 

3.1.1 現在の重点課題 

まず、IT 部門にとって何が現在の最重要課題と

なっているのかを質問した。 

業種や業態、IT の活用実績や達成度合いなどに

より、各社各様の答えが返ってきているが、大別

すると、次の二つのタイプの重点課題が浮かび上

がってきた。 

1 つは、守り重視の課題である。多くの企業が、

よりよいシステムをより安く、よりスピーディー

に開発するための、IT 組織の再構築を課題として

挙げている。これは永遠の課題とも言えるが、更

に、個人情報保護法といった法規制への対応、企

業の社会的不祥事の防止対策といった課題を挙

げている企業も少なくなかった。具体的には、次

のような課題である。 

「いかにスピーディーに開発を進めるか」 

「システム案件の増加、IT 部門の要員減少という

環境で、IT 部門の役割をいかに果たしていくか」 

「システム品質の確保と向上を図りつつ、TCO の

削減、費用対効果の改善を図る」 

「IT 投資規模の適正化等を一層進めることや、シ

ステムの再構築」 

「個人情報保護法の施行やこの分野で連続した

企業の不祥事を意識しての、情報セキュリティ

の強化と個人情報保護対策」 

もう 1 つは、多くの企業が近い将来において必

ず直面しそうな、しかしかなり深刻な課題である。

IT 戦略をより有機的に全社的な経営戦略と同期

化させ、全体最適を図ろうとする際に解決しなけ

ればならない諸課題であり、以下のようないくつ

かのテーマが複雑に絡み合っている。 

・事業部や社内カンパニー、グループ内の関係会

社等を横断的に貫く情報システムを開発しよ

うとする際の、全社的な IT ガバナンスの確立 

・IT ガバナンスの遂行に際しての、本社 IT 部門

が果たすべき役割の明確化 

・その役割を演ずる際に要求されるプロジェクト

マネジメントの機能の強化 

・そして IT 人材の育成方法の再検討 

長期間続いた経済の低迷期に進行した IT 関連

コストや IT 要員の圧縮下で、ほのかに見え始め

た景気の回復傾向に反応し、もっと積極的に攻め

の道具として IT 戦略を構想し、実現しようとす

る際に、全社横断的な情報システムの最終的な責

任を負うべきアプリケーションシステムのオー

ナーには誰がなるべきか、情報 IT 部門とそのオ

ーナーとの関係はどうあるべきか、両者の意見が

一致しない場合は、最終的に誰が最終的な意思決

定をすべきなのか、こうした問題の整理は非常に

複雑かつ微妙である。 

例えば、本社の IT 部門が提案しても、事業部や

関連会社、海外子会社等がそれに従ってくれるか

どうか、こうした点で不安が残るというのが本社

IT 部門の本音である。また、事業部や関連会社を

うまく説得できるだけの提案を準備したり説得

したりできる人材が本社 IT 部門にいるのかとい

った点で不安を抱いている企業も少なくないの

が現状である。これは IT 人材の養成という課題

である。具体的には、次のような課題が挙げられ

ている。 

「IT ガバナンスの確立が急がれる。例えば、ビジ

ネスプロセスを変革しようということで、いく

つかの部門が一緒になって意思決定をしたり、

プロセスを変えようとしたりすると、当然それ



 230

ぞれの部門に権限や責任がある。全体にまたが

るシステムの場合、自分のところにその権限は

ないと皆言い出す。仕方なく IT 部門が中心に

なって進めようとすると、ビジネスのプロセス

のとりまとめは誰がやるのかということにな

り、止まってしまう。こうした問題の整理が必

要だ」 
「プロジェクトマネジメント機能を強化したい」 
「グローバル対応も含めて、グループ企業全体の

IT 活用の統括」 
「全社横断的な情報システムの再構築を担当で

きるような人材の育成（従来の情報システムの

範囲を超えた要求にどう対応するか）」 
「経営戦略と合致した IT 戦略や IT 投資」 

3．1．2 現状の IT 組織の構成と今後の方向性 

（1） 企画・開発・運用の形態 

本調査では、IT 部門の組織形態を以下の３つの

タイプに分類し、自社の IT 部門がどの状態に近

いかを聞いている。 

１．集権型：（企画・開発・運用を）全社で統一されたル

ールに基づき一元的に統括・管理 

２．連邦型：全社プロジェクトは一箇所で統括、各事業

部固有のシステムは事業部が担当 

３．分散型：（企画・開発・運用等）すべての機能を各事

業部に分散 

アンケートの結果では、961 社のうち集権型が

一番多く、73.7%、連邦型が 20.0%、分散型が 6.3%
となった。従業員数が多くなると連邦型の割合が

増加し、5000 名以上の企業では約 4 割が連邦型

である（「2.7 IT 組織体制」参照）。 

インタビューでは、この組織体形について、も

う少し詳細に、図表 3-1-1 を提示し、自社の組織

形態に最も近いものを挙げてもらった。 

タイプ別に見ると、集権型か連邦型という企業

が圧倒的に多く、今回の対象企業では、分散型を

とっている企業はほとんどなかった。比率からす

ると、集権型が 6 割を超えていて、その内の約半

数が集権型 B である。すなわち、本社の IT 部門

には企画機能のみを残し、開発以降は全てアウト

ソースしているというタイプである。 

次に多いタイプは連邦型の B である。 

要するに、戦略や企画立案には本社 IT 部門が強

く関与し、開発や運用は情報子会社やアウトソー

サーに任せるという形が主流になりつつあるよ

うである。このことから、我が国先進企業では、

IT ガバナンスの態勢整備が進みつつあるという

ことが読み取れる。なお、企画も含めて全て子会

社等にアウトソーシングしているという企業も

何社か存在する。 

 

全社システムと事
業部システムの管
理の分離

（企画のみ本社に
残す）

⑤連邦型B

ほとんどの機能を
各事業部に分散

⑥分散型

全社システムと事
業部システムの管
理の分離

④連邦型A

戦略機能のみ本社
に残す

③集権型C

企画機能のみ本社
に残す

②集権型B

一貫して

集中管理

①集権型A

情報子会社/アウトソーサ事業部全社

全社システムと事
業部システムの管
理の分離

（企画のみ本社に
残す）

⑤連邦型B

ほとんどの機能を
各事業部に分散

⑥分散型

全社システムと事
業部システムの管
理の分離

④連邦型A

戦略機能のみ本社
に残す

③集権型C

企画機能のみ本社
に残す

②集権型B

一貫して

集中管理

①集権型A

情報子会社/アウトソーサ事業部全社

企画・開発・運用

企画・開発・運用

開発・運用企画

戦略

企画・開発・運用
（全社システム）

企画・開発・運用
（事業部システム）

企画・開発・運用
（事業部システム）

企画
（全社システム）

企画
（事業部システム）

開発・運用
・全社システム

・事業部システム

戦略

図表 3-1-1 IT 組織形態のパターン 



 231

（2） 全社統一ガバナンスのルール 

全社統一の IT ガバナンスのルールがあり、うま

く機能していると断言する先進企業がいくつか

あった。例えば、 

「憲法としての IT アーキテクチャーは 6 年前に

作り、昨年全面的に改定した。細則は情報シス

テム運用規定で決めていて、『これは駄目』と

いう形で表現している。違反が出た場合には、

IT 企画のメンバーが中心になって検討し、規定

の変更等も考える」 

「セキュリティ、ハードウェアの標準、パソコン

の標準、グループウェアは完全に全社で統一し

ていて、明文化されたルールがある」 

「システムグランドデザインを持っていて、第一

層が情報インフラ、第二層が全社で共有するデ

ータマスター、そして第三層がアプリケーショ

ン。第一、第二層のガバナンス機能は本社 IT
部門が担当し、第三層は基本的に事業部が担当

する」 

「社内的に取扱規程を設けている」 

といった答えが返ってきた。 

関連会社を多数持っている企業では、グループ

全体のガバナンスをどうするか課題となってい

るが、 

「グループ全体で考える場合、それぞれで業務内

容が違うので、独立しているメリットもある。

横串で見なければいけない部分をどうするか

検討中」 

というように、悩みも大きいようである。それで

も、今後はグループ全体のガバナンスを少し強め

たいという意向のようであった。 

また、必ずしも明文化されてはいないが、ネッ

トワーク、ハードウェア、ソフトウェア等の IT
インフラについては共通化して、本社の情報シス

テム部が見るという企業も何社かある。 

特にないと回答した企業でも、本社 IT 部門が

IT 戦略や企画立案に関与し、その過程で IT ガバ

ナンスを行使するということのようである。 

（3） IT 部門の人数 

本社 IT 部門が戦略と企画に特化している集権

型 B 及び連邦型 C タイプの企業では、本社 IT 部

門のスタッフ数は、極端な場合は数人から 10 人

前後という場合が多い。本社 IT 部門のミッショ

ンを徹底的に絞り込み、ぎりぎりまでスリム化し

ている企業が何社か存在する。こうした企業では、

一応は戦略と企画を担当すると言っているが、実

際には戦略立案までで、企画から開発、運用を全

て子会社等にアウトソースしている場合が少な

くないようである。こうした企業の本音は、もう

少し本社 IT 部門の人員を増やしたいが、全社的

に社員数を抑制している現状から判断して、この

ままで頑張るしかないといったところか。例えば、 

「仕事量は以前の 3 倍に増えているので、現状で

は足りないが、このご時世に増やすことはあり

得ないので、子会社からの支援をもらいながら

やっている」 

しかし集権型 A や連邦型の企業の場合は、本社

IT 部門の規模は数十人から数百人までと、多様で

ある。アウトソーシングを進めて今後はもう少し

人員の削減を図りたいという企業もあるが、当面

はこのままでという企業も少なくない。 

「アウトソースすることにより、コストの下方硬

直性が懸念される」 

というように、アウトソーシングに対して不安

を抱いている企業もある。 

（4） IT 部門の要員構成 

本社 IT 部門のスタッフのキャリアについては、

集権型、連邦型のいずれについても、大きな差異

は見られない。ほとんどが最初から IT 部門にい

た人間で構成されている企業もあれば、ほとんど

が他の部門を経験してきたという企業もあり、ま

た半々の構成という企業もある。 

インタビューの対象企業は、IT のメーカーやベ

ンダーというわけではないために、新入社員が最

初から IT 部門への配属を希望しているとは限ら

ず、むしろそうでない場合が多い。従って、IT 部

門への配属は、たまたま入社直後からという場合

もあれば、全社的なローテーションの一環として

きたという場合もある。 

このような事情から、IT 部門の要員の全てが最

初から IT 部門に所属し、ユーザー部門の経験が

ないという企業もあれば、全員がユーザー部門の

経験があり、将来は再びユーザー部門に異動して

いくという企業もある。また IT 部門の要員のほ

とんどは中途採用者であるという企業もある。 

こうした要員構成上の特徴は、後で述べる人材

教育の課題や実態とも関連してくる。詳細はその

部分で論ずることにする。 
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3．1．3 IT 人材の育成 

（１） IT 人材育成の課題、不足人材 

多くのインタビュー先企業が問題視しているこ

とは、本社の IT 部門の人間が、実際に大規模な

情報システム開発に参加して、開発のスキルやプ

ロジェクトマネジメントのノウハウ等を習得す

る機会がないことや、全社横断的に業務の流れを

俯瞰しての知識とシステムの知識の両方をバラ

ンス良く身につけることが難しくなっているこ

とである。 

「大規模開発、特に千人月以上のプロジェクトを

担当するプロジェクトマネジャーが不足して

いる」 

「業務上の課題をプロセス横断的に見ていける

人が必要である。グローバルな視点も持ち、企

画段階で十分に持ち味を発揮できる人間がい

ない」 

「現状は、言われたことを請け負ってやってい

る。業務プロセスをどう見直したらいいのかを

考える力が不足している」 

「RFP も含めて要件定義を書け、コストを含めて

上流工程の管理ができる人材が不足している」 

といった声が代表的であった。要するに、 

「今までは、ユーザーが要求するシステムをとに

かく作れば良かった。これからは、費用対効果

や、業務をどのように変えていくかといった視

点を持った、要するにシステムサイドからユー

ザーサイドへと視点を変え、全社的な立場から

俯瞰でき、上流工程できちんと要件定義がかけ、

コストも含めて上流工程の管理ができるよう

な人材が必要になる」のであるが、これまで「我

が国企業ではこうした人材の育成をほとんど

してこなかった」 

ことが問題視されているのである。 

しかし対策は全体的には十分ではなく、 

「これまでは OJT で人材育成をしてきたが、今

は核になる人材がいない。そういう人材は忙し

すぎる」 
「IT スキルは契約社員にためて継承していると

いう状況。その人に辞めると言われるととても

困る」 

というように、先行き不安な面がある。本社 IT
部門の仕事量は増え続けているのに対して、スタ

ッフ数は極端に減ってきていることのマイナス

の側面とも言える。 

なお、いわゆる 2007 年問題についてであるが、

次のような指摘が数社で聞かれた。 

「2007 年問題は IT に限らず存在する。ビジネス

や業務に関わるノウハウが属人的になってい

るところがあり、どう継承するかは、IT に関わ

らず難しい」 

「2008、9、10 年の 3 年間、メインフレーム人材

が不足する」 

今回のインタビュー先企業の多くが開発や運用

を情報子会社等にアウトソースしているためか、 

「2007 年問題はうちではなく、ベンダーが心配

だ」 

「開発運用を担当する情報子会社は、2007 年問

題を含め人材育成について自分たちで考えて

いく必要がある」 

と、2007 年問題をアウトソース先に転嫁してい

る企業も見られた。しかし、将来、「ベンダー任

せにしていたツケが回って来る」ことがないよう

に注意しなければならない。 

（2） IT 部門の要員にとって必要な能力 

経営戦略の実現に際して IT 部門が担うべき役

割が重要かつ大きくなってきていることを反映

して、本社の IT 部門の要員に必要と考えられて

いる能力も、非常に高度かつ広範囲なものになり

つつある。このことと、前項に示されたような人

材不足の現実を併せて考えると、人材育成は急務

であるが、大丈夫なのかという不安も感じざるを

得ない。 

インタビューの際に例示した 5 つの役割、 

1．業務の知識・理解 

2．プロジェクト管理についての知識・理解 

3．IT の専門知識・技術 

4．人間力（達成意欲、リーダーシップ、 

コミュニケーション力等） 

5．問題関知力・判断力 

については、いずれも大事だというのが本音のよ

うではある。しかし、敢えて順位を付けてもらう

と、1 と 4 と 5 の、『業務の知識、人間力、そし

て問題関知力を重視する企業』と、2 の『プロジ

ェクトマネジメント最優先と考える企業』の二つ

のグループに分かれるようだ。 

なお、3 の『IT の専門知識は当然だ』という企業

が多かったが、中には、 
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「プロジェクト管理は情報子会社が中心であり、

IT の専門知識も必要ではあるが、直接開発する

わけではないので、言葉が分かる程度で良い」 

と割り切っている企業もあった。 

業務の知識、人間力、そして問題関知力を重視

する企業で聞かれた代表的な答えには、以下のよ

うなものがあった。 

「普段の生活でも問題意識を持つことが大事。気

づいたことを考え、変える提案を会社にしてい

って欲しい」 

「情報システム部門出身者は、いきなり IT 用語

で説明し始めるため、役員が、何が問題で、何

を、どのように解決しようとしているか理解で

きない。ユーザー部門が何を求めているかを聞

き出すことも含めて、コミュニケーション力の

向上が課題だ」 

「社内情報部門として、ビジネスコンサルタント

的なイメージの仕事を進めていかなければな

らない。その意味で、人間力、問題関知力、そ

して業務知識を持った人間が必要とされてい

る」 

一方、プロジェクトマネジメントを最重要能力

とする企業では、次のような回答があった。 

「プロジェクトマネジメントをどのようにやっ

ていくのか。外部に向けては、ベンダーをうま

く使いながら、内部に向けては、利用者を巻き

込みながら、いかにうまくやっていくかが重

要。最近、システムのマルチベンダー化が進み、

開発そのものが難しくなっている」 

「やはりプロジェクトマネジメントが第一であ

る」 

しかし、最近は本社の IT 部門では戦略や企画の

みを担当する企業が増え、実際の開発が行われな

くなってきており、その弊害も顕著になりつつあ

る。 

「全社的な大型プロジェクトは稀であり、そうし

たプロジェクト管理のスキルを身につける機

会がない。机上教育等を実施しているが、実際

の業務実践の機会がなく、身につけさせるのが

難しい」 

「小さいシステム開発プロジェクトは多いが、大

きいプロジェクトは 5 年に 1 度程度しかないの

で、大きなプロジェクトの経験がある社員は何

割もいない」 

という嘆きが多くの企業で聞かされたが、プロ

ジェクトマネジメントを重視することの裏側に

は、このような事情があるのかもしれない。 

形式知の教育は e-learning や机上教育でも可能

であるが、ビッグプロジェクトの管理スキルのよ

うな多分に暗黙知的な教育には、どうしても OJT
が必要である。しかし、IT 部門の要員が減少して

いる企業では、十分な OJT を行う余裕がなくな

っていることが問題である。 

（3） IT 要員向けの教育体系 

IT 要員向けの教育に積極的に取り組んでいる

企業はかなりあり、具体的には、次のような形で

行っている。 

「1 人 1 人に対して、半期毎に求められる能力に

ついて個人別にレベルを設定し、評価を行って

いる。これに合わせて、個人別にカリキュラム

を組み、外部の教育を受けさせる。研修は業務

の一部と捉えている」 

「社員は半期毎に管理者と目標面談を実施して

いる。ここで社員の育成手段を明確にし、実施

し、評価するというサイクルを回している」 

「現在体系化を進めている。大きくは、上流プロ

セスと IT とのつなぎ、プロジェクトマネジメ

ントを専門化していく部分、そしてアウトソー

シングに対する評価能力という 3つの方向を中

心に、教育を体系化していく」 

「会社のスタンダードとなっている教育体系が

ある。97 年頃から、目指す人材像に合わせて、

求められる能力が定義されている」 

「ビジネス全体を俯瞰するためのモデリング技

術の養成等を進めている。今後は業務改善に向

けての提案能力の養成を進めたい。外部講師を

依頼しながら進めている」 

「IT 配属の新入社員には、IT の研修を半年くら

い行っている。後は OJT 中心。外部のセミナ

ーに行ったり、自発的勉強会をしたりもしてい

る」 

しかし、前項で見たように、今後益々IT 部門の

要員に対する能力上のニーズが高度化している

にもかかわらず、今回のインタビュー対象となっ

た我が国での先進的な企業においてさえも、IT 要

員向けの明確な教育体制はできていないという

答えが少なくない。 

「IT 部門への新卒採用は毎年 1～2 名であり、新

卒用の IT 研修体系はない。必要に応じて外部

の研修を受講させている」 
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「全社員数万人中の数人のことなので、制度とし

てはない」 

「現時点では、必要性は感じているが、時間がな

く、できていない」 

我が国企業はもっと体系的に、IT 要員の教育を

考えなければならない時期にきているのではな

かろうか。 

（4） IT 要員育成のための施策：ローテーション 

多くの企業で行っているものは、ローテーショ

ンの活用と外部研修の活用である。研修の活用に

ついては次項で触れることにして、ここではロー

テーションについて詳しく触れることにする。 

＜社内でのローテーション＞ 

業務知識と IT 絡みの知識をバランス良く身に

つけた IT要員を育てる最も代表的な施策として、

多くの企業が社内でのローテーションを採用し

ているが、成功しているという企業は意外に少な

い。 

本社の IT 部門では戦略だけを担当している、あ

る集権型の企業は、以下の通り述べている。 

「経営企画部門として人を採用するため、ステー

タスも高く、良い人材が来る。こうした人間が

2～3 年システムのことをやって、また戻ってい

く」 

同じく、企画だけを担当している集権型の企業

は、その効用を以下の通り述べている。 

「システムをやっている人間については、IT 部

門、ユーザー部門、情報子会社を回るローテー

ションがある。ユーザー部門から IT 部門に来

て、ある程度プロジェクトマネジメントなどを

理解してもらうと、その人は全体的な広い視野

を持てるようになる。その後ユーザー部門のプ

ロジェクトを進める役割を担ってもらえるよ

うになる」 

しかし、多くの企業では、社内のローテーショ

ンは必ずしも順調ではないようである。 

「社内に縦割りの体質が残っているので、他の部

門に人を出すという習慣がない。また我が社は

営業が中心なので、IT に良い人材はもらえない。

会社全体の問題だ」 

「システム部門から業務部門に人を出すと、その

人のロジカルな面が重宝され、戻ってこなくな

る」 

「それなりに使える人材をローテーションで欲

しいと思うが、そういう人材はなかなか事業部

側でも手放してくれないので、スムーズに行か

ない」 

「本当の人事異動の定期的なローテーション以

外は、主体的に動けない」 

「情報システム部門は他の管理部門の社員との

ローテーション先として人気が薄く、他部門と

のローテーションを回しにくい」 

「ローテーションで人を出す余裕がなくなって

きている。また、受け入れ部門から、一体何を

させたらよいのか分からず困るからいらない

と言われる」 

といった話がでてくる。IT 部門とユーザー部門互

いに、良い人は欲しいが、良い人間は出したくな

いという、一種のエゴのぶつかり合いといったも

のが垣間見られる。社内ローテーションについて

は、全社的な問題として，トップマネジメントレ

ベルでしっかり検討されることが望ましい。 

＜情報子会社等とのローテーション＞ 

開発や運用をアウトソースしている企業が多く、

本社の IT 部門の人間にシステム開発の実際やプ

ロジェクトマネジメントを経験させるには、どう

してもアウトソース先の会社に人間を出すこと

が必要になる。この面では、比較的多くの企業が

実践している。 

「数年間のシステム子会社への OJT 的な出向等

がある。親会社においては、直接システムを開

発することがないため、実際のシステム開発の

現場を知るという意味において効果があると

考える」 

「入社 2 年目の若手を、毎年 2 人情報子会社に出

向させている。彼らが子会社から戻ってきて、

またシステムに関わってくれれば良いと思う」 

「親会社から子会社へ、また子会社から親会社へ

のローテーションは頻繁に行っている」 

一方、次のような否定的な意見もあった。 

「一時期実施していたが、ここ 5 年間はやめてい

る。開発を知っていると逆に開発側の事情を理

解してしまい、本来やりたいことを言えなくな

る。知らない方がいいということもある。開発

を知っている人間は、何かあると技術的なこと

に走りたがる」 

最後の意見は、IT 部門の人間に何を期待するか

に関わってくる。多数意見ではないが、可能性と

してはあり得ることである。 
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（5） IT 要員育成のための研修 

＜社内研修＞ 

IT 要員育成のための社内研修は、本社 IT 部門

の人間が少なくなり、余裕がなくなっている中で、

様々な工夫のもと実施されている。 

「プロジェクトマネジメント、コミュニケーショ

ン能力というようなベーシックスキルは集合

教育で実施している。それを越えるものについ

ては、予算枠をとって、本人の業務上の必要性

や適性に応じて、所属長と個別に検討する」 

「過去 3 年間で IT 部門内勉強会を 100 回くらい

実施した。時々は他の部署に広く声をかけて実

施することもある。内容としては、①業務につ

いて、②業界について、③IT の新技術について、

④他社の事例等。講師を呼んだり、訪問したり、

自分たちでプレゼンテーションを行ったりし

ている」 

「研修は、全員参加型で、上から下まで全て同じ

研修をする。若い人にいろいろな経験をしても

らうことが重要。年に 1～2 回、1 週間くらいの

研修を企画して毎年実施している。内容は、課

題を与えての分析から企画までの一連の流れ

を考えるケーススタディ」 

「情報子会社に IT ユニバーシティー講座を設け

ている。ここでの定期的な講座で、先端 IT や

基礎技術を学べ、単位が取得できる。親会社か

らも参加できる」 

「外部研修参加者がテューターとなって、使用し

た教材を参考に、1～2 日程度の社内集合研修を

行い、習得知識、スキルの水平展開を図ってい

る」 

＜社外研修＞ 

一方、外部研修中心にという企業も多い。その

理由としては、本社 IT 部門の人間は忙しくて、

社内講習を行う余裕がないということである。社

外研修をより効果的なものにするための努力は、

様々な形でなされている。 

「目標管理に外部研修数を盛り込んでいる。IT ス

キル標準に基づいた認定を行うことでモチベ

ーションを高める努力をしている」 

「外部のセミナーは、それぞれ持ち場に合わせて

行かせるようにしている」 

「JAVA プログラミングに１週間、システム設計

に１週間といった形で、組み合わせて社外の講

習を利用している」 

しかし、社外研修を活用しようと思っても、適

当なコースが見つからないものもあり、そうした

分野での研修は、今後の課題と言うことになろう。 

「人間力やコミュニケーションを総合的に高め

るための研修となると、適切なものがなく、そ

れが課題である」 

＜e-learning＞ 

IT 要員育成のための施策として e-learning を

本格的に活用している企業は、現時点ではそれほ

ど多くない。検討中という企業や、これから考え

るという企業がほとんどである。少数ではあるが、

実際の利用例を以下に示そう。 

「ビジネススクール的な e-learning を試験的に

使い始めている」 

「他部門からの転入者向けのベーシックな IT 技

術教育に e-learning を利用している」 

e-learning は IT 部門の要員教育のためという

よりもむしろ、ユーザー部門や全社員向けの教育

に活用されているようである。 

「情報システムの活用支援に使っている。集合教

育をやる前に、e-learning で予習してもらう。

情報セキュリティ育にも活用している」 
 

「e-learning は、現場の営業に対し、システムや

インターネットを使いこなすために使ってい

る。ちなみに現場の資格試験制度はインターネ

ットで行っている」 

「最近はコンプライアンス関係の e-learning の

教材を作り、活用し始めている」 

といった具合である。 

（6） 新技術、新分野のスキル取得 

新技術や新しい分野のスキルは、自分のところ

で開発するということはむしろ例外的なことで

あるから、取得の方法は、社外の源泉に頼らざる

を得ない。その源泉は、各種外部セミナーやベン

ダー主催セミナー等を活用する形での社外研修、

ベンダーやアウトソーサーからの情報収集、場合

によっては海外視察、ある特定の分野に強い会社

への要員派遣や共同開発、といったものが代表的

なものである。 

その場合も、ただ受け身でというのではなく、

もっと選択的、能動的に対処している企業が存在

する。 



 236

「どこで何が行われるかキャッチするのが課題

だ。現在は、メールマガジンや同業他社との情

報交換等でそうした情報を入手している」 

「必要スキルは、技術そのものについてというよ

りも、新技術がもたらす影響についての見識。

例えば、ブロードバンドによって、仕事環境の

何が変わるかといったようなこと」 

「コンサルタントに求めるものを自ら投げかけ

て、整理してもらったり、教えてもらったりし

ている。これには対価を支払う。スキル取得と

いうよりも、むしろ情報収集。テーマはかなり

絞り込む」 

「技術のトレンドやトピックスについては、社内

で勉強会を開催している」 

「いろいろなパートナー企業から、あまり片寄ら

ず比較的バランスをとって話を聞いている」 

「新しい取り組みをしたいとき、7、8 社に対して

RFI (Request For Information：情報提供依頼

書)を投げかけ、その中でコンペをし、まず客観

的な情報を仕入れる」 

「専門のチームが新しい研究をしているが、問題

はそれの定着。IT の人間はある程度技術で生き

なければいけないが、最近それが薄れつつある

ので、それを変えていかなければいけない」 

「IT 部門としてテーマを決めて外部講習に参加

させたり、プロジェクトの中に組み込んだりし

て覚えさせる。」 

等の形で対応していることが報告されている。 

他には、IT 要員として中途採用を行うことで対

応する、社外の技術を現在既に持っている専門業

者を探して発注し、その過程でスキルトランスフ

ァーを受ける、という企業もあった。 

（7） IT 要員に対するコンプライアンス教育等 

顧客と直接に頻繁に接触する企業、顧客とは直

接接触する機会が少ない企業、もともと顧客情報

を大量に保持している企業、信用や安全を売り物

にしている企業、過去に情報漏洩等の問題を起こ

したことのある企業等で、その徹底の程度や範囲、

期間等に若干の温度差はあるが、さすがに無視し

ている企業はない。しかし、IT 要員向けの特別の

体勢を取っている企業よりも、全社員共通のメニ

ューを用意し、その中で実施しているという企業

の方が若干多いようである。以下に、IT 向けの特

別の対策を取っている企業の例を紹介する。 

「仕事柄、情報漏洩は重要視。出向者を含め、全

員に研修を実施、また社内ガイドラインを作成

し、全員に配布している」 

「部門毎にローカルルールを作り、徹底してい

る。守らなければいけないレベルでルールを作

っている。特に、IT 要員に対しては『べからず

集』という形をとっている。IT 部門が問題を起

こした場合の影響は大きい」 

「今年に入ってからかなり厳しくやっている。営

業の人間は自分の店の分しか見られないのに、

IT 要員は全店分見られるというように、IT 要

員はそれなりに権限を持たざるを得ないとこ

ろがあるが、その意味や危険性を理解してもら

わないといけない。フロッピーは集中管理し

て、個人には持たせない状態を作ったりしてい

る。無意識に守ることができるような形を作っ

ていかないといけないと思う」 

「IT 部門対象には特別なことはしていないが、IT
アーキテクチャー基準をまず理解してもらう。

認定制度を取っており、一定の基準を満たすア

ウトソーサーしか使ってはいけないことにし

ている」 

全社員向けには、 

「専門に担当する情報監査部門を作り、年に二

回、業務監査の一環として実施している」 

「コンプライアンス遵守について、行動憲章、行

動指針の制定、推進組織の設置、通報窓口の設

置、更には取り組み状況や諸規定等の内容を全

社員に周知し、遵守することを署名させる」 

といった形で取り組んでいる企業もある。 

ここで興味深いのは、特に全社向けのコンプラ

イアンス教育に、e-learning を採用している企業

が多いことである。誰が受けたかについて、確認

が容易であることや、簡単なテストができること、

そして社員の一人一人が都合の良い時間に受け

ることができる等のメリットがあるからと思わ

れる。 

「コンプライアンスや情報セキュリティついて

は e-learning 向けの教材を IT 企画部で作り、

全社員に使わせている。2005 年 3 月までに受

講してテストにパスしなければ ID を削除する

と公示している。社長も使ってくれていて、既

に 98％以上の社員が受講した」 

というように、工夫次第では、他の方法では考

えられない程に多くの社員が、短期間に講習を受

けるという結果が出ている。 
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（8） IT 人材育成で抱えている問題 

以下に、特に指摘された問題を列挙する。まず

はローテーション等、人事上の面から。 

「育成に年数がかかることと、ローテーションの

仕組み作りである。本社 IT 部門に 10 人ちょっ

としかいないという現状では、ローテーション

の運用が難しい」 

「キャリアパスを明確に描ききれていない」 

「全然違う観点から、相手のやっていることが本

当に正しいのかが、ある程度分かる人でないと

戦えない。IT 部門だけで育つと、それが言えな

い」 

「メンタル面でのサポート」 

「ある人に IT 部門に来てほしいと思っても、な

かなかパッと連れてくることができない」 
「要員構造が悪い。特に中間層（30 代後半から

40 代前半）が少ない。ベテランが抜けると、問

題が起きる可能性がある」 

「グローバルな視点で IT を考えるというのは、

まだまだこれから」 

次に、アウトソースに関連しての問題。 

「発注者側としてやらなければならないことに

対する意識が低い。子会社への丸投げがある」 

「協力会社への依存度が高く、本社の IT 要員に

ブラックボックスができかかっている。これを

解消しなければならない」 

最後に、IT 技術との関係で。 

「これほど広範囲に IT の技術が広がってきてい

ると、全ての技術の対応は不可能である。自社

の IT 分野を絞る必要が出るだろう」 

「次々と登場する新技術から最適なものを『目利

き』する難易度が高くなり、技術のキャッチア

ップが難しくなるし、育成しなければならない

人材の幅も広がっていく」 

「スキルアップの問題がある。本社 IT 部門の人

間のスキル教育で、何を教えるかを決めていか

なければならない」 

ここでも、役割はどんどん拡大していくのに、

IT 人材の育成や確保が追いつかないという、本社

の IT 部門の責任者の辛い胸の内が吐露されてい

るように思われる。 

 

 

 

 

3．1．4 プロジェクトマネジメント 

以下では、多くの企業で重要課題と指摘された、

情報システム、特に大規模のシステム開発に関わ

るプロジェクトマネジメントについて、インタビ

ューの結果を整理する。 

（1） プロジェクトの範囲 

比較的規模の大きいプロジェクトに関して、本

社 IT部門が管理しているプロジェクトの範囲は、

企画から稼働までとする企業が比率的には一番

多かったが、それでも約 3社に１社程度であった。

大型プロジェクトになると、企画を始める前から

既にプロジェクトは始まっているとか、カットオ

ーバーで終わりというように単純なものではな

く、システムが安定稼働するまでとか、１年以上

経過して、成果が出始めるまでがプロジェクトの

範囲と考えているという企業も多い。 

開始時点については、企画からという企業以外

に、次のような回答があった。 

「企画を始める前からプロジェクトは始まって

いる」 

「計画の段階から。プロジェクトの契機は、ユー

ザー部門、IT 部門の双方からある」 

「年度計画の中からテーマを選び体制を作るの

で、企画作業の前から始まっていることが多

い」 

「構想が固まった後の、審議のところからプロジ

ェクトになる。業務側に IT 部門からもメンバ

ーが入り、起案処理を行い、ある一定規模以上

はステアリングコミッティにかけられる。」 

「ユーザー要件定義から始まる」 
「事前検討（企画立案から承認を得るまで）のプ

ロジェクトと、実行計画作りからカットオーバ

ーまでのプロジェクトと、二つの考え方があ

る」 

一方、終了時点については、会社により、かな

りのバラツキがある。稼働までとする答え以外に

ついて、以下に例示する。 

「稼働後３ヶ月まで」 

「評価まで」 

「安定稼働まで。お金も人もつく範囲」 

「総合テストを終えて稼働、運用、定着まで」 

「稼働からレビューまで。システムは１年後くら

いからこなれてくる。現場は使い勝手ばかりを

言うが、システムの目的はそればかりではな

い。カットオーバーという言葉は使うなと言っ
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ている。むしろサービスインで、ここから始ま

る。開発屋はできあがって終わりと考えるが、

実際はそうはならない」 

というように、大きなプログラムに関していえ

ば、本当に最後まで面倒を見るという姿勢が出て

きている。これからのプロジェクトマネジメント

には、サービスインという考え方も必要になるの

かもしれない。 

（2） プロジェクトのオーナー 

オーナーとは、個々の情報システム開発プロジ

ェクトの出資者であり、システム完成後の所有者

であり、稼働後は、運用を通して最終的に投資対

効果に責任を負うべき人間ということで、そのプ

ロジェクト（そして完成後の当該システム）のオ

ーナーを明確に定めることにより、効果的なプロ

ジェクトマネジメントが可能になる。今回のイン

タビューでは、プロジェクト（あるいはシステム）

のオーナーを明確にしているという企業が非常

に多く存在した。 

プロジェクトオーナーは誰かを社内的に明確に

することはないという企業も数社あったが、その

多くは集権型 B もしくは C タイプの企業であり、

本社の IT 部門が全てのシステム開発の企画や戦

略の策定を担当し、それ以降はアウトソースして

いる企業である。その意味では、オーナー制を敷

かないことも理解できる。 

ａ．全社システム 

全社システムとしては、インターネットその他

のインフラストラクチャー絡みのプロジェクト

や、企業によっては全社の会計システム等を指す

が、この場合は社長あるいは CIO がなるという企

業もあるが、ほとんどが IT 部門ということであ

った。 

しかし、全社システムに関しても、 

「ステアリングコミッティにおいて体制図を作

り、誰が長か決める」 

「全社システムでも、人事システムは人事部門

長、経営統合システムなどでは経営企画部長が

なる。IT 部門はオーナーにならない」 

という企業もある。責任の明確化という点では、

このような考え方が望ましいようにも思われる。 

ｂ．事業部システム 

このタイプのプロジェクトでは、当該システム

を企画し、受益者となる事業部門の長、あるいは

その人が指名する人というのがほとんどである。

ただ、ここが日本的とも言えるが、当該部門長な

のか、当該部門なのかが、必ずしもはっきりしな

い回答も少なくない。個人に責任を取らせるのか、

集団主義で、責任を個人に負わせないのか、微妙

である。 

プロジェクト予算も、このオーナーが取るとい

う企業が多いが、 

「予算権限は IT 部門が持っており、3 年くらいの

中期計画に基づいた投資予算を出している。期

中に、ユーザー部門から上がってきた案件と合

えばその予算を使い、合わなければ各部門の予

算の中で行う」 

「予算は IT 部門で。情報系の予算はそれだけを

切り出してキャップをかけるので、場合によっ

てカットしたり、追加提案したりする」 

というように、必ずしも『オーナー』イコール

『予算を取ってくる人』ということにはならない

企業もある。 

責任については、オーナー制を徹底していると

いう企業は何社かあるが、最後の効果の発現まで

完全にオーナーに持ってもらっていると明言し

た企業はなかった。以下のコメントからも察せら

れるように、現時点では、オーナー制度を社内に

定着させるべく努力している最中というように

見受けられる。 

「予算は IT 部門のものであり、効果を出す責任

や評価までオーナーに負わせてはいない」 

「オーナーは投資対効果に責任を持つというこ

とにしている。IT 部門はオーナーに意識付けを

するという立場だが、実質は共同責任の形にな

っている」 

「オーナーの大事なことは、決まった予算をいか

にコントロールするか。システム部門の責任者

がコントロールすると同時に、オーナーにも責

任を持ってもらうという形で進めている」 

ｃ．事業をまたがるシステム 

複数の事業部が関係する場合のオーナーはどう

するかについては、多くは全社システムの 1 つと

考え、IT 部門が担当するという企業が多いが、他

に、以下のような決め方をする企業がある。 

「誰か決めないと責任が明確にならないので、主

管を決め、そこのトップにオーナーになっても

らう」 
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「またがる場合は全社システムとして位置づけ

ているので、オーナーは CIO」 

（3） 開発プロジェクトの工期 

プロジェクトマネジメントとは、予定通りの工

期と予算の範囲内で、しっかりしたシステムを開

発し、稼働させ、効果を発揮させることである。

しかしながら、工期に関しては大体予定通りに完

了するという答えと、大体が遅れ気味になるとい

う答えとが半々であった。しかし、予定通りとい

う場合の多くは、比較的小規模のプロジェクトで

あり、大型プロジェクトになると「遅れるのが当

たり前」というのが実情のようである。 

原因についてしばしば出てくるコメントは以下

のようなものである。 

「開発段階で、要件定義がユーザー部門の要求と

ずれていることに気づき、設計への手戻りが発

生する。この遅れを挽回しようとして急がせる

と、今度は品質が落ちてくる」 

「上流の詰めが甘いこと。業務設計ではっきりし

ないまま走っているので、後ろの方もずれてい

く。他に、スケジュール管理がしっかりしてい

なかったり、テスト中に問題が発見されたり、

技術的な問題が発生したりして遅れることも

ある」 

「大規模になればなるほど詳細仕様が作りにく

いので、ある時点で見切り発車的に始めてしま

うというのが現状である。プロジェクトの進行

中にスパイラル的に問題が発生し、遅れてしま

う」 

「原因は、業務要件が詰め切れていないことにあ

る。レガシーシステムの再構築の場合は、変更

箇所はしっかり確認するが、変えない部分につ

いて確認し切れていないことがある。総合運用

の段階で、ユーザー部門の人が大量に入ってき

て、そこで問題が発見されるケースもある」 

「遅延の原因は、当初見積もりの甘さ、仕様の詰

めの甘さ、開発ベンダーのスキル不足、プロジ

ェクトマネジャーの能力不足」 

「そのプロジェクトが終わらないうちに、会社側

の環境（組織）が変わってしまうことがある」 

これらが遅延原因の代表であり、多くのインタ

ビュー先企業が、プロジェクトマネジメントを最

重要課題としていたのも「もっとも」と思われる

結果である。そして、こういう事態になる背景は、 

「ユーザーの不甲斐なさということになるが、ユ

ーザー側に言わせると、IT 企画部門やベンダー

側が言ってきた説明はわかりにくいという。両

者の言葉がうまくかみ合っていない。例えば、

既存システムの再構築の場合、ユーザー側は現

状通りにと言うだけ。ベンダー側も、こちらで

現システムも作ったから、よく分かっていると

いう。しかし実際はベンダー側でも人が変わっ

ていたりしていて、分からない。後になってあ

れこれと問題が出てくる」 

というように、「十分な経験と能力を持つ人間

が、上流工程で十分な時間をかけて、しっかりし

た要件定義を作る」という基本的なところができ

ていないことが最大の理由のようである。 

逆に、大規模プロジェクトの工期もうまく管理

しているという企業では、次のような工夫をして

いる。 

「前半の遅れは後で取り戻せると思うのが間違

い。前半でも、遅れは遅れとしてきちんと見て

いく」 

「予定された成果物をマイルストーン毎にいか

にして完成させるかを工夫している。マイルス

トーンを越えて行き来させないこと、要件の変

更をいかに抑えるかが基本」 

「要件定義の決定段階では、まだ計画段階だから

変えられるだろうと安易に考えられることが

多いが、この段階では、ビルで言うと上棟まで

終わっていて、鉄骨が上がっている段階。ここ

からの変更点が多い開発はやめるべきである」 

というように、上流工程にできるだけ時間をか

け、動き出したら安易な変更は認めないというこ

とがポイントのようである。 

しかし、大規模プロジェクトの場合は、変更は

仕方ないと考えている企業も多い。 

「計画の途中で変更されることが多い。予定通り

いくことは難しい。最近の例では、携帯電話を

使ったシステムでも、途中で技術が変わったた

めに変更した」 

「規模が大きいプロジェクトでは、最初から全体

を完全に見通すことは不可能である。詰められ

るまで待っていると、ビジネスチャンスを失す

ることもあるので、見切り発車せざるを得な

い。だから、ある程度の遅れが出ることは仕方

のないこと」 

というように、最初から割り切っている場合も

ある。 
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（4） 開発プロジェクトのコスト 

プロジェクトの工期が延びれば当然コストもそ

の分膨れるということで、工期とコストは連動し

ているが、実際には、工期の問題ほどには、コス

トの超過はそれほど発生しないとコメントした

会社が多かった。 

積極的にコスト管理をしている企業の例として、 

「プロジェクトマネジャーは外部（SI ベンダー）

から開発責任者を兼ねて招いている。外部者で

あるから、社内の風土に関係なく、契約に基づ

いて進めるべきことは進めていく。こうした一

種の外圧を利用している」 

「無駄な作業をしないように注意する。過剰なド

キュメントの作成とか、過剰のテストとか、後

で問題にされないようにという理由で行う無

駄な作業を徹底的に見直している」 

「フェーズ分けした単位で提案し承認していく」 

「要件定義でプロジェクトを一度切る。そこから

詳細な見積もりを立てる」 

といった事例が紹介されている。 

しかし、多くの企業が開発コストは予定の範囲

に収まるとする理由の 1 つは、開発をアウトソー

スしている企業が多いことにもよるかもしれな

い。 

「子会社が開発し、本社は経費として支払う形で

あるため、開発費がいくらかかっても、最初に

約束した額を払う。コストの妥当性は、過去の

同類の案件を参照して決めている」 

「大規模なプロジェクトは入札なので、予定を超

過して支払うことはできない」 

「10％以上の予算超過は再稟議という社内のル

ールがあり、予算を超過する場合は何とか交渉

して、認めてもらっているので、ベンダーに負

担をかけているものもあるかもしれない」 

というように、開発コスト増大リスクは、子会

社やアウトソーサーに持ってもらうという会社

が少なくなかった。しかし、こういうことを続け

ていると、本社 IT 部門の人間が、益々上流工程

でのプロジェクトマネジメントのしっかりした

経験を積めず、プロジェクトマネジメントのノウ

ハウやスキルが益々枯渇していくことにもなり

かねない。さらに、 

「単純にいえば開発子会社の責任ということに

なるが、子会社側の経営も考えなければいけな

いので、そう単純にはいかない。それこそがプ

ロジェクトマネジメントである」 

というように、子会社やアウトソース先の経営

も考える必要がある。今後も開発以降の工程をア

ウトソースすることを続けるならば、アウトソー

ス先企業のプロジェクトマネジメントのレベル

を一定以上に維持しなければならない。そのため

には、妥当な価格での契約ということも必要であ

る。 

他には、 

「大規模プロジェクトでは見積もりは大雑把な

ので、余裕を見つつ予算を計上している」 

「単独システムというのはあり得ない。大規模シ

ステムになるとシステム連携の複雑さが途端

に増え、うまく見積もれない」 

という意見もある。この場合にも、こうした態

度を続けていくと、やはり本社 IT 部門の人間に

は、高度なプロジェクトマネジメントスキルは育

たないかもしれない。 

（5） プロジェクト推進のためのルール 

プロジェクト推進の役割分担、決定承認手続き

等、会社としてオーソライズされたルールの有無

に関しては、明文化されている企業とされていな

い企業と半々といったところである。非常に厳密

なルールを持っている企業の例としては、 

「情報システムの開発推進体制ならびに情報シ

ステム開発プロジェクトの運営に関する基本

的事項について定め、プロジェクトの適正な運

営を図ることを目的として、『情報システムの

開発プロジェクトに関する運営規定』および

『同実施要領』が制定されている」 

といったケースがある。しかし数としては、投

資の全般についての決裁ルールに準拠している

という企業が多いようである。 

「決定承認は、決裁ルールで定められている。ル

ールは投資規模により異なる。プロジェクトの

範囲やスケジュールは、ステアリング・コミッ

ティ（運営委員会）で決定される」 

「IT に限ってのことではないが、投資の決裁規定

があって、それで実施している。ある金額以上

は社長決裁、その下の規模では事業部長決裁な

どのランクがある」 

また、明文化はされていなくても、社内で合意

されているルールによるという企業も少なくな

い。 
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「会社としてオーソライズされたルールはない

が、全社の部長クラスが集まって情報投資委員

会を作る。要件定義はユーザー部門が責任を持

つ。本社の企画部門が仲介する」 

「明確なルールはないが、プロジェクトを作った

場合は責任体制を明確にしている。オーナーと

なる本部長を推進リーダー、IT 部門が事務局を

やるという場合が多い。大規模なプロジェクト

は体制図を作り、経営会議に出して承認を得

る」 

さらに、ルールを作りつつあるという企業もあ

る。 

「今作りつつある。従来は各事業部が仕組みを作

っていたので、事業部長が OK と言えば OK だ

った。全社での一元システムになってくると、

誰が OK だと言えば OK なのかということが見

えない。そのため、役員会や事業部長の会議と

いった全体会議の中で IT部門がレビューをし、

そこで OK となれば、会社として承認と見なす

としている」 

今後益々プロジェクトの規模が大きくなり、プ

ロジェクトの範囲も拡大すると予想されるから、

何らかのルール作りは一層必要とされるように

なるであろう。 

（6） プロジェクトの実質的な責任者 

プロジェクトの以下の五つのステージ（①実質

的な使用決定、②テスト結果の評価確認、③予算

管理、④スケジュール管理、⑤効果発現）の責任

者は誰かについて聞いてみた。その結果、①と②

と⑤についてはユーザー部門、もしくはオーナー

ということでほぼ一致が見られたが、③と④につ

いては、ユーザー部門と IT 部門とに大きく分か

れていた。 

①実質的な仕様決定 

過半数の企業が、事業部あるいはシステムオー

ナーと答えていたが、次に多いのは、 

「要件定義書はだいたいシステムサイドがヒア

リングをやるが、定義書自体は IT 側、最終的

な承認はユーザーの仕事」 

「要求書はユーザー、仕様書の作成はシステム部

門。ユーザーは、これやりたい、といった程度

の関与」 

というように、IT 部門とユーザー部門、場合に

よってはそこに情報子会社等が入った三者協議

でという企業もかなりある。むしろ実態はこの形

が一般的であるかもしれない。 

②テスト結果の評価確認 

これについては、ユーザー部門という答えが多

数を占めていたが、①と同様に、IT 部門とユーザ

ー部門とで、あるいはユーザー部門と情報子会社

とで、というケースも多かった。 

③予算管理 

過半数の企業が IT 部門でと答えている。ユーザ

ー部門、あるいはオーナーがという企業は全体の

四分の一程度。アプリケーションシステムのオー

ナー制を推進しつつあるといっても、その予算管

理権をオーナーが持つという例はまだそれほど

多くはない。 

④スケジュール管理 

スケジュール管理については、IT 部門や子会社

等が関与しないというケースの方が稀である。プ

ロジェクトマネジャーが担当するとはっきり答

えた企業もわずかであった。集権型、分権型のい

かに関わらず、この部分には本社の IT 部門が色

濃く関与しているというのが実態であった。 

⑤効果発現 

当然ではあるが、ユーザー部門という答えが多

かったが、双方でという企業も何社かあった。そ

の方法であるが、決定的な方法はなく、各社それ

ぞれが工夫している最中であると言えよう。 

「全社構造改革委員会の発案で、半年に一度、定

性的なものも含む KPI をチェックして、効果を

明確にしようとしている。財務的なものには

ROI を使い、定性的なものも極力財務に変換す

ることにしている」 

「事業部の大規模プロジェクトについては、シス

テム稼働後の効果モニタリングがルール付け

られている。稼働後１年後に業務主管が報告

し、コーポレートとしてレビューする。総合企

画部がモニタリングの役割を持つ」 

「効果の検証は、投資委員会で半年後、あるいは

１年後に行うことを決めておく。大規模プログ

ラムに関しては何らかの形で必ず実施する。グ

ループ内のシンクタンクに依頼した。30％の機

能がほとんど役に立っていないという結果で

あった」 
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「どの部門が責任をもってチェックするかを明

確にしておいて、半年後と１年後にレビューす

る体制を作った。もしも効果が出ていないと

か、使われていないという場合には、その理由

を明確にする」 

効果の発現については特に何もしていないとい

う企業もかなりあった。プロジェクトの事後評価

については、大規模プロジェクトになると特に難

しくなることから、したくてもうまくできないと

いうことが理由の 1 つと思われる。 

「定量化しにくい部分は無理にしなくともよい

と言っている。無理にと言うと嘘を書くことに

なる。定量化しにくい部分は世間常識から判断

した方がよい」 

「事前検討の時にはするが、数値化しての事後評

価はそれほど厳密にはしていない。大きなプロジ

ェクトでは、いくつかの要素が絡み合っていて、

IT 単独での評価は難しく、あまり意味がない」 

と割り切っている企業も少なくない。 

（7） 情報子会社やアウトソーサーの役割 

3.1.2（1）の IT 組織の構成のところでも触れた

が、今回のインタビュー先企業では、ほとんどが

開発のみ、運用のみ、開発・運用、あるいは企画・

開発・運用のいずれかの形で、情報子会社あるい

はアウトソーサーを利用している。要するに、今

日ではそれが当たり前という状況である。具体的

には、 

「オブジェクト設計など、自社ではあまり得意で

ない分野は基本的にアウトソーサーに任せる」 

「システムの開発、運用を委託している。将来は

概要設計など、上流工程も移行したい。本社情

報システム部門は、人／物／金の管理、業務部

門との共同企画に専任したい」 

「基本設計以降の工程は、システム子会社にアウ

トソース済み。現在、アウトソースの評価を行

っている」 

「現在社外のソフトウェア会社などは開発の一

部を担当している。将来は、本社 IT 部門はユ

ーザーやベンダーとの調整と、契約管理を行う

方向へと変えようとしている」 

というように、現在は単に開発と運用だけをア

ウトソースしている企業の中には、今後上流工程

までアウトソースしていこうという意向が強い

企業がかなりある。しかし、当面現状のままでい

きたい、当面変更の予定はない、現状も開発から

運用まで子会社に任せていて、これ以上は出せな

い、という企業も多い。 

今後もアウトソーサーの役割を拡大していきた

いという企業は、その分アウトソーサーに対する

期待が大きく、要求水準も当然高くなる。 

「役割としては、元請け、ある意味でのプロジェ

クトリーダーをやってもらう場合がある。その

場合には、全体のコスト、スケジュール、そし

て品質に対して責任を持ってもらっている」 

「情報関連会社が企画についても実施していく

方向。そのためには業務が分からないといけな

いので、利用部門へのローテーションを実施し

ていきたい。そのためには、利用部門の受け入

れ態勢を整えなければならない」 

「全体をアウトソースするのだから、子会社側に

ミニ IT 部門のようなものを作り、そこでユー

ザー部門との折衝も含めて全てきちんと対応

してもらいたい」 

「人月方式はやめて、ユーザーの価値でプライシ

ングして欲しい」 

等々、アウトソーサーに期待する役割は一層大

きくかつ重大であるが、このことはまた、本社 IT
部門の人材では最早対応できないと言っている

ようでもある。アウトソーサーにそうした人材の

確保が可能になるだけの契約を果たして結んで

いるのかどうか、その点が心配になる。 

（8） プロジェクトマネジャー 

ａ．プロジェクトマネジャーの立場、責任と権限 

プロジェクトマネジャーの役割は何かについて

は、企業によって若干違いがあるであろうし、明

確に規定されているわけではなく、ケースバイケ

ースでという企業も多いようだが、次の例のよう

に、かなり厳密に決められている企業もある。 

「①基本事項ならびに具体的な運営方法を規定

したプロジェクト実施計画書を作成する、②プ

ロジェクトの運営組織を構築する、③発注仕様

書を作成する、④プロジェクト運営、進捗・品

質管理、変更管理、課題・リスク管理、文書管

理を行う、⑤情報システム委員会等への報告を

行う、⑥アセスメント作業部会に資料を提出

し、実施状況のチェックを受ける」 

このように明文化された規定はなくとも、ほと

んどの企業のプロジェクトマネジャーは、上記①

～⑥の全て、あるいはその多くの部分を担当して

いる。 
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全社システム、あるいは複数の事業部にまたが

るシステムの開発の場合は、本社 IT 部門の人間

がプロジェクトマネジャーになるケースが一般

的のようだ。そして、その人の肩書きは、大抵の

場合、そのプロジェクトの規模によっておおよそ

決まってくる。一般的には、 

「10 億単位のものは IT 担当役員が、億単位のも

のは IT 長がなる」 

「全社規模のシステムでは、IT 部門の部長クラス

がプロジェクトマネジャーになっている。シス

テムの規模によって、課長レベルが担当するこ

とになる」 

というように、投資額等で決まってくる規模に

より、プロジェクトマネジャーのレベルは決めら

れるようである。 

特定事業部向けのアプリケーションシステム開

発プロジェクトの場合は、当該システムのオーナ

ー、もしくはオーナーとなる事業部の部門長がな

るという場合が多いが、その場合は、何らかの形

で IT 部門側からも、担当者が支援する形をとっ

ている。 

「システムオーナーとなる部門の部門長がプロ

ジェクトマネジャーとなるが、実質的なリーダ

ーはその都度決定してもらう。IT 部門はレビュ

ー役である。業務要件を決定する際にはアドバ

イスする」 

「事業部に数人からなる情報化推進部署があり、

そこの人間がなる」 

「リーダーは事業部門の本部長。その下に事務局

（IT 部門が担当）がある」 

「該当のユーザー部門の中に担当するチームを

作ってもらい、そのチームの長がプロジェクト

マネジャーになる」 

といった具合である。 

全社向け、個別事業部向けを問わず、開発をア

ウトソースしている場合には、実質的なプロジェ

クトマネジメントは情報子会社、アウトソーサー

側からという場合も当然増えてくる。その場合に

も、本社 IT 部門が様々な形で参画するための仕

組みを用意している会社が多い。 

「外部プロジェクトマネジャーの場合、IT 部門の

課長クラスをプロジェクトに参画させ、既存情

報システムとの連携を担当する。業務部門から

も課長クラスがプロジェクトに参画する」 

「1000 人月以上の大規模な開発は、おおむね情

報子会社の部長クラスだが、それよりも小さい

プロジェクトは課長クラス。若手を経験させな

いと育たない。オーナー側のプロジェクトマネ

ジャーに対応する責任者は、大規模プロジェク

トの場合は、関連部門のトップ、担当役員、ま

たは部門長クラス。トップが座っていないと、

プロジェクトマネジャーが頑張っても、当該事

業部の上まで話が伝わらないので、無理矢理で

もトップを据える」 

というように、アウトソーサー、ユーザー部門、

IT 部門の連携をなんとか維持しようとしている。 

ｂ．プロジェクトマネジャーに求める能力 

プロジェクトマネジャーに求める能力は、かな

りの部分で本社 IT 部門の要員に求める能力と重

なっている。これは、インタビュー先企業の多く

が、プロジェクトの範囲を企画から稼働までと考

えていることからも想像が付くが、単にシステム

開発だけをプロジェクトマネジメントの範囲と

していないことと関連する。従って、求める能力

は非常に多様かつ広範囲なものである。 

しかし、基本的なプロジェクトマネジャーの役

割は、なんと言っても、 

「予算と工期と品質を守ること」であり、 

「コスト、スケジュール、システムの機能をしっ

かり管理すること」 

である。そしてそのためには、 

「プロジェクトの全体を俯瞰でき、問題点の優先

順位をきちんと付けられる能力」 

「問題を早期に発見し、手を打つことができる能

力」 

「プロジェクトの危機を早く察知し、レポーティ

ングする能力」 

「今の状態をしっかりと見ることのできる能力」 

が求められることになる。そして、こうした能

力の裏付けとなるのは、 

「技術力や既存システムに関するノウハウや知

識が豊富である」 

「ビジネス・商売を知っていること」 

「ユーザー部門をまとめられること。ユーザーの

要求は様々なので、本来入れるべきものは仕様

に入れ、そうでないものはカットすることが必

要」 

「経営やユーザーに的確に説明する、ベンダーに

指示し、必要な調整を行う、先を予見し、必要
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な手を打つ、つまりリスク管理ができること」 

といった、IT の知識や業務知識に加え、人間力

やコミュニケーション力が重要とになる。そして、

こうした能力は、 

「個人の能力やセンスによるところが大きいた

め、ローテーションが占める役割が大きい」 

というように、結局は前述の本社 IT 要員の育成

に対する見解と似た見解がしばしば聞かれた。 

ｃ．最近のプロジェクトの特徴 

ビジネス環境の変化のスピードが益々速くなっ

てきたことに対応しているのであろうが、回答数

として最も多かったのは、スピードが要求される、

短納期のプロジェクトが増えている、といったコ

メントであった。 

「要求される開発スピードが特段に短くなって

きている。仕様確定もスピーディーに行う必要

があり、決断力、判断力が求められる」 

「最近は開発案件がスクラップ・アンド・ビルド

を意識した短期間開発で、ニーズ変化を先取り

するプロジェクトが増加しつつある。このた

め、壊すタイミングや、再構築のニーズへの取

り組みなど、スピードのある意思決定能力が必

要になってきている」 

「環境、ビジネスの変化があるので、長期のプロ

ジェクトはやっていけない。せいぜい６ヶ月程

度」 

「最近の開発プロジェクトは、なんといっても短

納期ということ。ひと頃の半分の期間でシステ

ムを作れといわれる。プロジェクトマネジャー

は、これをちゃんと断れることも重要だ。断れ

ないなら、代替案を出して問題解決を図るべき

だ」 

一方、その対策の 1 つとして、パッケージの利

用が考えられるが、 

「今後はパッケージをできるだけノンカスタマ

イズで利用していきたい。このため、オーナー

部門との調整能力が重要になる」 

と考える企業もあるが、反面、 

「パッケージ神話により、ユーザーの使い勝手を

犠牲にしている」 

と、パッケージ利用に慎重な企業もある。開発

のスピードアップとユーザーへの配慮と、この舵

取りは難しそうである。 

また、ビジネスのグローバル化の進展への対応

能力が要求されるという声も、何社かで聞かれた。 

「グローバル開発に非常に苦労している。相手の

国との文化の違いが関わってくるので、グロー

バルな折衝能力が要求される」 

「海外も含めて展開することが多くなった。その

ために、言語が重要な要素になっている。まだ

海外の部門長は日本から派遣された人が多い

ので助かっている」 

と、直接はシステム開発に関わらない能力も必

要になってきている。 

更に、インターネット等の発達により、 

「情報システムに関わる人間が増えたことが大

きい。ｅ-ビジネスを考えると、150 万人を超す

お客様のオンライン処理ということになる。シ

ステムに問題が起こると、１秒間に何百件とい

う規模で影響が出る。システムを作る人間は、

その点を考慮する必要がある」 

という状況にもなってきている。 

結局は、 

「従来のように言われていることをやればよい

という時代ではない。問題感知力と、周囲を動

かすことのできるコミュニケーション能力や

人間力が必要」 

ということであり、そのためには、若いときか

ら色々の仕事を経験させて、そうした能力を、時

間をかけて育成していくしか方法はなく、特効薬

的な近道はないのであろう。 

（9）開発プロジェクトの計画のための規準 

①システム規模算定、②予算算出、③工期、④

必要スキル、⑤生産性、⑥品質について、基準を

持っているか聞いたところ、①から⑥の全て、あ

るいはその内のいくつかについて、FP（ファンク

ション・ポイント）法を採用したり、試験的に使

っている、あるいは使おうと検討したりしている

という企業が比較的多いが、成果があると答えて

いる企業はあまりない。未だ試行錯誤の段階と言

えるかもしれない。 

「FP 法をやろうとトライはしているが、計画時

と設計時では変わってしまい、課題である。生

産性、品質についてもトライしているが、パッ

ケージの利用により、分かりにくくなった。ガ

イドラインがあることはあるが、ユーザー部門

には分かりにくいようなので、改訂中である」 
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「開発規準の中に 2000 年頃から FP 法を使って

見積もりすることが盛り込まれているが、まだ

全てに対応できているわけではない」 

「FP 法を採用し始めているが、効果はこれから」 

「金額が大きい場合には、外部機関を入れ、FP
等で見てもらっている」 

「工期については FP 法をチェックに使ってい

る」 

といったコメントも何社かで聞かれたが、FP
法も未だ決定打というには課題が山積している

ようである。外部の見積もりを取り、それについ

て、経験、あるいは過去の類似事例から判断する

方法が一般的である。 

「過去の事例から判断する。原則子会社が見積も

り、本社はそれをチェックする。品質について

も、定量的な規準はなく、テストランで判定す

る」 

「基本的には経験からくる暗黙知。これを形式知

化していくことが課題である」 

「①から⑥まで、情報子会社で用意してもらい、

我々はそれに対して、『○○会社に聞いたらこ

んな値段でやると言っているよ』と対抗する」 

なお、次のような工夫をしている企業もあった。 

「どうしても概算でしかプロセスを出発させら

れない場合は、要件定義までの費用を払い、最

初のフェーズだけやる。そこで確定プロセスが

出るので、改めて先に進むかどうかの決意をす

る」 

全体的には、 

「問題意識としては持っているが、今までは特に

こういうものがなくても経験と勘でやってこ

られたという実態がある。しかしこれからは、

そういうものも通じないところに来ていると

認識している。次世代プロジェクトを通じて考

えようとしている。そういうことができる人材

を集めてやっていきたい」 

というのが、最大公約数的な意見なのではない

だろうか。 

 

 

 

 

3．1．5 経営戦略と IT 推進組織 

（１） CIO（最高情報責任者） 

ａ．CIO の任命 

つい数年前までは、我が国の企業には、会社か

ら正式に任命され、自らもそう名乗っているよう

な CIO はほんの数えるほどしかいないと言われ

ていた。しかし、今回のインタビュー先の企業で

も、正式に CIO が任命されていると回答した企業

は、かなりの数に上っている。 

「○○取締役で、明確に CIO という立場で、稟議

されて決議されている。社内でも CIO という言

い方で通じている」 

「副社長が CIO である。前 CIO の後継者を誰に

するかということで、検討の結果、副社長が正

式に任命された。ホームページにも記載されて

いる」 

というように、正式な手続きを踏んで任命され

た CIO が何人か存在するし、 

「CIO の肩書きはないが、外国へ行くと CIO と

して紹介している」 

というケースもある。 

正式には CIO という名前を使っていないが、社

内で CIO として認知されている人はいるという

企業は多く、むしろそのような人間はいないとい

う企業は少数派になっているというのが現状で

ある。このことは、今回のインタビューでも明ら

かになったが、我が国の企業が経営戦略の策定や

その遂行に際して、最早 IT を抜きにすることは

できなくなっていることと、IT 部門が果たす役割

の重要性が、大企業においてはしっかりと認識さ

れてきたことの表れと言える。 

しかしながら、公式、あるいは非公式の CIO の

多くは、CFO との兼任であるとか、何かの担当役

員が兼任しているという場合が多く、CIO として

本社 IT 部門本来の仕事に費やす時間やエネルギ

ーは、その人の仕事の内およそ１割程度だろうと

いうケースが多い。専任の CIO は、まだまだ少な

いようである。また、CIO の上に、更に IT 担当

の副社長がいるという企業もあった。このような

場合、果たして CIO と呼ぶべきなのかどうか疑問

ではある。しかし、我が国の先進企業には、どう

やら CIＯは根付き始めたと言うことはできる。 

公式、あるいは非公式の CIO 達のキャリアは、

20 年以上システムを担当してきたという人もい
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れば、IT 関連の仕事は初めてという人もいて、非

常に多様である。 

ｂ．社長と CIO とのコンタクト状況 

公式、あるいは非公式の CIO の多くは、副社長、

専務、執行役員といったトップマネジメントの一

翼を担っている人たちが多いので、社長とのコン

タクトの機会はかなり多いようである。定期的な

経営会議等で顔を合わせる機会があるし、役員室

で毎日のようにという CIO もいる。しかし、その

ような機会に IT 関連のテーマが話題に上がるこ

とはそれほど頻繁ではないようである。しかし、

IT に関する話で会いに行けば、いつでも相談に乗

ってもらえるという体勢にあるという CIO は多

い。それで十分と言えるであろう。 

次のような社長と CIO の関係というのが、本来

あるべき姿かもしれない。 

「社長とのコンタクトの頻度は少ない。取締役と

して CIO の立場にいるということは、社長に代

わって、全責任を持たなければいけないという

ことである。ある程度のことは私が決断してい

るし、していかなければいけないとも思う。社

長もシステムについては「君に任せているか

ら」と言う。非常に大きなプロジェクトを始め

るにあたっては、社長の考え方を聞くために話

すことは勿論あるが、そう頻繁に、例えば日常

IT の現場で起きていることについての話など

はしない。他の役員も、IT に関して何かあれば

私の方に直接言ってくる。」 

ｃ．現状の CIO の役割と権限 

CIO という存在自体は定着しつつあるようであ

るが、その役割や権限については、まだ必ずしも

固まってきてはいないようである。専任の CIO が

我が国では少ないのも、理由はその辺りにあるの

かもしれない。CIO があまり突出するようではい

けないという考えから、社長になったつもりでも

っと活躍すべきだという考えまで、役割期待に関

しては大きな幅が存在するようである。 

消極派から見た CIO 像は、次のようなものであ

る。 

「社長の補佐で、執行責任はある」 

「システム関係は、予算比率で 2％、要員比率で

0.5％であり、専任役員にすることは適当でな

い。システム部門が独走しないように、牽制機

能が発揮されればよい」 

「CIO は必要ないのではないか。CIO と言うから

情報システムばかり考えてしまう。情報システ

ムも、大きい企画の中の一要素に過ぎない」 

「業種にもよるが、日本では専任の CIO がいるこ

と自体稀だと思う」 

「コーポレートとカンパニーとの間での対立（カ

ンパニーに予算がなくてできない等）の調整は

今後重要になるだろうが、CIO が専任で突出す

る必要はなさそう」 

というように、CIO の役割も権限も、現状で十

分という意見である。 

それに対して、積極派から見た CIO 像は、次の

ようなもので、大分ニュアンスが異なる。 

「IT に対する思い入れや理解がある人が CIO に

なっていく時代が来ると思う。年間の投資規模

も 100 億位になるし、障害が起こったときの被

害も大きいので、本当に責任が実質的に担える

ようにしていかなければ駄目だと思う。社内で

そういう世論を作ろうと思っている」 

「経営状況、自社の能力、成熟度、自社のコンピ

ュータ能力、IT 能力、現場の能力、子会社の能

力等を加味した上で、経営戦略に対応していく

ことが CIO の役割である。自分が社長になった

つもりで、経営戦略策定に際し、IT 部門はこう

あるべきだ、IT をこう活用すべきだといった判

断をしていくことが大事」 

という、CIO の理想像が語られている。 

連結経営、グローバル化、個人情報保護法への

対応等セキュリティの強化の必要性など、ガバナ

ンスの重要性が情子会社やアウトソーサー等、関

連する組織の全てを含めて問われるようになる

今後、より積極的な CIO が我が国企業でも求めら

れるようになるのではないだろうか。 

ｄ．CIO になるために必要なキャリアや訓練 

今回インタビューをさせていただいた IT 部門

長の中には、今後は我が国企業も CIO を本気で育

成するための努力をしなければいけないと強く

主張された方もいたが、それはどちらかというと

少数派で、ほとんどの方が、特別の育成方法を開

発する必要はないという考えのようである。強い

て言うならば、経営者育成そのものであるという

意見が多かった。 

「特別なものが必要になる方がおかしいと思う」 
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「特殊なキャリアや訓練が必要とは特に考えて

いない。むしろ経営に IT がどのように役立つ

のかを理解していることが重要だと考えてい

る」 

「訓練というよりも、本人の素養だと思う」 

というように、CIO だけのための訓練やキャリ

アには懐疑的な答えが多かった。 

では、CIO には IT についての深い知識や、IT
部門での経験が必要かという点に関しては、IT に

関する知識や経験は当然必要だという意見と、特

別の知識や経験は要求されないという意見と、か

なりはっきりと二つに分かれていたのが興味深

い。しかし、業務に関する幅広い経験は必要だと

いう点に関しては、多くの関係者達の間で合意が

存在するようである。 

「色々な部門を知ることが大事だ。必ずしも IT
を知っている必要はないと思うが、物事の本質

を見極める力や、全体最適の見方ができること

が必要だ。故に、グループ会社の子会社でも良

いから、トップの経験をしていることが大事

だ。社長の立場でものを考えられるようにな

る」 

「IT 部門のマネジメントの経験は必要だと思う。

それと、できれば経営企画部門と営業企画部門

の経験があるといい」 

「可能であれば大きなプロジェクトを経験させ

たり、海外を経験させたりするのが望ましい。

海外では役割分担がきちんとしていないので、

その気になれば仕事の範囲をどんどん広げて

いけるから、良い経験ができる」 

というように、まずは経営者一般に共通の知識

や経験であり、更に IT 分野での知識や経験があ

る程度欲しいということであろう。以上を整理す

ると、 

「実質的な意味での CIO も含めて、彼らに必要と

されるのは、①全社の中枢の企画セクションで

の経験（経営の理解、経営者の発想の理解）と、

②全社規模でのシステムプロジェクトの経験

（IT の使い方の認識が大切で、IT の作り方の

知識は必要ない）の二つである」 

ということになる。 

 

（2） 経営戦略と IT 部門 

ａ．IT 部門長と CIO とのコンタクト状況 

CIO は社長に直属していて、そして IT 部門を

統括する立場というように考えるならば当然の

ことであるが、IT 部門長と CIO とのコンタクト

は非常に密であり、ほぼ毎日とか、必要に応じて

いつでもという状況が一般的であり、席を並べて

いるというケースもある。IT 部門長が社長と直接

コンタクトする機会もないわけではないが、重要

事項の報告とか、大きなプロジェクトの説明など

のために、年に数回といった頻度の会社が多かっ

た。ほとんどないという会社も少なくなかった。 

社長→CIO→IT 部門長という、指揮系統が確立

されていると判断できる。 

ｂ．IT 部門長の影響力 

ここでは、IT 部門長の社内での影響力について

聞いたが、むしろ CIO の社内での影響力を聞くべ

きであったかもしれない。実際には、CIO と IT
部門長は連携して機能しているのであるから、以

下では、両者の連携が、経営戦略や社内の業務プ

ロセス等にどのような影響を及ぼしてきたか、あ

るいはいるかを聞いていると解釈することにす

る。 

ほとんどないと謙遜する企業も少なくなかった

が、明らかに最近は影響力を増しつつある状況が

言葉の端々から読み取れるケースが多かった。 

「以前は、事業企画とか経営企画が、ある程度形

が見えてから我々のところに話しに来ること

が多かったが、最近はもっと早い時期からでも

話ができるようになってきた」 

「今、社内では業務改革を行う部署がなくなって

しまった。そのため IT 部門がその役割を受け

持つことになっている。つまり、社内の業務プ

ロセスの変更は、きっかけは IT 部門が作り、

ユーザーを巻き込んで推進する形になってい

る」 

「システム部門は BPR を行う部門であり、IT 化

は経営戦略に基づいて行われているために、全

案件において業務プロセス等が変わることが

前提になっている」 

というように、その役割や影響力は確実に増大

している。 
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また、積極的にそのように働きかけている会社

もある。 

「情報システム部門はシステムセキュリティを

担当し、総務部門が情報セキュリティ主担当と

なるよう提案し、全社での取り組みの動きを作

った」 

「システム再構築で国内、海外の基幹系システム

の機能を大幅に変えていきたいと思っている

が、それを CIO と IT 部門の部長から強く発信

するようにしている。営業から見ると非常に僭

越だと思うだろうが、思い切って、こういうビ

ジネスモデルを前提にシステム機能を作った

方がよいのではという話を、強烈に発信してい

る」 

本当は多くの企業が今日、この位の積極性を、

IT 部門長に期待しているのかもしれない。 

ｃ．IT 部門の環境変化への対応策 

最近のプロジェクトに対しては、工期短縮の要

求が強まりつつあり、またコストダウンに対する

要求も根強いことから、そうした要求に対して、

IT 部門全体の構造改革を進めているという企業

も少なくない。 

「スピードアップを図るために、パッケージをで

きるだけそのまま使うことで、開発早期化／コ

スト低減／安定した品質確保を実現しようと

している」 

「IT 活用推進体制を構築することで、スピード感

を持たせ、コストダウンをめざす」 

という答えがその代表的なものである。 

しかし、より前向きに変化に対応しようという

動きも顕著である。 

「業務の機械化を目的とした情報システムから、

業務の革新を目的としたシステム企画への転

換が既に図られており、変化へ適切に対応する

ために、経営戦略に基づく IT 化を推進してい

る」 

「自分たち自身で考える力を我々が今一番大き

く求めている。IT 部門の方向性が、常に経営層

の思いや視点ときちんと結びつくこと。そうい

うことが日々の動きの中で意識でき、または反

応できるように、今変わろうとしている」 

「IT を使って何をするかという発想法がもっと

日本企業でも一般化してくると思われる。戦略

部門のメンバーは、細かいことに足を引っ張ら

れている部分があるが、できたら戦略と IT 戦

略の有機的な関係づけを今後もっと進める必

要があろう」 

というように、より順向的な姿勢を強めている企

業もある。 

ただ、そうした CIO や IT 部門長の姿勢が社内

やグループ企業間で広く受け入れられていくた

めには、日本企業ならではの悩みや問題も垣間見

られる。 

「グループ企業の経営の中でどう IT を使ってい

くか。日本では、先輩がグループ会社の社長に

なっている場合がよくあるが、後輩が先輩にあ

まり強くは言いにくい。何を決まりとして、何

をやってもらうか、そこがはっきりしない。そ

のあたりを会社全体として変えていこうとし

ている。それが真の IT ガバナンスにつながっ

ていくと思う。しかし、実際には難しい。だが、

日本企業も確実にそうした方向に進んできて

いる」 

日本的なしがらみを徐々に廃しながら、日本的

な IT ガバナンスの確立をめざす。これが当面の

課題であり、対応策なのかもしれない。 

3．1．6 IT 部門長インタビューの総括 

IT 部門長を対象にした今回のインタビューを

総括すると、以下のような諸点が浮かび上がって

きた。 

① 今日、我が国企業が 

・急激に変化する経営環境や、激化する競争に

対応するために 

・経営のグローバル化に対応するために 

IT 部門が担うべき役割は、以前にも増して重要

になりつつある。 

②そのためには、IT 部門は、速やかに、 

・全社的な IT ガバナンスの確立 

・本社 IT 部門の役割の明確化 

・プロジェクトマネジメントの機能の強化 

・IT 人材の育成方法の再検討 

等を併行して進めていく必要がある。 

③そして、経営戦略の実現に際して IT 部門が担

うべき役割が重要かつ大きくなってきている

ことを反映して、本社の IT 部門の要員に必要

と考えられている能力も、非常に高度かつ広

範囲なものになりつつある。そのためには、

高度なプロジェクトマネジメント能力と共に、
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研ぎ澄まされた問題感知力や、周囲を動かす

ことのできるコミュニケーション能力、人間

力等も要求されるようになってきている。 

④ところが、本社 IT 部門の人数は、非常にスリ

ム化している。IT 部門の役割として、戦略・

企画を中心に考え、システムの開発や運用は、

情報子会社やアウトソーサーに委ねることを

選択してきた結果、多くのインタビュー先企

業が問題視しているように、本社の IT 部門の

人間が、実際に大規模な情報システム開発に

参加して、開発のスキルやプロジェクトマネ

ジメントのノウハウ等を習得する機会がなく

なり、全社横断的に業務の流れを俯瞰しての

知識とシステムの知識の両方をバランス良く

身につけることが難しくなってきている。 

形式知の教育は e-learning や机上教育でも可

能であるが、ビッグプロジェクトの管理スキ

ルのような多分に暗黙知的な教育には、どう

しても OJT が必要である。しかし、IT 部門

の要員が減少している企業では、十分な OJT
を行う余裕がなくなっている。 

⑤業務知識と IT 絡みの知識をバランス良く身

につけた IT 要員を育てる最も代表的な施策

として、社内外でのローテーションを多くの

企業が指摘するが、成功しているという企業

は意外に少ない。本社 IT 部門の人数が少なく、

外に出す余裕がないというのもその理由の 1
つである。 

⑥結局は、情報子会社やアウトソーサーに依存

せざるを得なくなる。最近は、プロジェクト

マネジメントや開発コスト増大リスク等は勿

論のこと、企画機能まで情報子会社やアウト

ソーサーに頼るという会社も少なくない。し

かし、こういうことを続けていると、本社 IT

部門の人間が、益々上流工程でのプロジェク

トマネジメントのしっかりした経験を積めず、

発注者側のプロジェクトマネジメントのノウ

ハウやスキルが枯渇していくことになりかね

ない。 

また、情報子会社やアウトソーサーの経営を

考える必要もある。今後もアウトソーシング

を続けようと考えるならば、アウトソース先

企業のプロジェクトマネジメントのレベルを

一定以上に維持しておかなければならない。

そのためには、アウトソース先企業の健全な

経営にとって妥当な価格での契約ということ

が必要となる。 

⑦システムオーナーとは、個々の情報システム

開発プロジェクトの出資者であり、システム

完成後の所有者であり、稼働後は運用を通し

て最終的に投資対効果に責任を負うべき立場

である。当該プロジェクト（そして完成後の

当該システム）オーナーを明確に定めること

により、効果的なプロジェクトマネジメント

が可能になる。今回のインタビューでは、プ

ロジェクト（あるいはシステム）のオーナー

を明確にしているという企業が非常に多く存

在し、我が国企業の IT ガバナンスも確実に進

展しているという印象を受けた。 

⑧一方、つい数年前までは、我が国の企業には、

正式に任命され、自らもそう名乗っているよ

うな CIO はほんの数えるほどしかいないとい

われていた。しかし、今回のインタビューで

は、正式に CIO が任命されていると回答した

企業は、かなりの数に上っている。どうやら、

我が国の先進企業では、CIO の認識が根付き

始めたようである。 
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3．2 情報子会社のインタビューからみる課題 

アンケート結果によると、情報子会社を持つ企

業は、全体では 2 割弱であるが、大企業ではその

割合が高く、従業員数 5000 人以上の企業では、6
割以上の企業に情報子会社がある。IT 部門長宛の

インタビューをさせていただいた企業でも、7 割

近くの企業で情報子会社を持っている。 

IT 部門がスリム化する中、情報子会社の役割、

責任は重要度を増している。IT 人材の育成におい

ても、プロジェクトマネジメントの問題について

も、情報子会社の施策が重要になってくる。 

そこで本年度は、初めて情報子会社を対象にイ

ンタビューを実施することにした。インタビュー

をさせていただいたのは、様々な業種を親会社に

持つ情報子会社の、企画担当の役員、部長の方々

である。 

企業の IT 化は業界・企業ごとにそれぞれの方向

を見出しながら進みだし、もはや IT という切り

口では一律に捉えきれない段階にきている。情報

子会社についても情報子会社という切り口では

一律に捉えきれない、それぞれがおかれた環境条

件の下で自らの方向性を見出して進むべき状況

にある。 

しかし、背景の異なる他社の成功事例は、自社

にとって刺激や励み、発想を広げる助けにはなっ

ても、真似して成功に結びつくものでは必ずしも

ない。 

このような観点から、情報子会社の経営者・管

理者が自社の問題の検討に際してのヒントを探

っていただけるように、問題を抽象的・一般的に

整理することは極力控え、各社の問題の生々しさ

や意見のニュアンスをできるだけ残すようにま

とめている。 

3．2．1 経営理念・経営の独立性・戦略 

既に方向のはっきりしたごく一部の会社を除け

ば、事業の方向性や子会社の位置付けについては

“とりあえず現状維持”といったところも多く、

将来どこかの時点で、会社設立の初心に立ち返り、

経営方針（ビジョン）や戦略の見直し・再設定が

必要になるように感じるところがかなりあった。 

（1） 経営理念 

――課題は戦略の日常業務への反映 

今回インタビューした多くの会社では、各社そ

れぞれの経営理念を掲げている。以下に、掲げら

れている経営理念の例を記す。 

経営理念は企業の存在目的や行動の価値基準と

して、経営の最終判断の拠り処となるべきもので

あるが、現実問題としてどのように位置付けられ

て、戦略にどのように反映され、日常業務が運営

されているのかの掘り下げまでは、今回の調査で

は十分にはできなかった。以下に、 

「システムの安定運用・品質と信頼性の高い情報

サービスの提供・IT の牽引・着実な成長とリタ

ーンの創出」 
「高度な技術を利用しお客さまのご要望に応え

る多彩な情報サービスを創造・お客さまへのサ

ービス提供のプロセスを通じた自己実現・お客

様の満足がわれわれの満足」 
「お客さまにとっての最適な情報サービスを提

供することで、お客様のビジネスに貢献」 
「技術に挑戦・意識の改革・価値の創造」 
「情報技術のプロフェッショナルとして、真の価

値の創造により、お客様との信頼関係を築き、

ともに成長を続け、社会の発展に貢献する」 

（2） 経営の独立性 

―運用の裁量権はあるが独立性は不安定な状態 

経営の独立性については、かなりの裁量権を認

められ、独立しているとの意識が子会社側には高

いが、親会社の仕事と外販をめぐり、親会社の考

え方の振れに揺り動かされるのが現実であった

り、IT 部門へのアンケート結果（「2.7.6 情報子

会社の課題と今後の方向性」参照）に見られる“親

会社への依存・主体性の無さ”を子会社の問題と

する親会社が多かったりと、親会社側と子会社側

の意識の間に、本当はかなりのギャップがあるよ

うに思われる。 

独立性と自立・自律性は一体のものである。責

任を伴い、その責任を果たすためにそれなりの企

業力と気構えが求められる。この段階へ踏み出す

には、受動的な発想や行動様式から能動的な発

想・行動様式への転換など一種のブレークスルー

が存在するが、多くの情報子会社ではこの手前で

模索中というのが実態のように感じられた。 

「親会社の事業実行における中核パートナーと

しての位置づけから運営の自律性は担保され

ているが、新事業への取り組み、それに対応し

た投資等の意思決定は実質的には親会社」 
「今までかなり自由にできたが、親会社の方針が

変わり、それなりの審査や承認をとらないとリ
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ソース配分ができなくなった」 
「独立性は確保されているが、システム業務は親

会社のシステム部と一体となった活動を行う」 
「今までは”独立自主運営“といわれていたが、最

近は”自立と連携“となった」 
「独立性は基本的にはあるが、組織の中では機能

分担会社という位置付け」 
「全体として利益が確保できていれば、裁量権は

持っている」 

（3） 戦略と将来の方向性 

―多くの企業が外販による成長を考える 

まず親会社やグループ企業の業務に力を入れる

とする一方で、将来の方向性については外販の拡

充を挙げる会社が多い。ただし、市場やサービス

分野などターゲットの具体的な絞込み、具体的な

戦略設定にまで至っているところは必ずしも多

くはないようである。以下のような例が挙げられ

る。 

「会社の成長は、外販が鍵を握る。3 年くらいは

現状維持（親会社・グループ会社業務に注力）

だが、将来の布石はきちんと打っておこうと考

えている（外部からの資本が入った会社）」 
「市場競争力のある IT 人材を育てる・高度なセ

キュリティを実現できる会社になる・ユーザー

満足を追求する（当面は親会社グループに傾注

する方針の親会社の出資会社）」 

将来いかなる方向を選択しようとも、その基礎

要件を明確に示したものとして、含蓄の感じられ

る方針〔ビジョン〕だと思われる。 

3．2．2 従業員数の推移と採用 

―従業員数はほぼ横ばい、 

新卒は人間性・中途は即戦力で採用 

全般的に積極的な増員／減員の考え方は見られ

ない。 

採用は新卒、中途合わせ従業員数の 0～数％／

年で、自然減の補充レベルに留まり、結果的に従

業員数は自然減と一時微増の範囲で推移するこ

とになる。 

新卒採用の要件として、人間性が圧倒的に多く、

次いで基礎学力の順になる。他には、SE 能力、

指向の柔軟性、コミュニケーション能力、業界へ

の興味、意欲などがあり、ストレス耐性、体力を

挙げるところもある。 

中途採用の要件としては、即戦力、専門技術力

など、ほぼ想像通りの答えが返ってきた。中に「既

存の社員の刺激になるような技術力」という表現

があった。社員への動機付け（モチベーション）

と云う、人事管理手段を兼ねた中途採用という興

味ある話である。 

3．2．3 要員と人材育成の問題 

―プロマネ不足・IT アーキテクトの不足が共通問題 

インタビュー先のほとんどの企業で、プロジェ

クトマネージャーの不足・プロジェクトマネジメ

ント能力の不足を、次いで IT アーキテクトの不

足を問題として挙げている。 

その他にはシステムアナリスト・アプリケーシ

ョン技術者、セキュリティ技術者、ソリューショ

ンの提案のできる人材不足を挙げる会社が散見

され、グローバル化に対応できる人材、中には経

営センスのある人・次世代の経営者の育成が課題

というところがあった。 

以下で、プロジェクトマネージャーと IT アーキ

テクトの問題を少し掘り下げてみる。 

（1） プロジェクトマネージャー 

―経験不足・指導者不足・やがて人が居なくなる 

プロジェクトマネジメントの項で、多くの会社

が「ほとんどのプロジェクトで、工期、費用はお

おむね計画どおり」と回答している点とはやや矛

盾するが、実態面では各社それぞれにプロジェク

ト運営で苦労している。また、過去に経験を積ん

だベテラン層が会社を去る時期を迎え、将来への

不安とあせりもないとはいえない。 

多くの会社では、プロジェクトマネージャーは

団塊世代の部長あるいはこれに次ぐクラスの人

が務めてきている。 

会社にすれば、全てが取りこぼしのできないプ

ロジェクトである。幾多のプロジェクトの歴戦の

つわものである経験豊かな彼らに任せるのが安

心である。 

しかし、この一見正論の、目先の一戦一戦をベ

ストメンバーで戦おうとするこの体制からは、新

しい人は育たない。そうこうしているうちに、人

を育てるべき適当な戦場さえ無くなくなりつつ

あるというのが現在の状況とも言える。 

情報子会社の多くにとって開発プロジェクトが

主業務であり収入の源である。その主業務の遂行

の中心になる管理者（マネージャー）が多くの会
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社で払底する、あるいは能力不足が問題になると

いうのは本当に由々しき事態である 

“10 年前と比べて、10 才年をとり、肩書きは

変わったが、やっている仕事は 10 年前のまま”

こんな声を聞くことがよくある。これは団塊の世

代の塊の大きさの問題ではなく、目先重視で、先

を見据えた人の育成を先送りしてきた経営の在

り方から生じた問題である。どの分野でも何時で

も起こりうる問題として、今後の教訓としておか

なければならない。 

「まとまった開発案件が一巡してしまい、育成に

必要な経験（実践）の機会が作り難い」 
「以前は工期にゆとりのある親会社システム開

発の中で人を育てることができたが、現在の厳

しい管理の下ではそれも難しくなってくる（外

部資本の入った会社）」 
「分社前は、プロマネは外部の SIer にやっても

らえたので必要なかった。分社して元請けの立

場になったため、自分たちがプロジェクトマネ

ジメントをやることになったが、実践経験が不

足している（分社して日の浅い会社）」 
「PM の研修を強化しているが、実務経験の無い

ことが一番大きな問題」 
「実務経験不足である。それに指導者不足であ

る。経験者がそろそろ居なくなる」 
「お客さんとの対応から、採算の管理まで全部き

め細かくできるような人材がなかなかいない」 

（2） IT アーキテクト 

――上流の設計ができる SE が不足 

IT アーキテクトの担当業務、つまり IT アーキ

テクチャーの範囲や定義をどうとらえるかとい

う現実の問題はあるが、端的にいえば、問題やニ

ーズを整理し、これをどのような仕組みで解決す

るかというデッサン（概要設計―Conceptual 
Design)を描く能力、描ける人材、つまり上流工

程をこなせる SE が不足しているということにな

る。 

経済産業省の IT アーキテクトβ版によれば、IT
アーキテクトの担当業務として、戦略的情報化企

画（課題の整理／分析）、ソリューション設計（構

造／パターン）、開発コンポーネント設計（シス

テム／業務）があり、専門分野として①アプリケ

ーション、②データサービス、③ネットワーク、

④セキュリティ、⑤システムマネージメント（シ

ステム運用にフォーカスした方式設計）という５

つの分野に分類され、“方式設計”という言葉で

業務の特性が強調されている。 

情報子会社にとって主業務である、プロジェク

トを管理するプロジェクトマネージャーに続い

て、その担い手である設計業務ができる技術能力

や技術者も不足するという、この現状とこれに至

った背景をよく考えてみる必要がある。 

業務量の急速な増加や開発期間の短縮、コスト

削減などを理由に、人数や時間の余力不足を人材

育成の障害に挙げる人は多い。 

これらが要因の一面であることは間違いないが、

技術・商品・IT 適用対象などの多様化、セキュリ

ティなど新しい問題への対応など、課題の質的な

変化や広がりへの認識が必ずしも十分ではなか

ったという点を見逃してはならない。 

従来ならおおむね技術の問題をして人材開発を

行い、業務の遂行や課題解決のできた問題が、今

では、広範な情報収集や、社外を含め多数の関係

者のビジネスの面での取りまとめ、社内やプロジ

ェクト関係者の理解・納得を得るための働きかけ

など、対人的な面を含めた広範囲な能力を必要と

する問題に変容してきている。 

インタビューの中で具体的な話は多くはなかっ

たが、次のような意見があった。 

「今後安定してゆくであろう技術はどこの何

かを見極める力が必要。そういう意味での IT
アーキテクトが必要」 
「（技術的）才能のある人材はいるが、経営セ

ンスでの判断が困難（技術を経営的に判断で

きる人がいない）」 

（3） 育成計画・教育の体系 

――多くの会社が見直し中 

各社それぞれの階層別教育や技術教育の体系を

持つところが多い。また、育成の体系としてキャ

リアアップのプログラムやその仕組みを準備し

ていたところもある。問題はそれらの内容が目的

にかなったものであったのか、運用を含めて機能

していたかにある。 

以下のような例が挙げられる。 

「故事来歴で実施してきた教育体系は毎年バー

ジョンアップするが、将来のソリューションを

担った SE をどう育成してゆくかが悩みであ

る」 
「現実問題として、業務の多忙な人の研修・受講

機会が制約され、暇な人ほど研修を受けるとい
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う傾向がある。“人を選んで”といった考え方

の導入なども検討が必要な時期のようである」 
「優秀な人は実務にどっぷり浸かっている」 

いま、多くの会社で育成や教育の体系の見直し

が行われている。 

IT スキル標準（ITSS）との整合を検討してい

る企業も多い。しかし、ITSS は業務の分類や能

力評価、知識教育のベースに使えても、これを育

成の体系に直接結びつけるにはかなり難しい面

がある。 

詳細な知識を修得して理論的なアプローチが得

意な人もいれば、人間関係の構築力を発揮して他

人の知識や知恵を上手く引き出して問題をこな

してしまう人、最小限の知識でコミュニケーショ

ン能力と勘で問題を解決できる人など、同じ水準

の成果を出すために使う能力の中身は人により

様々である。 

人が能力を修得する過程でも、知識と「経験な

ど熟練により取得していくいわゆるスキル」、さ

らに「変えたり伸ばしたりすることが簡単ではな

い性格や個人に固有の特性」など、これらの微妙

な組み合わせを考慮した、人に合わせた育成方法

が必要になる。 

知識の教育は比較的容易でも、残りの二つにつ

いては、人を見て人を選んで対象や目標を定め、

その人の特性を考慮した仕事のアサインと OJT
における指導など、相手に合わせたメニューが必

要になる。指導する人とされる人の相性も重要で

ある。 

今はまず、指導者の選抜と育成が先決かもしれ

ない。“人の育成はマネージャーの重要な任務の

一つ”という考え方の確立から始める必要がある

ように思う。 

以下に、施策の例を挙げる。 

「キャリアプランを各自作成、2～3 年で１レベル

アップを目指す仕組みを考えている」 
「IT スキルとビジネススキルのステップアップ

プログラムについての従来の体系を、ITSS 体

系と照合し見直した。この体系にあわせてキャ

リアマップごとにどういう研修をどの順番に

受けて行けばよいか、教育体系を整備して実施

をはじめた。ヒューマンスキルは総務部が中心

になって実施している」 
 
 

「技法技術、業種別業界・業務知識、会計や契約

などのビジネススキル、コミュニケーションな

どパーソネルスキルの 4 分野に分け実施」 
「外部専門会社に自社向きプロマネ研修コース

を作ってもらい一定レベル以上の人に最優先

で実施」 
「分野別スペシャリスト制度がある。例えばプロ

ジェクトマネージャー、IT スペシャリスト、運

用系、営業系など。そのための育成カリキュラ

ムがある。ある程度の前提条件があり研修を受

け、それをクリアした人達が試験を受けて、パ

スするという仕組み」 
「管理職向けに、マネジメント研修にかなり力を

入れている。特にここ 2～3 年は、職制のグル

ープ長をターゲットにし、いくつかコースを設

定して実施している」 
「3 年計画で ITSS レベル 5 以上の人材の育成を

目的とし、重点育成対象者の特定と当会社の強

み・弱み分析。ジョブアサイン計画と当該ジョ

ブでの育成方法論の明確化」 

以下のような注目すべき意見もあった。 

「我々が普通にやるのは数千万～5 億円の、規模

的にはたいしたことはない世界。世間一般にあ

るプロジェクト管理手法は大きいシステム向

け。そういう勉強をしても（考え方としてはよ

くても）実践としては、うちの人間には実はあ

まり役に立たない（メーカー系）」 
「ITSS については、自分のスキルがどうかを棚

卸しするのにはよいが、貴方は何のプロかとい

われたときに“データベースは 3。運用は 5。
コンサルは 1。プロマネは 2”とそんなのをパ

ラパラ持っていてもしょうがない。自分はこれ

のプロで行くといったものが一つ要る。何を専

門に持つかの定義をする必要がある」 
「e-learning を以前に導入したが、利用状況から

今はやっていない。活字でプロマネはこうする

ものだといわれても、実際におこっている問題

に対応しないとダメ。体験しないと分らない部

分がある」 
「一番の問題は誰に教育をするか。的外れの人に

やっても何の意味も無い」 
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（4） 研修以外の人材育成のための施策 

――工夫と苦労の山 

育成目的でのローテーションを実施していると

ころは少ないが、各社各様の施策を工夫し実施し

ている。 

「新入社員に対するアドバイザー制度：親入社員

の入社後 2年間の個人育成計画を入社３～６年

の先輩社員が作り指導する」 
「アプリケーションマスター制度：アプリケーシ

ョン開発の業務知識スキルの向上、業務改革の

提案力向上、業界や顧客固有の知識のベテラン

から若手への継承や、経験に頼らず短期の知識

修得のための制度」 
「マイスター制度：色々の分野の社内トップクラ

スを指名し、プロジェクトに入らないで、プロ

ジェクトメンバの質問に答え指導してゆく体

制」 
「体系的なロードマップが使えるのはせいぜい

入社 10 年まで、それ以降は自分で学び経験を

積むしかない。親会社に駐在してユーザーとし

て実務を学ぶなど」 
「中堅社員をどんどん海外に行かせている。色々

な人と出会える。これが大きい」 
「出向は業務を覚えるのは建前で、2007 年問題

対策として人間関係作りが狙い」 
「子会社へ出向させて経営実務を学ばす」 
「優秀な人物は動かしにくいので、人材流動化推

進の専門委員会をつくってローテーションの

徹底を図っている」 
「次世代経営層の教育訓練に、ビジネススクール

の活用を検討中」 
「資格取得の報奨・褒賞制度、自己研鑽の補助制

度」 
「社員が自由に意見の交換ができるコミュニテ

ィ環境の整備」 
「将来の幹部候補生を選び、A レベルの目標設定

をしたが、日本人気質の故か突出するものも少

なく、上手く機能しなかった。中間幹部試験を

設けて幹部候補生を選出するようにして、社員

の納得できる人が受かるようになってきてい

る」 
 
 
 
 
 

（5） 新技術・新分野のスキルの取得方法 

会社によって、また問題によって方法は様々で

ある。また、これは本来そのような問題である。 

「社内外のセミナー」 
「ベンダー訪問、ベンダーに教育を依頼、専門会

社と提携」（海外を含む） 
「技術開発組織を持つ」 
「プロジェクト実施と自発的研究会の融合」 
「パイロットプロジェクトの実施」 
「個人の支援を制度化」 
「9～10 項目のフォーカス・テクニカル・スキル

領域を定め、その分野のいろいろな教育をやっ

ていく。ぞれぞれのスキル領域のコア人材を育

て、そのコア人材がその領域を広げていく」 
「先端技術の研究をやっている部署に人を出し

て何ヶ月か教育している」 

心しておくべき意見としてこのようなものがあ

った。 

「ユーザー系なので、新しいものに飛びついて適

用することはあまりやっていない」 
「会社特性からいって、最先端より実用レベルの

技術のキャッチアップに心がけている」 
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3．2．4 プロジェクトの状況 

（1） 工期と予算 

――問題が残るがおおむね予定通りという実情 

レビューをプロジェクト管理のポイントとして

いるところが多く、一部に大型案件では必ず差が

出るというところもあるが、多くが“おおむね予

定通り”としている。 

しかし、内実は“納期は死守するが費用は出来

高払い”、“費用が超過した場合は追加費用として

親会社と交渉”、“第 2 次、3 次開発扱いにする”

とするなど、表面的なつじつま合わせ、結果的に

親の負担というケースが相当ある。 

一件ごとに親会社の了解を得たと子会社は思っ

ていても、親会社にすれば“仕方が無いから今回

に限り”のつもりかもしれない。こんな意識のギ

ャップが積み重なって“もっとしっかりしてもら

わないと困る”ということにつながっている可能

性がある。 

納期の遅延やコストオーバーの理由には、“仕

様・要件が、決まらないあるいは遅れる”、“途中

での仕様変更”を挙げるところが多い。 

要件定義をきっちりできない部門に関しては、

“どのくらいお金がかかりそう”だとか、“どん

な感じになりそう”など、事前調査のようなもの

を、サーベイという形で別に料金をもらってやる”
というところもある。 

また、“一番遅れが出るのは仕様が書ききれない

再構築案件”という意見があった（多分、仕様で

“現行どおり”の現行がどうなっているかが、誰

にもよく分らないのであろう）。 

「ポイントはオーナー部門の参画度合い」という

的を射た意見があった。 

実態の例として、以下のような話があった。 

「年度の初めに決めた予算をオーバーできない

ので、その範囲でキチットやって、その代わり

に翌年に 2 次開発」 
「赤字になる部分については、それなりの事情が

はっきりしていれば、親会社持ちになる」 
「理由次第で親と相談」 
「基本的には最初に決めた値段と納期はずらせ

ない。そうは言っても仕様が変わることはよく

ある。親会社の仕組みであれば、そんなに変な

受注の仕方はしないのでまだいい」 
 

「今まで、我々のほうが原因で遅延したことはな

い」 
「親の場合は予算を超過しても納得してもらえ

れば、上積みされる」 
「経験やノウハウの蓄積のある親会社のシステ

ムでは行き違いは無く、乖離は極めて少ない。

外販のケースに問題が多い。1～2 件／年“億”

円規模の乖離プロジェクトがある」 
「基本的には“死守”、ズレの発生の可能性が出

て場合には、コンティンジェンシーの提示をす

る」 
「新顧客の最初のプロジェクトは、組織風土・文

化が分らないので危険が高い」 
「親会社との契約形態が、いわゆる工数生産型。

工数が最初の予定よりも増えてしまった場合

は、その分親会社が払ってくれる」 

（2） プロジェクトにおける役割分担 

――仕様決定は「ユーザー部門と情報子会社とで 

親会社（顧客会社）やグループ会社の主管部門

のマネージャー、あるいは IT 部門が全体統括を

する中で、情報子会社がシステム開発の、いわゆ

る「もの作り」の部分を担当する形が一般的であ

る。 

この体制のもとで、業務要件・仕様決定以下の

具体的な作業を、親会社（顧客会社）のユーザー

部門と情報子会社で行っているというケースが

多い。 

中には業務要件定義・仕様決定や業務フロー、

業務手順作成を情報子会社でやっているケース

（ある会社では「本来は親会社がやるべきことで

あるが、親に決める能力が無いのでやらなければ

ならない」としているが、この会社は計画・実績

の乖離に苦労している）や、親会社（顧客会社）

の IT 部門と情報子会社、つまり IT 関係者だけで

この部分をやってしまうというところもわずか

ながらある。 

テスト結果の評価確認については、ユーザー部

門（現場、窓口）、親会社（顧客会社）の IT 部門、

情報子会社など様々である。 

なお、グループ会社のシステム開発では、グル

ープ会社の人材の関係から、情報子会社の担当範

囲が広がるなど情報子会社のウエイトが高くな

る傾向がある。 

要件仕様は親会社のユーザー部門と情報子会社

で決めていると言うが、実はユーザー部門担当者
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の話す内容を整理・取りまとめの作業をしている

に過ぎない場合も少なくない。 

頭の中に業務プロセスのモデルを持ち、業種や

企業によって違いの生じやすい部分を認識して

質問や確認をできる能力を、SE が有しているか

否かの差が結果を大きく左右する。 

テスト結果の評価・確認は仕様を決めた当人が

まず行い、業務運用の現場での追認の上、情報子

会社及び親会社（顧客会社）の会社としての公式

承認が必要である。 

（3） プロジェクトマネージャーと要求される能力 

―管理者として一般的に求められる能力がポイント 

上記の役割分担に述べたように、親会社にもプ

ロジェクトを統括する責任者（プロジェクトマネ

ージャーと呼んでいる場合と、そうでない場合が

ある）のいるのが一般的であり、その許で情報子

会社が請け負ったシステム開発プロジェクトを

遂行するプロジェクトマネージャーが、情報子会

社にいるという階層構造になっている。 

情報子会社のプロジェクトマネージャーには、

部長クラスというケースが多いが、会社や案件の

規模や内容により課長クラス、役員というケース

もある。 

また、プロジェクトマネージャーに資格制度を

導入している会社もある。 

プロマネに要求される能力の例としては、以下

のようなものが挙げられた。 

「熱意、気配り、やりぬく力」 
「コミュニケーション能力、コスト意識、契約意

識」 
「メンバーの能力の把握力、メンバーの動機付け

（モチベーション）能力」 
「リスク管理能力」 
「統率力、問題把握・解決能力、折衝調整力、指

導力・技術評価力」 
「問題発見、的確な問題定義、最適な問題解決が

できる能力」 
「問題ごとに真の責任者が誰かを見極める能力、

心配り」 
「最終的にお客様が満足するサービスに持って

行くということを常に意識する」 

これらはプロジェクトマネージャーに限らず、

マネジメント携わる人全般に求められる能力で

ある。IT 分野やプロジェクトということにあまり

こだわる必要はない。IT の島に閉じこもらず、歴

史の蓄積のある異分野のマネジメントのノウハ

ウも参考にできるし、するべきである。 

（4） 最近のプロジェクトの特徴と必要となる能力 

――全体と本質を見抜くセンス、対人能力 

インタビューで出された項目を図表 3-3-1 に整

理した。 

プロジェクト管理や、生産性の向上など足元を

固めるべき宿題が山積している現状で、更に新し

い宿題をリストに加えることになる。 

 

最近のプロジェクトの特徴 そのために必要な能力 
・色々のソフトを組み合わせるため、プロマネ

の IT スキルによる品質の差がでる 
・システム連携、データ連携、機能連携、技術・

製品の多様化、選択肢の拡大 
・共通部分の共有化、標準化、パッケージ化 

・他との相互関係や全体を把握する能力、全体統括･調整の
能力 

・多数のメーカー、ベンダーを取りまとめる能力 

・親会社の M&A など事業再構築で他社との交
渉が多く、異なった風土でのプロジェクト推
進への細心の注意が必要 

・グローバル化対応、オフショア開発 

・異なった考え方や仕事のやり方、異文化の理解など 

・IT による業務プロセス改革へのアドバイスを
求められる 

・業界へのリーダーシップ、顧客の真のニーズ
の把握が求められる 

・業務目的・業務プロセスの理解、人の心理の理解、最適化
の概念理解 

・相手の立場を理解する能力、交渉や説得など人に影響を与
える能力 

・上流工程において、システム要件を的確に決められる能力 
・事業部門の戦略・戦術・意図の理解 

・（一般的な意味以上の）生産性を上げてコス
トを抑える要求 

・超短工期化 

・マネジメントの質の向上：仕組みと管理能力 
・IT 業務プロセスの BPR：業務プロセスの徹底理解、人の心

理の理解、最適化の概念理解 

 

図表 3-3-1 最近のプロジェクトの特徴と必要となる能力 
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受身の姿勢から脱却して問題の内容をよく分

析し、重要度や優先度を評価してみる、また親会

社とその扱いや分担を明確にしてから進めるな

どの必要性がある。 

（5） システム開発のための標準（手順・ルール）と

計画・保守のための基準 

――手順はあるが基準はなし 

ほとんどの会社がシステム開発の手順は準備し

ている。一方で計画のための基準については、検

討はしていても、結果的には経験に頼るところが

ほとんどである。 

関心のある手法としては FP（ファンクションポ

イント）法が比較的多い。 

保守業務については、更に経験値、担当者依存

の状態である。 

システムの運用品質が業務の質、ひいては企業

への信頼感を左右するまでになった現在、システ

ム保守業務における品質確保と迅速な変更対応、

生産性向上（低コスト化）は極めて重要な課題で

あり、システム管理・保守に対する関心を高める

必要性がある。 

基準については、開発・保守を通じて、まず大

まかでも管理の仕組みと目標を設定し、実績の評

価から仕組みや手法の改善のできる（PDCA のサ

イクルがまわせる）状態を作ることが必要と思う

が、そのような考え方に至っているところは少な

い。 

以下のような例があった。 

「システム規模の算定に FP（ファンクションポ

イント）を使い、それに基づいた予算の算出と

工数を出して行く。工期は経験値で色々な情報

がたまっているので、このくらいの FP のシス

テムで難易度がこのくらいなら、工程はこのく

らいになるだろうといった雛形がある。それを

基準にしている。工程別の生産性は FP 単位で

持っているので、FP をベースにした『この開

発であれば幾らくらい』といったアメリカの基

準と照らし合わせて出している」 

3．2．5 情報子会社の役割 

（1） 今後の役割と必要な人材・能力 

――関心は業務プロセスへ向かう 

親会社や顧客会社の業務現場のスリム化（減員、

外注化、パート社員化など）が進む中で、全般的

な傾向として、業務プロセスの理解、次には業務

プロセスの改善改革（BPR）、さらに、ビジネス

開発、意思決定支援など、マネジメントのより高

いレベルの課題への展開が考えられている。 

しかし、親会社の事業や業務を対象と考えた場

合、これらは本来的に親会社、情報子会社のどち

らがやるほうが上手くできる仕事であろうか。 

「新しい分社体制にかわり、親会社との距離がで

き、業務ノウハウの蓄積が難しくなる」 

という意見があった。これが多くの場合の現実で

ある。親会社の中にいれば、自然に入ってくる情

報や共有できる価値観も、子会社では組織の壁に

阻まれて収集・把握や会得に大変苦労する。 

当面の情報化課題の解決が一段落したという企

業では、親会社と子会社、ユーザー部門と IT 部

門、アウトソーサーなど社外関係先などまで含め、

将来を見据えた情報化に対する役割分担見直し

の絶好の時期だと思われる。 

インタビューででてきた声としては、以下のよ

うなものがあった。 

「企画・分析・提案など業務推進・牽引役となる

ビジネススキルに長けた人材」 
「シェアードサービス化が進む中で、システムだ

けでなく業務がわかり、きっちりと仕事がまわ

せること」 
「差別化戦略を図る中で、親会社が重要としてい

る業務の技術・ノウハウの修得―――例えば、

生産管理に関する技術・ノウハウなど」 
「BPR（業務改革）のスキル――IT とビジネス

のわかる人材」 
「きれいな絵を、現実のシステムに落とせるスキ

ルのある人材」 
「戦略企画への参画ができる人――今は言われ

たことはできるが、積極的な提案はまだまだで

きていない」 
「ビジネスを開発できる人材」 
「意思決定支援が行える人材」 
「経営に近い力」 
「技術だけでは成り立たない会社なので、業務知

識、業務ノウハウという部分を、親会社と一緒

に、ある時には成り代わって物事を考えること

が求められている」 
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（2） IT 企画業務の扱い 

――親との間の意識ギャップの解消が必要 

今回のインタビュー対象企業では、「IT 企画を

業務範囲としている」とするところが多かった。 

しかし、該当する親会社にも企画組織のあると

ころがあり、機能の重複や、企画業務の内容や定

義に認識の違いの生じている可能性が残ってい

る。 

システム化における工程で、同じ言葉を使いな

がら、ユーザーとベンダーの間で１工程ずれがあ

るような場合が時々ある。ユーザーの考えている

企画工程の一部しか、情報子会社からは見えてい

ない場合もある。 

情報子会社が、親会社やグループ企業の企画業

務をサービス範囲とするか否かは、実質的には親

会社の考え方次第ということになるが、企画とい

う問題について、“親会社が求めているのはどん

なことなのか”、“子会社にできることは何なの

か”、“問題の分野ごとに、そもそもどちらがやる

べき・やったほうが上手くできる問題なのか”を

明確にしてゆくべき時期にきている。 

企画業務を担当範囲にしている会社のインタビ

ューで、次のような話がでた。 

「親から何時も言われているのは、“提案力をも

っと付けてください”」 
「親会社からは、IT を使った企画提案があるだろ

うと期待されている」 

できていないことが問題なのか、要求している

ことがそもそも無理なのか、今のままの状態では、

お互いにストレスを募らせることになる。要求し

ていること、されていることが具体的にどういう

種類の事なのかを双方で確認し合い、誰がやるの

が妥当な問題かをはっきりさせてゆくことが大

切である。 

3．2．6 情報子会社の経営形態と課題 

（1） 経営の形態 

経営の自立性について、図表 3-2-2 に示すよう

に資本（出資元）と売上先（顧客）という２つの

観点から、A1、A2、B、C、D の５つの形態（状

態）に分類して情報子会社をみてみたい。 

A1：親会社の下で成長し、株式上場などで外部

からの資本比率を高め、売上構成でも外販比

率が過半数を超える、独立 SI 会社型 

（ただし、親会社との関係は維持される） 
A2：A１に近いが、外部資本の主導の下で自立

を目指す会社（経営的には外部資本との関

係が強くなる） 
B：外部資本比率は高いが、売上構成では親会

社や親会社グループからの収入が中心の

会社（多くの場合、A１または A2 を目指

す途上の初期段階と考えられる） 
C：親会社やグループ企業の資本が大部分を占

めるが、売上では外販比率の高い会社 
D：親会社やグループ企業の資本が大部分を占

め、売上面でも親会社とグループ企業が中

心の会社。（親会社の情報システム部型―

―親会社の企画まで請け負う場合もある） 

（2） 形態別に見た情報子会社の状況 

① A１型の企業―――厳しい管理を行う自立企業 

Aには外販比率85％という従業員は数百人規模

の会社があった。親会社は一株主という関係に近

く、情報子会社というより自立した普通の SI ベ

ンダー企業に近い。 

その会社のインタビューで次のような話があっ

た。 

「親会社の持ち株比率が 50.1％。0.1％は責任の

明確化のため」 
「利益率 10％を確保できないプロジェクトは赤

字とみなすよう指示している」 

前者は、親会社としての最終的な責任や権限行

使に対するひとつの考え方であろう。後者は自立

のために必要な厳しさの一面だと思う。 

 

A1 

A2 

B 

C 

D 

外
販
比
率 

外部資本比率 

図表 3-2-2 情報子会社の分類 
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② A2 型の企業―――自律と厳しさは表裏一体 

A2 は外部資本の許で自立を目指している企業

といえる。元の親会社の仕事も、もう一方（外部

資本）の親会社を通じて受託するという形がとら

れていたりする。 

この A2 型に近い会社のインタビューで次のよ

うな話があった。 

「経営面では、新規商品の扱い、新しいビジネス

方向の設定や投資などでは比較的自律性は認

められているが、その一方で、これらに関する

業績目標の数字はコミットメントとして外部

資本の親会社から厳しくチェックされる」 

自立・自律の途での必要な厳しさ、自律に伴う

必然的な責任であろう。 

インタビューの中では、現体制になって数年た

った今でも、理屈では分っていても心情的には

“親は生みの親”の感覚が拭いきれないように感

じられる場面があった。 

異種の文化の合体から、新しい価値の生まれる

ことを期待したい。 

③ B 型の企業――外も向きたいが、 

内に注力せざるを得ないのが現状 

B は、A1 や A2 へ向かう方向の企業で、その途

上の状況と見ることもできる。前身は、D型企業、

または IT 部門の一部であった組織である。 

「まず最大顧客である親会社のグループをしっ

かり押さえていきたい。更に将来を見据えて、

世の中に通用するスキルを身につける必要が

ある」 

という話がインタビューの中であった。 

分社をして外の力を借りたからといっても、直

ぐに外の仕事をする力や、外販のアイデアが生ま

れるものではないというのが現実のようである。 

また、別のある会社では、親会社やそのグルー

プへの売上が 100％に近いなかで、 

「売上は今後減る傾向」あるいは「大きな案件は

一巡」としながら、 

「企画・開発は親会社やグループの課題に特化」 
「親会社、そのグループ向けビジネスを良質、適

切な価格で確実に補足」 

とするなど、目は親会社を向いている。 

会社設立の狙いや出資企業の思惑は定かでない

が、外販の拡充に向けた次のステップに進むには、

明確な目標やかなり思い切った施策が必要なよ

うに感じられる。 

また、親会社側がリスク管理の仕組みとして、 

「主要な 2つのシステムを、情報子会社ではなく、

他の SI 業者に委託している」 

というケースがあった。 

なお、これは特異な例だと思うが、 

「親会社と関連企業へのサービス向上が主題、利

益を向上させることは親会社から制約されて

いる」 

という会社があった。 

④ C 型の企業 

――親会社の方針の振れに揺さぶられる 

C は、分社し親会社の下で外販を積極的に進め

た会社である。 

今回のインタビューでは、外販の比率が 20～
75％、従業員数は 300 名～千数百名の企業が含ま

れている。 

親会社の仕事量は飽和している、また外販比率

が高いため、「成長は外販で、あるいは内外シェ

アーは変えずに売上を伸ばす」という考え方が強

い。なお外販の利益率は 5～数％程度の様子であ

る。 

外販比率が相当高いこのパターンの企業でも、

子会社の方向性をめぐる問題はまだ多い。 

“親会社やグループの中に向いていたパワーを

付加価値の高い外販に振り向けて行こう”という

当初の方針の許での自主独立運営が、その後“や

っぱり、社内（親会社やグループ）のことをちゃ

んとやって欲しい”に変わり、 

「会社の戦略として、“徹底的に外に出る”と“コ

ストセンターに徹する”の両方をやるしかな

い」 
「親会社とグループ企業に対して、ここで利益を

出していいものか否かを議論している」 
「どれだけグループ経営に貢献しているかで見

てゆこうと考えている(外販比率 50％のメーカ

ー系)」 
「外販を拡大しようとすると内販が低層になり、

“内だけやっておけ”という話になる。親会社

の人が変わると“何だ、外販が低い、もっとや
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れ”といった話になる（外販比率 20％のメーカ

ー系）」 

と、親の言動の振れに悩みが多く、 

「大きく方針転換を迫られ、外販を減らすわけで

はないが、先鋭部隊を投入し親会社グループの

IT 化に注力する」（外販比率 25％の金融系） 

親会社が親会社のビジネスに付随する形で、子

会社の案件を受注している（結果的に子会社の営

業活動の一部を親会社がしている）ケースがあっ

た。 

⑤ D 型企業 

――とりあえずは親会社とグループの仕事に注力 

D が情報子会社の多数派である（外販比率は

数％、その多くは従業員数 200～300 名強の企業

である。中には数十名規模の会社、１千数百名を

抱える大会社もある） 

「組織の中では機能分担会社。親会社とグループ

企業を中心に、まずはそこをきっちりやってい

く（従業員 200 数十名の食品系）」 

「当面は親会社と親会社グループにリソースを

集中（従業員数 300 名強の食品系）」 
「受動的に外販が増える――自社向けに開発し

たシステムを他の同業者と共同利用する、アウ

トソーサーとしてサービス提供するなど」 
「対価効果の高いシステム開発を目指す（10 億円

のシステム開発を５億円でできないかといっ

たこと）意味で、受注高は減らしてもかまわな

い（従業員数 1000 人以上の運輸系）」 
「今のところ親会社向けビジネスだけだが、外販

も検討している。親会社向けだとどうしても甘

えが出てしまう。他をみて勉強し自分の力を試

してみることが必要ではないかと思う。外販を

やることによって社内コストが安くできるの

ではないか（従業員数は数十名の分社し間もな

い中堅商社系）」 
「IT を駆使し、親会社およびグループの効率的な

業務運営を支援することが基本、ただし、グル

ープの一員として相応しい分野への進出の検

討は進めている（従業員数 200 数十人の公共事

業系）」 
「親会社へのサポートと一般（外販）ビジネスの

拡大（従業員 2000 名の公益事業系」 
 
 

（3） 現状の総括 

―――“よいところ取り”は中々難しい問題 

情報子会社の設立にはそれぞれの背景はあって

も、多くの場合、以下のような共通の期待があっ

た。 

①親会社のシステムに携わってきた長年の経験

や、同じグループ企業という立場を活かし、外

部のシステムベンダーより、より高質の内容の

システム業務を、よりスムーズに実施すること

ができる。 
②別会社という形にすることにより、IT 関係者の

意識が変わり、専門性を高め、より効率的な運

営ができる。 
③さらに、全体が上手く進んで力がつけば、外販

ビジネスで外部からの収入も得られる。 

しかし、現実には各章に記してきたように、一

部のケースを除けば、 

①別会社になったことにより、業務知識や業務へ

の関心や理解力が失われてきた。 
②親頼みの甘い体質は中々改善されない。 
③外販に踏み出したところも、その位置付けは安

定しない。 

といったように、“よいところ取り”するつもり

が、必ずしも期待した方向通りに上手く進んでい

るわけではない。これは相当難しい問題なのであ

る。 
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3．2．7 情報子会社の問題と課題 

ふり出しに戻ったつもりで、情報子会社の問題、

課題を以下に整理してみる。 

（1） 基本的なミッションと立場 

――アウトソーサーとの競争力、 

子会社ならではの特長がポイント 

情報子会社には、親会社の情報システムを的確

に、安価に開発・管理運用するという、変わらぬ

大きなミッションがある。 

その一方で、情報子会社の扱う多くの業務は、

アウトソーサーによって代替が可能なものであ

り、それ故に「①アウトソーサーとの競争力」が

問われ、「②子会社ならではの特長の発揮」が、

存在価値として求められる立場にある。 

（2） 親会社との関係 

――主体性をもった行動が大切 

連結経営の下では、親会社が子会社を色々の問

題のしわ寄せに使う事も、子会社が別会社として

自由に振舞うことも難しくなった。 

例えば、親会社からは親会社内の各部門と同様、

収益や、健全経営の条件としてコスト削減、要員

の適正化が常に求められる問題になるなど、色々

干渉が増える。 

その一方で、コアコンピタンスとは見ていない

IT 業務、それを担う情報子会社に対して、親会社

の関心はそれほど高くないことが多い。 

情報子会社が担当している業務の多くは、他の

システムベンダーにアウトソースが可能なもの

である。子会社ならでの立場を生かし、上手く仕

事をこなす努力をよほどしない限り、自らの存在

価値を失うことになる。これは、情報子会社に限

らず、分社した子会社全般について言える現実で

ある。 

受身の発想から脱却し、主体性をもって行動す

ることから道が開ける。 

（3） 外販ビジネスの条件 

――IT 分野も他の分野と条件は同じ 

同業者と競争をしなければならない外販につい

ての条件は更に厳しい。自分たちにとっては新規

事業でも既存の分野に入って行くわけである。

“秀でた何か”を持っていないと、ニッチの客を

確保した段階以降、競合者が現れる段階では、営

業力の育っていない情報子会社では売り上げは

頭打ち状態になる。 

他の誰にもできない内容や質で勝負するか、リ

スクは高いが未だ誰も手をつけていない分野に

手をつけるかが求められる。ユーザー企業系の情

報子会社にとって、“秀でた何か――他の誰にも

できない内容や質”は、親会社の仕事を通じて修

得する以外には、そのチャンスは極めて少ない。 

例えば、親会社がセキュリティ問題に熱心（重

要性が高い）な企業なら、セキュリティ問題を、

人に関わる問題や管理運用の問題として捉え、こ

こで身に着けた管理や運用のノウハウを武器（事

業の種）に外へ打って出られる可能性がでてくる。

しかし、この問題を “技術”の問題と捉えて販

売やサービスを考えると、技術系の既存の専門企

業との競争で大変厳しいことになる。 

また、このようなビジネスも始めるタイミング

が重要になる。世間に問題が十分認知されていな

い時点では、営業力の非力な情報子会社にとって

は難題になるし、他に一歩出遅れると、既存業界

に入っていくことになり苦戦は避けられない。 

事業・製品の種を見落とさず（センス）、的を絞

って（決める）力を蓄積（仕組みが重要）、チャ

ンスを逃さず打って出る（決断）という、一般に

いわれる新事業・新製品開発の要件が適用できる。 
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3．3 システムインテグレータインタビュー 

ユーザー企業の IT 部門、情報子会社について、

「IT 人材の育成」「プロジェクトマネジメント」

における課題を中心に掘り下げてきたが、ここで

は視点を変えて、プロフェッショナルであるシス

テムインテグレータが、これらの問題に対し、ど

う対処しているのかを見てみたい。IT 部門、情報

子会社の記述同様に、なるべく具体的な事例を紹

介するような形でまとめている。 

3．3．1 現在の経営課題と今後の戦略・方向性 

現在最も重要視している経営課題について聞い

たところ、当然といえば当然であるが、売上増加

および収益の向上をあげる企業が多かった。その

ための今後の戦略として、 

「選択と集中により、強い分野をさらに強くして

いく」 

「“人財”育成・強化、組織力の強化」 
「優秀な人材の確保と育成」 
「不採算プロジェクトの削減」 
「営業力の強化」 
「成長ドメイン（ユビキタス：携帯組み込みソフ

トなど）における新規顧客の獲得」 
「他社とのアライアンス」 

などの取り組みを聞くことができた。 

3．3．2 採用人数と採用における重視点 

（1） 新卒採用 

業績にも左右されるが、新卒採用は社員数の 5
～10％弱を採用しているようである。 

採用時において重視する項目は、ほとんどの企

業で、まず人間性、そして基礎学力である。企業

風土との相性も重視されている。専門技術力につ

いては、多くの企業で入社してから身につけるも

のと考えているが、中には、 

「専門性を重視したい。IT に関する素養があるの

はやはり理系、技術系」 

という企業もあったが、多くは、 

「物事から逃げない、誠実に対応する人」 
「コミュニケーションのできる人、自分でものを

考えられる人、メンタル的に強い人」 
「ビジネスマインドを重視」 
「体力、耐ストレスなども重視」 

など、人間性を中心に見ているようである。 

（2）中途採用 

中途採用は、企業の方針により異なるが、毎年

社員数の 1～5％程度を採用しているようである。 

当然ながら、即戦力として採用を行っている。

求めている人材は、 

「プロジェクトマネージャー、プロジェクトリー

ダー。30 代前半で経験のある人」 

という場合が多いが、このような人はどの企業

でも求めており、条件が折り合わないことも多い

という。 

また、マーケティング・セールス分野の強化の

ため、この分野の経験のある人を求めている企業

も多かった。 
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3．3．3 人材の育成 

（1） プロジェクトマネージャーの不足 

インタビューさせていただいたほとんどの企業

で、「プロジェクトマネージャーの不足」が課題

として挙げられていた。大規模プロジェクトは数

も限られることから、中小規模のプロジェクトを

マネジメントできる「プレイングマネージャー」

が求められている。 

また、多くの企業で上流工程へのシフトが検討

されており、「企画・要件定義のコーディネート

ができる人材」も求められている。 

（2） IT 人材育成のための育成計画・教育体系の内

容、人材評価の仕組み 

―――IT スキル標準（ITSS）は部分的に利用 

それぞれの企業で、独自の教育体系、人事評価

の仕組みを作り運用している。 

「ITSS に基づいた、独自の人事・教育制度」 
「ITSS を見据えた新しい人事評価制度を検討

中」 
「ITSS になるべくあわせて実施」 

というように、ITSS 標準との連携をとっている

企業が多いが、 

「ITSS は必要項目ではあるが、十分項目ではな

い」 
「ITSS はスキルのマッピングには使えるが参考

程度」 

という意見もあった。 

（3） 研修の内容 

「100 以上の研修項目あり。基本的に社内講師。

年度の始めに計画を立て、講師の準備時間を確

保している」 
「①テクニカルスキル、②マネジメントスキル、

③ヒューマンスキルが 3 つの柱。本人の希望と

上長の判断により研修へ参加させている。社外

講師が中心」 
「プロジェクトマネジメント研修に力を入れて

おり、独自のプロジェクトマネジメント研修コ

ースを実施している」 
「研修専門の組織があり、常にコースが走ってい

る」 

など、それぞれの企業で、積極的に研修が実施

されている。 

「いくら知識があってもやれるかやれないかは現場

でのこと」 

という声もあり、 

「ケーススタディ、擬似プロジェクトマネジメン

ト、プロジェクトの分析評価、レビューによっ

て、論理的思考を養う。保守運用系はプロセス

向上対策のレビューをする。」 

というような研修もなされている。 

（4） e-learning の活用 

e-learning を活用している企業も多い。 

「テクニカル知識の底上げに利用」 
「プロジェクトマネジメントの基礎知識習得・研

修の事前知識取得に利用している」 

などの例が挙げられる。一方で、 

「事前研修に利用することも考えたが、個人的に

e-learning には懐疑的である。事前に知識を得

るためであれば本でもいいのではないか」 

という意見もあった。 

また、多くの企業で 

「コンプライアンス教育に e-learning を利用し

ている」 

という話が聞かれた。 

（4） IT 人材育成のために様々な人事施策がなされ

ている 

ａ．ローテーション 

「2～3 年でローテーションさせる。MAX5 年と

考えている」 
「保守運用業務←→開発業務のローテーション

を実施。ずっと保守をやっていると、新たな顧

客とのコミュニケーションが作れなくなって

しまう」 

など、積極的に利用している企業もあったが、

検討中であったり、必ずしも人材育成のためにや

っているとは言えなかったりする企業もある。 

「ローテーションをすると顧客サービスが下が

るが、社員の側としては色々経験をしたいとい

う意見が多い」 

という、悩ましい話も聞かれ、社内で意見の調

整に苦慮している状況が垣間見える。 
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ｂ．関係会社への出向 

関係会社への出向を行っている企業は少ないが、 

「関連会社への出向がある。伸びそうな人なら年

次を問わず新人でも出向させる」 
「取引先への戦略的出向」 

など、積極的に活用している企業も見られた。 

ｃ．その他 

様々な施策がとられている。具体的には、 

「メンター制度：5 年目くらいの人を指導係りに

し、3～4 人新人をつける」 
「OJT をしっかりと実践していく制度を整える」 
「製品検査（専門の部署あり）などを兼務させ

る：他のプロジェクトの品質をチェックするこ

とにより、他のプロジェクトの状況を客観的に

把握する。年度の始めに計画を立て、業務を調

整しながら実施」 

などがあり、それぞれ効果を挙げているようで

ある。 

（5） 新技術、新しい分野のスキル取得は研究部門

の活動と現場のプロジェクトの併用 

新しい技術、今まで自社でノウハウを持ってい

なかった技術への取り組みは、多くの企業で専門

に研究する部門があり、そこが中心となって対応

している。 

「研究部門で、なるべく現場にすぐに出せる実践

技術を研究」 
「新技術を研究する部署がある」 
「担当部門による研究がなされており、月に 1 回

プレゼンをする。必要があればプロジェクトに

入ることもある。また、ビジネスユニットの中

にもリサーチする人がいる」 
「研究部門での活動を、各種発表の場（月報・電

子掲示板等）で社内に広める」 

同時に、現場を中心に取り組んでいる場合も多

い。 

「顧客と共同で取り組む」 
「基本的にはプロジェクトの中で取得（事前に研

修を受ける）」 
「現場のプロジェクトで取得」 
「現場のプロジェクトで取得、成功事例は関係社

員を集めてプレゼンをすることも」 
 

（6） コンプライアンス教育は e-learning を中心に

徹底 

ほとんどすべての企業でコンプライアンス教育

を徹底しており、e-learning を利用している場合

が多い。また、ISMS、プライバシーマークの取

得にも積極的である。 

「e-learning で毎年 1 回全員受講、パートナーに

対しては集合研修を実施している」 
「e-learning を活用、受けられない人には CD 版

を配布したり、外に出ている人には集合研修を

受けさせたりしている」 
「社長直轄で、コンプライアンス推進組織あり。

e-learning も活用している」 
「コンプライアンス手帳の配布→e 化して最新情

報を迅速に衆知させている」 

（7） その他、IT 人材育成問題で抱える課題 

様々な課題が挙げられたが、 

「研修を受けさせたい優秀な人間は、忙しくなか

なか研修にいけない」 
「あまりにも多忙すぎて研修が受けられない」 
「PM を育成するためには、時間もかかるし、経

験も必要であるが、そのような場がない、失敗

することが許されない」 

というような、業務と育成の兼ね合いをどうつ

けていくかという問題、 

「自律的に自分を育成するための動機付けがう

まく行っていない」 
「受身ではない自己実現型人材の発掘と育成が

課題」 

というような受身からの脱却への期待などが多

かった。このあたりは、IT 部門、情報子会社の悩

みと共通である。 

3．3．4 プロジェクトマネジメント 

（1） 開発プロジェクトにおける工期・コスト 

上流工程の遅れ「要件が決まらない、要件が違

っている、話が違う！」や、プロジェクトマネー

ジャーの力不足の 

「顧客の要件をたたむことができない、広がりっ

ぱなしになる」 
「見積時の曖昧な（甘い）合意。仕様変更の安易

な受諾」 
「上流工程の技術不足、要件定義のチェック漏

れ」 
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「“いい人”が多いため、ユーザーに押し切られ

る」 

などが原因で、遅延する、コストが増えるとい

うようなことはあるようだが、一般的には、 

「それほどは遅れることはない」 
「遅延は間違いなく減っている」 

という場合が多いようである。そのための対策

として、 

「厳密な見積と予実管理の徹底。顧客も巻き込ん

だ阻害要因の排除」 
「品質管理部門のレビュー強化」 
「内部監査の厳正化」 
「管理部門によるレビュー」 

のように、専門部門によるレビューを実施する

企業が多い。また、 

「PMO を作り受注基準を厳格化した。ある一定

規模以上のプロジェクトはレビュー、それ以下

は書類提出が必須」 
「統括 PMO に加えて各ビジネスユニットにも

PMO を設置、プロジェクト月次実績報告書、

リスク監視一覧などの施策により、早い時期で

の問題のエスカレーションができるようにな

った」 

のように、組織的に PMO（プロジェクトマネ

ジメントオフィス）を作り対処している企業が増

えており、その効果も顕著な要である。 

（2） 開発プロジェクトにおける役割の変化 

上流工程への参画が求められることが増えてい

るようである。 

「システム改善提案を望まれるなど、上流工程へ

シフトしている」 
「上流フェースからプロジェクトへ参画するよ

うになっている」 

（3） ユーザーへの要望 

開発プロジェクトにおいて、ユーザー企業にど

のようなことを求めるか、率直に聞いてみたとこ

ろ、以下のような答えを得た。 

「プロジェクトの進捗状況について同じ認識（リ

スクの認識）を持ってほしい」 
「エンドユーザーとの仕切りをきっちりやって

ほしい」 
 

「体制をしっかりしてほしい。目的を明確にし、

一緒にやっていくことが重要」 
「仕様を確実に。決めたら変えない。できたシス

テムの価値を上げること」 

結局は、「重要なのは『決断してくれるかどうか』」

であるといえる。 

（4） プロジェクトマネージャーに必要な能力 

プロジェクトマネージャーは社内の資格制度の

ある企業もあったが、特にルールはなく、中規模

くらいであれば、30 代半ばの課長クラスという場

合が多いようである。そして、プロジェクトマネ

ージャーに求められる能力は、 

「顧客に対する折衝・調整能力」 
「生産管理の実践能力」 
「目標の明確化とメンバーに対する指導力」 
「対顧客：要求を引き出す力、対内部：同じ方向

を向かせる力」 
「メンタル面のケアなども含む、広い意味でのコ

ミュニケーション力」 
「QCD の確保、顧客との交渉力、見積もり能力」 

などが挙げられているが、最も重視されている

のは、 

「リスクの予測と初動ができること」 
「予見能力（リスクを発見する力） 
「危機管理能力、エスカレーション能力」 

などのリスク管理能力である。 

「体験したプロジェクトが“思い出”ではなく、

しっかりした“経験”になることが重要」 

との言葉があり、非常にうなずける。また、 

「中小規模のプロジェクトと大規模プロジェク

トのマネージャーは違う。中小規模は“プレイ

ングマネージャー“。大規模プロジェクトには、

“司令官（リーダー）”と“参謀（管理の専門

家）”が必要である」 

との言葉があった。 

（5） 最近の開発プロジェクトの特徴 

最近のプロジェクトの特徴として、「短納期化」

「オフショア開発」が挙げられている。 

短工期化については、「以前と比較して半分～

3/4 の納期」になっているとの声があった。 

また、オフショア開発については、以下の話が

聞かれた。 
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「オフショア開発の増加、やらざるを得ない状況

になっている」 
「オフショアだけでなく、日本企業の海外拠点に

おける開発が増えているため、外国語のできる

人が必要」 
「あえてオフショアに出させるために報奨金制

度を作っている」 
「一括で外部委託するリスクは、国内/海外を問わ

ず一緒であるが、海外の場合はプラスアルファ

のリスクがある」 

というように、リスクが増加しているのが最近

の特徴と言える。 
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3．4 インタビューからの課題解決へ向けて 

最後に、IT 部門、情報子会社、システムインテ

グレータのインタビューを通して浮き彫りにな

った課題に対する提案を述べたい。 

（1） 親会社・情報子会社が協力して親会社の中長

期情報化のグランドデザインを描く 

過去 10 年、いろいろな模索があったが、現在多

くの企業で経営の将来方向がはっきりしてきた

（情報化の方向を設定する条件が整った）。これ

を基に全社の中長期の情報化のグランドデザイ

ンを作成する。システム再構築が多くの会社の関

心事となっている現在が絶好の機会である。 

そのねらいは、以下の通りである。 

①全体の最適化と、IT に関わる全ての計画策

定とマネジメントの基本条件の整備 
②検討プロセスを通じて、企画・デッサン〔ア

ーキテクト〕能力の醸成 
③親会社の経営層の IT への理解を高める。 

（2） 情報子会社は自らの経営方針（ビジョン）・戦略

を考え、親会社に示す 

上記（1）を前提に、情報子会社は、経営方針と

実効性のある情報子会社としての戦略を設定す

る。 

“自分のことを、まず自分で考える”主体的発

想・行動の手始めとする。 

①会社の将来進む方向をはっきりさせて、注力す

べきこと、捨てるべきことを明確にし、長期的

な技術の開発・蓄積方向、人材の育成の方向を

決める。（自分たちが“やること”を決めるこ

とと同様に“直接にはやらない”多くのことも

はっきりさせることが肝要である） 
②アウトソーシング業務の管理体制と整備、管理

能力の育成を行う。 
（アウトソースする仕事にも、その管理という

仕事が残る。作業の無くなった仕事の管理能力

をどうやって身に着けるかという問題に真剣

に取り組む必要がある） 

（3） 人材育成を重要な経営施策と考え、育成のた

めの必要な余裕を業務プロセスに埋め込む 

①人材の育成を長期的な経営課題として取り上

げ、人材育成に必要な投資を経営の責任として

行えるようにする。 
②人材育成のプログラムとして、知識の研修にと

どまらず、仕事のアサイン、OJT における個別

指導・アドバイスの体制など、総合的な仕組み

を整備する。 

（4） 情報共有 

――世代間ノウハウの継承・プロジェクト経験

の情報の共有 

今までの世代が体験してきた時間のかかる“徒

弟制度的な人材育成”のできる状況ではなくなっ

た。 

実務経験の中で修得してきた知識やノウハウを

整理し、暗黙知部分を形式知化して、少ない経験

に最大限に生かせる仕組みを整備し、人材育成の

スピードアップが必要である。 

技術ノウハウの世代間継承のため、 

①ベテラン層と若手層の公式な情報交換のた

めの場を作る。 
②それを基に知識ベースの構築をする。 
③プロジェクトの進め方を対象に、事後評価の

ディスカッションを行い、関係者が経験を共有

する。 

などを通じて、全社のノウハウを総合利用でき

るようにする。 

（5） プロジェクトマネージャー問題の解決へ向けて 

① 資質のある人を選ぶ 

優秀な技術者が優秀なマネージャーの要件では

ない。技術者としてはそれほど優秀でなくてもマ

ネージャーとして能力を発揮する人もいる。年功

ではなく、マネージャーとしての資質のある人を

早い機会に見つけ出し、そのための訓練をするこ

とが必要である。 

② 専門家を処遇できる人事制度を作る 

①に併せ、優秀な技術者を専門家として処遇で

きる人事制度を整備する。 

優秀な技術者を管理者に昇格させた為に、優秀

な技術者を失い、代わりに凡庸な管理者を得たと

いうことでは、会社にとっても個人にとっても大

きなマイナスである。親会社にできない場合でも、

IT 業務が対象の子会社であれば、実行しやすい。

会社を別にしたメリットを活用すべきである。 
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③ マネジメント教育としてのローテーションの実施 

同じ種類の業務、同じ環境のなかに長年いると、

結果的に知識偏重の価値観に陥りがちである。長

年の実務経験で身につけた知識が、マネジメント

のための唯一の拠り処になってしまう。マネジメ

ント教育としてのローテーションは知識獲得が

目的ではない。立場・問題・人が変る環境に身を

置き、“何が何故違い、何は変らないか”を考え、

このことからもの事の本質を理解することにあ

る。度々転々とさせる必要はないし、異動先もあ

まり難しく考える必要はない。 

④ サブマネージャーの活用 

“一人で考え・一人で決め・一人で行う”こと

は、大変なことである。 

プロジェクトマネージャーを補佐し、弱点を補

完し、相談相手となるサブマネージャー（必ずし

も専任である必要はない）制度を公式なものとし

て定着させる（管理水準が上がり、全体の効率が

上がるので、サブマネージャーの業務量分だけ効

率ダウンということには多くの場合ならないは

ずである）。成功すれば自信が増す。自信はプロ

ジェクトマネージャーにとって大切な能力の一

つである。 

また、サブマネージャーにとっても自己の管理

能力を向上させる機会になる。 

（6） IT アーキテクト問題解決へ向けての課題提起 

① 5 つの専門分野を包含した、全体像を描ける人

が必要 

――自社にマッチした“全体を描ける人材育成プ

ログラム”を作る 

１つの情報システムやプロジェクトを分析する

と、５つの専門分野（アプリケーション、データ、

ネットワーク、セキュリティ、システムマネジメ

ント）からなる要素に分解される。従ってこの５

要素を考える人が必要ということになる。 

知識教育や能力評価を、この５つの専門分野毎

に考えることは現実的と思われる。 

しかし、実際にものを作り上げていくという構

成の仕事であるシステム開発の作業では、この専

門分野ごとに別々に設計した５つの要素を合成

すれば、１つのシステムが出来上がるといったも

のではない。 

 

最初にこれら５つの要素すべてを包含した全体

のデッサンが必要になる。これができる人の将来

にわたっての確保が愁眉の事項である（経済産業

省の IT スキル標準の定義では、各専門分野のレ

ベル６～７の IT アーキテクトに役割を想定して

いる）。 

全体のデッサンを行うには、技術の将来を透視

する力、顧客企業の文化や経営成熟度の把握、財

務状況の理解などを背景に、総合的なバランス感

覚やセンスを必要とし、更に関係者に対するリー

ダーシップや説得力など対人能力が重要になる。

技術に精通しているだけ、或いは技術以外の問題

に対して関心がもてない人には荷の重い仕事で

ある。 

IT アーキテクト育成については、大きく２つの

方法が考えられる。 

１つは経済産業省 IT アーキテクトβ版にある

ように、５つの専門分野ごとに専門家を育て、必

要な経験や実績のある上級者が中心になって全

体デザインを描くか、このうちの誰かが専門分野

のメンバーを取りまとめて、全体像を纏めて行く

というオーソドックスな方法である。大きなシス

テムを主対象とする比較的大きな規模の会社や、

設計に特化してゆこうという会社、現在必要な技

術者が確保できている会社などに向いている。こ

のような会社の多くはここに述べるまでも無く、

既に検討や実施を進められていることと思う。 

一方、対象とする開発システム規模がそれほど

大きくない、組織規模も大きくない情報会社、IT
アーキテクトが払底している会社では上記のよ

うなオーソドックスな方法を採ることは難しい。

こんなケースでは対策として以下のようなアプ

ローチが考えられる。 

全体デザインは、専門技術に精通しているとい

うより、各分野の問題の本質や要点把握のセンス

のある人を選び担当させる。 

①デザインを描く作業はこの人を中心にグルー

プ作業で行う。 
プロジェクト途上や結果の情報は、ここへフィ

ードバックされる仕組みにする（PDCA）。 
②業務分担の責任・権限や組織上の位置付けを明

確にして、この人が浮いてしまわないよう公式

に組織上の仕組みを作る。（一般的には企画組

織の中に位置づけるのがよいように思う） 
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③大きくない組織では、上述の５つの専門分野全

てを自社で賄うことが出来ない可能性がある。

自社で行う分野と、外部の力を借りる分野を明

確にする（但し、外部の人を使うための知識の

インターフェースは必要） 
④５つの専門分野と、実際の業務分担の体制（組

織）を照合し、担当業務と専門分野の関係を明

確にして OJT の体制を作る（複数の専門分野

をカバーしていることが、全体のデッサンを描

く能力育成にとってはプラスに働く） 
⑤④に述べた OJT を中心に IT アーキテクト能力

の育成をすすめながら、その過程で全体デッサ

ンの描ける素質ある人材を見出してゆく。 
⑥細分化された１専門分野に１専門家という形

は、長期的にはあまり上手く機能しない場合が

多い。何時の間にか向上が止まり、社内でしか

通用しない専門家に安住してしまう。担当業務

をオーバーラップさせてでも、１分野３人で相

互チェックの効く体制に早期にしておくこと

が望まれる。 

（2） 全社を中長期的にみたアーキテクチャーの標

準化を考える―全体最適・ＩＴガバナンスの要件 

過去 10 年間、IT 化が進められてきた中では、

個別のアプリケーションシステム開発が話題の

中心であった。世間の風潮も、現実にこれらを進

めて行く現場でも、この個別の課題に関心は集ま

っても、“会社のシステム全体としてみて、ある

いは少し長い目でみて”という視点には余り関心

を示さなかった。実務の現場ではそのような余裕

も無かった。個別にシステム開発を受注するベン

ダーには益々関係の無い問題であった。 

個別のアプリケーションシステム開発のプロジ

ェクトは自分のことで精一杯になる。次々発表さ

れる新技術と称するものにも目を奪われる。こん

な形で数年経ち、幾つかのシステムができ上がっ

たときに、気が付けばシステムごとにハードウエ

ア、ソフトウエアはバラバラで、全体では思わぬ

無駄が発生していたり、システム間でデータの重

複や不整合が生じていたりしても不思議ではな

い。 

ユーザー企業側の立場に立てば、技術の新しさ

や高度さと IT 化の経営上の効果の間に必ずしも

相関性があるわけではない。技術はコストとして

管理すべきものと気が付いたときには手遅れに

なっている。 

 

長期の全体最適と目先の部分最適との乖離が問

題である。このような問題が生じていれば、それ

は各アプリケーションプロジェクトの問題では

ない。 

会社全体のアプリケーションの方向を少し長い

目で見極め、データ体系とアプリケーションの構

成の標準化を設定してゆく、これに最適なハード

やソフトの構成標準を技術の方向を少し長い目

でみてデザインしてゆく、こんな IT アーキテク

トの役割が経営と技術の接点として、また、この

ような問題を統括してゆく本部機能が IT ガバナ

ンスの１つの要件として求められる。 

標準があれば、個々のアプリケーションプロジ

ェクトでのアーキテクチャー設計の負担は激減

する。数少ない優秀な IT アーキテクトを有効に

生かす方法である。 
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